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来年は、危険な気候変動という差し迫ったリスクを回避する方向に世界を導く重要な機会が各国に訪れる。 

3 分の 2 の確率で産業革命以前のレベルと比べ 2℃を超える地球表面の平均温度上昇を回避できるよ

う、2015 年 12 月にパリで開催予定の気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）において、世界

の指導者は、温室効果ガスの年間世界的排出量が今後数十年で大幅に削減されるという主旨への署名

が可能になるはずである。 

2010 年の COP16 カンクン（メキシコ）会議では、2℃を超える温暖化を許容すべきではないとの合意に至

り、各国は 2020 年までに各国内の排出量を抑えることを公約した。 

しかし、今年初めに発行された気候変動に関する政府間パネル（ IPCC）の分析では、現在の熱意

（ambitions）は不十分であり、今世紀末までに 3℃を超える温暖化もあり得ると結論付けている。 

その結果、この 300 万年ほどの間に地球上で遭遇したことのない温暖化が起こり、海水面の上昇、砂漠

化、異常気象などにより数十億の人々の生命と生活に莫大な影響を生じるであろう。。 

IPCC は、この 10 年間で記録的な速さで増加している温室効果ガスの年間排出量は、2030 年までにピ

ークを迎える必要があり、その後の数十年間、今世紀末までに急激に減少させなければならない、と警告

している。 

留意すべきは、2℃を超える世界的な温暖化を回避できる確率を 3 分の 2 とする前提に基づくと、今世紀

中に許容可能な温室効果ガス排出量は、二酸化炭素換算（CO2e）で6,300億～1兆1,800億トンである。 

世界中で毎年約 500 億トンの CO2e が排出されている現状を考えると、増加が続けば 20 年以内には許

容可能な排出量に達する計算になる。 

このような状況から、パリサミット（COP21）を準備する各国に明確なガイダンスが示された。2℃を超える

地球温暖化を回避する目標に沿った 2030 年までの排出量削減に関して、2015 年初旬に合意に至ること

が期待されている。 

世界二大排出国、米国と中国は、気候変動に取り組む作業がこれまで以上に急がれていることを表明し

始めた。 

『世界の CCS の動向 2014（Global Status of CCS: 2014）』
INTRODUCTION は、Stern of Brentford 男爵により執筆され

た。Stern 卿はグローバル CCS インスティテュートの国際諮問委

員会の構成員である。 
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昨年行われたオバマ大統領と習国家主席との会談では、気候変動のリスク管理の重要性が強調され、米

中共同の可能性を探る高レベルの作業部会が設置された。。 

オバマ大統領は、気候変動との闘いを第 2 期政権の明確な任務と位置付け、発電所関連のより厳しい規

制を導入するなどの方法で、その行政権を行使して米国の温室効果ガス排出量を削減することに努めて

いる。 

中国政府は、第 13 次五カ年計画（2016～20 年）を策定しているが、最大の温室効果ガス発生源である

化石燃料、石炭の国内消費量のピークをこの期間に設定するという目標を盛り込むことが予定されている。 

また中国政府は、温室効果ガスの全体の年間排出量の制限を試みる予定であり、上限を導入する可能

がある。 

米国と中国以外でも、取り組みが始まっている。地球環境国際議員連盟により委託された調査で、法制度

の面から気候変動の問題に取り組んでいる 100 ヶ国が確認されている。 

このような政策的な主導が推進力となっているものの、全体的な取り組みの規模と進行のペースは依然と

して満足のいくレベルに達していない。 

また一部の国では、温室効果ガスの排出量の削減により、経済成長と経済発展の見通しに陰りが差すの

ではないかとの懸念が根強く残っている。 

しかし IPCC は、2℃を超える地球の温暖化を 3 分の 2 の確率で回避するために必要な排出量の削減を

達成したとしても、2030 年までに世界のエネルギー消費量は 1～4 パーセントしか抑制されないとしてい

る。 

この試算では、ディーゼル車両や石炭火力発電所における局所的な排出量削減がもたらす相乗効果を考

慮していない。 

経済と気候に関する世界委員会による主要な報告書では、このような相乗効果により、温暖化の閾値 2℃
以内を維持するために必要な排出量削減のうち半分以上が賄えると試算している。 

同委員会は、低炭素経済への移行は、各国が気候変動のリスクを低減するのに役立つだけでなく、より

一層の持続可能な経済成長を後押しすると指摘している。 

COP21 パリ会議での合意のために解決すべき重要な問題の一つが財政支援であり、富裕国から発展途

上国への財政支援が必要となる。これは発展途上国が低炭素経済に移行するのを支援するため、また現

時点で回避することが不可能な気候変動の影響に対して、より柔軟な対応が可能な体制を整えるための

資金源となる。 

COP16 カンクン会議での合意では、富裕国の官民合わせた支援を現在の年間 100 億米ドルから 2020
年までに少なくとも 1,000 億米ドルまで増額すべきであることが確認された。 

このような貧困国への資金の流れは、パリ会議における国際合意による持続可能な発展への公平な道を

切り開くために不可欠となるであろう。 

国際的な金融機関および地域・国家の開発銀行の役割も、必要とされる財政支援を実現する上で欠かす

ことができない。 

しかし成功を収めるためには、明確で一貫性のある政策決定と強力な政治的指導力も要求される。 

低炭素社会への移行の推進に必要な投資提供の役割を果たすべき民間部門からの信頼が、間違った政

策決定と不確実性により揺らいでしまう状況があまりにも多い。 
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政府に起因する政策リスクが、投資と技術革新を阻害する可能性もある。 

再生可能エネルギーと CCS を含む、数多くの新規および既存の低炭素技術を市場に迅速に送り出す独

創性を開花させるためには、適切な政策が必要とされる。 

富裕国と貧困国が同様に持続可能な成長と発展を享受できる真の機会が、低炭素経済への移行によりも

たらされるという確かな証拠を今、目にしているのである。 

今後 1 年間の政府と産業の意志決定者による強力な指導力の下、世界はこの機会を逃さず、一層の経

済成長を果たし、気候変動を抑制することができると考えている。 

 



 
 

  

要求される技術と行動 
 
活動ポートフォリオの一つとしての CCS は、2050 年ま

でに要求されるエネルギー関連の全 CO2 削減の 14%
を占める。（出典: IEA、2014 年） 
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燃料の切り換え 
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CCS は必要不可欠 

13 



 

 
 14 

 

この章のハイライト 

 化石燃料は今後もエネルギー消費パターンの中心に位置付けられる。 

 化石燃料の供給は引き続き豊富である。 

 二酸化炭素排出量の増減（軌跡）は気候目標と一致していない - 対策の遅れは高い代償を伴う 

 CCS を抜きにして、気候変動の軽減に効果的に対応することは不可能。 

 個々の研究により CCS の価値がさらに認められてきている。 

 

 
 

化石燃料は今後もエネルギー消費パターンの中心に位置付けられ

る 
 
現在、世界のエネルギー需要の80%は化石燃料により供給されている。世界のエネルギー需要は、2035
年には 2010 年よりも約 40%増加すると予測され、これは気候変動に取り組むための現在の政治公約お

よび誓約がすべて実施される場合も変わらない。このシナリオでは、2035 年までのエネルギー需要の増

加の大部分を化石燃料が担い続け、世界のエネルギー需要の 75%を占める。今後数十年間のエネルギ

ー需要の増加は、主に非 OECD 諸国、特に中国とインドで起こる1。化石燃料は、高所得産業経済でそう

であったように、非 OECD 諸国経済の生活水準を高めるための主要な資源として利用されることになる。 

化石燃料源による発電の世界的シェアは、2035 年には 57%近くになると予測される。この場合も、気候

変動に取り組むための現在の政治公約および誓約がすべて実施されるとの仮説が前提となる。化石燃料

源を使用する発電は、2010 年から 2035 年の期間に OECD 経済圏で停滞することが予測されているが、

同発電の絶対的なレベルは、再生可能エネルギー源よりも相当高い水準を維持し続けている（約 40%）。

非 OECD 経済では、発電への化石燃料の使用は、2035 年に再生可能エネルギー源の 2 倍になると予

測されている。2035年においても、世界の発電の最も重要な燃料源は石炭が占め続けるとされている（シ

ェア 33%）2。2013 年には他の燃料の 2 倍以上となる 130 ギガワット（GW）以上の石炭発電能力が増設

された3。 

  

                                                        
1 IEA の 2013 年度の新政策シナリオのデータに基づく分析。World Energy Outlook 2013（世界エネルギー見通し）、OECD/IEA、フランス 

2同書 

3 IEA、2014 年、Tracking Clean Energy Progress 2014（クリーンエネルギーの進化の追跡 2014）、Energy Technology Perspectives 
2014 Except（エネルギー技術展望 2014 抜粋）、IEA Input to the Clean Energy Ministerial（IEA クリーンエネルギー閣僚への意見）, 
OECD/IEA、フランス 
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Figure 2.1 世界のエネルギーと電力需要は化石燃料により支えられている 
 

燃料源別の一次エネルギー需要 
（単位: 100 万トン、石油換算） 

 
 
出典: IEA、2012 年。World Energy Outlook（WEO）2012（世界エネルギー見通し 2012）と IEA、2013 年。WEO 2013（新

政策シナリオ） 

 
燃料源別の発電: テラワット/時 

 

 
 
出典: IEA、2012 年。World Energy Outlook（WEO）2012（世界エネルギー見通し 2012）と IEA、2013 年。WEO 2013（新

政策シナリオ） 

  

原子力 
再生可能 
エネルギー

化石燃料 

原子力 
再生可能 
エネルギー

化石燃料 
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化石燃料の供給は引き続き豊富である 
 
炭化水素化石燃料（石油、ガス、石炭）の確認埋蔵量は、石油換算 6 兆トンバレル前後と見積もられ、そ

の半分は石炭が占める。各化石エネルギー源の確認埋蔵量は、現在の需要をベースに今後数十年間

（石炭の場合は 100 年以上）対応できる十分な量である。これは 1990 年以降（2011 年まで）化石燃料の

年間消費量が 50%増加しているにもかかわらず、1990 年当時の推定対応年数からあまり変わっていな

い。 

 
Figure 2.2 化石燃料の確認埋蔵量は何十年にもわたり消費量を賄うことができる 

 

出典: BP、2014 年。Statistical Review of World Energy（世界エネルギー統計）。（注: 1 兆 = 10,000 億） 

 

確認埋蔵量は、現在の知識とコストに基づき、将来生産量を業界内で算定したものである。時間とともに

より多くの知識が得られ、これまでほとんど、あるいは全く価値を持たなかった「資源」は、確認埋蔵量に

変換され、これまでの暫定生産量と置き換わる。このような「知識の増加という条件下での置き換え」プロ

セスは、歴史的に非常に成功している。実際に、2013年末時点における世界の化石燃料確認埋蔵量は、

現在までの世界の化石エネルギー生産の累積量を上回っている4。確認埋蔵量は固定されたものではな

く、可変的なものであり、一時的な生産量のというわけではなく、可変的なものであるがために増加する。 

 

二酸化炭素排出量の増減は気候目標と一致していない - 対策の遅

れは高い代償を伴う 
 
予測されるエネルギー消費パターンが続くと、2035 年までに CO2 の年間排出量は 40 ギガトン（Gt）前後

まで継続的に増加し、「business as usual（現状維持）」シナリオ（現在の気候に関する誓約が実施されな

い）の場合、2050 年までに 50 Gt 超まで増加する（すなわち 2000 年の CO2排出量の 2 倍超）5。このよう

                                                        
4 BP 世界エネルギー統計の履歴データを用いて導出。IEA、2013。世界エネルギー見通し 2013、OECD/IEA、フランスも参照。 

5 IEA、2013 年。同書、および IEA、2014 年、Energy Technology Perspectives 2014: Harnessing Electricity’s Potential（電気の潜在可能
性の利用）、OECD/IEA、フランス。 

円は石油換算バレル（boe）の確認埋蔵量であり、円の大きさは

2013 年の推定生産量に基づく、可採年数として表される。 
 

石炭 ガス 石油 

113 年 
 

埋蔵量:  
3 兆 2,000 億 boe 

55 年 

 

埋蔵量:  

1 兆 2,000 億 boe 

53 年 

 

埋蔵量:  

1 兆 7,000 億バレ

ル



 

 
17  

な CO2 排出量の増加に伴い地球の平均気温の上昇が（産業革命以前のレベルと比較して）3.6℃から

5.3℃上昇すること、その上昇のほとんどは今世紀中に起こることが科学的証拠により示されている6,7。世

界的な CO2排出量を大幅に削減し、世界の気温上昇を 2℃以内に抑えるという、2009 年の COP15 コペ

ンハーゲン会議で 100 ヶ国以上が合意した目標からの乖離は益々広がっている。 

我々はエネルギーを生成・利用する方法を変革するために迅速に行動しなければならない。CO2 排出量

を削減する措置の緊急性は年々高まっている。米国大統領府が発行した最近の報告書では、気候経済

の文献が調査され、気候変動対策の遅れはコスト高となり、このコスト高が理由で（同じ特定の気候目標

と比較して）さらに遅れが長期化すると結ばれている。 

Figure 2.3 対応の遅れにより 2℃超の温度上昇による年間経済損失は増加する 

 
産業革命以前のレベルと比較した地球の温度上昇 

 
出典: 米国大統領府、2014。The Cost of Delaying action to Stem Climate Change（気候変動阻止の措置の遅延コスト）。 

 

気候変動への対策の遅れによるコスト増の可能性が予測される以外に、経済効率的な方法で取り組めな

い場合のコストも相当なものになる。世界の平均気温の長期的上昇を 2℃に抑える努力には CO2 排出量

の大幅な削減が含まれる。この削減をコストを抑えて達成するには数々の技術ポートフォリオへの投資を

必要とする。中でも非常に重要な貢献技術となるのが、CCS を用いた化石燃料とバイオマスの使用であ

る。国際エネルギー機関（IEA）が行ったモデリングでは、「business as usual（現状維持）」シナリオ(気候

変動対策が実施されない)と比較した場合、CCS は 2050 年までに世界の気温上昇を 2℃以内に抑える

ために必要な累積削減のうち 14%近くに寄与することが示されている。 

  

                                                        
6 IEA、2013 年。Redrawing the energy-climate map（エネルギー気候マップの再描画）、OECD/IEA、フランス。 

7気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（AR5）は、気候変動に関する科学的知識の現状の詳細な見解を示している。

Climate Change 2013: The Physical Science Basis（気候変動 2013: 物理科学の根拠）に関する作業部会 I 報告書は、気候体系を通じた

気候変動観測の総合的な評価を行っている。 

3℃ 4℃ 

世
界

G
D

P
に
占
め
る
割
合
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Figure 2.4 「business as usual」と比較した場合、2050 年までに世界の気温上昇を 2℃以内に抑える

ための累積 CO2排出量削減の 14%を CCS が担う 
 

 
 
出典: IEA、2014。Energy Technology Perspectives 2014。 

 
 

CCS の重大な役割 - CCS を抜きにして、気候変動の軽減に効果的

に対応することは不可能 
 
CCS を使用せずに、効果的に、最小限のコストで気候変動に対応することは不可能である。 

低炭素未来への効率的な移行に対する CCS の重要性は以下のように証明される。 

 発電 - 2011 年時点における CO2 排出量の 40%近くを発電部門が占める。技術オプションとしての

CCS を除外した場合、電力部門のみで、2050 年までに約 2 兆米ドルの軽減コストが増大する8。これ

は CCS により達成されると予測される同じレベルの CO2排出量を軽減するためのコストの 2 倍近くに

相当する。CCS を使用せずに、地球の気温上昇を 2℃以内に抑えるのに必要な量だけ電力部門で排

出量を削減することは可能であるが、必然的により高価格の技術の使用が要求される。 

燃料を石炭からガス火力発電に切り換える場合の環境的な恩恵に多くの関心が集まっている。しかし、

ガス火力発電はカーボンフリーではなく、長期的な排出量目標を達成するためには、石炭とガス火力

の両発電施設に CCS を装備する必要がある。手短に言えば、CCS を抜きにして、温暖化問題から抜

け出す方法を単純に「語る」ことはできない。 

 工業 - 2011 年時点における CO2 排出量の 4 分の 1 を工業部門が占める。鉄鋼、セメント、化学、精

製・精錬などの一部の高排出産業部門では、CCS は大幅な削減を可能にする既存の唯一の大規模

技術である。「business as usual（現状維持）」シナリオ(気候変動対策が実施されない)においては、工

業部門からの CO2排出量は、2050 年までに 50%以上増加すると予測されている9。 

                                                        
8 IEA、2012 年、Energy Technology Perspectives 2012: クリーンエネルギーシステムへの道のり、OECD/IEA、フランス。 

9 IEA、2014 年、Energy Technology Perspectives 2014: 電気の潜在可能性の利用、OECD/IEA、フランス。 
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Figure 2.5 CCS 無しでは、2050 年までに世界の気温上昇を 2℃以内に抑えるための CO2排出量の削

減は、工業では非常に可能性が低く、電力ではよく見積もってもコスト高になる 

2011 年の CO2排出量: 33.8 ギガトン 
 

 

出典: IEA、2014。Energy Technology Perspective 2014 の CO2排出量データ。 

 
したがって CCS の重要性は、持続可能性の方程式を解き易くするその能力にある。方程式には、経済成

長への負担を最低限に抑え、是認された気候目標に沿って CO2 排出量を削減する政策と矛盾することな

く豊富なエネルギー資源を提供するという変数をはじめ、数多くの変数が使用される。現在電気を利用で

きない多くの人々に電気を供給するために、大量の発電容量を早急に建設する必要性に迫られている非

OECD 諸国に特に重要な方程式である。このような経済圏が工業化するにつれ、CCS 技術が導入されな

ければ、世界的な CO2排出量が劇的に増加すると予測される。さらに、CCS は再生可能エネルギーの間

欠性の問題に対処し得る低炭素型の補完技術であるため、再生可能エネルギーの世界的な普及の拡大

を促す。 
 
 

個々の研究により CCS の価値がさらに認められてきている。 
 
気候変動に取り組むためには、電力と工業の両セクターへの CCS の配備が不可欠、という避けがたい状

況に陥っている。これをいっそう強調するような個々の研究と報告が昨年、影響力のある団体から発表さ

れた。 

「長年の研究、開発を経て、また有用ではあるものの、実際的経験がほとんど蓄積されていないと

いう状況を踏まえると、我々はギアをもう一段シフトさせ、実際のエネルギーオプションに CCS を

取り入れ大規模に発展させるべき時期に来ている。遠い将来のいつの日にか実現するソリューシ

ョンとして、長期的なエネルギーシナリオで CCS を捉えるだけでは十分ではない。そうではなく、

今、この時点で現実に展開しなければならない。」 

IEA 事務局長、Maria van der Hoeven 

Technology Roadmap: Carbon Capture and Storage, 2013 序文より 

 

  

CCS は化石燃料中心の発電設備

からの CO2 排出量を削減する上

で、特に 2050 年までに発電部門
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「CCS が展開されず、バイオエネルギーの利用が制限された場合、大気中の CO2 濃度を低水準

に安定させるためのフィージビリティとマクロ経済のコストに最大の影響が及ぶという、信頼のおけ

る [調査] 結果が得られている… 

…相当数のモデルが、CCS 無しで 450 ppm を達成することができなかった。実際に、450 ppm
のシナリオを実現できなかった状況の大多数は、CCSが利用不可能と想定されていた状況であっ

た。」 

Krey, V, Luderer, G, Clarke L, & Kriegler, 2013 年 Getting from here to there – energy technology transformation pathways 

in the EMF27scenarios、Climate Change、2013 年 12 月。The Energy Modeling Forum (EMF) 27 Study on Global 

Technology and Climate Policy Strategies, 2013。EMF27 プロジェクトは、研究機関による世界規模のコンソーシアムが参加す

る世界的モデル比較演習であり、スタンフォードエネルギーモデリングフォーラム、ポツダム気候影響研究所、国際応用システム

分析研究所などが主導している。 

 

「追加の軽減策が大幅に遅れる場合、あるいはバイオエネルギーや CCS、これらの併用

（BECCS）などの主要技術の利用が制限される場合、多くのモデルが 2100 年までに CO2換算の

大気濃度を約 450ppm に抑制するシナリオを達成することができない。」 

「バイオエネルギーと CCS との併用（BECCS）により、大規模 Net Negative な CO2 排出を伴う

エネルギー供給を実現できる可能性がある。それは課題やリスク（限られたエビデンス、中程度の

合意）が伴うものの、多くの低安定化シナリオで重要な役割を持つ見通しである。」 

IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）のサマリーレポート、Climate Change 2014: Mitigation of Climate Change, 2014 

 

「Country Research Team により開発された DDP（Deep Decarbonization Pathway）の多く

を含む、世界のほとんどの軽減シナリオにおいて、CCS は決定的な CO2 削減技術であることか

ら、技術的・経済的に大規模な CCS 展開が可能かどうかをテストするために、CCS の RDD&D
（研究・開発・実証・展開）の水準を高めることが、各国と経済界に緊急に要求されている。CCS を

導入しない場合、多くの国（特に化石燃料を用いた発電に大きく依存する国）は、大幅な脱炭素を

達成することがより一層困難になるであろう。」 

Pathways to Deep decarbonization, Interim 2014 Report、持続可能なソリューションネットワーク（SDSN）および持続可能な開

発と国際関係研究所（IDDRI）、2014 年。 
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本章のハイライト 

 2014 年は CCS にとって重要な年であった。 

 発電部門における世界初の大規模 CCS プロジェクトが、カナダ、サスカチュワン州の Boundary Dam
（バウンダリーダム）発電所で操業を開始した。 

 米国の発電部門では、他に 2 件の大規模 CCS プロジェクトが、2015～2016 年に操業開始が予定さ

れている。 
 鉄鋼部門における世界初の大規模 CCS プロジェクトが、UAE、アブダビで建設が進められている。 

 上記の 4 件のプロジェクトを含め、世界で操業中又は建設中の大規模 CCS プロジェクトは 22 件あり、

2010 年と比較してその数は倍増している。これらの 22 プロジェクトの総 CO2 回収量は、年間約 4,000
万トン（Mtpa）にのぼる。 

 発電部門 9 件を含む 14 件の大規模 CCS プロジェクトが、計画の も進んだ段階にあり（精査段

階）、その多くが、2015 年中に 終投資判断が下される見通しである。 

 19 件の大規模 CCS プロジェクトが検討初期段階にあり、グローバル CCS インスティテュートが確認し

ている大規模 CCS プロジェクトは計 55 件となる（総 CO2 回収量は約 106 Mtpa）。 

 大規模 CCS プロジェクトの件数では 1 位米国（19 件）。2 位中国（12 件）、続いて欧州（8 件）である。 

 全プロジェクト（操業、建設、精査段階のいずれも含む）の中で、特に重要なプロジェクトが 20 件存

在する。。これらのプロジェクトは、発電部門における CCS の大規模操業の実証、および新規の工

業プロセスにおける（EOR を除く）CO2 の純粋な地中貯留、幅広いサプライヤーの様々な燃料源と

異なる回収技術の使用を実証することができる。 

 欧州のプロジェクトが建設（および操業）に至ることは、CCS への好意的な理解を世界的に定着さ

せる上で重要である。欧州で計画中の大規模 CCS プロジェクトは、純粋な（オフショア）地中貯留

を用いた発電部門に集中している。 

 非 OECD 経済圏（中国を除く）では大規模 CCS プロジェクトが予定されておらず、またセメント、鉄鋼、

化学をはじめとする CO2 排出量の多い産業においても CCS 技術の開発は進んでいない。 

 

 
 

  



 

 
 24 

3.1 

2014 年における主要大規模 CCS プロジェクトの進展 
 

グローバル CCS インスティテュートは、世界各地で 55 件の大規模統合 CCS プロジェクトを確認している
1。各プロジェクトの概要は Appendix B、また詳細な情報はグローバル CCS インスティテュートのウェブサ

イト参照2。 

本項セクション 3.1 では、操業・建設中のプロジェクト、および開発計画の も進んだ段階である概念検討

（または精査）段階のプロジェクトを中心に解説する3。 

CCS に関して 2014 年は重要な年であった。発電部門における大規模 CCS プロジェクトが現実のものと

なった。 

 電力部門における世界初の大規模 CCS プロジェクト –  Boundary Dam Integrated Carbon 
Capture and Sequestration Demonstration Project（カナダ、CO2 回収量 1 Mtpa）- が 2014 年 10
月に操業を開始した。 

 ミシシッピー州の Kemper County Energy Facility で開始した新設の 582 メガワット（MW）発電所の

試運転（米国、CO2 回収量 3 Mtpa）。CO2 回収の開始は 2015 年に予定されている。 

 2014 年 7 月に建設が始まった、テキサス州ヒューストン近郊の W.A. Parish 発電所の Petra Nova 
Carbon Capture Project（米国、CO2 回収量 1.4 Mtpa）。2016 年末までに CO2 回収を開始する予

定である。 

発電部門以外では、鉄鋼部門において世界初の大規模 CCS プロジェクトが、2013 年後半に UAE で建

設段階に入っている。この Abu Dhabi CCS Project（CO2 回収量 0.8 Mtpa）では、アブダビの Emirates 
Steel プラントで用られる直接還元鉄プロセスから CO2 が回収され、EOR を目的として、Abu Dhabi 
National Oil Company（ADNOC）が運営する Rumaitha 油田へ輸送される。 

全体として、世界では現在 22 件の大規模 CCS プロジェクトが操業中または建設段階にあり、その数は

2010 年と比較して倍増している（Figure 3.1）。うち 13 件は操業中であり、9 件は建設中である4。建設中

のプロジェクトの操業開始予定は以下のとおり。 

 2015 年 - Kemper County Energy Facility、Illinois Industrial Carbon Capture and Storage Project
（米国、CO2 回収量 1 Mtpa）、Quest（カナダ、CO2 回収量 1.08 Mtpa）、Uthmaniyah-CO2 EOR 
Demonstration Project（サウジアラビア、CO2 回収量 0.8 Mtpa）、Alberta Carbon Trunk Line
（ACTL）-Agrium CO2 Stream Project（カナダ、CO2 回収量 0.3～0.6 Mtpa） 

 2016 年 - Gorgon Carbon Dioxide Injection Project（オーストラリア、CO2 回収量 3.4～4.0 Mtpa）、

Abu Dhabi CCS Project、Petra Nova Carbon Capture Project 

 2017 年 - ACTL-North West Sturgeon Refinery CO2 Stream Project（カナダ、CO2 回収量 1.2～

                                                        
1大規模統合プロジェクト（LSIP）は、商業規模のプロセスの流れを代表するに足る十分な規模とみなされる CCS プロジェクトである。LSIP
完全な定義は以下 URL 参照。www.globalccsinstitute.com/projects/large-scale-ccs-projects-definitions 

2 www.globalccsinstitute.com/projects/large-scale-ccs-projects 

3グローバルＣＣＳインスティテュートが採用する、CCS プロジェクトの各段階を代表するプロジェクトライフサイクルモデルの概要は、

www.globalccsinstitute.com/projects/large-scale-ccs-projects-definitions を参照。本レポートを通じて、建設と Execute（建設）は同義語と

して使用される。 

4 13 件の操業中のプロジェクトには、2011 年 6 月に CO2 圧入を中断している In Salah CO2 Storage Project が含まれる。Salah の今後の

圧入作業は検討中であるが、総合的なモニタリングプログラムは継続している。In Salah プロジェクトは、実際に CO2 を圧入していないた

め、そのデータは CO2 回収量を質量表示する図で反映されていない。 
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1.4 Mtpa） 

上記 22 プロジェクトの総 CO2 回収量は、約 40 Mtpa にのぼる（Figure 3.2）。 

 

Figure 3.1 Operate（操業）および Execute（建設）Stage にある大規模 CCS プロジェクト件数5 

 
 

さらに 14 件のプロジェクトが精査段階、すなわち開発計画の も進んだ段階にある。この段階において建

設を開始するか否かの 終投資判断が下される。2014 年時点での精査段階にある一連のプロジェクトは、

多くの観点から選ばれた確固たるプロジェクトである。 

 プロジェクトの多くは、2010 年の終了時点までに作成された公的な資金計画を受け入れており、工学

的調査およびその他の調査を終了している。 終的な投資判断は（追加）資金確保及び各種許認可

の取得状況次第となっている。精査段階にあるプロジェクトには、Rotterdam Opslag en Afvang 
Demonstratieproject（ROAD）（オランダ、CO2 回収量 1.1 Mtpa）、FutureGen 2.0 Project（米国、

CO2 回収量 1.1 Mtpa）、Texas Clean Energy Project（米国、CO2 回収量 2.7 Mtpa）が含まれる。 

 White Rose CCS Project（英国、CO2 回収量 2 Mtpa）と Peterhead CCS Project（英国、CO2 回収

量 1 Mtpa）は、英 CCS Commercialisation Programme から資金援助を受けている。これは、競争

プロセスで先発者となる CCS プロジェクトに提供される設備資金であって、 大 10 億英ポンドを保

有する英 CCS Commercialisation Programme（商業化プログラム）を財源としている。 

英国政府の Final Investment Decision Enabling（ 終投資判断許可）プログラムに参加する他の

CCS プロジェクトも、プロジェクトの一層の発展に向けて資金不足を解消するために、個別の

Contract for Difference（CfD: 差金決済取引）による資金確保の機会を協議している。 

 中国では 4 件のプロジェクトが進行しており、建設の段階まで進むのに必要とされる工学的およびそ

の他の研究が実質的に終了している。プロジェクトを担当する国営企業の意志決定プロセスにより、

翌年の 終投資判断が期待される。これらのプロジェクトのうち 2 件、Yanchang Integrated Carbon 
Capture and Storage Demonstration Project（大規模プロジェクトの CO2 回収量 0.46 Mtpa）、およ

                                                        
5年度間の一貫性を図るために、全図内の操業中の大規模 CCS プロジェクトの 2010 年の記録は、Rangely と Salt Creek EOR Project の

合計である。当インスティテュートの記録では、2011 年以降、両プロジェクトは統合され、Shute Creek Gas Processing Facility Project とし

て扱われている。 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

件
数

 

Operate (操業) Execute (建設) 
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び PetroChina Jilin Oil Field EOR Project（フェーズ 2）（大規模プロジェクトの CO2 回収量 0.8 Mtpa）

は、大規模 CO2 回収への進捗の準備段階としてパイロット CO2 回収フェーズを実施している。 

 プロジェクトは、貯留オプションと回収技術だけでなく、地域的にもほぼバランスよく分散されている

（Figure 3.5～3.7）。 

精査段階のプロジェクトの大半は、2015 年末までに 終投資判断が可能な段階まで進むはずである。精

査段階の 14 の大規模 CCS プロジェクトの総 CO2 回収量は、約 24 Mtpa になる。同段階の一連のプロ

ジェクトと同様に、すべてのプロジェクトで有益な 終投資判断が下されると期待すべきではない。 

Figure 3.2 Operate（操業）、Execute（建設）および Define（精査） Stage のプロジェクトの CO2 回収量 

 

操業、建設、精査の各段階にあるプロジェクト全体で、特に重要なプロジェクトが 20 近くある。これらのプ

ロジェクトは、発電部門および新規の産業プロセス（大規模な CCS が定着している天然ガス処理と肥料製

造を除く）における大規模 CCS の操業実証、また（EOR に留まらない）CO2 の純粋な地中貯留と、各分野

のサプライヤーの異なる回収技術を実証できるポテンシャルがある（表 3.1）。 

 
Table 3.1 大規模 CCS プロジェクトのポテンシャル・ポートフォリオ: 産業、地理的状況、回収技術・回収

源、進捗段階（操業、建設、精査）に応じたプロジェクト分類 

プロジェクト名 段階 CO2 回収量 

(MTPA) 

ポートフォリオの利点 

南北アメリカ地域 

Air Products Steam Methane Reformer EOR 

ProjectAir Products Steam Methane Reformer EOR 

Project 

操業 1.0 水素生産、工業的分離 

Boundary Dam Integrated Carbon Capture and 

Sequestration Demonstration Project 

操業 1.0 発電部門、燃焼後、石炭供給原料 

Illinois Industrial CCS Project 建設 1.0 純粋な地中貯留 - 陸上深部塩水層 

ACTL with North West Sturgeon Refinery CO2 

Stream 

建設 1.2～1.4 精製部門、燃焼前 

Kemper County Energy Facility 建設 3.0 発電部門、燃焼前、石炭供給原料 

Petra Nova Carbon Capture Project 建設 1.4 発電部門、燃焼前、石炭供給原料 

Operate (操業) または建設 
(Execute) 段階のプロジェクト 

C
O

2
回

収
容

量
（M

tp
a）

 

Define（精査） 段階のプロジェクト 
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プロジェクト名 段階 CO2 回収量 

(MTPA) 

ポートフォリオの利点 

Quest 建設 1.08 水素生産、工業的分離、純粋な地中貯留 - 

深部塩水層 

FutureGen 2.0 Project 精査 1.1 発電部門、オキシ燃料燃焼、石炭供給原

料、純粋な地中貯留 - 陸上深部塩水層 

Hydrogen Energy California Project (HECA) 精査 2.7 発電（ポリジェネレーション施設）、燃焼前、

石炭供給原料 

Texas Clean Energy Project 精査 2.7 発電（ポリジェネレーション施設）、燃焼前、

石炭供給原料 

Sargas Texas Point Comfort Project 精査 0.8 発電、燃焼後、天然ガス供給原料 

Spectra Energy’s Fort Nelson CCS Project 精査 2.2 純粋な地中貯留 - 陸上深部塩水層 

欧州、中東、アフリカ地域 

Sleipner CO2 Storage Project 操業 0.9 オフショア天然ガス処理、燃焼前、純粋な

地中貯留 - 陸上深部塩水層、直接圧入 

Snøhvit CO2 Storage Project 操業 0.7 オフショア天然ガス処理、燃焼前、純粋な

地中貯留 - 陸上深部塩水層 

Abu Dhabi CCS Project 建設 0.8 鉄鋼部門、工業的分離 

Don Valley Power Project 精査 5.0 発電部門、燃焼前、石炭供給原料、純粋な

地中貯留 - 陸上深部塩水層 

Peterhead CCS Project 精査 1.0 発電部門、燃焼後、天然ガス供給原料、純

粋な地中貯留 - 陸上枯渇ガス田 

ROAD 精査 1.1 発電部門、燃焼後、石炭供給原料（+バイ

オマス）、純粋な地中貯留 - 陸上枯渇ガス

田 

White Rose CCS Project 精査 2.0 発電部門、オキシ燃料燃焼、石炭供給原料

（+バイオマス）、純粋な地中貯留 - 陸上深

部塩水層 

アジア太平洋地域 

Gorgon Carbon Dioxide Injection Project 建設 3.4～4.0 純粋な地中貯留 - 陸上深部塩水層 

Sinopec Shengli Power Plant CCS Project 精査 1.0 発電部門、燃焼後、石炭供給原料 

Sinopec Qilu Petrochemical CCS Project 精査 0.5 化学部門、燃焼前、石炭供給原料 

Yanchang Integrated CCS Demonstration Project 精査 0.46 化学部門、燃焼前、石炭供給原料 

 

この「ポテンシャル・プロジェクト・ポートフォリオ」の重要な要素として以下が挙げられる6。 

 発電部門においては約 10 件の大規模 CCS プロジェクトが、2020 年までに操業に入る可能性。 

 約 10 件の大規模 CCS プロジェクトが、2020 年頃までに CO2 の地中圧入貯留オプションを開始すし

ている可能性。 

 CCS が石炭（様々な種類）と天然ガスの両供給原料に適用される可能性。 

 全ての主要な CO2 回収技術（燃焼前回収、燃焼後回収、酸素燃焼）が、発電で大規模に適用される

可能性。 

工業、貯留、燃料といった分野横断的技術を活用した CCS プロジェクトが実証されることにより、CCS へ

の信頼性が築かれる。強固なポートフォリオは、環境に優しい技術として住民理解を高め、、世界的な

CO2 排出量の削減における CCS の重要な役割を強化する可能性がある。CCS が継続的に進化してい

ることを金融コミュニティに実証する際には、新たなプロジェクト・ポートフォリオもまた欠かすことのできな

い要因である。規制枠組みを強化し、技術的成果とコスト削減を改善するための手段を特定する作業にお

                                                        
6 この「ポテンシャル・プロジェクト・ポートフォリオ」のサブセットは、操業、建設、精査の各段階にあるプロジェクトから抽出されている。他に

も、開発計画の早期段階ではあるが、期限内に精査と建設段階に進むプロジェクトがある。下記の主要なメッセージは、これらの早期段階の

プロジェクトにも適用される。 
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いて、これらのポートフォリオから得られた教訓は、2020 年以降の次世代の CCS に対し既知のリスクを

軽減するのに役立つであろう。 

2020 年までの CCS プロジェクト・ポートフォリオの強みは、今後 12～18 か月の間にほぼ決まると予想さ

れる。この「ポテンシャル・ポートフォリオ」を「実際のポートフォリオ」に移行する上で、短期間の財務的お

よび政策的な支持構造が役立つこと、また CCS は他の低炭素技術と比較しても不利益にならないことが

重要である。 

上記のプロジェクトのポートフォリオが操業に移行することにより、これまで封じられてきた CCS 関連の協

議（CCS の実験段階や大規模発電所導入に関する議論）を前進させる上で重要な役割を担うであろう。

回収技術の前進と同時に、操業中の一連の大規模プロジェクトから得られる大量の知識のフィードバック

は、コストを削減し、投資家や関係者の信頼を高めるであろう。 

その場合、現在の CCS 技術から 2020 年以降の次世代の CCS 技術に移行するための必須条件を策定

しておく必要がある。 

2020 年(またそれ以降)までに CCS が広く展開していくために必要とされる前提条件の確立は、2020 年

までに整えなくてはならない。そのためにはよりスピードを上げて取り組まなければならない。操業、建設、

精査段階にある全プロジェクトの総 CO2 回収量、約 65 Mtpa（フィンランドまたはオーストラリアの現在の

CO2 排出量と同量）は、気候変動に長期的に取り組む上で CCS が重要な役割を果たすために必要とさ

れるレベルを何倍も下回る。今後 10～15 年、さらにその後も、建設に移行する新規プロジェクトで回収量

を大幅に増加させる必要がある。 

CCS プロジェクトの展開には、市場原理に基づいた CCS（および他の排出削減技術）が受け入れられ、

法体系の整備や規制制度の確立（第 5 章「政策、法律、規制の進展」参照）、および有効な貯留容量の調

査と評価を促す政策の適用により初めて実現する。 

CCS への投資において投資家が求めるものは長期的な政策の行方である。CCS を推進するための強

力かつ持続可能な排出量削減政策の導入が急務である。このような政策は CCS の長期的な展開に不

可欠である。 

過去 5 年間の既存の政策支援のみでは、2010 年時点で予定されていた件数の大規模 CCS プロジェクト

を「開始」するのに必要な民間投資を呼び込むのには不十分であった。現在の市場機会では少数の先発

プロジェクトのみが勢いを得るだけかもしれない。現時点では、EOR への CO2 の活用など、追加収益の

機会を利用できるプロジェクトに偏った開発が行われている。 

CO2 をコモディティ化する動きは北米で も顕著である。2014 年時点で世界で操業または建設段階にあ

る 22 のプロジェクトのうち 16 件（約 70％）が、回収された CO2 を EOR を目的として使用している、ある

いは使用を予定している（Figure 3.3）。さらにこれらのプロジェクトの多くで、天然ガス処理や肥料生産な

どの工業的分離プロセスの一部として CO2 の分離が既に行われており、(発電所等の回収コストと比較し

て)輸送前に発生する増加コストが非常に低く抑えられている。 

  



 

 
29  

Figure 3.3 Operate（操業）および Execute（建設） Stage の大規模 CCS プロジェクト（貯留タイプ（EOR

有無）にて分類） 

 

精査段階にあるプロジェクト例から、過去および将来のプロジェクトの発展に関する興味深い状況が示さ

れている。 

 現在操業中または建設段階にあるプロジェクトのうち、工業プロセスの一部として CO2 分離が使用さ

れているプロジェクトは少なく、精査段階の 14 プロジェクトの 9 件は発電部門である。 

 北米の精査段階のプロジェクトの大多数（6 件のうち 4 件）、および中国における全プロジェクト（全 4
件）は、回収された CO2 を EOR に利用する予定である。 

北米では精査段階の 3 件のプロジェクトが、連邦計画の公的資金（Federal programs）を財源として

おりうち 2 件が回収された CO2 を EOR に利用する予定である。「2 本柱」（公的支援と市場メカニズ

ム）によって、北米においてさらに多くのプロジェクトが 2014～2015 年にかけて建設段階に移行する

ことが期待される。 

中国では、計画の進んだ段階にあるプロジェクトが、2014～2015 年に建設段階に移行するという楽

観的傾向があるが、その時期はこれらのプロジェクトを担当する国営企業の意志決定プロセスに掛っ

ている。 

 「CO2-EOR に適した」油田が広く普及していない欧州では、プロジェクトの中心は純粋な地中貯留オ

プションであるが、これは CO2-EOR システムよりも完全な特性評価にコストと時間を多く要する。 

このようなプロジェクトの傾向に加えて、炭素排出権価格の暴落により欧州では 2010 年時点で切望

されていた CCS 開発における主導的役割が失われた。政策的なイニシアチブは十分に講じられてい

欧州 

北米 

その他の地域 

欧州 

北米 

その他の地域 

天然ガス処理 発電 その他の産業 鉄鋼生産 
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るものの、この 10 年で欧州において建設段階まで移行した大規模な CCS プロジェクトはない。 

しかし、欧州のプロジェクトは、2020 年までに開始が予定されている大規模 CCS プロジェクトのポー

トフォリオにおいて重要な役割を果たす可能性がある。精査段階にある欧州の 4 件のプロジェクトは

全て発電部門であり、幅広い回収技術と燃料資源を採用しているため、陸上深部塩水層と枯渇ガス

田への CO2 貯留を実証できる可能性がある。欧州の大規模 CCS プロジェクトの実施が成功するこ

とは、欧州にとってまた世界にとっても CCS に対するポジティブな認識を確立するために不可欠とな

る。 

精査段階にある欧州のプロジェクトのうち 1 件を除く全てが英国で実施されている。とはいえ、オラン

ダの ROAD プロジェクトは、（開発計画において）発電部門で世界で も進んだ CCS プロジェクトの

一つであり、追加資金が確保されれば、いつでも肯定的な 終投資判断が下される。このため、

ROAD プロジェクトは欧州の CCS 計画にとって極めて重要である。 

Peterhead CCS Project と White Rose CCS Project は、英国における CCS 活動が再活性化され

た結果、昨年中に精査段階まで進捗した。 

 

CCS を加速する上での貯留の特性評価の重要性 

終的に全ての CCS プロジェクトが CO2 貯留に依存する。CCS の長期的展開には、段階の進んだプロ

ジェクトにおける現在の貯留ポートフォリオのいくつかの側面が重要である。 

CO2 の EOR への活用は、このような収益の機会が得られる市場では重要性が変わらない一方で、深部

塩水層または枯渇ガス田を使用する複数のプロジェクトが存在し、このようなプロジェクトは特に重要であ

る。深部塩水層は、長期的な展開に必要な大量の CO2 を貯留するポテンシャルという点で、間違いなく

大のものと見なされている。 

陸上深部塩水層による貯留を推し進めている建設段階のプロジェクトが 3 件ある。Quest Project（カナダ）、

Gorgon Carbon Dioxide Injection Project（オーストラリア）、Illinois Industrial Carbon Capture and 
Storage Project（米国）である。これらのプロジェクトは、2015～2016 年に操業に入る予定である7。 

精査段階のプロジェクトの中で、FutureGen 2.0 Project（米国）、Spectra Energy’s Fort Nelson CCS 
Project（カナダ、CO2 回収量 2.2 Mtpa）、ROAD Project（オランダ）、および全ての英国のプロジェクトは、

深部塩水層への陸上またはオフショア貯留、またはオフショア枯渇ガス田への貯留を検討している8。操業

の予定時期は 2017～2020 年の間である。 

今後 10 年間は複数の大規模 CCS プロジェクトが特に欧州でホスティングされるとの仮説に基づくと、貯

留作業の知識を 2030 年までに大幅に拡大しておく必要がある。理論ベースの研究室プロジェクトとパイロ

ット規模の実地プロジェクトから、有効な科学的および技術的知識がもたらされたが、多様な地理的状況

全体で、広範囲の商業的展開に十分な容量、圧入性、封じ込めを可能にする適切な数の貯留地を確保で

きることの実証が大規模プロジェクトに要求される。 

さらに非常に多種多様な実社会の大規模貯留シナリオのデータも、商業化され広域的に展開された CCS
の効果を証明するために、また 低コストの CO2 排出削減ポートフォリオに対する重要な要素としての

CCS を確立する場合に不可欠である。 

                                                        
7 （操業中の）Boundary Dam プロジェクトの場合、EOR に使用されない CO2 は、Aquistore プロジェクトを通じて回収施設近辺の深度塩水

層に圧入される予定である。 
8一部の英国のプロジェクトは、EOR のポテンシャルも検証されている。 



 

 
31  

プロジェクトのマネジメントの面から見た場合、未開発地域の貯留を評価する際に複数の重要な特性が挙

げられる。 

 終的な投資判断に適した貯留地を完全に評価するまでには相当の時間を要する。経験上、5 年か

ら 10 年になることが示されている。CCS プロジェクトの回収と輸送の要素に一般的に要求される期

間よりも、かなりの長丁場となる。 

 プロジェクト開発の早期段階では、貯留地の確保も も確実性の低い要素であり、開発計画の早い

時期に膨大な時間と資源の割り当てが要求される場合がある。特定の貯留地の特性が、CO2 回収

プラントと輸送システムの設計に重要な影響を及ぼす場合がある。 

上記のような未開発地域の貯留評価における特性は、先発プロジェクトに限定されない。次世代の CCS
プロジェクトにおいても課題として残されるであろう。回収技術については、今後、R&D や今世代のプロジ

ェクトから得られる知識により大幅なコスト削減が予測されるため、前記のような状況は予測されない。 

実際、2020 年以降も気候目標を達成するのに必要な規模の CCS の展開が続けば、適切な貯留容量を

確保する問題がますます重要になる可能性がある。調査上のリスクを軽減するために、複数のターゲット

貯留地の調査がプロジェクトに要求される場合もある（すべてのターゲット貯留地が評価されるわけではな

い）。このため 2020 年以降の広域的な CCS の展開に備えた、2010 年代における貯留関連の作業の重

要性は、いくら強調しても強調しすぎることはない。 

利用可能な貯留サイトは不確実性を伴うことから CCS の広域展開が遅れるリスクがある。かかるリスク

を軽減するためには CO2 貯留容量の調査と評価を促す政策と政府予算によるプログラムが緊急に求め

られている。さらに貯留と輸送インフラのネットワークの連携を促す活動も、奨励されるべきである。 

また大規模 CCS プロジェクトに関するデータから、政策決定者の関心を高める必要のある 2 つの領域が

浮き彫りになった。すなわち非 OECD 経済圏（中国以外）における CCS プロジェクトの不在と、（電力部門

と比較した）セメント、鉄鋼、化学などの高 CO2 排出産業における CCS 技術開発の進展の不十分さであ

る。 

 

発展途上国における CCS の重要性 

驚くに値しないが、ほとんどの大規模 CCS プロジェクトは先進国で実施されている。公的な支援計画、

CO2 市場取引の機会、貯留可能性評価、および規制枠組みなどの主要なプロジェクト実現要因が先進国

で も進んでいるためである。この意味で、先進国以外での大規模 CCS プロジェクトが現段階で不在で

あることは、驚くべき事実ではない。 

しかし、非 OECD 経済圏は、今後数十年間のエネルギー需要の増加の大半を担うことになる。長期的な

気候目標への対応には、このような経済圏にある設備からの CO2 の大量回収と貯留が要求される。IEA
の推定によると、非 OECD 諸国は、世界の温度上昇を 2℃以内に抑えるのに必要な排出削減を達成する

ためには、2015 年から 2050 年の間に回収および貯留される CO2 の累積質量の 70%を、2050 年までに

回収していなければならない9。 

ここで指摘されるのは、2025～30 年まで、およびそれ以降に、非 OECD 経済圏で要求される大規模

CCS プロジェクトの件数の増加を後押しするような政策と枠組みの実施に（知識共有と人材開発計画を

含む）、今後 10 年間に相当の資源を費やすことが緊急に要求されることである。 

                                                        
9 IEA 2012、Energy Technology Perspective 2012: Pathway to a Clean Energy System、OECD/IEA、フランス。 
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工業部門の排出量を見過ごすことはできない 

鉄鋼、セメント、化学、精製産業の年間 CO2 排出量は現在約 7 ギガトンにのぼり、毎年世界で排出される

CO2 量の 20％前後を占める。「business as usual」シナリオでは、これらの部門からの CO2 排出量は

2050 年までに 50%以上増加する可能性がある（Figure 3.4）。これらの産業からの排出量の削減が重要

であるのは発電部門の削減の重要性と全く変わらず、多くの工業プロセスにおいて CCS などの削減オプ

ションを用いなければ大幅な排出削減が実現しない10。 

 

Figure 3.4 「business as usual」シナリオの 2050 年までの工業部門における直接 CO2 排出量 

 

出典: IEA、2014、Energy Technology Perspective 2014: Harnessing Electricity’s Potential 

逆説的であるかもしれないが、現在操業または建設段階にある大規模 CCS プロジェクトの多くは天然ガ

ス処理や肥料製造といった工業部門で導入されており、既に製造の一環として CO2 が分離されている。ま

た、重工業プロセスと比べると CO2 の回収が比較的低コストで実施されている。 

しかしこれらの産業は、鉄鋼、セメント、化学部門と比べると CO2 の排出量は比較的少ない。現在のところ、

鉄鋼、セメント、化学部門における CO2 回収技術の導入は大幅なコスト増となる可能性がある。これら 3
部門におけるの大規模な脱炭素化は、世界の CO2 排出量削減目標を達成には重要であるが、操業、建

設、または開発計画の進んだ段階にある大規模 CCS プロジェクトの数が不足している（鉄鋼業のパイロッ

ト規模のプロジェクトに関するケーススタディについては、第 4 章「注目すべきプロジェクト – 日本におけ

るプロジェクトケーススタディ」において解説されている）。 

                                                        
10工業部門の CCS の重要性は、Energy Technology Perspective 2014: Harnessing Electricity’s Potential（OECD/IEA、フランス）内で

IEA により検証されている。 
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CO2 排出量の多い工業用途での大規模 CCS プロジェクトの不足は問題である。これらの産業から排出

される CO2 の大幅な削減を長期的に達成できる唯一の技術が CCS であるためである。高排出工業用途

の CCS の発展およびその後の広域的な展開にインセンティブを与える各種政策の策定に、緊急に注意

を向けなければならない。 

発電部門が CCS 技術と政策策定の中心舞台であるのは驚くに当たらないであろう。世界的にも政府主導

の R&D は一般に、工業用途よりも電気部門においてで堅調である。CO2 排出量は電力部門の方が遥か

に多く、「生成物」の均質性は工業部門よりも相当高くなる傾向にある。すなわち CCS の工業用途は、発

電部門の用途よりも変化に富んだものとなる。各工業プロセスにより量および純度が異なる CO2 が生成さ

れ（多くのサイトに分散する可能性がある）、CCS に対応するように既存の施設を再設計する程度も大きく

異なり、さらに も重要な問題として、工業部門の生成物は国際競争への露出が高くなる可能性があるた

め、総体的な生産コストの変動が大きくなる。 

後者の状況から強調されることは、気候政策と産業政策の相互作用という重要な領域（および調整の必

要性）であり、これは 近 IEA から発行された白書 Insights Series 2014 内でも扱われている。 

「国際競争下にある部門が、競争力を維持しながら CCS などの重要な気候変動軽減策を講じられるよ

うにすることは、気候政策が断片化する世界における CCS 政策の重要な課題である。工業部門の

CO2 排出削減のために CCS が重視される可能性があるため、大幅な排出削減をより広域的に達成す

る上でも重要な課題である。」 

IEA、Insights Series 2014、CCS 2014 What lies in store for CCS?、2014

本報告書では、主要な各工業部門の個々の状況を説明するための「カスタムメード」の必要性を交えなが

ら、工業プロセスで CCS を推奨する複数の政策的アプローチについて解説する。 

 

国際的な協業体制と知識共有の重要性 

CCS の理解を促す上で国際的な協業体制の重要性は、プロジェクト策定と実現要因に関する前記の分

析により実証されている。プロジェクトと政策の経験、および R&D 活動から得られた知識を活用し、CCS
の展開を加速化させる効果的なメカニズムとなり得るのが、協調された国際的協業と知識共有のプラット

フォームである。 

これについては、 も幅広くプロジェクトが実施されコスト改善が行われている回収技術に関する知識共

有の文脈においてしばしば考察されている。しかし国際的協な協業体制の適用範囲はさらに広い。非

OECD 経済圏と多くの工業プロセスで CCS を加速させるために、世界規模の協業体制が重要になる。

様々な貯留オプションが操業中のプロジェクトで採用されているという事実は、知識、ベストプラクティスの

共有と貯留資源の理解に対する協調的な国際的アプローチが特に有益になることを意味する。知識共有

についての同様の考察は、CO2 の公共政策と規制、一般市民の関与、および CO2 の輸送の分野におい

ても言える。 

ベストプラクティスと国際的発展の事例は、知識ネットワーク、会議、ワークショップ、ウェビナーを通じて共

有されている。第 2 世代の CCS プロジェクトで 大限の利益をもたらすには、このような共有が可能な限

り効果的に行われる必要があることが明白であり、グローバル CCS インスティテュートもその責任を果た

すべく全力を尽くしている。 
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Figure 3.5 操業（Operate）、建設（Execute）、精査（Define）段階にある業種別および貯留形態別の大

規模 CCS プロジェクトの実際の操業時期およびタイプ別の実際および予想操業時期 

 

Figure 3.6 操業（Operate）、建設（Execute）、精査（Define）段階にある回収別および貯留形態別の大

規模 CCS プロジェクトの実際の操業時期およびタイプ別の実際および予想操業時期 
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Figure 3.7 操業（Operate）、建設（Execute）、精査（Define）段階にある地域別およびプロジェクトライフ

サイクル段階別の大規模 CCS プロジェクトの実際の操業時期およびタイプ別の実際および予想操業時

期 
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3.2 

大規模 CCS プロジェクトの世界的傾向 
 

現在の状況 - 全プロジェクト 

グローバル CCS インスティテュートは、世界の 55 の大規模 CCS プロジェクトを確認している（Figure 3.8
と Figure 3.9）。そのうち 22 のプロジェクトは、操業中または建設段階にある。米国は依然としてプロジェ

クト件数が 大であり、操業または建設段階の 10 件を含む 19 のプロジェクトを擁する。中国では合計 12
プロジェクトが実施され、そのうち 4 件は開発計画の進んだ段階にあり、2015 年中に前向きな財政投資

判断が下されるとの期待がもたれている。欧州では 8 件のプロジェクトが進行中で、内訳は 2 件がノルウ

ェーで操業中、5 件が英国、1 件がオランダである。カナダは 7 件のプロジェクトがあり、そのうち 5 件は建

設中または操業中である。今年は初めて、中国のプロジェクト件数が欧州のプロジェクト件数を上回った

（The Global Status of CCS: 2013 report 発行時点と比較して欧州のプロジェクト件数が減少したことが

理由である）。 

Figure 3.8 ライフサイクル段階別および地域/国別の大規模 CCS プロジェクト 

 

55 件のすべての大規模プロジェクトを合わせた CO2 回収量は、約 106 Mtpa である（Figure 3.10）。プロ

ジェクト件数の地域分布と同パターンとなっており、南北アメリカの CO2 回収量は 60 Mtpa、アジア太平洋

が約 27 Mtpa、欧州、中東、アフリカ（EMEA）が約 19 Mtpa となる。ライフサイクルの段階別では、操業・

建設段階のプロジェクトの総 CO2 回収量は約 40 Mtpa、精査段階は 24 Mtpa、残りの早期の計画段階が

42 Mtpa である。 
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Figure 3.9 大規模 CCS プロジェクトの世界マップ11 

 

                                                        
11 プロジェクトは、Appendix B 内のサマリープロジェクト情報の参照番号で特定される。 
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Figure 3.10 特定された全大規模 CCS プロジェクトの CO2 回収量 

 

 

Figure 3.11～3.14 に、総 CO2 回収量 106 Mtpa が世界全体および地域別（南北アメリカ、アジア太平洋、

EMEA）に、および業種および回収技術と貯留形態別にどのように分布しているかを図式化した。 

CO2 回収量においては発電・天然ガス部門がの大半を占め、回収技術においては燃焼前回収が主流で

あり、また貯留形態においては EOR が も多い。地域別に見てみると、これらの傾向と必ずしも一致しな

い部分もあるため以下解説する。 

業種 

 南北アメリカ: CO2 回収量については、天然ガス処理と発電産業に分散している。 

 EMEA: 発電部門に集中している。。 

 アジア太平洋: 発電、天然ガス処理、coal-to-liquid（石炭液化）、化学品製造と広範囲にプロジェクト

が分散している。後者 2 つの業種は中国で も多くを占め、5 件のプロジェクトが進行している（回収

可能な CO2 の総質量は 6.5 Mtpa）。 

回収技術 

 南北アメリカ: 燃焼前回収の技術が も多い。これは産業の構成と、石炭ガス化複合発電（IGCC）プ

ラントによる発電プロジェクトの件数が理由である。 

 EMEA: 燃焼前回収技術が も多く、数件の IGCC プラントが計画されている。残りのプロジェクトは、

多様な回収技術を幅広く採用している。 

 アジア太平洋:多様な回収技術が導入されているが、他の地域と同様に、燃焼前回収が 大の構成

比を占める。 

貯留形態 

 南北アメリカ: CO2 回収量のほぼ全てが EOR 利用を前提としている。 
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 EMEA: 回収可能な CO2 の大部分が、オフショア地への純粋な地中貯留を予定している（深部塩水

層か枯渇ガス田への貯留）。 

 アジア太平洋: 地域的に純粋な地中貯留に偏っているが、地域内では顕著な違いがある。回収後の

CO2 を EOR に利用する機会が中国の CCS プロジェクトの件数の増加を後押ししており、中国の

CO2 回収量の約 3 分の 1 がこの形態で貯留される。しかしオーストラリアでは、全ての貯留が深部塩

水層で予定されている。 

 

Figure 3.11 業種別、回収技術別および貯留オプション別の世界的な CO2 回収量 

 

Figure 3.12 業種別および地域別 CO2 回収量 
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Figure 3.13 回収技術および地域別 CO2 回収量 

 

Figure 3.14 貯留形態別および地域別 CO2 回収量 

 

 

2013 年以降の主な進展 

本報告書の 55 件の大規模統合プロジェクトを 2013 年の 65 件と比較する。操業および建設部門のプロ

ジェクトの前進的な動向が評価され続けている点が重要である（Figure 3.15）。 

主な進展は以下の通り。 

 建設段階から操業段階に移行したプロジェクトが 1 件 - 発電部門の世界初の大規模 CCS プロジェ

クト、Boundary Dam Integrated Carbon Capture and Sequestration Demonstration Project。 

 精査段階から建設段階に移行したプロジェクトが 2 件 – 肯定的な財政投資判断が下された 3 番目

の発電部門の大規模 CCS プロジェクト、テキサス州の Petra Nova Carbon Capture Project(旧名

称 the NRG Energy Parish CCS Project)、および鉄鋼部門の初の大規模 CCS プロジェクト、Abu 
Dhabi CCS Project。 

 精査段階に移行したプロジェクトが 4 件 - 英国の White Rose CCS Project と Peterhead CCS 
Project、中国の Yanchang Integrated Carbon Capture and Storage Demonstration Project、およ

び米国の Sargas Texas Point Comfort Project（CO2 回収量 0.8 Mtpa、これは 2014 年に発電部門

南北アメリカ EMEA アジア太平洋 
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で新たに確認されたプロジェクト）。 

 昨年中に 12 件のプロジェクトがキャンセルまたは中断された。これらのプロジェクトの内訳は、大半

（7 件）が欧州、2 件が米国、オーストラリアと中国、UAE が 1 件ずつである。12 件のうち 8 件は開発

計画の早期の段階で、残りは精査段階にあった（精査段階のプロジェクトはイタリアの Porto Tolle 
Project、フランスの Low-Impact Steel Project、スペインの OXYCFB 300 Compostilla Project、米

国の Lake Charles CCS プロジェクト）。撤退したプロジェクトの大半は発電部門であり、燃焼後回収

が も大幅にシェアを減らした。撤退したプロジェクトの 7 件は、CO2 を深部塩水層に隔離する予定

であった。 

 新規に確認されたプロジェクトが 2 件 – 中国の China Resources Power (Haifeng) Integrated 
Carbon Capture and Sequestration Demonstration Project（CO2 回収量 1 Mtpa）と、既述の

Sargas Texas Project Comfort Project。 

どちらのプロジェクトも発電部門であり（燃焼後回収）、CRP（Haifent）Project は構想段階にあり、オ

フショア地中貯留を検討しているが、Sargas Project は精査段階、CO2 を EOR に使用する予定であ

る。 

 

Figure 3.15 確認された全大規模 CCS プロジェクトのプロジェクトのライフサイクル別および年度別統計 

 

Global Status of CCS: 2013 報告書の発行以降の主要プロジェクトの進展状況は Appendix A に収録さ

れている。 

プロジェクトを地理的傾向、業種、回収技術、輸送、および貯留形態で詳細に分類した総合的な補足情報

は、以下の URL で閲覧できる。 

http://www.globalccsinstitute.com/publications/global-status-ccs-2014-supplementary-
informationpresentation-package 
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3.3 

大規模 CCS プロジェクトの地理的傾向 
 

南北アメリカ 

北米は大規模 CCS/CCUS プロジェクトの先駆者であり、EOR による商業的発展の道が確立されつつあ

る。発電部門の 1 件の大規模 CCS プロジェクトが 2014 年に操業を開始し、2015 年にはさらに 1 件が操

業を開始する予定である。また 3 番目のプロジェクトは 2016 年末までの操業開始が予定されている。こ

れらの 3 プロジェクトは全て、石炭原料の発電システムに CCUS を統合している。発電部門以外の産業

部門でも、2015 年に 3 件の大規模 CCS プロジェクトの操業開始が見込まれている。 

精査段階のいくつかのプロジェクトは、建設段階への進捗が間違いないと見込まれているが、プロジェクト

の期限、コスト、熟練能力の保持に関連した課題が残されている。さらに CCS の展開を支えるのに必要な

政策的措置に対して、開発者が様子見のアプローチをとっているため、実際に進行している新規プロジェ

クトの件数は限られている。 

米国とカナダのプロジェクト活動以外に、メキシコが CCUS プロジェクト開発の土台作りに真剣に取り組み

始め、グローバル CCS インスティテュートもメキシコの CCUS 人材育成活動に関与している。メキシコの

プロジェクト活動が今後進展するのに合わせて、今後のレポートに盛り込まれる予定である。 

Petrobars Lufa Oil Field CCS Project（ブラジル、CO2 回収量 0.7 Mtpa）は、順調な操業が続いている。 
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Figure 3.16 北米の大規模 CCS プロジェクトマップ 

 

米国 

米エネルギー省（DOE）からの巨額の資金援助に支えられて、大規模 CCS・CCUS プロジェクトにおいて

米国は公的・民間投資額、プロジェクト件数（19 件）、技術構成に関して も盤石な大規模 CCS プロジェ

クトのポートフォリオを保有している。ほぼ全てのプロジェクトが、優先的な貯留形態として CO2-EOR を採
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用しており、塩水層への CO2 貯留を用いているのは 2 件に過ぎない。 

以下の 2 件のプロジェクトが、2015 年に建設段階から操業に移行することが予定されている。 

 Archer Daniels Midland の Illinois Industrial Carbon Capture and Storage Project は、2014 年 9
月米国環境保護庁から圧入管理プログラム（UIC）クラス VI 許可を取得したため、環境上訴委員会に

上訴せずに、2015 年上半期に CCS を開始する可能性がある。 

このプロジェクトは、corn to-ethanol（コーン原料エタノール生産）プラントで分離済みの CO2 の圧縮/
脱水、および製造プラントに隣接する深部塩水帯水層への貯留を実施する。Illinois Industrial CCS 
Project は、Illinois Basin-Decatur Project（IBDP）内の 1 日 1,000 トンの CO2 処理能力を持つ既存

の施設にプロジェクト施設を統合し、1 日 3,000 トンの総 CO2 圧入能力、すなわち約 1 Mtpa の CO2

圧入能力を達成する予定である。 

 Mississippi Power の Kemper County Energy Facility は建設が遅れており、2015 年に操業を開始

する予定である。 

この 582 MW（net）のプロジェクトでは、Mississippi Power の親会社 Southern Company と KBR が

米エネルギー省と共同で開発した輸送統合ガス化（TRIG™）技術（低品位炭ガス化技術）を採用する

予定である。同プラントは、総 CO2 排出量の 65%すなわち約 3 Mtpa を回収する。CO2 販売を含む

売上高は年間約 5,000 万米ドルから 1 億米ドルが見込まれる。 

Petra Nova Carbon Capture Project（NRG Energy とＪＸ日鉱日石開発の合弁事業）は、 近建設が開

始されており、テキサス州ヒューストン近郊の既存の石炭火力発電所に炭素回収施設を設置する予定で

ある。回収された 1.4 Mtpa の CO2 は EOR 利用され、2016 年後半の稼動を目指している。 

以下を含む複数のプロジェクトが精査段階にある。 

 2014 年 1 月、米国エネルギー省は、FutureGen Industrial Alliance への財政支援を目的とした

Record of Decisions を発行した。米国 DOE の措置により、FutureGen 2.0 Project に約 10 億米ド

ルの財政支援が行われる予定である。2014 年 8 月は、同プロジェクトが米国環境保護庁（EPA）か

ら 4 件の UIC Class VI 許可を受けたことにより（環境上訴委員会に上訴することなく、2014 年 10 月

14 日発効）、重要な年となった。 

FutureGen 2.0 Project の重要な側面に、イリノイ州の Meredosia Energy Center のリパワリングさ

れた発電ユニットでの約 1.1 Mtpa の CO2 の回収が含まれる。回収された CO2 は、近郊の約 1,220
メートルの深さの Mount Simon 塩水層に圧入される予定である。 

 Texas Clean Energy Project（TCEP）と Hydrogen Energy California（HECA）Project は、いずれも

ポリジェネレーションプロジェクトであり、幅広い生産物（電力、肥料、CO2）の販売から莫大な収益が

得られる。いずれも 終投資判断に向けた作業が続けられている。各施設からの炭素回収（約 2.7 
Mtpa）はほとんどが EOR に利用される。 

 Sargas Texas Point Comfort Project は、テキサス州のポートラバカ-ポイントコンフォートに、炭素回

収能力のある 500 MW の天然ガス複合サイクル（NGCC）発電所を建設する予定である。回収され

る CO2（約 0.8 Mtpa）の貯留ターゲットは、サウステキサスの油田であり、回収された CO2 は EOR
に使用される。このプロジェクトは開発の後期段階に向けて進捗しており、電力と CO2 の顧客との合

意が協議中である。 

計画の早期段階にあるプロジェクト、ケンタッキー州ミューレンバーグ郡の Kentucky NewGas プロジェク

トはキャンセルされた。プロジェクトの開発者、Peabody Energy は、2013 年、ケンタッキー州に同プロジ

ェクトの今後の開発作業を停止したことを正式に伝えた。 
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2014 年 9 月、Leucadia National Corporation は、Lake Charles プロジェクトの今後の開発の停止を発

表した。 

カナダ 

カナダ連邦政府と州政府は、CCS に多額の資金拠出を約束した。この資金援助に支えられて、カナダで

は 7 件もの大規模 CCS プロジェクトが策定され、西部の 2 州、アルバータ州とサスカチュワン州のプロジ

ェクト活動が も活発である。 

2014 年 10 月、SaskPower は炭素回収技術を採用した世界初の運用型大規模発電施設である

Boundary Dam Integrated Carbon Capture and Sequestration Demonstration Project を立ち上げた。

回収設備の採用により、Boundary Dam 発電所の再構築された（石炭火力）発電ユニットの CO2 排出量

が 大 90%削減され、1 Mpta の CO2 が回収される。回収された CO2 は主に、Weyburn 油田で EOR に

使用される。EOR に使用されないプロジェクトの CO2 は、Aquistore プロジェクトにより付近の深部塩水層

に圧入される。 

カナダでは他にも建設中のプロジェクトが進展しており、そのうち Quest Project と ACTL ‘Project’は、2 つ

の産業的 CO2 供給源、Agrium Fertiliser Plant CO2 Stream と North West Sturgeon Refinery CO2 
Stream に接続している。Quest Project と Agrium CO2 Stream Project の操業は、2015 年に開始するこ

とが予定されている。Quest Project は、回収された CO2 が地表から約 2 km の深さの深部塩水層に隔離

されるため、特に重要である。現在建設または精査段階にある北米の他のプロジェクト（Illinois Industrial 
CCS、FutureGen 2.0、および Fort Nelson CCS プロジェクト）も、深部塩水層に CO2 を隔離する予定で

あり、Quest Project がこれらのプロジェクトを補完することになる。これらのプロジェクトは、今後の商業的

な測定、モニタリング、検証（MMV）要求の通知作業と規制的枠組みの開発に役立つ計器・モニタリング

体系を幅広く採用している。 

 

欧州と中東 

欧州 

欧州の大規模 CCS 開発は、現在ほとんどが北海に集中している。同地域では 3 か国にまたがり、8 件の

プロジェクトが実施されている。 

 評価 精査 建設 操業 

ノルウェー    2 

英国 2 3   

オランダ  1   
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Figure 3.17 欧州の大規模 CCS プロジェクトマップ 

 

ノルウェーと 近加わった英国は、世界で も CCS に肯定的と評価される政策枠組みを開発してきた。こ

れは欧州で唯一操業中のノルウェーの 2 件の CCS プロジェクトからもわかる。また、欧州で進展中の残り

の 6 件の CCS プロジェクトのうち 5 件は、英国に所在する。 

ノルウェーのオフショアプロジェクト Sleipner と Snøhvit（いずれも Statoil が運営）は、それぞれ 1996 年と

2008 年から操業している。1996 年以降、これらの 2 プロジェクトにより 1,600 万トン以上の CO2 が海中

の深部に永久的に隔離されている12。2014 年 4 月、Statoil の新設の Gudrun 油田が操業を開始した。こ

                                                        
12 http://www.statoil.com/en/TechnologyInnovation/NewEnergy/Co2CaptureStorage/Pages/SleipnerVest.aspx および
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の油田は Sleipner 設備の約 55 km 北部に位置し、Gudrun から産出される石油とガスの全処理は

Sleipner 設備で行われ、新設の油田から Utsira Formation に CO2 が隔離されている。 

オランダの ROAD プロジェクトは、欧州で計画が進展している唯一のプロジェクトである。地域の CCS の

進捗に極めて重要である。同プロジェクトは、追加資金が確保された場合、前向きな 終投資判断が下さ

れ、建設を開始する段階にある。EU エネルギー・コミッショナー、Günther Oettinger は、主に運用コスト

に関連して同プロジェクトが現在直面している資金不足を解消するための資金調達を目的として、プロジェ

クトの利害関係者および EU 加盟国との複数の会議を主催している。これらの協議は現在も続けられてい

るが、ノルウェーは資金不足の解消を探る EC イニシアチブに 1,500 万ユーロ（1 億 2,500 万ノルウェーク

ローネ）を拠出した13。 

英国では、CCS Commercialisation Programme（商業化プログラム）が、競争原理（Competitive 
Process）を活かしプロセスで先発者となる CCS プロジェクトに提供される設備資金として、 大 10 億英

ポンドの資金を調達している。このプログラムを通じて、White Rose CCS Project と Peterhead CCS 
Project は、英国政府との Front End Engineering Design（FEED）の契約署名を発表し、これらの 2 件の

プロジェクトは評価段階から精査段階に移行することになる。 

 White Rose CCS Project は、石炭混焼にバイオマス燃料を使用できる世界初の大規模オキシ燃料

プロジェクトとなる予定である。これが意味するのは、炭素排出量の 90%近くの回収に加え、適切な

状況下ではゼロ排出あるいはマイナス排出が達成されるということである。White Roseの提案では、

大容量パイプライン、Yorkshire Humber CCS Trunkline の開発も行われるという点で重要である。

同パイプラインは、その供給能力により、ヨークシャー地域の炭素回収プロジェクトの増設を可能にし、

英国の現在の CO2 排出量の約 5 分の 1 に対応する14。 

2014 年 7 月、EC は NER300 助成プログラムの第 2 回公募を通じて、White Rose CCS プロジェク

トに 大 3 億ユーロの資金が拠出されたことを発表した15。 

 Peterhead CCS Project も世界的に見て重要である。同プロジェクトの主導者（Scottish and 
Southern Energy から戦略的支援を受ける Shell U.K. Limited）は、発電部門で地中貯留形態の世

界初の大規模ガス CCS プロジェクトを開発しているためである。 

上記のプロジェクトはいずれも、2014 年から 2015 年にかけて FEED 調査（CC プラントに関する基本設

計）を実施する予定であり、（これらの調査結果に応じて）2015 年末には、進展可能な状況に好転してい

る可能性がある。 

CCS Commercialisation Programme 以外に、英国政府は Final Investment Decision Enabling（ 終

投資判断許可）プログラムを通じて、他の早期段階にあるプロジェクトの支援についても協議している。こ

のような支援は差金取引 CfD の発行に限定され、進展あるいは設備コストを支援するための融資が行わ

れる予定はない。 

英国で精査段階にある 3 番目の CCS プロジェクト、サウスヨークシャーの Don Valley Power Project は、

新設の IGCC 発電所で燃焼前技術が採用される予定である。このプロジェクトは、European Energy 
Programme for Recovery（EEPR: 欧州エネルギー復興プログラム）から 1 億 8,000 万ユーロの資金が

調達された英国で唯一の CCS プロジェクトである。2014 年 7 月、同プロジェクトの開発者、2Co Energy

                                                        
http://www.statoil.com/en/TechnologyInnovation/NewEnergy/Co2CaptureStorage/Pages/Snohvit.aspx 

13 http://www.regjeringen.no/en/dep/oed/press-center/press-releases/2014/Strong-commitment-to-CCS.html?id=770964 

14 http://www.2coenergy.com/don_valley_power_project.html 

15欧州指令 2003/87/EC の条項 10a(8) は、EU Emissions Trading System（EU 域内排出取引制度）の新設の準備金からの 3 億ユーロ

の引当金を対象とした、商業的実証 CCS プロジェクトと革新的な再生可能エネルギー技術の実証プロジェクトの融資メカニズムを規定して

いる。 
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は、Don Valley Power Project をノルウェーの民間企業 Sargas に売却する交渉が進展していることを発

表した。売却は 2014 年中に完了する予定である。 

英首相が 2013 年 12 月に発表した Tees Valley City Deal の一環として、Local Enterprise Partnership
（地域産業パートナーシップ）である Tees Valley Unlimited は、産業分担金と並んで、以下の実施を目的

とした資金 100 万英ポンドが割り当てられた。 

 ティーズサイド（Teesside）地区の複数の産業 CO2供給源における回収、輸送、貯留に関する FEED
前分析 

 ティーズサイド（Teesside）地区の産業向け CCS に可能性のあるビジネスモデルと投資モデルの開

発 

これはグローバル CCS インスティテュートがフォローする大規模プロジェクトではないが、産業向け CCS
の重要な分野における好ましい展開である。 

The Global Status of CCS: 2013 報告書の公開以降、欧州内の 7 件のプロジェクトが中断またはキャン

セルされている。これらのプロジェクトの詳細な分析および解説は、Appendix A を参照。 

 撤退した 4 件のプロジェクトは、開発計画の早期の段階にあった。Industrikraft Møre AS Norway 
Project と Full Scale CO2 Capture Mongstad (CCM) Project（いずれもノルウェー）、Teesside Low 
Carbon Project（英国）、および Getica CCS Demonstration Project（ルーマニア）である。これらの

撤退した全プロジェクトが発電部門である。 

 撤退した 3 件のプロジェクトは精査段階にあった。OXYCFB 300 Compostilla Project（スペイン）、

Porto Tolle Project（イタリア）、および Low Impact Steel Project（フランス）である。Compostilla と

Porto Tolle は EEPR が支援する発電部門の CCS プロジェクトであった。Porte Tolle と Compostilla
のプロジェクト主導者（それぞれ Enel S.p.A と Endesa Generación SA & CIUDEN）は、大規模プロ

ジェクトの提案を支援するために創設されたパイロットイニシアチブであるBrindisiの回収施設（Porte 
Tolle）と Compostilla の回収・貯留パイロットで事業を継続する予定である。これらのパイロットイニシ

アチブにより、欧州の CCS の広域的な展開を支える貴重なデータが得られる。 

プロジェクトが中断された理由は様々であるが、共通のテーマとして作業の継続を可能にする資金の不足

と、プロジェクトの財務構造の穴埋めの断念が浮上している。 

中東 

中東は世界の確定石油埋蔵量の約 50%、世界の確定ガス埋蔵量の 45%を占める。Gulf Cooperation 
Council（GCC: 湾岸協力理事会）6 か国（バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア王

国、アラブ首長国連合）は、石油・ガス埋蔵量のシェアがそれぞれ 30%と 23%である16。同地域の一次エ

ネルギー供給のほぼ全てが化石燃料である。 

GCC 地域のエネルギー消費は、2000 年以降 80%以上増加している。エネルギー消費量の増加と同時

に、同地域からの年間 CO2 排出量も同様の増加を示している（約 8 億トンまで増加）17。CO2 排出量の急

速な増加は、同地域の堅調な経済成長と、この発展を支えるためのエネルギー供給/発電の需要に起因

する。 

上記に鑑み、中東の複数の経済圏では、CO2 排出量を削減するための各種の政策および措置が策定さ

                                                        
16埋蔵量データの出典は、BP Statistical Review of World Energy 2014。 

17 M A Bedrous 2013 年「エネルギー部門: 気候変動の軽減オプション」表 1、I A Gelil、M El-Ashry & N Saab（編者）「アラブ環境 6、持続

可能なエネルギー: 見通し、課題、機会」Arab Forum for Environment and Development with Technical Publication and Environment & 
Development Magazine、レバノン、pp. 132-155 



 

 
49  

れている。主な政策・措置は以下のとおり。。 

 再生可能エネルギー源の導入 

 産業と輸送における燃料の切り換え 

 熱と電気の複合利用 

 発電、送電、給電時（および蒸気タービン技術の先端システムとの発電置換）の電力損失の低減 

 国内および産業環境におけるエネルギー効率プログラムの推進 

上記の活動から浮かび上がるのは、エネルギー強度の大幅な低減を目的とした低排出技術の広域的な

拡散、全ての主要な排出源が関与する軽減作業、および技術移転といった、複数の「戦略的経路」である。

この過程で、中東で高レベルの CO2 の軽減が達成される予定である。 

中東地域のエネルギー供給源として、今後も化石燃料に依存し続ける場合、CCS が中心的な軽減の役

割を担う必要があると認識されている。CCS 活動は開発の早期の段階が非常に多い。GCC 諸国におけ

る主要な CCS 作業を、以下にまとめている。 

アラブ首長国連合（UAE） 

Masdar は、クリーンエネルギー技術とソリューションの開発、商業化、展開を進める作業に従事するアブ

ダビの再生可能エネルギー会社である。Masdar はアブダビ政府の戦略的投資会社、Mubadala 
Development Company PJSC の完全所有会社であり、エネルギーと水資源の将来について UAE の長

期的構想を完全に担っている。 

Masdar は、UAE 国内および海外の多くの再生可能エネルギープロジェクトの展開に先鞭をつけた。鉄鋼

部門で大規模に CCS を適用した初のプロジェクトが現在 UAE で建設中である。この Abu Dhabi CCS 
Project では、アブダビの Emirates Steel 製鉄所（直接還元鉄 DRI）から排出される年間約 80 万トンの

CO2 を回収し、EOR として ADNOC グループ企業が運営する Rumaitha 油田へ輸送する。同プロジェクト

は、ADNOC と Masdar の合弁事業により管理されている。CO2 の圧入は 2016 年の第 1 四半期に予定

されている。合弁事業の両提携会社はこれを旗艦プロジェクトと見ており、プロジェクトの成功は、UAE 国

内における CO2EOR 用の CO2 の需要増加への対応を目的とした、将来の CCS プロジェクトの触媒とな

るであろう。 

サウジアラビア王国 

サウジアラビアは CO2 圧入の利用を評価中であり、Ghawar などの枯渇した油田で、様々な規模の一連

のプログラムを計画している。Uthmaniyah CO2-EOR Demonstration Project は、Hawiyah NGL（液化

天然ガス）Recovery Plant から年間 80 万トンの CO2 を回収し、これを 70 km 離れた圧入地である

Ghawar 油田の Uthmaniyah 生産施設に搬送する。プロジェクトの目的には、石油増進回収（水攻法以

外）、隔離される CO2 の測定、貯留地内の CO2 の移動を含む基本リスクと不確実性への対処が含まれる。

プロジェクト期間として、2015 年から 4～5 年が予定されている。プロジェクトの構成には、総合的なモニタ

リング観測計画が含まれる。 

サウジアラビアは、CCUS の研究、開発、実証の実績を増やしつつある。研究・開発作業の多くは、固定・

移動排出源から排出される CO2 の回収と貯留に関連したものである。サウジアラビアの複数機関が CCS
調査に参加しており、これには King Abdulaziz City for Science and Technology（KACST）、King Fahd 
University of Petroleum & Minerals（KFUPM）、King Abdullah University of Science and Technology
（ KAUST ） 、 Saudi Aramco 、 お よ び King Abdullah Petroleum Studies and Research Center
（KAPSARC）などが挙げられる。 
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KAPSARC は、CCS の技術、経済性、政策に焦点を当てた調査を実施するために、早期段階のアプロー

チを調整している。創立プロジェクトの１つ、「CCS Implementation Strategies for the Kingdom of Saudi 
Arabia（サウジアラビア王国 CCS 実施戦略）」は、CCS のサウジアラビアでの展開の可能性の一次評価

を通じて、強固な CCS 実施戦略を開発することを目的としている。 

また KACST、KFUPM、KAUST を含むサウジアラビアの複数の主導的大学および研究センターが、CO2

の回収と貯留に関する基本的な技術調査を実施している。例えば、KFUPM の Technology Innovation 
Center for CCS（KACST-TIC CCS）には、年間 1,000 万サウジリアル（年間 270 万米ドル）の KACST
基礎研究資金が、5 年間（2011～2015）にわたり交付されている。KACST-TIC CCS の継続的な調査は、

オキシ燃料燃焼、移動回収、サイト評価・測定、および CO2 貯留の MMV（測定・監視・検証）を中心として

いる。KACST-TIC CCS は、民間部門（Saudi Aramco、Aker Solutions）や関係機関（オランダの TNO、

米国の MIT とカーネギーメロン大学）と幅広い協業体制を敷いている。 

Saudi Aramco は、石油産業内の炭素管理イニシアチブに積極的に関与している。Saudi Aramco の

Carbon Management Technology Roadmap は、固定排出源の CO2 回収、移動排出源の CO2 削減、

工業的応用、CO2 貯留、および CO2-EOR を扱っている。CO2 回収（移動排出源の回収、オキシ燃料燃

焼、化学ループ燃焼）、貯留、EOR 技術を含む総合的な調査の枠組みが整えられている。。 

CO2-EOR とは別に、Kyoto Protocol Mechanism（京都議定書メカニズム）内の Clean Development 
Mechanism（CDM: クリーン開発メカニズム）として、CCUS のイニシアチブが実施されている。以下の

CCUS プロジェクトは、CDM に従って、Designated National Authority（DNA: 指定国家機関）および

UNFCCC に事前考慮（prior consideration）を提出した。 

 Uthmaniyah の二酸化炭素回収&圧入施設（Saudi Aramo） 

 サウジアラビアの二酸化炭素回収プロジェクト（Rabigh Refining and Petrochemical Company – 
Petro Rabigh） 

 サウジアラビアの液体 CO2 プラントの建設（Saudi Industrial Gas Company – Linde Group の子会

社） 

 SAFCO-V Project の尿素製造プラントの二酸化炭素利用（Saudi Arabian Fertilizer Company） 

サウジアラビアは、SABIC（Saudi Basic Industries Corporation）の系列の製造会社である Jubail United 
Petrochemical Company において、世界 大の CO2 純液化プラントを建設している。同プラントは、近郊

の 2 地点のエチレングリコールプラントから排出される未処理の CO2 を、1 日約 1,500 トン圧縮・浄化する

設計である。純ガス状 CO2 は、Jubail の Royal Commission（王立委員会）の地下パイプライン溝から、

SABIC の系列 3 社に輸送され、メタノール生産と尿素製造に使用される。毎年約 50 万トンの CO2 排出

量が削減される予定である。同プラントは食用可能な液化 CO2 を 1 日 200 トン製造する能力も有してお

り、貯蔵後、トラックで飲料水および食品産業に供給される。設備完工は 2015 年に達成される予定であ

る。 

サウジアラビアは、ノルウェー、オランダ、英国と共に 2008 年に Four Kingdom イニシアチブを設置した。

これは各国が公約した CCS プロジェクトに関する国家間の協業体制確立を目的としている。2011 年にサ

ウジアラビアで第１回作業部会が開催され、2012 年に第 2 回の作業部会が開催された。サウジアラビア

と UAE はいずれも、Carbon Sequestration Leadership Forum（CSLF: 炭素隔離リーダーシップフォー

ラム）の会員である。また Saudi Aramco は、カナダの IEAGHG Weyburn-Midale モニタリング・貯留プロ

ジェクトにも出資している。 

カタール 

カタールは複数の CCS 関連のイニシアチブを実施し、その も重要なものは Qatar Carbonates and 
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Carbon Storage Research Center（QCCSRC: カタール炭酸・炭素貯留研究センター）である。同イニシ

アチブは、Shell、Qatar Petroleum、Qatar Science and Technology Park、Imperial College London 間

で 2012 年に設立された、カタールにおける CCS およびクリーン化石燃料の設備構築を目的とした研究

パートナーシップ（資金 7,000 万米ドル、10 ヶ年間）である。 

Qatar Fuel Additives Company はドーハ近郊のメタノール製造プラントで、1 日約 500 トンの CO2 回収プ

ラントを建設している。CO2 はメタノール製造プロセスで排出された燃焼排ガスから回収され、これがメタノ

ール製造の促進のための供給原料として用いられる。 

カタール大学の Gas Processing Center（GPC）は、2012 年、Carbon Capture and Management 
Roadmap（炭素回収管理ロードマップ）を発行し、シミュレーションを用いた天然ガス火力発電所の排ガス

からCO2を回収する際の、各種の化学溶剤の性能を評価するCO2回収調査プロジェクトを実施している。 

中東の CO2-EOR 

世界の他の地域と異なり、中東の CO2-EOR プログラムは、短期的かつ大規模な石油増進回収の 大化

を重視していない点が重要である。中東の CO2-EOR プログラムは 20～30 年も先のことである。現在の

CO2 圧入プログラムは、中東経済に関する長期的な炭素管理ロードマップの一部に組み込まれ、世界的

な炭素管理および将来の国内利用のための EOR 技術の開発を後押ししている。慎重な貯留地の管理、

新しい掘削技術、 新の情報収集により、中東の多くの油田において石油生産期間を大幅に延長できる

と考えられている。一部の国では、伝統的なガス EOR プログラムから CO2-EOR プログラムへの切り替え

が促され、国内消費用のガスを増加できる可能性がある。 

 

アジア太平洋 

中国 

これまでの多大な炭素排出量を考慮すると、中国は CCS の発展に特に重要である。中国はパイロットと

実証の両プロジェクト、R&D 作業の進捗の面で大きな前進を遂げており、CCS は国内の複数の戦略的計

画に取り込まれている。 

中国の発電は、石炭に偏っている。同時に原油の需要も急激に増加している。これらの 2 つの要因により、

エネルギー会社との間で CCS/CCUS プロジェクトの実施の合意を模索する電力事業者に影響を及ぼし

ている。エネルギー保全の面では、CO2-EOR が中国で重要な戦略的価値を持つと見なされている。中国

の確認された 12 の大規模 CCS プロジェクトのうち 4 件は CO2-EOR であることが確認され、またこれら

の 4 件が開発計画で も前進したプロジェクトでもある。CCS の地中貯留を予定しているあるいは貯留オ

プションが特定されていない残りのプロジェクトの多くは、プロジェクトのライフサイクルの も初期の段階

（「構想」段階）に留まっている。 

精査段階にある中国の主要なプロジェクトは以下の通り。 

 中国中西部では、Yanchang Petroleum Group が Yanchang Integrated Carbon Capture and 
Storage Demonstration Project を展開中である。陝西省に立地する石炭化学施設から排出される

CO2 を、年間 0.4 Mtpa 以上回収する予定である。回収された CO2 は、Yanchang の低透過性油田

で CO2-EOR に使用される。北部陝西の地理的構造（オルドス盆地）は、CO2 貯留の潜在的可能性

が高いと見なされている。 

 中国東部では、Bohai Gulf Basin（渤海湾盆地）で中国のもう一つの大規模油田、Sinopec Shengli 
Oil Field が運営されている。Sinopec は EOR に CO2 を活用する 2 件の大規模プロジェクトを策定し
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ている。ここでは石炭火力発電所（Sinopec Shengli Power Plant CCS Projet）から排出される 1 
Mtpa の CO2 と、山東省 Zibo 市の Sinopec 肥料施設（Sinopec Qilu Petrochemical CCS Project）
から「回収される」0.5 Mtpa の CO2 が扱われる。 

 中国東北部では、Songliao Basin（松遼盆地）に 2 つの大規模油田、Daqing と Jilin が立地する。

China National Petroleum Company（CNPC）は、Songyuan（松原市）の新設天然ガス処理施設か

ら 0.8 Mtpa の CO2 を回収し、Jilin 油田の EOR に活用する予定である（PetroChina Jilin Oil Field 
EOR Project – Phase 2）。 

中国南部では、Pearl River Basin（珠江盆地）が主要な天然ガス生産地域であり、多くの枯渇ガス田を保

有する。新たに確認されたプロジェクト、China Resources Power (Haifeng) Integrated Carbon Capture 
and Sequestration Demonstration Project は、新造された 1 ギガワット（GW）石炭火力発電所から、1 
Mtpa の CO2 を回収する予定である。CO2 は既存のガスパイプラインインフラを使って南シナ海の貯留地

に輸送され、地中貯留および/または CO2-EOR が行われる。このプロジェクトは、開発計画の早期段階に

ある。 

Lianyungang IGCC Project は、グローバル CCS インスティテュートの大規模プロジェクトの一覧から除

外されている。同プロジェクトは、3 年前に Chinese Academy of Sciences（中国科学院）から初めて発表

されてから進展しておらず、実質上「キャンセル」状態であるためである。 

2013 年 4 月 13 日、中国と米国は「the US-China Joint Statement on Climate Change（気候変動に関

する米中共同声明）」に署名した。この中で US-China Climate Change Working Group（CCWG: 米中

気候変動作業部会）が発表された。CCWG は 5 つの行動イニシアチブを立ち上げ、その 1 つとして「炭素

回収、利用、貯留」が取り入れられている。 

2014 年 4 月 22 日、CCWG は炭素回収、利用、貯留に関する初の作業部会を中国で開催し、2 国間の

情報交換を強め、特定の CCUS 協力の機会を確認した。China Shenhua Group、China Huaneng 
Group、Shaanxi Yanchang Petroleum Group、China Power Investment Group、Sinopec、Shanxi 
International Energy、Summit Power Company、Southern Power Company を含む様々な組織の代表

が、同作業部会に参加した。 

第 5 次 US-China Strategic and Economic Dialogue（S&ED: 米中戦略経済対話）も重要な成果である。

合計 8 件の気候変動関連のプロジェクトのうち、CCWG 枠組み内の 4 件の共同実証 CCUS プロジェクト

が 2014 年 7 月 8 日に発表された（表 3.2）。 

Table 3.2 米中 CCUS 協業プロジェクト 

協業の内容 中国 米国 

燃焼後 CO2 回収と CO2-
EOR 

Sinopec Corporation の

Shengli Oil Field Company 
Schlumberger Carbon Services Co.
とケンタッキー大学 

CCUS クリーンエネルギー

実証と CO2-EOR 
Yanchang Petroleum Group Air Products and Chemicals、ウェスト

バージニア大学、ワイオミング大学 

CCUS と CO2-EOR 併用

石炭原料 IGCC 
Huaneng Clean Energy 
Research Institute 

Summit Power Group 

石炭火力酸素燃焼による

CCUS 向け CO2 分離 
Shanxi International Energy 
Group 

Air Products and Chemicals 

協業プロジェクトは、燃焼後、燃焼前、オキシ燃料、coal-to-chemical（石炭化学）（ポリジェネレーション）

CCUS を扱う。CCWG 枠組み内での別の成果として、中国と米国の「能力構築、教育、情報交換、現地訪
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問、技術評価、フィージビリティ調査」に関する協業体制が挙げられる18。 

このような協業体制により、CCS/CCUS の世界的な協調作業および知識共有の戦略的重要性が再確認

される。  

                                                        
18米国務省、Report of the US-China Climate Change Working Group to the 6th Round of the Strategic and Economic Dialogue（2014
年 7 月 15 日）http://www.state.gov/r/pa/prs/ps/2014/07/229308.htm 
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Figure 3.18 中国の大規模 CCS プロジェクトのマップ 

 

オーストラリア 

Gorgon Project は、世界 大の天然ガスプロジェクトの一つであり、オーストラリアで 大の単一資源開

発である。ウェスタンオーストラリアの Barrow（バロー）島を拠点とする Gorgon Project は、3 基の処理設

備を含む LNG 施設を擁し、オフショアガス田から年間 1,560 万トンの LNG の生産が可能である。また本

島への国内用ガス輸送のための天然ガスプラント、Gorgon Carbon Dioxide Injection Project に必要な

ガス田と施設も保有する（回収されたガス田の CO2 は、Dupuy Foundation 近郊の地表から 2 km 以上の

地下に圧入される）。プロジェクトの稼働期間を通じて、1 億トン以上の CO2 が圧入されると予測されてい

る。 

Gorgon Carbon Dioxide Injection Project は、2013 年後半から、多年度にわたる圧入井掘削を開始し

た。3 箇所の掘削センターで、9 基の圧入井の傾斜掘削が実施される予定である。Gorgon Project の試

運転は 2 年間にわたり段階的に行われ、2015 年に開始する予定である。CO2圧入システムの試運転は、

この工程内 6～12 か月間にわたり実施されることが予定されている。CO2 の圧入は 2016 年に開始する

予定である。 

大規模 CCS プロジェクト: 中国 

業種 貯留形態

発電 

天然ガス処理 

Coal-to-liquids（CTL: 石炭液化） 

化学品製造 

深部塩水層 

石油増進回収（EOR） 

枯渇油田・ガス田 

各種オプションの検討/指定な
し 
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ビクトリア州の CarbonNet Project は、大規模 CCS ネットワークの確立、複数の CO2 回収プロジェクトの

ビクトリア州 Latrobe Valley への集約、共有パイプラインによる CO2 の輸送、同州の Gippsland 地域の

オフショア地中貯留サイトへの CO2 の深層圧入の可能性を調査している。同プロジェクトは、Gippsland 
Basin における CCS の可能性を調査するフィージビリティスタディも継続している。現在、同プロジェクトは

ビジネスケースの開発の作業にあたり、翌年には岩石と液体サンプルの収集のため、および過去の地中

貯留モデルの確認のための圧入井掘削に向けた作業を進めている。 

西オーストラリアの South West Hub Project では、様々な産業から排出される CO2 の大規模な回収、輸

送、貯留が行われる。現在まで、同プロジェクトは 2D 地震調査（2011 年）と深部層序錐、Harvey-1 により

貯留地特性化の初期準備段階を終了している。2014 年 4 月に 3D 地震調査が終了した。この調査では

Harvey-1 Well の領域全体、約 115 平方キロメートルが対象となった。回収と拠点に関する貯留フィージ

ビリティスタディが実施中である。調査と圧入井データを総合的に分析することにより、CO2 貯留候補地

(機密性を含む)を含む、高精度の基礎地質学モデルの生成が可能になる。地震調査に対する地域住民

理解の促進ががプロジェクトチームの中心活動であり、活動分析が間もなく完了する。CO2 の輸送と基準

モニタリングに関する他の調査も実施されている。 

Surat Basin CCS Project は、評価対象規模が小さいため、グローバル CCS インスティテュートの大規模

プロジェクトの一覧から除外された。 
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この章のハイライト 

 パイロット規模のプロジェクトが CCS の世界的な展開に大きく貢献した。 

 パイロット規模のプロジェクトの当初の主眼は回収に置かれていたが、US DOE は 7 件の Regional 
Carbon Sequestration Partnership（炭素隔離地域パートナーシップ）を支援している。 

 日本は大規模 CCS プロジェクトを実施していないが、広域的な CCS 開発計画が小規模に進行してい

る。 

 4 件の日本の CCS プロジェクト、苫小牧 CCS 実証プロジェクト、COURSE 50、EAGLE Project、大崎

クールジェンプロジェクトを紹介する。 

 

 
 
 

4.1 

注目すべきプロジェクトの重要な役割 
Global Status of CCS: 2013 報告書では、複数の「注目すべき」パイロットおよび実証 CCS プロジェクトを

ハイライトした。「注目すべき」プロジェクトは、大規模プロジェクトと見なされるほどの規模ではないか、完

全に統合されていないプロジェクトである事が多いが、これらのプロジェクトは、大規模 CO2 回収プラント

の設計と開発に役立ち、また地下における CO2 の貯留状態に対する理解を深める貴重な情報をもたらし

ている。 

このような注目すべきプロジェクトの多くは、目的が似通っており、以下のようにまとめられる。 

 特定の技術の技術的フィージビリティを実証する 

 運用の実績を積み、経済的情報を増やす 

 大規模プロジェクトの開発に役立つデータを収集する 

世界的に、これらの注目すべきプロジェクトの主眼は回収技術に置かれてきたが、米国エネルギー省

（DOE）は、国内の 7 つの隔離パートナーシップからなる広域的な貯留プログラムを支援している。例とし

て、パイロット試験プロジェクトを以下に挙げているが、全てを網羅したものではない1。これらのプロジェク

トは、その性質上、通常は個別に目的を持ち、ライフスパンが定められている。 

 

注目すべき CO2回収パイロットプロジェクト 

 欧州: Ferrybridge、Aberthaw、Renfrew（英国）、Wilhelmshaven、Schwarze Pumpe（ドイツ）、

Lacq、Le Havre（フランス）、Buggenum、Rotterdam（オランダ）、Technology Centre Mongstad、
Brevik（ノルウェー）、Puertollano、Ponferrada（スペイン）、Brindisi（イタリア）、Karlshamn（スウェー

                                                        
1例示するプロジェクトは、完了、操業中、建設中のプロジェクトである。 
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デン） 

 南北アメリカ: Plant Barry、Mountaineer、Pleasant Prairie、National Carbon Capture Center（米
国）、Shand（カナダ） 

 アジア太平洋: 苫小牧、EAGLE、大崎クールジェン、COURSE 50（日本）、Shanghai Shidongkou、
Guodian、Huazhong、HuaNeng GreenGen （中国）、Boryeong、Hadong （韓国）、Callide、

Hazelwood（オーストラリア） 

 

注目すべき CO2貯留パイロットプロジェクト 

 欧州: Lacq、Ketzin、Hontomin 

 南北アメリカ: Seven Regional Carbon Sequestration Partnerships（米国）、Miranga（ブラジル） 

 アジア太平洋: 苫小牧、長岡（日本）、Otway（オーストラリア） 

回収に関するパイロットプロジェクトの多くは、回収技術開発業者によりサポートされており、多くの場合に

おいて公的資金の援助を受けている。開発業者はこれらのパイロットプロジェクトに非常に活発に参加し、

産業規模に応じたスケールで回収技術の試験を実施している。これには回収システムを、主要施設付設

するための最適な方法を探る試験も含まれる。 

「注目すべき」プロジェクトとして分類したプロジェクトは、現在、詳細な調査が行われている最中であり、大

規模統合プロジェクトとして分類する前に、さらに詳細な情報が必要となっている潜在的な大規模プロジェ

クトを含むケースもある。例えば Australia-China Post-Combustion Capture（PCC）Project が挙げられ

る。 

グローバル CCS インスティテュートは、30 を超える「注目すべき」プロジェクトの概要説明（試験結果に関

する追加情報が（随時）提供される公表文献の引用を含む）を作成している（以下 URL 参照）。

www.globalccsinstitute.com/projects/notable-projects 

 

日本の「注目すべき」プロジェクトに焦点を当てる 

グローバル CCS インスティテュートの過去の Status Reports では、大規模 CCS プロジェクトが実施され

ている地域（欧州、米国、中国、韓国）における「注目すべき」プロジェクトに焦点を当ててきた。しかし日本

において「注目すべき」プロジェクトが複数実施されているのは重要な事実である。日本は大規模 CCS プ

ロジェクトを実施していないが、発電・鉄鋼部門において先進の回収技術を試験するパイロットプラントな

ど小規模プロジェクトによる非常にアクティブなプログラムが確立されている。また統合 CCS プロジェクト

の実証試験も着手されている（年間の CO2回収量は 10 万トン）。 

日本における 4 件の重要な「注目すべき」CCS プロジェクトについては以下のとおり。 

 

 

 



 

 
59  

4.2 

苫小牧 CCS 実証プロジェクト 
 

プロジェクト主導者 経済産業省（METI）を窓口とした日本政府。プロジェクトの実施は、Japan 
CCS Co., Ltd（35 社から構成）が担当。 

場所 苫小牧地域（北海道南部） 

プロジェクト状況 建設中。3 ヶ年の CO2 注入プログラムが 2016-18 年に予定され、その後

2 年間、2020 年までモニタリングが継続する。 

CO2回収源 CO2 は苫小牧港の出光興産の北海道精油所の水素製造ユニットから排

出される。 

回収方法と形態 工業的分離 - 吸収化学溶剤中心のプロセス。 

貯留形態 純粋な地中貯留 - 深部塩水層。近海の貯留層 2 箇所を貯留サイトと特

定。 

CO2貯留 年間 10 万トン以上の CO2が 2016-18 年の期間に注入される予定。 

 

苫小牧 CCS 実証プロジェクトは、苫小牧地域の地質評価で CO2貯留に適すると判断されたのを受けて、

2012 年 2 月 METI により承認された。同プロジェクトは、2020 年以降に CCS を商業化するための基礎

として、回収から貯留まで CCS システム全体を実証することを目的としている。 

施設の設計と建造、井戸の掘削、操業の準備が 2012 年に始まっており、CO2 注入は 2016 年に開始が

予定されている。CO2 注入は、2018 年までの 3 年間で実施される予定で、注入後の 2 年間、環境モニタ

リングが続けられる。 

同プロジェクトの排出源は、苫小牧港に立地する出光興産の北海道製油所の水素製造ユニット（HPU）で

ある。HPU は PSA（圧力スウィング吸着）オフガスを、2.5 ㎞のパイプラインを使って新設の回収プラント

に供給する予定である。回収プラントでは、PSA オフガスから年間 10 万トン以上のペースで、純度 99%
のガス状 CO2 がアミン吸収プロセスにより生成される。ガス状 CO2 はこの後、回収プラントに隣接する

CO2注入施設に送られ、圧縮され、2 基の傾斜圧入井から 2 つの別のオフショア貯留層に注入される。 

苫小牧プロジェクトのターゲット貯留層の 1 つは、海底 2,400～3,000 メートル近い貯留層、滝上層である。

これは火山岩と火砕岩が約 600 メートル堆積した中新世塩水層である。滝上層は、1,100 メートルの泥岩

層に覆われ、これがキャップロックの役割を果たしている。もう一つのターゲット貯留層は、海底 1,100～
1,200 メートルに位置する砂岩層、萌別層である。この貯留層は、100 メートルの層状の後期第四期塩水

層である。200 メートルの厚さの泥岩層で覆われている。両圧入井の抗口は陸上に立地するが、萌別層

の圧入箇所は 2.9 km 沖合にあり、滝上層の圧入箇所は 4.1 km 沖合にある。 

広域的なモニタリングプログラムが予定されている。圧入された CO2 の挙動は、各種の地震センサー（海

底ケーブル、海底地震計、陸上地震計）と、反復的な 3D および 2D 地震調査を通じて観察される。貯留層

の温度と圧力は、圧入井と 3 基の観測井で監視される。一連の海洋環境調査も実施される予定である。

2018 年に予定される CO2圧入の終了後、2 年間、モニタリング作業を継続する。 
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4.3 

COURSE 50 
 

プロジェクト主導者 COURSE 50 は、神戸製鋼所、JFE スチール、新日本製鉄、新日鉄住金

エンジニアリング、住友金属工業、日新製鋼の 6社、新エネルギー産業技

術総合開発機構（NEDO）および地球環境産業技術研究機構（RITE）と

複数の大学の共同実施で構成される 

回収方法と形態 2 種類の技術を評価している 
1. 化学吸収 – 新しい液状吸収剤の性能試験が実施された。 
2. 物理吸収 - 圧力スウィング吸着（PSA）技術開発の試験が実施され

た。 

場所と CO2回収源 化学吸収技術は千葉県の君津製鉄所（新日鉄住金）の、パイロットプラン

ト（1 日の CO2回収量 30 トン）で試験が実施された。 
物理吸収技術は、広島県の福山製鉄所（JFE スチール）でベンチスケー

ル（CO2回収量は当初の 1 日 3 トンから 1 日 6 トンに拡大された）で試験

が実施された。 

プロジェクトの状況 フェーズ 1、ステップ 1 日本の会計年度（JFY）2008-12。 
フェーズ 1、ステップ 2 JFY 2013-17。 

 

2007 年 5 月安部首相（当時）により発表された「Cool Earth 50」イニシアチブは、省エネ技術の利用を通

じて、環境保護と経済成長の共存の達成を模索したものである。このイニシアチブに後押しされて、日本

鉄鋼連盟（JISF）は NEDO の支援の下で、「COURSE 50」すなわち「CO2 Ultimate Reduction in 
Steelmaking Process by Innovative Technology for Cool Earth 50: Cool Earth 50 のための革新技術

による製鋼プロセスにおける CO2の最終削減」を設立した。 

COURSE 50 は、以下を通じて、CO2排出量を約 30％削減する技術を開発することを目的としている。 

a) 溶鉱炉から排出される CO2の削減 

b) 溶鉱炉ガスからの CO2 の分離と回収、および開発された技術を 2050 年までに実用化および移転

することを目的に、2030 年頃までに技術を確立すること 

上記の（a）に関して、COURSE 50 は、「鉄鉱石の水素除去」により溶鉱炉で使用されるコークスの量を減

らす反応制御技術を開発し、CO2排出量を 10％削減することを目指している。 

溶鉱炉ガスからの CO2 の分離と回収については、COURSE 50 は CCS の導入を通じて排出量を 20％
削減できる技術を開発することを目指している。化学吸収と物理吸収の両技術を評価している。 

2010 年、1 日の CO2 回収量が 30 トンのパイロットプラントが新日鉄住金の君津製鉄所で建造され、新し

い化学液状吸収剤の性能試験が実施された（新日鉄住金エンジニアリングと RITE により開発された吸収

剤）。同プラントは 3 年間、約 9,000 時間稼働した。 

物理吸収の試験を実施するために、CO2 回収のベンチ規模のプラントが JFE スチールの福山製鉄所に

建設された。このベンチ規模のプラントの二酸化炭素回収量は、当初は 1 日 3 トン、その後 1 日 6 トンま

で拡大された。 

溶鉱炉ガスからの CO2 分離と回収の技術の開発では、2020 年までに 1 日約数 10 トン規模で（フェーズ

1）、その後 2020～30 年の期間に CO2 回収量を 1 日数 100 トンまで継続的に拡大する予定であり（フェ

ーズ 2）、2030 年以降も広域的な展開が予定されている。 
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4.4 

The EAGLE PROJECT 

プロジェクト主導者 電源開発（J-POWER）、新エネルギー産業技術総合開発機構（NEDO）、

METI 内の独立系管理機関 

CO2回収源 J-POWER の 1 日 150 トン（石炭供給率）の酸素吹き石炭ガス化パイロッ

プラントにおける石炭ガス化プロセスで生成されるガス 

回収方法と回収形態 燃焼前回収（ガス化）- 石炭ガス化ガスからのCO2回収、化学吸収と物理

吸収の両方法の試験 

CO2回収量 1 日約 24 トン 

場所 J-POWER 若松研究所（福岡県） 

プロジェクトの状況 試験完了。2002 年から JFY 2013 末までに 3 段階のパイロット試験を実

施。 

 

EAGLE（COAL Energy Application for Gas, Liquid and Electricity: ガス、液体、電気のための石炭エネ

ルギー応用）Project は、石炭ガス化複合発電（IGCC）酸素吹き石炭システムのための技術を研究し、確

立することを目的としていた。同プロジェクトは、NEDO と J-POWER により共同で実施された。 

EAGLE パイロットプラントの 1 日 150 トン（石炭供給）の酸素吹きガス化装置およびその他の施設の建設

は、1998 年 J-POWER の若松研究所で開始し、2001 年に完工した。 

同プロジェクトで開発された酸素吹きガス化装置により、シングルチャンバーの 2 段階過流で高効率ガス

化を達成した。石炭の種類に合わせて酸素供給を変動させ、合成ガス特性を一律にした。合成ガスの浄

化は、燃焼前技術を用いた CO2 の分離と回収の前に行われる冷却ガス浄化プロセスを通じて達成される。 

EAGLE Project の下で、パイロット試験の 3 段階が完了した。 

 ステージ 1（JFY 2002-07）: システム検証、酸素吹き石炭ガス化装置とガス浄化技術の試験、幅広

い種類の石炭を使用した運用の検証。 

 ステージ 2（JFY 2007-10）: 化学吸収 CO2 回収技術と、利用可能な幅広い種類の石炭の試験、微

量元素の挙動の調査。 

 ステージ 3（JFY 2010-13）: 化学吸収 CO2 回収技術の最適化試行。物理吸収 CO2 回収技術の試

験。 

EAGLE パイロットのステージ 3 において、ステージ 2 で使用された化学吸収技術と比較し、試験が実施さ

れた物理吸収技術の省エネ性が証明された。 

EAGLE Project の下で試験および開発された酸素吹きガス化と炭素回収技術の大規模試験と実証が、

大崎クールジェンプロジェクトで予定されている。 
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4.5 

大崎クールジェンプロジェクト 

プロジェクト主導者 大崎クールジェン社は、J-POWER と中国電力の共同出資により、2009
年に設立された。 

CO2回収源 大崎クールジェン社の 166 MW酸素吹き石炭ガス化実証プラント（石炭供

給量 1 日 1,180 トン）の石炭ガス化プロセスで発生するガス。 

場所 大崎上島（広島県）の中国電力大崎発電所。 

回収方法と形態 燃焼前回収（ガス化）- 石炭ガス化ガスからのCO2回収、化学吸収と物理

吸収の両回収方法の試験。 

プロジェクトの状況 2013 年 3 月に酸素吹き IGCC ユニットの建設が開始。試験の第 1 ステ

ージが JFY 2016 に開始予定。 

 

大崎クールジェンプロジェクトは、EAGLE Project で得られた知識と専門性を活用し、CO2 の分離と回収

技術を含む、酸素吹き石炭ガス化複合発電（酸素吹き IGCC）技術を大規模に実証する予定である。 

広島県の中国電力大崎発電所で、166 MW の酸素吹き IGCC プラントの建設が開始している。この酸素

吹き（石炭）ガス化装置は、シングルチャンバー、二段旋回型噴流床ガス化システムを使用する予定。極

低温プロセスを使って空気分離が実施され、硫黄除去・回収施設で合成ガス浄化が行われた後、CO2 が

分離される。プラントの石炭処理能力は、1 日 1,180 トンになる予定である。試験は JFY 2016 に開始する

予定である。大崎クールジェンプロジェクトの試験プログラムは、3 段階で実施される予定である。 

1. JFY 2016-18: 第 1 ステージでは、酸素吹き IGCC システムの基本的な性能、動作特性、経済性が

大規模に試験される。 

2. JFY 2019-20: 第 2 ステージでは、IGCC プラントへの CO2分離と回収技術のレトロフィットが実施さ

れ（建設は JFY 2016 に開始）、その後システムの基本的な性能、装置の信頼性、動作特性、環境性

能が検証される。EAGLE Project 内で評価された化学吸収と物理吸収方法を使った IGCC システム

の評価が予定されている。 

3. JFY 2020-21: 第 3 ステージ（建設は JFY 2018 に開始）は、燃料電池を酸素吹き IGCC システム

（CO2 の分離・回収を含む）に結合し、効率性改善の適用範囲を試験する予定である。このステージ

では、ガス浄化技術と燃料電池での石炭ガスの使用の可能性が検証される（および石炭ガス化燃料

電池（IGFC）複合発電システムの検証試験の実施）。 

日本政府は METI を通じて、このプロジェクトの費用の 3 分の 1 を支援している。 
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この章のハイライト 

 地球の表面温度上昇のリスクを回避する場合、今後 18 カ月間が将来の気候変動のコミットメントに非

常に重要な期間となる。 

 IPCC の第 5 次評価報告書を含む国際的な政策アジェンダでは、気候変動を軽減するための低コスト

のポートフォリオアプローチの中で、CCS が重要な要素であると認識されている。 

 上記のように認識されているが、地域/国内の政策決定は断片化されることが多く、CCS プロジェクトの

進展を促すためのインセンティブが策定されていない。 

 政策の面から見ると、プロジェクト事業者は、政策の不確実性がプロジェクトの最大のリスクであり、プ

ロジェクトの実現可能性は政府の新たな政策決定次第であると強く確信していることが 2014 
Perceptions Survey（2014 意識調査）プロジェクトから伺える。 

 最近の調査で一貫して登場する最も重要な政策の実現要因は、直接の助成金の利用、オフテイク措置

による保証価格の提供などである。 

 法律および規制の面から見ると、上記の 2014 Perceptions Survey では、CO2-EOR 貯留オプションの

あるプロジェクトを支える重要な役割を既存の法律および規制制度が担い続けることになると示唆して

いる。 

 いずれの管轄区のプロジェクトも、国境を越えた移動、市場のメカニズム、法的責任を巡る問題を「未対

応」として強調し続けている。このような特定の問題は、過去の Perception Surveys で一貫して「未対

応」と評価されていた。 

 非 OECD 管轄区、特に複数の大規模プロジェクトで地中貯留オプションを評価しているアジアの管轄区

では、当面の立法化作業を活発化し、プロジェクトの進展を支える必要が生じると想定される。 

 

 
 
 

5.1 

国際的政策アジェンダの進展 

気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC） 

UNFCCCは、気候変動に取り組む世界的な活動に関する協議が行われ、排出量削減の目標の達成を支

援する国家的な公約が行われる重要なフォーラムである。新たな世界的な気候変動の合意に向けた作業

が世界で進む中で、今後 18 か月は CCS 活動の国際的および国内的な支援体制を決定する上で重要な

期間となる。この期間に、CCS の一層の進展が必要であるとの短期および中期的な制度的背景が進展し、

さらに重要な面として、商業的な展開を実現するのに必要な長期的準備も進むと思われる。 

Abu Dhabi Ascent（アブダビ会合）や 2014 Climate Summit（2014 気候サミット）を含めた近年の国連事

務総長の気候変動に関する首脳会議で、Ban Ki-moon 事務総長は、UNFCCC プロセスを支える国家の
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首脳に対して、2015 年末にパリで開催される UNFCCC 条約加盟国会議（COP 21）で気候変動に取り組

むための効果的な世界レベルの対応を行えるよう強く要求を表明している。CCS の今後の進捗の速さは、

このような成果と強く連動していることは明らかである。 

UNFCCC アジェンダは、クリーンエネルギー技術を支援する主権国家の政策決定を以下のような様々な

交渉要素を通じて強力に補完し、また影響力を及ぼす。 

 技術開発と移転（「技術メカニズム」内で追求） 

 公的および民間の気候関連融資（「金融メカニズム」内で追求） 

 炭素市場の確立と運営（京都議定書の炭素市場内で追求）、「New Market Mechanism」の確立、お

よび一面的または連動システムとして実施された国内制度の統合の可能性。  

 非市場的アプローチ（「非市場的メカニズム」内で追求） 

 知識共有と教育 

ワルシャワの COP 19 以降、UNFCCC の補助団体は同会議で行われた複数の決定を実践に移している。 

 Ad Hoc Working Group on the Durban Platform for Enhanced Action（ADP: 強化された行動のた

めのダーバン・プラットフォーム特別作業部会）は、パリの COP 21 で採択が予定されている新たな気

候変動協定の正当性を示す 2 つの交渉の流れ（2020 年前および 2020 年後の目標）に関する討議

を主導し続けている。 

 Subsidiary Body for Implementation（SBI: 実施に関する補助機関）と Subsidiary Body for 
Scientific and Technology Advice（SBSTA: 科学的および技術的勧告に関する補助機関）は、技術

の開発と移転、炭素市場と非市場的アプローチ、長期的融資の問題などの CCS 関連のアジェンダを

共同で取り仕切っている。 

全ての補助機関の作業プログラムは重複し、相互に補完している。 

 

Ad Hoc Working Group on the Durban Platform for Enhanced Action 

（ADP: 強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会） 

ADP は 2015 Agreement（2015 年合意）に向けた主要な交渉である。この合意は、京都議定書の第二約

束期間（2013 年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日）を補完する（あるいは最終的に後継となる）ことを目

的に、新たな全世界的な気候変動合意となり得る法的協定となる予定である。その作業計画は 2 つの要

素に分割される。 

1. 2020 年以降の目標（作業の流れ – WS1） 

2. 2020 年以前の目標（作業の流れ – WS2） 

ADP の最近の作業計画は、COP 21 での交渉のベースとなる 2015 年合意（軽減、適応、融資、技術、人

材育成、活動と支援の透明化）に関する協議を進めており、2015 年 5 月までに公式文書を採択すること

を目指している。 

ADP は 2014 年 12 月 1～12 日にペルー、リマで開催が予定されている COP 20（注：開催済み）の先駆

けとして、3 つの重要な会議を招集した。直近の会議では、ADP は主に以下の 3 つの分野における進捗

に焦点を当てた。 
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1. 自主的に決定する約束草案（NDC: nationally determined contributions） 

2. 各国からの事前情報 

3. 基幹的合意を形成する概念または箇条書き項目の特定 

2015 年第 1 四半期までに、気候変動への取り組み義務（Intended Nationally Determined Contributions 
– INDC）を公表できる段階にまで当事国の体制が整うとの期待が高まっており、米国を含む多くの当事

国が、最近、この期限に対応できそうにあることを再確認したばかりである。 

WS2 内の作業は、主に Technical Expert Meetings（TEM: 技術専門家会議）を通じて行われる。TEM
の目的は、クリーンエネルギー技術オプションを検証すること、また 2020 年までに各技術が国内の軽減

努力をいかに強化できるかという政府の理解を促すことである（ただし、この文言が 2020 年以降について

も言及しているのは明らかである）。 

2014 年度中に、再生可能エネルギー、エネルギー効率、CCS を含む一連の TEM が開催された。2014
年 10 月に開催された CCS TEM の勧告を含む正式な会議報告書が COP に渡され検討される予定であ

る。当インスティテュートは、COP 20 と 21 までに同報告書で CCS が主要な軽減技術であると重視され、

UNFCCC システムが CCS の進展をどのように円滑に進展させられるかについて、一連の重要な勧告が

得られることを期待している。 

技術執行委員会/気候技術センターおよびネットワーク 

技術移転は UNFCCC 内の重要な議題である。技術的解決策の開発、展開、拡大は、先進国と発展途上

国のいずれの排出軽減努力においても中心的作業とみなされている。 

Technology Mechanism（技術メカニズム）は、軽減努力を支援する技術開発に関する作業を促す

UNFCCC の中心的チャネルである。その Technology Executive Committee（TEC: 技術執行委員会）

は、COP の政策諮問機関（ADP と SBSTA 協議の支援を含む）であり、その作業は Climate Technology 
Centre and Network（CTCN: 気候技術センター・ネットワーク）の実践的作業により補完されている。 

TEC は近年、以下の 6 つのタスクフォースの設置を含む、2 カ年の反復作業計画（2014-15）を採択した。 

1. 技術的ニーズの評価 

2. 実現要因と障壁 

3. 適応 

4. 技術メカニズムと金融メカニズムの連携 

5. 軽減 

6. 新興の問題と横断的問題 

TEC は 2014 年に複数のワークショップを主催した。これには気候変動技術の資金に関するテーマ別対

話（2014 年 8 月 19 日）と、発展途上国の国内のイノベーション体系（2014 年 10 月 13～14 日）のワーク

ショップも含まれる。TEC はさらに、2015 年にも軽減技術に関するテーマ別対話を計画している。 

CTCN は最近、発展途上国からの支援要請を受け入れる体制にあると発表した。CTCN はまた、当事国

（発展途上国）から推薦された 90 を超える Nationally Designated Entities（NDE: 国内指定法人）を指名

し、発展途上国の支援要請と CTCN との窓口として機能させ、また当インスティテュートを含む 9 団体をネ

ットワーク構成団体に指名した。 
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CTCN は、発展途上国の CCS 問題に関する技術開発と移転の支援要請に対応しており、これは当イン

スティテュートの最近の Climate Technology Network における活動からも実証されている。 

金融メカニズム/グリーン気候基金 

Green Climate Fund（GCF: グリーン気候基金）は、Financial Mechanism（金融メカニズム）の運営団体

である。GCF は発展途上国の UNFCCC 当事国のプロジェクト、プログラム、政策、その他の活動を支援

している。GCF は最終的に、公的部門と民間部門の協業的なプロジェクトとプログラムを含む発展途上国

の軽減作業と適合作業に対して、気候関連の資金を提供する予定である。 

同基金は、GCF 役員会により運営されている。GCF の資産は、GCF 役員会の当該の決定に従って受託

者により管理される。世界銀行は、3 年間の活動後の審査を条件に、GCF の暫定受託者として活動する

ように COP から要請された。 

2014 年 5 月、GCF は同基金が完全に機能していること、および GCF 役員会の出資者探しを世界銀行

が支援していると公表した。GCF 役員会は、低排出エネルギーの利用、中小および大規模な低排出発電

を含む 14 の「Initial Result Areas（初回結果分野）」を優先事項とした。 

GCF に資金が提供されると、GCF は発展途上国からの CCS プロジェクト支援の要請を検討する。これ

は適格性の問題について明示した Governing Instrument 内でも次のように引用されている。「当基金は

技術開発と移転（炭素回収・貯留を含む）...の作業の拡張を可能にし、支援するための活動に、合意され

た全費用および合意された増分費用を出資する...」 

GCF 役員会はまた、同基金の民間部門との関係に関して助言する委員会、Private Sector Advisory 
Group（PSAG: 民間セクター諮問グループ）を含む、GCF に対する監視をサポートする複数の委員会を

設置した。 

BOX 5.1  

UNFCCC プロセスにおける当インスティテュートの役割 

当インスティテュートは、GCF の認定オブザーバー、CTCN の認定ネットワーク会員としての役割を担

い、IPCC の認定オブザーバーに関しては決定待ちの段階であり、さらに TEC の横断的作業部会の会

員でもある。当インスティテュートは、要請に応じて、2014 年 10 月の CCS TEM イベントの主催を支援

した。2014 年を通じて、当インスティテュートは認定オブザーバーとして、TEC、CTCN Advisory 
Board、SBSTA、SBI、ADP、GCF を含むすべての技術関連会議に出席した。 

このような広域的な関与により、当インスティテュートの UNFCCC オブザーバー（2011 年以降）として

の地位は補完され、世界的な気候交渉の中心舞台に当インスティテュートを引き上げている。つまり、

気候変動に取り組む各種の措置のポートフォリオの 1 つのオプションとして、CCS の重要な役割を擁

護できる状況となるのである。 

 

炭素隔離リーダーシップフォーラム（CSLF） 

2013 年 11 月にワシントン DC で開催された第 5 回 CSLF 閣僚会議に続く閣僚声明で、気候変動に取り

組む上での CCS の重要性と、実施を加速させる必要性を明確に強調した。CSLF は 23 カ国から構成さ

れ（22 カ国と EC）、これらの国は世界の CO2 排出量の大部分を占める。このため、CSLF 加盟国がとる
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行動は、気候変動の軽減に重大な影響を及ぼす可能性がある。 

具体的には同声明で以下のように明言している。 

「我々、CSLF 加盟国の閣僚と代表団長は、CCS の研究・開発（R&D）、実証、世界的展開を加速さ

せる必要があることを確信した...我々は CCS の一層の進展と展開を推進するために要求される措

置を、個別に、また集団的に実施することに専心する。 

過去数十年間に得られた貴重な経験を基に、2020 年までに CCS を大規模な展開できる状況を創

出するためには、今後 7 年間は極めて重要である。我々の共通の目標は、現在建設中または計画

の進んだ段階にあるすべての CCS プロジェクトが、前記の状況の下で確実に完了することである。

我々は 2020 年までに、新たな大規模 CCS 実証の件数を増やし、2020 年代の商業的展開を拡大

しなければならない。」 

 

5.2 

国際標準化機構（ISO） 

複数のベストプラクティス・ガイドラインと、国家規格および規範が、既に幅広い CCS 活動に適用されてい

る。次の段階として、これらをまとめ正式な国際基準を作成する。このプロセスは、Standards Council of 
Canada（カナダ規格審議会）が国際的に合意された CCS の基準を開発する提案を ISO に提出した 2011
年から開始されている。 

国際基準化により以下のようなベネフィットが期待できる。 

 CCS プロジェクトの安全な実施と運用に必要な手順、システム、技術の展開と統合の推進を促す 

 知識共有、イノベーション、共同作業、コーディネーションを可能にする 

 安全かつ信頼性の高い気候変動軽減技術としての CCS を一般大衆に受入れられるよう支援する 

 専門領域、部門の複数の利害および異なる能力を通じて、また国内および多国籍の文脈における行

政責任の各レベルを通じて一貫性の向上を達成する 

 CCS の現場で作業する政府と組織内で、準備、継続性管理、文化、ベストプラクティスを向上させる 

 偶発的、恣意的、自然災害イベントのリスクと影響を軽減する 

ISO は約 19,000 の基準をまとめた世界的な体系であり、160 カ国以上が加盟している。ISO は、技術委

員会内の専門家会議を通じた規格を「開発」している。 

2012 年、ISO は CO2 回収、隔離、貯留の分野の設計、建設、運営、環境計画と管理、リスク管理、定量

測定、モニタリングと検証、および関連する活動の基準化作業を監督するための、Carbon Dioxide 
Capture, Transportation, and Geological Storage（二酸化炭素回収、輸送、地中貯留）に関する

Technical Committee（TC: 技術委員会）（ISO/TC 265）を設置した。 

ISO/TC 265 は、（中国と共同の）事務総長を選出しているカナダが議長国を務め、設置以来、パリ（2012
年 6 月）、マドリッド（2013 年 2 月）、北京（2013 年 9 月）、ベルリン（2014 年 4 月）の 4 度の会合を開い

ている。 

ISO/TC 265 の会員は複数の階層から構成される。 
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 18 の加盟国（「P」）は、国内代表を派遣し、参加する専門家を特定し、また投票義務がある。「P」加

盟国は、国内の「委員会（mirror committees）」からの支援を受けるが、この委員会は通常、地域の

専門家に対し主要な交渉問題に関する国の見解をまとめるよう依頼する。 

 9 つのオブザーバー国（「O」）は、参加の意向を決めれば参加可能である。。 

 10 の連絡組織（「L」）は、専門知識を提供し広域的な受け入れを支援するが、決議権はない（このグ

ループにグローバル CCS インスティテュートも含まれる）。 

ISO/TC 265 内では、様々な「P」加盟国が主導する 6 つの作業部会（WG）が設置され、Technical 
Reports（技術報告書: 情報生成物）から規格草案まで、正式に支持された様々な ISO アウトプットを作成

している。6 つの WG は以下の通り。 

 WG1: 回収（日本招集） 

 WG2: 輸送（ドイツ招集） 

 WG3: 貯留（カナダ/日本共同招集） 

 WG4: 適格性と検証（フランス/中国共同招集） 

 WG5: 横断的問題（フランス/中国共同招集） 

 WG6: EOR 問題（米国/ノルウェー共同招集） 

全ての WG は New Work Item Proposal（NWIP: 新作業項目提案）を承認しており、現在以下の 6 件の

プロジェクトを進めている。 

 WG1: 回収に関する技術報告書、2016 年までに完成予定 

 WG2: CO2 パイプライン輸送の ISO 規格、期限は 2016 年 

 WG3: 地中貯留に関する技術報告書、期限は 2017 年 

 WG4: 適格性と検証に関する技術報告書、期限は 2016 年 

 WG5: 横断的問題（共通の語彙）の ISO 規格、期限は 2014 年 

 WG6: EOR を使用した CO2 貯留の ISO 規格、期限は 2017 年 

現在まで全ての WG が 2 回以上招集され、関連作業項目について複数の電話会議を実施している。 

ISO/TC 265 委員会の加盟国が NWIP を提案する可能性があるため、2014 年 4 月の第 4 回技術委員

会の会合で、WG5 を代表する米国と中国が、統合 CCS プロジェクトの全期間のリスク管理に関する新し

い技術報告書の提案概念を共同で提出した。WG5 はこの NWIP をさらに検討するための準備を進め、最

終的に次の会合で技術委員会による投票が行われることで合意した。 

技術委員会の次の会合は、2015 年 1 月 28～29 日にアラバマ州バーミンガムで開催が予定されており、

Alabama Power 本社で American National Standards Institute（米国国家規格協会）が主催する。技術

委員会の会合の前に、6 つの WG 全ての会合が予定されている。 
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5.3 

国際海洋協定 

当インスティテュートの発行する Global Status of CCS において、2006 年と 2009 年にロンドン議定書に

おいて実施された改訂（amendments）について強調してきた。この国際的協定は、「海洋環境を全ての汚

染源から保護し、維持する」ことを目的としているが、2006 年の 1 回目の改訂は、回収された CO2 の海底

下地中層への廃棄を可能にすることを目的とした。この改訂は、2010 年 2 月にロンドン議定書の全署名

国において施行された。2009 年に全署名国により採用された 2 回目の改訂では、ロンドン議定書の第 6
条に記載される技術に対する今後の障壁を取り除くことを要求している。この条項は議定書に基づき廃棄

物の輸出を防ぐことを規定しており、地中貯留を目的として CO2 を海上で越境させる移動を実質的に禁止

している。いくつかの条件を満たす場合に、CO2 の貯留を目的とした輸出を許可する新たな条文が署名国

により採択された。しかしこの改訂を発効させるためには、議定書署名国の 3 分の 2 の批准が要求され

る。 

Global Status of CCS: 2012 では、議定書の 2 署名国、ノルウェーと英国のみが第 6 条の改訂を批准し

たことを伝えている。越境移動に対応したガイドラインの改訂と、輸出の「手配または契約」の責任を扱っ

たガイダンスの策定に向けて莫大な作業が行われたが、前記以降いずれの署名国も批准していない。こ

のため、オフショア貯留を目的とした CO2 の（越境）輸出は、ロンドン議定書内では依然として許可されて

いない。 

2013 年 10 月に開催された、ロンドン議定書の署名国による第 8 回会議で、International Maritime 
Organisation（国際海事機関）の事務総長関水康司は、開会の辞で以下のように述べている。 

「ロンドン議定書は、現在は、炭素の回収と海底下地中層への隔離を規制する世界的な枠組みに過

ぎない...しかし現在まで、ロンドン議定書の 43 の署名国の 2 カ国しか 2009 年の改訂を承認してい

ないのは深刻な問題であり、発効要件を満たすには到底及ばない。発効を確実にすることの重要性

は、気候変動による海洋の酸性化という脅威を最小化するという点において、強調してもし過ぎるこ

とはない。」 

複数の署名国が、改訂の批准に向けた提案を準備しているが、効力発生要件を満たすために必要な数を

依然として大きく下回っている。当インスティテュートは、越境的な CCS プロジェクトを実施する場合のロン

ドン議定書の批准の重要性を認識した上で、可能な限り早急に改訂を発効させるために、署名国が必要

な総批准数を増やす活動を強力に支援している。 

 

5.4 

地域的な政策、法律、規制の進展 

南北アメリカ 

CO2-EOR は、南北アメリカの CCUS 展開の中心的な推進力であり、現在の政策、法律、規制の状況の

多くは、連邦レベルさらには州または地域レベルでの既存の石油・ガス規制に基づく構築作業に焦点が当

てられている。商業的な展開を支えるために必要な要素の多くは既に施行されているか策定中であるが、

総合的な CCS/CCUS の枠組みは存在せず、新たな大規模 CCS プロジェクトにインセンティブを与える政

策は、依然として妥当な段階に至っていない。 
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米国 

米国の CCS/CCUS の政策、法律、規制をとりまく環境は、連邦、州、地域レベルで前進し続けているが、

依然として断片化された状態にある。CCS に関する連邦の作業は、環境規制を中心としており、米国環境

保護庁（EPA）が Obama 大統領の Climate Change Action Plan（気候変動行動計画）を前進させる提案

を主導している。 

石炭生産州の議会主導者（ノースダコタ州の Heidi Heitkamp（民主）と、ウェストバージニア州選出上院議

員 John D. Rockefeller（民主）を含む）は、CCS 政策の作業とインセンティブを支援する法案を提出した

が、上院委員会で承認されていない。EOR 機会のある州（テキサス、ワイオミング、ノースダコタ、ミシシッ

ピーなど）は、CCUS の展開を支援する政策を他の州以上に活発に推進しており、カリフォルニア州は同

州の cap-and-trade（排出量の上限と排出権取引）プログラムの下で、CCS/CCUS を含めることも可能な

GHG 上限の策定を主導している。 

米 EPA の新設および既存の発電所向け性能基準1 

EPA は Clean Air Act（大気汚染防止法）の権限を行使して、新設と既存の天然ガスおよび石炭火力発電

所からの CO2 排出に取り組むために提案された規格、規制、または指針を発行した。これは CCS の開発

と展開に従事する企業を含めた州、電力会社、エネルギー会社、金融機関、その他に重大な影響をもたら

すと思われる。 

新設、修正、または再生排出源 – 大気汚染防止法セクション 111（b） 

2014 年 1 月 8 日、EPA は新設の石炭および天然ガス火力発電所からの CO2 排出量の上限を規定した

提案規則を発行した。新設の天然ガス火力発電所は、既存の技術でこの排出量基準に対応する必要が

ある。提案された基準を順守すると、新しい大型の天然ガス発生装置（100 メガワット以上の発電量）は、

メガワット時間（MWh）あたりの CO2 排出量を 1,000 ポンド（454 kg）以内に抑えることが可能になる。これ

は複合発電技術により達成できる。さらに小型の天然ガス装置は、1,100 ポンド（499 kg）CO2/MWh の達

成が要求される。 

高効率超々臨界圧ボイラーと石炭ガス化複合発電（IGCC）装置を使用する新設の石炭火力発電所は、

いずれも CCS を要求する 2 つの準拠オプションがある。 

1. オプション 1 は、12 カ月間の平均排出率 1,100 ポンド（499 kg）CO2/MWh を達成するために、始動

直後に CCS を必要とする。 

2. オプション 2 は、CCS を始動から 7 年以内に導入し、7 年間の平均排出率 1,000～1,050 ポンド（454
～476 kg）CO2/MWh を達成すればよい（約 40％の CO2 回収を要求）2。この長期的な準拠期間は、

CCS 技術の進展を推奨し、スタートアップに長い時間をとれるようにすることを目的とした。 

基準への準拠は、回収される CO2 の量のみを基準としており、EPA はこの提案には回収された CO2 の

下流側受領者の規制が含まれていないことを強調している。しかし回収された CO2 は、EPA の GHG 
Reporting Rule、Subpart RR（報告規則、サブパート RR）の報告義務を順守する貯留地に輸送されなけ

ればならない。同規則は貯留地の所有者または運営会社に対して、審査および承認を目的としたモニタリ

ング、報告、検証（MRV）計画の EPA への提出を要求するものである3。 

                                                        
1 http://www2.epa.gov/carbon-pollution-standards/regulatory-actions 

2 40%の参照値は、Congressional Research Office（議会調査局）報告書、EPA Standards for Greenhouse Gas Emissions from Power 
Plants: Many Questions, Some Answers、2013 年 11 月から引用。 

3 EPA の Underground Injections Control（UIC: 地下圧入制御）計画クラス VI（地中隔離）規制の下で長期的貯留が許可された地中貯留
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EPA が New Source Performance Standards（NSPS: 新規排出源性能基準）提案内で説明しているよ

うに、実際には、EOR 作業に関する Underground Injection Control（UIC: 地中圧入制御）クラス II で

CO2 圧入作業が許可され、また提案された NSPS に対応して回収された CO2 を発電所から受け取るプロ

ジェクトの所有者と運営会社は、サブパート RR に基づく MRV 計画と報告書を EPA に提出し、EPA から

の承認を取り付けることが要求される。 

EPA が提案した NSPS が、CO2 排出量または CCS の展開に重大な影響を及ぼすか否かに関しては、

疑問が残る。米国の現在の市場の状況（電力需要の伸びの低下、豊富な天然ガス、石炭発電所に対する

他の規制準拠に関連した圧力と費用など）から、近い将来に石炭発電所が新設される可能性は低い。米

国 Energy Information Administration（EIA: エネルギー情報局）は、現在から 2018 年までの期間に、天

然ガス発電所は 200 を超えるのに対し、石炭火力発電所は 4 件しかポテンシャルを予測していない。提

案された NSPS に対する法的な意義申し立て（マイナス影響が及ぶ州を含む）が進められている。現在の

法的な意義申し立ての状況から、EPA が 2015 年より前に最終規則を発行するとは考え難い。部分的な

CCS が「適切に実証される」こと、また大気汚染防止法のセクション 111 に基づく排出量削減の最適な制

度として選択できることを、EPA が法的に判断できるか否かに関連した重要な問題がある。 

上記の考察に基づくと、EPA の NSPS の規制措置だけでは、CCS の展開を推進するのに不十分な場合

があると判断される。持続可能な CCS のビジネスケースを作成するには、技術を進展させるために、また

民間部門の投資を誘引するための適切なインセンティブと規制の枠組みを策定するために、さらなる政策

作業が必要になる。 

既存の発電所 – 大気汚染防止法セクション 111（d） 

2014 年 6 月 2 日、EPA は既存の化石燃料発電所に向けた、州単位の CO2 排出量上限を規定する提案

規則を発行した。各州の目標は、州内の全発電所を対象とした正味電力 MWh あたりの平均排出率（ポン

ド CO2/MWh）の形が採られることになる。提案規則に基づき、EPA は各州に対して、以下を含む 4 つの

「構成要素」を通じて CO2 排出量目標値を達成することを要求する予定である。 

1. 石炭火力発電所の熱消費率の改善 

2. 既存の天然ガス複合発電装置の利用の推進 

3. 原子力発電能力の維持と再生可能エネルギーの利用の推進 

4. 需要側のエネルギー効率性の改善 

この提案により、各州は準拠の方向性を柔軟に判断することができる。すなわち 4 つの構成要素の一部

または全て、さらに EPA で検討されていない他の排出量削減措置（CCS を含む）から決定できる。実際に

は EPA の提案では各州に対して、州内の発電所からの排出量に上限を設定するか、または炭素に価格

を設定することを要求する。 

既存の州内の GHG 排出量削減計画を、提案規則の枠組み（カリフォルニア州または北東州の Regional 
Greenhouse Gas Initiative（地域温室効果ガスイニシアチブ）など）に統合しようとする州からの要望に対

応し、このような柔軟性を与えている。州に柔軟性を与えるため複数の準拠の方向性を許容したが、その

ような柔軟性を CCS を含む様々な技術に対する市場の明確なシグナルに変換するのは難しいかもしれ

ない。 

EPA は 2015 年 6 月までに最終的な規則を発行する予定であると表明している。2020 年の暫定的な排

出率に対応し、また 2030 年の排出量の指針で要求される完全な削減を実施することが州に要求されるこ

とになる。州の準拠計画は 2016 年 6 月 30 日までに EPA に提出することが義務付けられているが、複

                                                        
地も、サブパート RR に基づき報告する。 
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数の州による準拠計画（cap-and-trade など）に参加する予定の州は、計画の提出を 2018 年 6 月 30 日

まで延長することができる。 

EPA の提案規則を阻止するために、法的な異議申し立てが進められている。ウェストバージニアを始めと

する 12 の州が、EPA を告訴している（ウェストバージニア 対 EPA、14-1146）。これらの州は、EPA は既

に同法の別のセクションで州を規制しているのであるから、EPA が大気汚染防止法セクション 111（d）に

基づき発電所規則を発行するのを、連邦最高裁の判決により禁止すべきであると主張している。 

米 EPA のクラス II からクラス VI 圧入井への移行に関するガイダンス4 

 

2013 年 12 月、EPA は EOR を含む石油・ガス事業のクラス II 圧入井を、地中炭素貯留のためのクラス

VI 圧入井に移行する問題についての意見指針案を発行した。この指針案によると、長期的な貯留を主目

的に CO2 を圧入するクラス II 圧入井の所有者またはオペレーターは、UIC プログラムの責任者が飲料水

の地下水源のリスクが高まっていると判断した場合、クラス VI 圧入井の許可を申請し、これを取得するこ

とが要求される。クラス VI 許可が必要との判断が下された場合、再許可の時点で、また以下を含む将来

の事業の間にも、複数の要求事項に対応しなければならない。 

 圧入井の建造と運用 

 貯留地の地質試験とモニタリング 

 圧入後の現地の管理 

 緊急対応および是正対応 

EPA は 2014 年末に向けて最終規則の発行が予定されている。 

米 EPA はクラス VI CO2 圧入を Resource Conservation and Recovery Act（RCRA: 資源保全回収

法）Hazardous Waste Regulation（有害廃棄物規制）から免除5 

2013 年 12 月、EPA は発電所と工業排出源から回収され、UIC クラス VI 圧入井に圧入された CO2 を、

規則の発行前の RCRA 有害廃棄物規制から条件付きで除外した。EPA はクラス VI 圧入井に圧入された

CO2 が人間の健康あるいは環境に著しい危険を及ぼさず、規制から除外すべきであると判断した。 

 

カナダ 

米国と同様に、CO2-EOR はカナダの CCUS の政策、規制、および法律における主要な推進役である。カ

ナダ政府と州は総合的な枠組みを開発するのではなく、既存の規制の枠組みをアップデートする作業に

従事している。 

カナダ政府は CCS に関して最近は何の措置も講じていないが、同政府の排出量削減政策（2012 年 9 月

に 最 終 化 ） - Reduction of Carbon Dioxide Emission from Coal-fired Generation of Electricity 
Regulations（石炭火力発電所からの二酸化炭素排出量の削減規制）6 - が、2015 年 7 月 1 日に発効す

る予定である。同規制は、全ての石炭火力発電装置が 50 年後に稼働を停止すること、または CCS 技術

を再装備し、複合発電天然ガスプラントからの排出量と同等の性能基準を達成することを要求する。CCS

                                                        
4 http://water.epa.gov/type/groundwater/uic/class6/gsguidedoc.cfm 
5 http://www.epa.gov/waste/nonhaz/industrial/geo-sequester/faqs.htm 
6 https://www.ec.gc.ca/lcpe-cepa/eng/regulations/detailreg.cfm?intReg=209 
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を導入した発電所については 2025 年までの一時的な免除が申し入れられ、要求される時期よりも前に

CCS を導入する既存の発電所に、インセンティブが提供される。 

政府は GHG 排出量削減の目標値を規定し、石油・ガス部門の強固な CCS の規制的基盤を活用するた

めに、Federal-Provincial CCS Network を通じて各州との共同作業を継続している。現在の州レベルの

CCS の規制作業は、既存の CCS の枠組みの見直し、および追加的な政策および規制措置が必要とされ

るか否かの検討に集約化されている。 

2013 年 10 月、アルバータ州政府は（RFA: 規制枠組み評価）報告書7の最終稿の協議期間を終了させ

た。2 年間のプロセスでアルバータ州の CCS 規制制度が評価され、世界の管轄区で採用されているベス

トプラクティスが考察された。規制モデルを作成する上で、「公共の安全性と環境を最高の水準で保護す

る」ために、70 を超える決定および勧告が行われ、要求された。Alberta Energy は、2014 年にフィードバ

ックサマリーを発行し、同報告書を仕上げることが予定されている。 

 

メキシコ 

CO2-EOR は、メキシコの CCUS の主要な推進役であり、同国政府は現在、CCUS の実施に必要とされ

る政策、法律、規制の枠組みを積極的に前進させている。メキシコは、Ministry of Energy（SENER）の主

導により、2014 年初頭に CCUS Technology Roadmap（CCS 技術ロードマップ）8を発行し、現在は CCS
の規制的枠組みの見直し作業を進めている。見直し作業の終了時に、個々の規制的枠組みの勧告が予

定されている。世界銀行の Development of Regulatory Framework for Carbon Capture, Utilization and 
Storage in Mexico（メキシコの炭素回収、利用、貯留のための規制的枠組みの開発）に関するプロジェク

トも、個々の勧告を支持する予定である。SENER も CCUS Technology Roadmap（CCUS 技術ロードマ

ップ）に合わせて、CO2-EOR プロジェクトの国内提案を進めている。第 6 章（発展途上国における CCS）

のメキシコのケーススタディで、詳細に説明する。 

 

BOX 5.2  

南北アメリカにおける当インスティテュートの CCS/CCUS 政策に関する関与と協業体制 

当インスティテュートは、広域的な CCS/CCUS の展開にインセンティブを与える、持続可能な政策と規

制を支持している。当インスティテュートの主要な活動領域は、政策決定者、議会主導者、および

CCS/CCUS の展開に利害関係のある様々な団体のターゲット化された利害関係者の参加を呼びかけ

ることである。当インスティテュートは円卓会議、フォーラム、正規のネットワーク、作業部会を定期的に

開催し、CCS/CCUS 政策を推進している。これらの活動の多くは、Environmental NGO Network on 
CCS（CCS に関する ENGO ネットワーク）、Atlantic Council、CCS の進展に利害関係を有するその他

の政策団体など、著名な組織団体とのパートナーシップの下で実施されている。2014 年 5 月、ENGO 
Network on CCS（US 支部）は、上院の高レベルフォーラムにおいて、米国の一連の重要な政策提言

内で CCS の支援を表明した。 

 

                                                        
7 http://www.energy.alberta.ca/Initiatives/3544.asp 
8 http://www.sener.gob.mx/res/gef/CCUS%20Technology%20Roadmap%20in%20Mexico/MRTPUBLICAINGLES%20v2.0.pdf 
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欧州と中東 

欧州 

2014 年の欧州では、CCS 関連の政策、法律、規制にいくつかの進展があった。最も重要な進展は、CO2

の地中貯留に関する欧州連合（EU）指令 2009/31/EC（CCS 指令）の適用の見直しであった。このプロセ

スを通じて、欧州委員会（EC）は主要な規制の枠組みの遂行状況を評価できるとともに、政策の進展のた

めに必要となる CCS 技術の理解を後押しする貢献を試みることができる。この見直しプロセスは 2015 年

3 月までに終了する予定であり、必要であれば、EC は指令の改訂やその他の CCS 関連の措置を提案

する。 

今後十年の欧州の低炭素技術開発に対する政策状況は、主に 2030 年の気候とエネルギーの枠組み、

および European Energy Security Strategy Communications（欧州エネルギー保全戦略の対話）で把握

することができる。2014 年に公表されたこの Communications は、EU の 2020 年以降の気候とエネルギ

ー政策を形作るために、また EU のエネルギー供給における自己効力を高めるために、今後の枠組みに

関連して EC が採用を予定しているアプローチが詳細に解説されている。 

この政策の枠組みを法的な提案に持ちこむための時間およびアプローチは、2014 年 11 月頃に就任が予

定されている新しい European Commissioners（EU コミッショナー）の戦略的選択に一任される。選択肢

の一部を以下に示す。 

 EU 全体の GHG 排出量の削減目標の性質 

 競合的、保全的、および持続可能なエネルギーの国内計画策定のための提案に対する加盟国の対

応 

 EU Emissions Trading System（ETS: 排出量取引制度）の改革 

 2020 年後に構築すべきイノベーション支援の種類（NER300 の拡大または New Innovation Facility） 

CCS 指令 2009/31/EC のレビュー 

EU における CCS に影響する最も重要な法律は、CO2 の地中貯留に関する指令 2009/31/EC（CCS 指

令）である。これは CCS に特化された法律の中で、世界で最も包括的な例の一つでもある。CCS 指令の

第 38 条は、CCS 指令の適用のレビューを EC に要求している。EC は欧州議会（EP）と欧州理事会への

次回の Implementation Report（実施報告書）の提出期限、および CCS 指令の遂行に関する報告書の

提出期限を、2015 年 3 月 31 日と定めている。 

EC は 2014 年 5 月にこのレビュープロセスを開始し、利害関係者の協議を担当する独立系のコンサルタ

ントを指名した。このレビュープロセスは、指令の第 38 条の条項以外にも拡大され、CCS 指令の有効性、

妥当性、効率性、統一性、EU の付加価値の評価を要求している。 

利害関係者との協議では、105 の質問票への記入と 16 の書面の提出の形で意見を聴取した。取得され

た意見の（大）多数から、高レベルの変化の正当性を証明できるほど CCS 指令の実績が積み上がってい

ないこと、また欧州における CCS の理解についての重要な問題が、指令そのものではなく CCS 実現政

策にリンクしていることが示された。 

指令に関して、以下の具体的な問題が浮き彫りにされた。 

 発電所への CO2 回収装置設置の実現可能性 
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 Emissions Performance Standards（EPS: 排出性能基準） 

 回収プロジェクトを立ち上げる前に、欧州の輸送・貯留統合インフラが社会的利益を最大化するため

に果たす役割 

 貯留の場合 - 「恒久的」の定義、貯留地の責任の移転、金融保証、金融メカニズム、モニタリング計

画の策定と更新の基準 

当インスティテュートは、上記のレビュープロセスに参加し、2014 年 7 月に正式な書面による協議への回

答を提出した（Box 5.3）9。 

 

BOX 5.3  

貯留指令 2009/31/EC のレビュー - 当インスティテュートの提案 

当インスティテュートは、CCS 指令の重要性を認識し、プロジェクトを確実に展開するための法律およ

び規制の枠組みの重要性を確認している。 

当インスティテュートは、この時点では、CCS 指令と、指令に基づき提案された性質を詳細に評価する

のは時期尚早であると考えている。このように述べるのは、CCS 指令の全ての規定に関して、現在ま

で欧州のプロジェクトが十分に実績を積んでいないという根拠に基づく。 

しかし当インスティテュートは、欧州の早期の CCS 実証プロジェクトから、国内の規制モデルに対する、

またレビューに関連した全般的な欧州の制度に対するプロジェクトレベルの重要な見解がもたらされる

と考えている。それは閉鎖後の受託責任から生じる問題として最も明らかなものである（監督責任、法

的責任の移譲）。政府と先発的なプロジェクト開発者のリスクプロファイルを受け入れながら、このよう

な問題に取り組むことは、欧州の CCS の進捗を保証する上で重要である。 

欧州の CCS プロジェクトを推進するための政策努力では、以下の問題に取り組まなければならない。 

 長期的な展開を後押しする強力で持続可能な、そして技術とは関係ない排出量削減政策 - 不確

実性を抑制し、プロジェクトの開発者に必要とされる長期的予測を可能にする上で重要である。 

 当面の実証作業を支援するインセンティブ制度の強化 - 短期的には、開発パイプラインを通じて

プロジェクトの早期の進捗を可能に、また建設への移行を可能にする金融支援が必要となる。先

発のプロジェクトは、後発のプロジェクトよりも高いリスクと事前のコストが発生する。これを適切に

認識し、金融および政策支援の枠組みで考慮する必要がある。 

 CCS の利益と価値が継続的に表明され、政策で考慮され政府の支援を受けている他の低炭素技

術と比べて、CCS が不利にならないことが重要である。 

 欧州は貯留地の選定の計画を進め、プロジェクトのコストと期間を抑える、輸送と貯留の連動ソリ

ューションを推奨することで、ポジティブな CCS 実証の道筋をつけることができる。 

 

指令の置き換え 

                                                        
9 http://www.globalccsinstitute.com/hub_show/173868 
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2014 年 2 月、EC は CCS 指令の実施に関する報告書を発行した10。この報告書では、CO2 貯留の許可、

貯留地の運営の義務、閉鎖と閉鎖後の義務、金融保証、越境問題など、複数の具体的な実施問題を強

調している。また欧州を通じた CCS の規制の枠組みの、適切で一貫した実施は最も重要であることを強

調している。また報告書では、貯留地の選定、運営、閉鎖と閉鎖後、および大規模燃焼プラントへの CO2

回収のレトロフィットの評価も強調している。これらは CCS 技術の一般大衆の信頼性を高めるために特に

重要である。 

2011 年 6 月 25 日の正式な置き換えの期限は、1 カ国を除いて守られず、EC は 26 カ国に不送達の侵

害訴訟を起こしたが、2014 年 2 月の報告書によると、全ての加盟国が 2013 年までに置き換え措置を EC
に通知していた。指令の国内法への置き換えに関して EC が実施した評価に基づき、2013 年後期に侵害

手続きが開始された。置き換え措置の部分的不送達に対して、2013 年 11 月に 6 加盟国（オーストリア、

キプロス、ハンガリー、アイルランド、スウェーデン、スロベニア）に、2014 年 4 月にポーランドに対して

Reasoned Opinions（理由付き意見書）が発行された。2014 年 7 月、EC はキプロス、ハンガリー、アイル

ランドに対する侵害訴訟手続きを打ち切ったと発表した。 

EU 加盟国ではないが、ノルウェーは Agreement on European Economic Area（EEA Agreement: 欧州

経済圏に関する合意）の当事国であり、EU CCS 指令の国内の法律および規制への置き換えの意図があ

ることを発表した。2014 年 4 月、ノルウェーは指令の置き換えを目的として、利害関係者協議を開始した。

この協議は 5 月に終了した。 

2030 年枠組みと関連政策の進展 

2014 年 1 月、EC は 2030 年の気候とエネルギーの目標値に取り組むための、通達形式の非立法的文

書を公開した。ここには EC が、将来の EU のエネルギーと気候政策に取り込もうとしている主要なメッセ

ージが詳細に記されている11。この文書内で、EC は 2030 年の EU 加盟国内の排出量を 1990 年のレベ

ルと比較して 40%に抑える GHG 排出量の削減目標と、EU 全体の再生可能エネルギーの目標値 27%を

提案している。 

再生可能エネルギーの目標値は EU レベルで課されているが、個々の加盟国に対して拘束力がなく、した

がって加盟国は GHG 削減目標を達成するのに最もコスト効果の高い方法を、これまで以上に柔軟に選

択できる。この通達の一環として、各加盟国が競争力のある安全で持続可能なエネルギーを目指した国

内計画に、2020 年後の GHG 国内目標を達成するために記したアプローチを報告することが提案されて

いる。これには加盟国における低炭素技術政策の選択肢も含まれる。 

2030 年の枠組みのもう一つの重要な要素は、通達内で EU 内の長期的排出削減のコーナーストーン（礎）

として再び言及され、したがって低炭素経済への移行をもたらす中心的な手段の一つとして維持し続ける

必要のある、EU Emissions Trading Scheme（EU ETS）の改革である。このような状況の中で、EC は

ETS の長期的な機能の改善を目的として、EU ETS に Market Stability Reserve（MSR: 市場安定化準

備制度）を導入する法制案12を公開した。 

2014 年 7 月、EC は次の通達内で、EU のエネルギー保全を高め、また EU のエネルギー輸入への依存

を減らすために、EU 全体で 2030 年までにエネルギー効率を 30%高める非拘束的な目標値を公表した
13。 

これと並行して、EC は「炭素漏出」のリスクを防止するため、2020 年以降の規則を検討する利害関係者

協議を開設した。この協議は 2014 年 7 月末に終了したが、欧州のエネルギー集約産業の競争力を維持

するために、2020 年以降の自由配分システムの決定に関して、今後の 2030 年枠組みの作業への貢献

                                                        
10 http://ec.europa.eu/transparency/regdoc/rep/1/2014/EN/1-2014-99-EN-F1-1.Pdf 
11 COM (2014) 15 http://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=CELEX:52014DC0015 
12 COM(2014) 20 http://ec.europa.eu/clima/policies/ets/reform/docs/com_2014_20_en.pdf 
13 http://ec.europa.eu/energy/efficiency/events/doc/2014_eec_communication_adopted.pdf 
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が予定されている14。当インスティテュートは、拡大 NER300 における ETS による将来収益について討議

するために、協議プロセスの間に開催された 3 件の利害関係者作業部会のひとつに参加した。現在の

NER300 イニシアチブの下では販売増加を見込めないことから（2014 年 7 月の第 2 回の招集における結

論）、2020 年以降の期間に NER300 システムの拡大または New Innovation Facility を探ることが予定

されている。 

加盟国は、2030 年枠組みに関して、2014 年 10 月に欧州の首脳により合意に達したことに満場一致で同

意した。 

エネルギー供給の保障により注力 

EU のエネルギー依存の問題についての焦点が明確になるに従い、欧州のエネルギー関連のアジェンダ

が欧州の供給確保をいかに強化するかに集中し、低炭素かつ、競争力を持ち、エネルギー安全保障を備

えたヨーロッパを目指す方向性が再確認された。2014 年 5 月末、EC はエネルギー安全保障の問題に対

応するために具体的な措置の実施が要求される領域を記した、European Energy Security Strategy（欧

州エネルギー安全保障戦略）15に関する通達を発行した。同戦略で特定された 8 本の主要な柱のうち 1 本

は、エネルギーの原産地の最大限の活用に特に的を絞っており、これには欧州の従来の石油・ガス生産

地の活用も含まれる。 

この文書で提案されているのは、CCS が使用される EU では石炭と褐炭燃料源が長期的に確保されるこ

と、「CCS は[さらに]、利用されずに残されていたガスと石油の回収をさらに改善する可能性をもたらす」こ

とである。EC は主要な措置として、加盟国が「炭素回収・貯留の実証プロジェクト、特に ROAD プロジェク

トのように NER300 プログラムや European Energy Programme for Recovery（回復のための欧州エネ

ルギープログラム）が共同出資しているプロジェクトを支援」すべきであることを示している。 

関連性のある CCS 報告書と通達 

2013 年 3 月、EC は EU における CCS の状況と、現在まで CCS の展開を阻害し続けている障壁を考察

した、The Future of Carbon Capture and Storage in Europe（欧州の炭素回収・貯留の将来）16に関する

諮問通達を発行した。この分析以外に、同通達は CCS の実証と広域的な展開を推進する幅広い機会に

ついての、利害関係者からの意見も募集している。利害関係者からの反応から、EU の 2030 年エネルギ

ーと気候の政策枠組みに CCS を導入する希望を含めた、複数の結論が反映された。当インスティテュー

トは、この通達に対して、書面で回答を行った17。 

2014 年 1 月、欧州議会は CCS 技術の将来を提唱する報告書「Developing and applying carbon 
capture and storage technology in Europe（欧州の炭素回収・貯留技術の開発と利用）」18を承認した。

この報告書は、同議会で 524 対 141、棄権 25 で承認された。同報告書は、CCS 技術の広域的な展開を

推進する上で重要とみなされる複数の要因を強調し、欧州委員会に複数の主要な領域で活動に取り組む

ことを要求している。報告書内では、特に以下を含む問題が強調されている。 

 欧州委員会と加盟国が CCS 技術について「より高い目標を掲げる」必要性 

 規制と資金援助の強化 

                                                        
14 http://ec.europa.eu/clima/consultations/articles/0023_en.htm 
15 COM(2014) 330 最終版。http://ec.europa.eu/energy/doc/20140528_energy_security_communication.pdf 
16 COM(2013) 180 最終版。final. http://ec.europa.eu/energy/coal/ccs_en.htm 
17 http://www.globalccsinstitute.com/publications/european-commission-CCS-consultation-paper-global-CCS-institute-submission 

18欧州議会 2013、実施報告の報告書 2013: 欧州の炭素回収と貯留技術の開発と利用 (2013/2079(INI))、欧州議会（ベルギー、ブリュッセ

ル） 
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英国における CCS の再活性化 

英国では CCS の発展に対していくつかの奨励策がとられた。UK CCS Commercialisation Programme
（英国の CCS 商業化計画）内のエネルギー政策と進捗についても、重要な修正が承認された。 

英国 2013 年エネルギー法 

2013 年 12 月 18 日、英国 2013 年エネルギー法が国王の裁可を受け、英国で施行された。同法は老朽

化されたエネルギーインフラに代わり英国で実施される、広域的な電力市場の改革と投資を支援すること

を目標とした法的な枠組みとして機能する。同法には、英国の CCS の展開に影響する 2 つの重要な側面

がある。 

1 つ目は、Emissions Performance Standard（EPS: 排出性能基準）の設定であり、これは CCS 技術を

装備していなければ、石炭火力発電所の新設に合意しない旨の英国の政策を強行するものである。英国

で新設される全ての化石燃料発電所の事業者は、年間排出量の上限以内で操業しなければならない。ベ

ース負荷で稼働する発電所の場合、キロワット時間（kWh）の電力あたり 450 g（1 ポンド）の CO2 と同等

の排出量となる。英国 2013 年エネルギー法はまた、CCS プロジェクトを進めている事業者に対して、排

出量上限の義務を 3 年間免除することを規定している。この CCS の免除は、2027 年末まで適用され、

CCS システムの運用を開始してから 3 年間有効になる。 

2 番目は、CCS プロジェクトの Contract for Difference（CfD: 差金取引）の適格性である。CfD は、資格

のある低炭素発電の開発者に安定した収益源を提供する長期契約である。2013 年エネルギー法では、

CCS を使用する発電はこのカテゴリに明示的に分類される。各 CfD は一連の「権利行使価格」（発電単位

あたりの価格）を規定しており、これはこの制度で支援される特定の技術またはプロジェクトに必要なレベ

ルで設定される価格である。英国の CCS プロジェクトの権利行使価格は、主にケースバイケースで決定

され、CCS 技術が進展するのに合わせて競争配分に徐々に近づいている。 

英国の CCS 商業化計画 – 安定した進捗 

英国の Electricity Market Reforms（電力市場改革）内に組み込まれる、EPS や CfD などの長期的資金

援助やインセンティブ制度以外に、英国政府は UK CCS Commercialisaton Programme を開設した。こ

こでは先発的な CCS 実証に対して、競争プロセスを通じて最高 10 億英ポンドの設備資金が供与される。

昨年の英国政府の発表によると、同計画内の FEED 契約が White Rose CCS Project と Peterhead 
CCS Project との間で合意された。また 2014 年 7 月、White Rose プロジェクトに対して、NER300 の融

資計画の第 2 回公募として、最大 3 億ユーロの資金が拠出されたと EC が発表した。 

CCS の次のステップ: 政策調査文書 

2014 年 8 月、英国政府は利害関係者からのフィードバックを集めるためのスコーピング（調査）文書を発

行した。英国の CCS プロジェクト開発を、次のフェーズに進めるために必要なアプローチについての意見

を対象としている19。この Policy Scoping Document（政策調査文書）は、英国の CCS 展開を支援するた

めに、現在までに政府が実施した政策と作業を要約し、英国の CCS 商業化計画の第 2 フェーズのさらな

る進展を要求する主要な領域を特定している20。 

第 1 フェーズの間に、競争プロセスを通じて、先発的な CCS プロジェクトに 10 億英ポンドの設備資金を

提供する以外に、英国政府はこのようなプロジェクトにより整えられるインフラを活用する産業をいかにし

て支援するかを検討している。Policy Scoping Document は、CCS の金融インセンティブ、輸送と貯留の

                                                        
19 https://www.gov.uk/government/publications/ccs-policy-scoping-document 
20下院エネルギー気候委員会の Carbon Capture and Storage: Government Response to the Committee’s Ninth Report of Session 
2013-14（炭素回収・貯留: 委員会の第 9 次セッション報告 2013-14 の政府の回答）2014 年 9 月。この回答文書内で、英国政府は CCS 技

術の決定的重要性と、2020 年代までに CCS 産業との協業によりコスト競争力のある CCS を実現する公約を繰り返し主張している。 
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インフラ、工業的 CCS、バイオ CCS、CCUS の見通しなど、幅広い政策問題を扱っている。 

 

中東 

Gulf Cooperation Council（湾岸協力会議）の CCUS の進捗に関する以下の最新情報（Box 5.4）は、

Masdar 科学技術大学（アブダビ）の工学システム管理部の助教授、I-Tsung Tsai 博士から提供された。

Tsai 博士は、研究論文「湾岸協力会議諸国の炭素回収、利用、貯留の規制: 現在の状況に関するレビュ

ー（Carbon Capture, Utilization and Storage Regulation in the Gulf Cooperation Council Countries: 
A Review on the Current Status）」の著者である。同研究は、2013 年 11 月アブダビで開催された、

United Nations Economic and Social Commission for Western Asia（UN-ESCWA: 国連西アジア経済

社会委員会）の専門家グループ会議で提出された。 

BOX 5.4  

湾岸協力会議の CCUS の現在の進捗状況 

湾岸協力会議（GCC）は、CCUS の開発と展開の早期の段階に留まっている。GCC 地域は CO2 貯留

用に対応した広大な貯留層を持ち、莫大な石油・ガス生産が可能であるため、CO2 貯留と CO2-EOR
はいずれも相当のポテンシャルがあるが、現時点では、ＧＣＣの主な活動は同地域における商業規模

の炭素回収に関するフィージビリティの検証に集中している。 

サウジアラビアは、ジュベールに世界最大の CO2 精製液化プラントを建設している。2 つのエチレング

リコールプラントから排出される 1 日あたり 1,500 トンの未処理 CO2 を、Saudi Basic Industries 
Corporation（SABIC）系列の、改良メタノールおよび尿素製造会社 3 社に配送している。サウジアラビ

アは、同様の数件の CCS プロジェクトの開発を進めており、これには複数の CO2-EOR のパイロットプ

ロジェクトも含まれる。 

Qatar Fuel Additives Company は、2014 年秋までに、同社のメタノール製造プラントに CO2 回収プラ

ントを設置する予定である。また Qatar Petroleum は、Shell および複数の学術機関との合弁事業とし

て、Qatar Carbonates and Carbon Storage Research Centre（QCCSRC: カタール炭酸塩炭素貯留

研究センター）を設立した。バーレーンは、尿素とメタノール製造用に、既存の石油化学プラントから燃

料ガスを回収するプロジェクトを実施している。 

クウェートは、2010 年に、食品と飲料水の製造用途として、石油化学大手の Equate から年間 15 万ト

ン超の CO2 を回収するプロジェクトを立ち上げた。オマーンは、実現可能性のある CCUS 技術の R&D
を中心に作業を進めている。 

アラブ首長国連邦（UAE）の主要な原油産出国であるアブダビは、Masdar 社が国内で CCUS ネットワ

ークを開発しており、炭素回収以外にも CCUS における進展が目覚ましい。2011 年 11 月の陸上油田

における 2 ヶ年の CO2-EOR プロジェクトの実施に加えて、Masdar 社は Emirates Steel Industries
（ESI）工場の年間 80 万トンの炭素を Abu Dhabi National Oil Company（ADNOC）の油田に移動する

CO2-EOR プロジェクトを実施している。 

CCUS の進展とその展開の遅れは、この地域における CCUS の持つ価値が低い、あるいは不明瞭な

ことに起因する。ほとんどの GCC 諸国において石油生産は、主に一次および二次フェーズにあり、一

部の油田の産油期間を延長するために EOR が漸次的に導入されている。サウジアラビアの場合、

EOR を導入せずに石油を増産できる。Saudi Aramco 社は必要な場合に、高度に最適化されたコスト
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効率の高い水攻法を EOR に使用している。 

これに対して、アブダビは首長国連合の従来のガス EOR の方式に代わる、CO2-EOR の推進に関心

を抱いている。国内消費用の天然ガスの産出が増えることにより、CO2-EOR は首長国の輸入天然ガ

スへの依存を効果的に減らすことになる。ほとんどの GCC 諸国にとって CO2 の恒久貯留に対するイン

センティブが明確ではない。なぜなら CDM に基づく炭素価格では、CO2 の回収コストが十分にカバー

できない可能性があるためである。 

GCC における CCUS の脆弱で不明瞭な価値は、CCUS 規制と政策の策定の進捗にも影響を及ぼし

ている。現在まで、GCC では CCUS に特化された規制は策定されていない。国内の CCUS 産業向け

に政策枠組みの評価を開始し、技術の展開および商業規模のプロジェクトの公表へ向けたロードマッ

プを確認しているのはアブダビに限られている。他の GCC 諸国においては、炭素回収と輸送に関連し

た環境規制は、施行中の環境法により管理可能であると考えられている。CO2 輸送施設と細孔空間の

所有権は、今後も国内の石油会社により規制されることになる。恒久的貯留のための新たな規制の策

定が必要である。一方、CO2-EOR、越境的 CCUS、およびインセンティブ構築のための規制は、依然

として GCC 諸国の課題として残っている。この地域の石油・ガス生産は、国内の石油会社が規定した

明示的な規則により統治されているためである。越境的 CCUS は、既存の越境的石油・ガス合意と相

互に作用し、工業的発展の推進は政府のイニシアチブに依存する傾向がある。 

強力な経済的インセンティブが不在であるため、気候変動軽減策としての CCUS に関する政府公約

は、CCUS の進展と展開を推進する上で不可欠である。今のところ、UNFCCC への国内通達内におい

て、主要な温室ガス軽減戦略の一つとして CCS を認識している GCC 諸国は、サウジアラビアと UAE
の 2 カ国のみである。パイロットプロジェクトにより信頼性が得られ、また UN と IEA が推進するような、

CCUS の R&D と進展に関する地域的な協力により信頼性が高まるに従い、他の GCC 諸国が CCUS
への関与を高めることが期待されている。 

 

アジア太平洋 

アジア太平洋地域の政府、規制当局、および政策決定者は、CCS に関する法律と規制の策定に関心を

示し続けている。この 12 カ月間に、同地域の進展のペースは落ちたものの、当インスティテュートが最近

実施した、ビクトリア州の規制 Toolkit の演習（Box 5.5）から、世界で最も総合的な CCS 専用の規制制度

の一部はアジア太平洋地域で生まれていることが実証されている。 

同地域における多くの「第二世代」規制当局担当者は、アジア太平洋地域の規制当局と政策決定者が作

成した複数の個別の報告書、作業部会、会議のプレゼンテーションを通じて、昨年の CCS 技術規制にお

ける選択肢を検証し続けた。 

 

オーストラリア 

オーストラリアの法律と規制の進展は、この 12 カ月間の間に一部の州の一次立法と二次立法を含む包

括的な枠組み管理体制が完成し、連邦レベルの気候変動政策が重要な変化を遂げた後、その進展のペ

ースが落ちた。ニューサウスウェールズとウェスタンオーストラリア両州の法案の策定は実現していないが、

過去 12 カ月間にクイーンズランド州とビクトリア州で注目すべき進展があった。ビクトリア州政府は最近、

当インスティテュートの Regulatory Test Toolkit（規制試験ツールキット）を展開したが、これについては以

下の Box 5.5 で詳細に説明する。 
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クイーンズランド州政府は、同州の資源法の改革を開始した。最終的に複数の資源法が置き換えられ、そ

の後、共通の標準化された資源法と同法に付随する規制が策定される予定である。同州政府が今回の

改革を急いだのは、同州の主要な石油・エネルギー資源採掘法のいくつかを支える現在の保有制度は、

扱いにくく複雑であると考えたためである。この Modernising Queensland Resources Acts（MQRA: クイ

ーンズランド資源近代化法）計画は、2016-17 まで継続され、「資源法の漸進的な近代化、簡素化、調和」

を追求する。 

クイーンズランドの Greenhouse Gas Storage Act 2009（2009 年温室効果ガス貯留法）は、上記の計画

の適用範囲に取り込まれ、また各条項が提案されている単一の法律内に統合される予定の 5 つの法律

の一つである。、既存の各法律の条項は最終的に廃止されるまで徐々に縮小され、各条項の要素は共通

の資源法に移転することを政府は提案している。この移行プロセスは、今後 4 年をかけて導入される 3 つ

の独立した法案を通じて進められる予定である。 

この改革の第 1 段階、2014 年鉱物およびエネルギー資源（共通条項）法案は、2014 年 6 月、クイーンズ

ランド議会に提出された。この最初の法案は、5 つの各法律に規定される複数の共通の条項を結合するこ

とを目的とし、特に取引、土地利用、立ち入り禁止区域の問題を扱っている。 

BOX 5.5  

規制モデルの評価: ビクトリア州のツールキット演習 

Regulatory Test Toolkit（規制試験ツールキット「ツールキット」）は、2011 年に当インスティテュートに

より立ち上げられたもので、政府が CCS の規制モデルを評価する際に、政府と規制当局を支援するこ

とを目的とした評価演習である。このプロセスは、当初スコットランド政府により実施されていたが、その

後スコットランド、ルーマニア、トリニダード・トバゴ、マレーシアにおいても展開されている。 

2013 年、ビクトリア州政府は連邦政府と当インスティテュートとの協業体制で、オーストラリアで初めて

同ツールキットプロセスを展開した。ビクトリア州開発・ビジネス・革新省（DSDBI）は、このツールキット

を使用して、同州の総合的な CCS 関連の法律を含む同州の既存の規制モデルが、商業規模の CCS
プロジェクトに対応できるかどうかを評価する予定である。このプロセス内で、CCS プロジェクトチーム

はギプスランドにおいて観念的な CCS プロジェクトを構築し、必要条件であるオーストラリア連邦とビク

トリア州の規制モデルに照らして評価し、全ての必要な許可、承認、ライセンスの演習用の承認および

許可登録簿を作成した。 

この Toolkit プロセスは、2013 年後期にメルボルンで開かれた 1 日限りの作業部会で大いに活用さ

れ、オーストラリア連邦とビクトリア州の主要な約 40 の規制当局が参加した。作業部会の参加者は、観

念的なプロジェクトを基準点に用い、また規制の枠組み内の未解決の問題、ギャップ、障害を特定する

ために承認と許可の許可登録簿を詳細に検証した。 

Toolkit の演習から重要な結果が得られた。ビクトリア州の法律と規制制度は、全体的に fit-for-
purpose（目的にかなっている）とみなされたのである。このプロセスはさらに、規制モデルを拡大する

別の機会が存在する複数の領域を概説し、ビクトリア州の商業規模の CCS プロジェクトを考慮した。今

後数年間で、4つのカテゴリ（ニーズのギャップ、関連性、プロセスの改訂、二次ガイダンス）のいずれか

に沿って分類された、13 の勧告の達成が予定されている。 

（演習用の）承認および許可登録簿、主要なテーマ、勧告を含むビクトリア州の Toolkit 演習の詳細な

報告は、当インスティテュートから発行されている。 
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東南アジアにおけるスコーピング研究 

アジア開発銀行（ADB）は、当インスティテュートと英国のエネルギー気候変動省（DECC）の支援の下、イ

ンドネシア、フィリピン、タイ、ベトナムにおける CCS のポテンシャルを検証する詳細な研究論文を発表し

た。このレポート、Prospects for Carbon Capture and Storage in Southeast Asia（東南アジアの炭素回

収・貯留の予測）は、そのサマリーにおいて、東南アジア諸国における CCS 技術の法的および社会的問

題を考察している。第 6 章（「発展途上国における CCS」）のインドネシアのケーススタディに、詳細な説明

が行われている。 

対象の 4 カ国は全て、国内の気候変動政策を採用しているが、この報告書では、CCS を扱った法律を策

定あるいは発効している国がないことが強調されている。しかし国内のエネルギーおよび資源に関連する

法律を厳密に検証した結果、CCS 活動に対応して調整できる規制制度の面について、4 カ国全てにおい

て準備が整っていることが明らかになった。CCS 専用の枠組みを策定する上で莫大な作業が必要となる

のであるが、4 カ国の将来の法律と規制の策定が、規制当局者に馴染みがないとは限らず、また全く新し

いアプローチを必要とするとは限らないのは注目に値する。 

 

5.5 

政策、法律、規制に関する認識調査の結果 

政策の見通し 

当インスティテュートの実施した 2014 年 Perceptions Survey（認識調査）における回答結果から、最新

の『世界の CCS の動向』（Status Reports）において報告された CCS プロジェクト事業者の認識は、1 年

の間ではほとんど政策的進展がみられなかったことが再確認された。過去 3 年間にわたり、回答者の約

60～70%を占める不動層が、前年度を通じて国内の CCS 政策環境に重大な変化が認められなかったと

報告し（Figure 5.1）、政策の進展プロセスは反復的で進行は緩慢であると示唆した。この結果は、いくつ

かの重要な政策の考察が様々な地域で実施されてきた状況と、明らかに相反する。 

本章の前半で特筆したように、今後 18 カ月間は COP 20 と 21 への準備段階に加え、新しい気候変動合

意の幅広い文脈内においても、国外および国内の CCS 作業の支援体制の質を決定する上で重要な時期

である。 

認識調査の結果、CCS 政策環境が進展したと回答した回答者数は、後退したと回答した回答者数と初め

て同一になったが、変化なしの回答が依然として最も多かった。後退したと回答した回答者は、全地域に

均一分散したことから、国際的な政策の進展の必要性が際立つ結果となった。 

CCS 政策環境が進展したと答えた回答者の約半数は、英国の回答者であった。この結果は、この章の前

半で考察した、英国における政策が大幅な前進をみせた結果を反映している。 
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Figure 5.1 過去 12 カ月間で CCP 政策環境に重要な変化が起こりましたか? 

 

世界的な CCS 政策環境の進展の遅れが認識されているにもかかわらず、プロジェクト主導者の大多数

は、今後十年間の排出量軽減に果たす CCS の役割は益々重要になるとの考えを強固に保持している。

2012 年と 2013 年の調査結果と同様に、2014 年の回答者の 80%近くが、将来に向けて CCS の重要性

は増すと確信しており、CCS プロジェクトの道筋に対する現在の進捗に対する強力なコミットメントを示し

ている（Figure 5.2）。 

  

進展した 変化なし 後退した 
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Figure 5.2 この十年間で、排出量軽減に対する CCS の重要性が高まると思いますか? 

 

回答者の 4 分の 3 超が、プロジェクトの実現可能性への主要なリスクとして、政策の不確実性を挙げてお

り（Figure 5.3）、これは 2012 年と 2013 年の認識調査の結果と一致する。このような政策の不確実性の

認識は、現在の政策の進展プロセスの性質（政府が予期しない政策立案の特質を発表するという恐れ）、

および/または新しい政策の実施の品質および/または既存の政策の撤回に関連した、カントリーリスクの

可能性の認識を反映している可能性がある。 

Figure 5.3 政策の不確実性がプロジェクトの主要なリスクであると思いますか? 

 

CCS プロジェクトの実現可能性における CCS 政策環境の重要性を強化する点で、2013 年の 58%と比

較して、調査回答者の 3 分の 2 が、実質的に既存の政策設定がプロジェクトの商業化に寄与していると表

明している（Figure 5.4）。一方、回答者の 40%超が、現在のインセンティブではプロジェクトの経済的停滞

の回避に不適切とみなしているのは問題である。これは過去の結果と概ね一致する（Figure 5.5）。 

Figure 5.4 現行および新しい政治状況の重要性 - 2013 年と 2014 年 

 

強く同意 同意 どちらでもない 同意しない 

強く同意 同意 どちらでもない 同意しない 

2014 – 現行 

2013 – 現行 

現行 – CCS プロジェクトの商業化を支援する場合の現行の政策状況の価値  

新規 - CCS プロジェクトの将来の実現可能性の新しい政策状況への依存 

2014 – 新規 

2013 – 新規 

必須 非常に重要 中程度に重要 重要ではない 
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Figure 5.5 プロジェクトの商業的停滞を回避するのにインセンティブが妥当であると思いますか? 

 

回答者の圧倒的多数（76%）が、CCS プロジェクトの実現可能性は新しい政策状況に大きく依存している

としており、2013 年の 54%から大幅に増加している。実現していない、および/または実施されていない政

策決定への CCS プロジェクトへの依存の高さは、特にアジアで優勢である。この結果は他の質問への回

答を考慮すれば驚くにあたらない。他の質問は、非 OECD 諸国における、国内および地域の法律と規制

の枠組みに CCS を組み入れるための一層の作業の必要性を示している（「法律と規制政策の見通し」を

参照）。 

この数年間、CCS プロジェクト事業者は、幅広く一貫した政策支援の意向を表明してきた（Table 5.1）21。 

Table 5.1 最も重要な政策上の実現要因 

 プロジェクトの最も重要な実現要因 

順位 
重要度（％） 

回答数
1 番目 2 番目 3 番目 

直接的な補助金制度 1 55％ 36％ 9％ 11 

実現可能な CO2 貯留ソリューションへのアクセス 2 31％ 31％ 38％ 13 

価格保証に基づく off-take（取引量）協定 2 67％ 22％ 11％ 9 

合理化され効率的な規制承認プロセス 4 21％ 21％ 57％ 14 

規制対象の CCS 投資回収 4 56％ 22％ 22％ 9 

適切な炭素価格 6 20％ 40％ 40％ 10 

間接的な補助金制度 7 25％ 38％ 38％ 8 

性能基準義務の順守 8 40％ 60％ 0％ 5 

固定価格買取制度を通じたオフテイクへの割増金の

支払 
9 20％ 40％ 40％ 5 

取引証明書による保証市場への生産物の販売 10 25％ 50％ 25％ 4 

共通のユーザーインフラへのアクセス 11 0％ 25％ 75％ 4 

 

直接的な補助金制度（2013 年と 2014 年に 1 位）、価格保証に基づくオフテイク協定（2014 年に同数 2
位）、および合理化された効率的な規制承認プロセス（2014 年に同数 4 位）は、CCS プロジェクトの高順

位の政策実現要因であり、2013 年の認識調査結果と同じである。 

実現可能な CO2 貯留ソリューションへのアクセス（2014 年に同数 2 位）と、CCS プロジェクト実現要因とし

ての規制下の CCS 投資回収（同数 4 位）の相対的重要性は、この 12 カ月間で一層高まり、適切な炭素

                                                        
21 Table 5.1 の 2014 年の政策実現要因のランキングは、特定の選択肢を最も重要（加重 1.0）、2 番目に重要（加重 0.5）、3 番目に重要

（加重 0.25）と回答した回答者数に異なる荷重を適用し、該当する回答の加重合計に基づき、選択肢を高い方から低い方に順序付け決定さ

れた。 

強く同意 同意 どちらでもない 同意しない 全く同意しない 
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価格と間接的な補助金制度（それぞれ 6 位と 7 位）は、一連の実現要因の中間まで順位を下げた。 

適切な貯留ソリューションの利用は、2014 年の調査回答者により、CCS プロジェクトの最も重要な政策実

現要因の同数 2 位として特定されている。これにより、第 3 章（大規模 CCS プロジェクト）で前進した、貯

留の特徴を早期に特定し CCS の早期展開を促すことの重要性についての論議が、さらに重要性を増して

くる。 

すなわち、現在までの政策の展開は、一部の CCS プロジェクトの商業化を支持する上で欠かすことがで

きないのであるが、今後の世界的な気候討議からもたらされる確実な成果と、これらの成果を国内および

地域の政策の枠組みに移行させることが、2020 年以降に、大規模 CCS プロジェクトの持続可能な道筋

を実現するために不可欠となる。 

法律と規制の見通し 

プロジェクトの面から見た場合、世界の法律および規制環境は、この 12 カ月、ほぼ不変といっても良い状

態が続いている（Figure 5.6）。この結果はアジア、南北アメリカ、中東地域で特に顕著である。これらの地

域では、ほぼ全ての回答者が、規制環境は「変化なし」と表明している。「変化なし」は欧州とオーストラリ

アにおいても大多数を占めるが、法律と規制の進展に（個々の状況に影響する）動きがあったと報告して

いる回答者も少数存在する。 

Figure 5.6 2013 年以降の規制環境の変化 

 

規制環境がほとんど変化していないという認識は、プロジェクトが最終的な投資判断まで前進するか否か

に複雑な影響を及ぼす（Figure 5.7）。規制環境を、最終的な投資判断まで前進する目的を後押しすると

考える回答者と、そのようにみなさない回答者がプロジェクト間でほぼ二分された。このような大まかな考

察は、昨年の調査で表明された意見と矛盾しないが、2014 年の Perception Survey によると、一部の地

域では見通しが過去 12 カ月間で変化している。 

主な考察を以下に記す。 

 主な貯留形態が EOR のプロジェクトは、全般的に、現在の規制制度下で最終投資判断まで前進す

る可能性があるようである。既存の法律と規制のモデルが、EOR 貯留オプションを含む大規模 CCS
プロジェクトの展開を支える上で果たす役割が再認識される。これらのプロジェクトは、主に米国、中

東に集中し、中国では同様の複数のプロジェクトが、より進展した計画段階にある。 

 欧州とオーストラリアでは、CCS 技術に対応した十分に特性化された法律および規制制度が存在す

るが、回答者の大多数は各国の規制環境にポジティブな見解を示した。特に欧州では、プロジェクト

の見解に変化が起こり、現在の規制環境内で最終的な投資判断が下されるであろうと見込まれるプ

ロジェクト数が増加している（2013 年の調査では反対の回答が多かった）。ここから示されるのは、欧

州の一部の管轄区における規制活動の活発化である。しかし、Perceptions Survey のサンプル規模

と組成の変更が何らかの影響を及ぼした可能性があり、欧州大陸のほぼ全域において、過去 12 カ

月間に欧州の 7 件のプロジェクトがキャンセルまたは保留にされている。 

 アジアからの回答の内容によると、（非 EOR）プロジェクトは、現在の法律および規制環境内では最

終的な投資判断まで進まないと考えられている。この結果は、アジア地域の多くで CCS 専用の法律

進展 変化なし 後退 
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および規制への取り組みが浅い状況を考えると、驚くにあたらない。CCS に特化した法律と規制の

不在は、EOR を主眼にしたプロジェクトにあまり影響しないが、純粋な地中貯留オプションを検討して

いるプロジェクトを支援するために、法律と規制制度の進展を進めることの重要性は高まると思われ

る。 

 
Figure 5.7 現在の規制要件内でプロジェクトは最終投資判断まで進む可能性があるか? 

 

 

 

年次 Perception Survey は、個々の管轄区で、主要な法律および規制の原理の選択を評価することをプ

ロジェクトに要求している。前年度までと同様に、質問で特定された各原理が国内の規制制度で「取り組ま

れている」、「部分的に取り組まれている」、「取り組まれていない」のいずれの状態であるかを判断するこ

とが、プロジェクトに要求された。総合的な回答を、Figure 5.8 で詳細に示す。 

主に以下が考察された。 

 2014 年の Perceptions Survey（Figure 5.8）は、再び、回答者が概ね国内の法律および規制制度で

「取り組まれていない」と考える、複数の問題を浮き彫りにしている。回答者から一貫した指摘があっ

たのは、以下の問題である。 

 貯留された CO2 の越境的な移動を正当化するための基準 

 市場メカニズム内で CCS プロジェクトに対応するための規則 

 貯留作業のための財務保証と長期的な責任に付随する幅広い問題 

上記の問題は、これまでの Perceptions Survey でも一貫して強調されており、いずれの管轄区でも共通

の問題であるため、世界的に、プロジェクトに対してその解決が依然として重要であることを示唆している。

詳細な規制の枠組みを開発した当事者を含めて、規制当局と政策決定者は、引き続きプロジェクトがこの

ような問題が「取り組まれていない」とみなしていることを、十分に認識しておく必要があるだろう。 

Yes=進む No=進まない 

アジア

オーストラリア

欧州

中東とアフリカ

北米

回答数 

Yes=進む No=進まない 
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 2014 Survey（Figure 5.9）では、アジア以外のプロジェクトにおいても多くの問題があげられているが、

各国の国内制度において完全に「取り組まれている」、または「部分的に取り組まれている」とみなし

ている問題が多くあることを示している。その一部を以下に示す。 

 貯留地の選定と評価 

 プロジェクトの境界の定義 

 資産とアクセス権の特定 

 モニタリング計画の草案と実施 

 既存の立案および許可制度の下で、CCS 活動をいかに取り扱うか 

上記の複数の項目について、ある項目が完全に「取り組まれている」と特定したプロジェクト件数は（アジ

ア以外）は、同じ項目を「取り組まれていない」と特定したプロジェクト回答者を上回っている。解決のため

の一部の重要な問題は、各国共通であるが、これは CCS の法律と規制の開発と実施において先駆的な

諸国の間では、規制環境の特定の側面が進捗しているという期待できる兆候である。次世代の規制当局

は、CCS の法律と規制の基盤を築く作業を加速させるべき時期されている。 
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Figure 5.8 プロジェクトによる国内の規制環境の評価 - 全回答 
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Figure 5.9 プロジェクトによる国内規制環境の評価 - アジアのプロジェクトを除く 
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この章のハイライト 

 長期的な気候目標を達成するには、発展途上国で最も大規模な CCS を展開する必要がある。 

 3 件のケーススタディは、発展途上国における CCS 展開のライフサイクルに沿った各段階における

CCS 活動の推奨例として取り上げた。 

1. インドネシアは有望なスタートを切っている。先発的な機会が特定され、高レベルの CCS ロードマ

ップが開発されている。 

2. メキシコでは CCS/CCUS の政策展開と実現環境が順調に進展しており、パイロット規模の展開に

移行している。 

3. ブラジルは世界初の大規模 CCUS オフショアプロジェクト、Petrobras Lula Oil Field CCS Project
の展開に成功した。 

 

 

 
 
 

6.1 

概要 
発展途上国は、CCS の長期的な展開に特に重要な役割を果たす必要がある1。IEA の予測によると、

2050 年までに非 OECD 諸国は、地球の温度上昇を 2℃以内に抑えるために必要な排出量の削減を達

成するため、2015 年から 2050 年までの間に回収および貯留される CO2の累積質量の 70％を回収する

必要がある2。CCS 関連の作業には複数の発展途上国が参加しているが（Figure 6.1）、その活動の多く

はスコーピング段階にあるか、実現可能環境の開発を目指している。しかし、活動は進行しており、2～3
年前と比べると最低でも発展途上国のうち 3 カ国が CCS 関連の活動にあたっている。 

  

                                                        
1 この章の目的においては、「発展途上国」は韓国を除く UNFCCC 内の Non-Annex 1 の全ての諸国を含めて示す場合に使用される。 

2 IEA、2012 年。Energy Technology Perspectives 2012: クリーンエネルギーシステムへの道のり、OECD/IEA、フランス。 
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Figure 6.1 CCS 進展のライフサイクルに沿った活動3 

 

エネルギー効率を推進し、再生可能エネルギー源を展開するプログラムが策定されているものの、多くの

発展途上国は今後数十年間の経済成長と発電需要に対応するために、化石燃料に依存し続けることに

なる。多くの発展途上国は、国内に相当量の化石エネルギーの供給源を保有しており、これが一種の経

済およびエネルギー保障とみなされる。長期的な世界の気候目標に対応するために、発展途上国は、経

済成長のために最低コストで CO2排出量を削減する、という内容に沿った戦略を開発することが重要であ

る。CCS は今のところ、化石燃料用途からの CO2 排出量を直接、大規模に軽減できることが実証されて

いる、唯一の技術である。 

この報告書の第 3 章では、中国の大規模 CCS プロジェクトの状況をハイライトしている。この章で主に解

                                                        
3 CCS Development Lifecycle（CCS 進展のライフサイクル）は、特定の国に関連性のある人材開発と投資前の活動のタイプを、開発の段

階に基づいて特定するのを助けるために、グローバル CCS インスティテュートにより開発された概念ツールである。このツールは、報告書、

研究、利害関係者との関係を利用する当インスティテュートの評価に基づく。青く塗りつぶされている欄は、当該の領域で何らかの活動が行

われたことを示すが、その領域での活動が終了したことを示すものではない。 
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説されるのは、CCS 進展のライフサイクルの異なる段階にあるインドネシア、メキシコ、ブラジルの 3 カ国

のケーススタディである。これらの 3 カ国は CO2 の大量排出国であり（世界の排出量上位 20 カ国に含ま

れる）4、いずれも化石エネルギーの埋蔵量が多い。 

最初に検証するケーススタディは、インドネシアである。同国は CCS プロセスの黎明期にあるが、有望な

スタートを切っている。2 番目のケーススタディは、CCUS 政策展開に乗じて、パイロット規模の展開に向

けて順調に作業を進めているメキシコである。最後に、CCUS の展開に成功したブラジルのケーススタデ

ィを扱う。 

 

6.2 

インドネシア - 有望なスタート 
インドネシアは、国内需要と輸出需要を満たす豊富な化石エネルギー資源（原油、天然ガス、石炭）を保

有している。インドネシアは主にスマトラとカリマンタンに、約 280 億トンの石炭埋蔵量を有し（Figure 6.2）、
また 77 億バレルの石油埋蔵量を有する。インドネシア政府は、発電用の石炭の国内需要を急速に拡大

する計画である。今後の予測期間において、発電と工業用途への石炭の利用の寡占状態は継続する見

込みである5。 

Figure 6.2 インドネシア - スマトラとカリマンタンの位置 

 

                                                        
4世界銀行、World Bank Indicators: CO2 Emissions (kt)、2014 年 9 月閲覧。 

5 Center for Data and Information on Energy and Mineral Resources 2012（エネルギー鉱物資源のデータ情報センター2012）、2012 
Handbook of energy and economic statistics of Indonesia（インドネシアのエネルギー経済統計ハンドブック 2012）、エネルギー鉱物資源

省、ジャカルタ、2014 年 10 月 6 日閲覧 

国境 
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政策環境 

インドネシアは、National Action Plan Addressing Climate Change (2007)（気候変動対応のための国内

アクションプラン 2007）と、Indonesian Climate Change Sectorial Roadmap (2009)（インドネシア気候変

動セクター別ロードマップ 2009）において概略した、低炭素成長のための戦略的、多年度政策および投資

計画を策定した。2011 年後期、スシロ・バンバン・ユドヨノ大統領は、2020 年までにインドネシアの排出量

を 26％、未確認のレベル未満まで削減する公約、および同国が国際的な資金を保証できる場合は 41％
削減する公約に関する法令を承認した。2007 年の National Action Plan Addressing Climate Change
は、特に、発電、石油・ガス、工業部門における重要な軽減技術として CCS を承認している。 

インドネシアにおける CCS の適用は、国内の相当量の化石燃料資源と想定される貯留容量を背景に、他

の多くの国々よりも早期に認識されていた。 

 2005 年: Sojitz Corporation と三菱が、CCS のポテンシャルに関する調査を実施。 

 2007 年: Total Indonesie が、CO2排出量と東カリマンタンの CO2貯留の可能性を調査。 

 2008 年: Shell が、ポテンシャル CCS プロジェクトに向けた初期スコーピング作業を実施。 

2009 年、インドネシアの CCS 作業部会は、報告書「Understanding Carbon Capture and Storage 
Potential in Indonesia（インドネシアにおける炭素回収貯留のポテンシャルの理解）」を作成した。この作

業部会は、 LEMIGAS 、在インドネシア英国大使館、 Kementerian Lingkungan Hidup 、 Shell 
International、PT PLN (PERSERO)、世界エネルギー会議（Komite Nasional Indonesia）から構成され

る。この調査では、CCS のポテンシャルの最も高い 2 地域（EOR ポテンシャルに連動）が、東カリマンタン

と南スマトラ（ナツナ海を含む）にあることが確認されている。 

 

南スマトラにおける CCS の見通し 

2013 年後半、アジア開発銀行（ADB）（グローバル CCS インスティテュートが支援）は、インドネシア、フィ

リピン、タイ、ベトナムの CCS の見通しを調査した報告書、Prospects for Carbon Capture and Storage 
in Southeast Asia（東南アジアの炭素回収貯留の見通し）を発行した。この調査で、同諸国内の主要な

CO2排出源と貯留の機会が特定されている。 

この調査では、南スマトラ地域の主要な CO2 排出源が、それぞれの先発的 CCS プロジェクトの適合性に

基づいてランク付けされている。最高順位の CO2 排出源は、天然ガス処理施設である。この部門では

CO2 分離が通常の業務の一環として実施されており、経済的に最も実現される見込みが高いためである。 

 

貯留容量 - 南スマトラ 

ADB の調査はまた、各種の地中貯留形態、塩水層、油田、ガス田、炭層メタンの潜在的な貯留容量を検

証している。調査結果によると、南スマトラの理論上の推定貯留容量が多く、同地域で特定された CO2 排

出源からの CO2 排出量を長期的に貯留できる十分な貯留容量がある。またインドネシアの他の地域でも、

貯留の機会がある可能性がある。 

上記の貯留評価から、同地域の最大の貯留容量は塩水層に存在することが明らかになっている。しかし、

枯渇石油・ガス田の貯留、および EOR に関連した貯留は、短期的に、よりコスト効果の高い選択肢となっ
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ている。枯渇石油・ガス田はまた、評価に利用できる貯留データ量も最も多い。 

インドネシアは貯留ポテンシャルを継続的に調査し、Coordinating Committee for Geoscience 
Programmes in East and Southeast Asia（CCOP: 東・東南アジア地球科学計画調整委員会）CO2 
Storage Mapping Program（CO2 貯留マッピング計画）に参加している。このプログラムは、貯留評価の

知識共有のためのフォーラムの役割があり、東南アジア地域の CO2 Storage Atlas（貯留地図）を作成す

る予定である。インドネシアは、このプログラムの「ケーススタディ」国に含まれている。 

 

法律と規制 

法律と規制の分析が ADB 調査内で実施されている。インドネシアには CCS に関する規制は制定されて

いないことが確認されているが、多くの石油・ガス産出国と同様に、既存の規制の枠組みの状況が適用さ

れるか、あるいは CCS に対応するように適応される。 

 

CCS のロードマップ 

ADB、日本国際協力機構（JICA）、インドネシアの Pertamina は、南スマトラ、Merbau の試験圧入プラン

トの CCS フィージビリティスタディについて協業体制を敷いている。 

この活動は、インドネシアの CCS パイロットプロジェクトのロードマップ、2012-18（LEMIGAS）に沿ったも

のである。この高レベルのロードマップは、適正な基準に沿って、パイロットから実証、さらに商業規模のプ

ロジェクトまで、一連の「意思決定過程」を経て前進することを意図して作成されている。 

他の諸国と同様に、インドネシアにおける CCS 展開の大きな障壁は、CCS への投資のインセンティブま

たは立法要件が見当たらないことである。しかし、このケーススタディで強調されているのは、インドネシア

が CCS パイロットプロジェクトに向けた、適切な「実現要因環境」を生み出していることである。 

 

6.3 

メキシコ - 順調な進捗 
メキシコは、国際的な気候変動の討議に最も活発に関与する諸国の一つであり、独自の排出量の管理と

いう野心的な国内政策を採っている。メキシコは、2020 年までに排出量を 30％、「business as usual（現
状維持）」を下回るまで削減し、2050 年までに 50％、2000 年のレベルを下回るまで削減することを目指し

ている。 

 

政策環境 

2012 年 4 月、メキシコ議会は上記の目標を法制化する、General Climate Change Law（気候変動一般

法）を満場一致で可決した。この法律は、温室効果ガスの排出量の最大の排出源に対して、排出量の報

告義務も規定している。 

Special Program on Climate Change（気候変動特別計画）は、国内の適合性と軽減戦略の概略を示し
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た、メキシコの主要な気候変動政策文書である。CCUS は、初回の 2009-12 Special Program on 
Climate Change において、重要なオプションとして認識されている。CCUS は、同国の大手電力会社

（ Federal Electricity Commission ） と国内の石油 ・ガス会社 Petróleos Maxicanos （ PEMEX ）

（SEMARNAT、2014 年）によるパイロットプロジェクトの実施を通じて、メキシコの軽減経路の一つとして

2014-18 年の政策内にさらに積極的に取り込まれている。 

2014 年 8 月、メキシコの Enrique Peña-Nieto 大統領は、Energy Reform（エネルギー改革）法の一括法

案を公布した。これはエネルギー部門に民間投資、技術進歩、および競合を開放する法的枠組みとなる。

この改革は、技術革新の推進を促し、また CCUS の発展にも適用されることが期待されている。エネルギ

ー改革内の CCUS の重要な側面に、CCUS がクリーンエネルギー技術として明確に定義されているとい

う事実がある。CCUS がメキシコのクリーンエネルギー技術として、再生可能エネルギーと同等の地位を

与えられたのは今回が初めてである。 

 

CCUS 技術のロードマップ 

Special Program on Climate Change で特定されたパイロットプロジェクトと、これを支援する活動の実施

は、CCUS 関連の政策文書、CCUS Technology Roadmap in Mexico（メキシコの CCUS 技術ロードマ

ップ）で概略されている。このロードマップは、5 つの主要な段階を特定している。 

1. 企業支援 

2. 公共政策 

3. 立案 

4. パイロットおよび実証規模のプロジェクト。石油産業のパイロットプロジェクト、発電部門のパイロットプ

ロジェクト、実証規模のプロジェクトを含む 

5. 商業規模のプロジェクト（SENER、2014 年） 

 

（写真: メキシコエネルギー省、Moisés Dávila 博士、2014 年 8 月の大学生、地質学者、地球物理学者、教授のための
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APEC/グローバル CCS インスティテュート人材開発ワークショップにて） 

 

パイロットプロジェクト 

PEMEX は、回収後の CO2を EOR に利用するパイロットプロジェクトを実施している。Federal Electricity 
Commission は、発電所で燃焼後技術を利用し、容量 2～20 MWe のパイロット規模の CO2回収プラント

を実施することを試みている。世界銀行は専用のCCS信託基金（英国政府、ノルウェー政府、グローバル

CCS インスティテュートが出資）を通じて、このプロジェクトのフィージビリティスタディを進めている。 

 

貯留 

North American Carbon Atlas Partnership（北米炭素貯留地図パートナーシップ）の一環として、メキシコ

は National Carbon Storage Atlas（国内炭素貯留地図）を作成した。塩水層への CO2 の貯留のための

盆地評価が、このプロジェクト内で実施された。この評価を継続するための作業、特にメキシコの北東部

のブルゴスとサビナス両盆地周辺の作業が進んでいる。 

 

実現を可能にする環境の創出 

世界銀行は CCS 信託基金を通じて、CCUS Technology Roadmap in Mexico（メキシコの CCUS 技術

ロードマップ）の目的に寄与する、他の「実現に向けた活動」も支援している。ここには法的および規制的、

および民間関与の枠組みの開発が含まれる。 

法的および規制的枠組みの開発は、アジア太平洋経済協力会議エネルギー作業部会（APEC、2012 年）

が、その報告書「APEC 経済圏の発展における石炭発電所プロジェクトの炭素回収貯留に関する許可問

題」を通じて行った早期の分析が活用される予定である。次の手順は、メキシコの既存の枠組み内で、ど

のような認可および承認が適用されるかについての完全な分析となる。 

メキシコは、この 2～3 年の間に、CCUS の理解、特に政治と学界の CCUS の理解を高めるために、複数

の人材開発活動を実施している。メキシコ政府は、グローバル CCS インスティテュート、APEC、IEA など

の組織との共同作業で、これらの人材開発活動を進めている。CCUS Technology Roadmap in Mexico
は、学部および大学院過程の開発などを通じて、人材開発の重要性を継続的に認めている。グローバル

CCS インスティテュートは、このような課程の実施を促すためのメキシコ政府との共同作業を受け入れて

いる。メキシコは CCUS の展開に向けた作業を、順調に進めている。 

 

6.4 

ブラジル - 展開の成功 
ブラジルは中南米で最大の経済大国であり、世界で最大のエネルギー消費国の仲間入りをしている。主

に水力発電による再生可能エネルギーは、ブラジルの一次エネルギー利用の重要な側面である。しかし、

ブラジルの工業および燃料燃焼部門からの CO2排出量は依然として多い。 
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政策環境 

2009年のブラジル連邦法 12.187、および 2010年の関連法令 7.390で規定された 2009 National Policy 
on Climate Change（2009 年気候変動に関する国内政策）は、2009 年のコペンハーゲン COP 15 にお

ける、ブラジルの排出量削減の公約（ブラジル、2009 年）を正式に採択している。この法律は、2020 年ま

での自発的な国内温室効果ガスの排出目標値を設定しており、「business as usual」シナリオに対して、

予想排出量の 36.1%から 38.9%の間に抑える内容である。ブラジルの気候変動政策の主眼は、再生可

能エネルギーの共有の増加、森林破壊の抑制、エネルギー効率の改善である。CCS は気候変動緩和戦

略には正式には組み込まれていない。 

 

CCUS - 展開の成功 

しかしながら、ブラジルでは世界で唯一のオフショア CO2-EOR プロジェクトである大規模統合

CCS/CCUS プロジェクトが操業中である。2013 年 6 月、ブラジルの Petrobras と同社の提携会社は6、

EOR を目的とした CO2圧入プロジェクト、Lula Oil Field CCS Project を開始した。施設は、リオデジャネ

イロの海岸から約 300 キロ沖合に立地する。 

石油・ガスは、海底 5,000～7,000 メートルのサントス盆地の炭酸塩貯留層から抽出されている。この溶解

ガスには、組成比が 8～15%の間で変動する CO2が含まれている。Lula 油田では、CO2は 2 ヵ所の浮体

式海洋石油・ガス生産貯留積出（FPSO）設備、Cidade de Angra dos Reis と Cidade de Paraty でオフ

ショアで除去されている7。各システムでは、1 日約 500 万立法メートルのガスを処理できる。CO2を除去し

て処理されたガスは、Lula-Mexilhão ガスパイプラインを使用して、São Paulo の Caraguatatuba の

Monteiro Lobato Gas Treatment Unit に移送される。 

回収された CO2 は圧縮され、EOR の生成貯留層に再圧入される。海床は FPSO の 2,100 メートル下で

あるため、このプロジェクトは現在操業中の最も深部の CO2圧入井になる。年間 70 万トンの CO2が圧入

される予定である。生成された油はタンカーに積載され、海岸に輸送される。圧入された CO2はモニタリン

グされる。 

Lula Oil Field CCS Project は、これまでのプロジェクトで蓄積された Petrobras の知識に基づき実施され

ている。Petrobras は 1987 年以降 EOR 用の CO2 を圧入している。2007 年、Petrobras は French 
Institute of Petroleum との業務提携の下、MMV 技術のモデリングおよび試験を通じて、この圧入された

CO2の挙動の調査を開始した。 

2020 年までに、Petrobras はプレソルトに新たに 20 基の浮動式生産システムを設置する予定であり（サ

ントス盆地の非常に厚い塩水層の下の貯留層）、その多くに EOR を目的とした CO2/ガス再圧入が含まれ

る。この活動から、ブラジルが CCS/CCUS 状況において今後も重要な役割を果たすことが示される。 

 

石炭産業の CCS 

ブラジルの石炭産業は、低炭素オプションを開発する CCS の調査への投資を続けている。この開発を促

                                                        
6 Lula 油田開発の Petrobras の提携会社は、BG E&P Brasil Ltd.、Petrogal Brasil SA である。 
7第三の FPSO、Cidade de São Paulo は、サントス盆地で発見されたもう一つの大規模プレソルト、Sapinhoã 油田に立地する（Petrobras
はオペレーターとして Repsol Sinopec Brasil と提携している）。 
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すために、Criciúma を拠点とする SATC8の一部門、Clean Coal Technology Centre（クリーン石炭技術

センター）は、CCUS 専用の研究所を含む低炭素技術センターに、2010-16 年の間に 650 万米ドルを投

資する予定である。この研究所は、実験室およびパイロット規模の施設で吸収剤の合成、および分析試験

の実施が可能である。 

 

バイオ CCS 

バイオエネルギーとCCS（バイオCCS）の探求は、常にブラジルの研究活動の中心を占めている。サンパ

ウロ大学は、Brazilian Reference Center on Biomass（CENBIO USP: ブラジルバイオマスリファレンス

センター）を通じて、バイオ CCS プロジェクトの概念の開発に積極的に協力している。UNFCCC の Global 
Environment Facility（GEF: 地球環境ファシリティ）内の資金の活用を促す概念である。バイオ CCS プロ

ジェクトは現在、保留中であるが、CENBIO USP と Carbon Emission Policy and Regulation Group（炭
素排出政策と規制グループ）は、ブラジルにおけるバイオ CCS のポテンシャルについて積極的な調査を

継続している（またバイオ CCS 技術の展開が、国内のエネルギー製造からの排出量の削減に最大 5%貢

献できると見積もっている）。 

 

能力開発 

Centre of Excellence in Research and Innovation in Petroleum, Mineral Resources and Carbon 
Storage（CEPAC: 石油鉱物資源と炭素貯留の研究刷新センターオブエクセレンス）は、Petrobras とリオ

グランデ・ド・スル・ポンチフィカル・カトリック大学が協力して運営している。CEPAC は CCS の研究と実施

において Petrobras をサポートしている。 

CEPAC はブラジルの中心的な CCS 人材開発組織であり、CCS に関する一連のワークショップを主催し

ている。多くの場合、CSLF やグローバル CCS インスティテュートなどの、国際的な人材開発組織が支援

している。これらのワークショップは、主要な CCS 利害関係者間、および地域コミュニティでの CCS 知識

の蓄積を主眼に置いている。 

Brazilian Coal Association（ブラジル石炭協会）は、CO2 の回収の研究開発プログラムについて、US 
National Energy Technology Laboratory（NETL: 米国国立エネルギー技術研究所）と協業体制にある。

このパートナーシップでは、吸収剤の合成、プロセスのモデリング、回収プラントの設計などの分野におけ

るブラジルの 5 人の研究者の実習が中核となる。 

 

貯留の評価 

ブラジルの CO2貯留ポテンシャルについての高レベルの書類評価が、CEPAC により実施され、陸上とオ

フショアのいずれの地中貯留にも高いポテンシャルがある地質学的盆地が特定されている。グローバル

CCS インスティテュートは、2014 年後半に発行予定の「Brazilian CO2 Storage Atlas（ブラジルの CO2貯

留地図）」を、積極的に支援している。 

                                                        
8 SATC は、「Benevolent Association of the Coal Industry of Santa Catarina（サンタカタリーナ石炭産業相互扶助組合）」であり、初年、2
学年、3 学年、および研究教育施設を含む工業（または技術）学校として設立された。 
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この章のハイライト 

 炭素回収技術の進歩は目覚ましく、大規模 CCS 発電プロジェクトは操業および建設段階に移行してい

る。 

 技術改善においては今後もコスト削減が中心的な課題となる。CCS 事業者も、よりコスト効果の高い

適統合に関心を向けている。 

 次世代炭素回収技術のポートフォリオを開発中であり、パイロット規模の施設において試験が実施され

ている。これらの技術は、政府、学界、産業の支援を受けて、複数のプログラムで世界的に開発されて

いる。 

 R&D 回収プロジェクトのポートフォリオは、幅広く変化に富んでいる。 も有望な技術により今後 10～
20 年の間に投資および運用コストを大幅に削減する可能性がある。 

 国際的な協力が、 新技術の展開を促す鍵となる。研究者が協力して取り組み、お互いの知識資源を

活用してより良い結果を迅速に達成し、広域的な CCS の展開の加速を後押しする将来の「ゲームチェ

ンジャー」の回収技術を生み出すことが重要である。 

 

 
 
 

7.1 

概要 
CCS の回収要素は、一連の CCS 過程におけるコストの大半を占める。例えば発電の場合、大規模 CCS
プロジェクトの全体のコストの 70～90%は、回収と圧縮プロセスに関連した支出によるものである1。新し

い用途（発電など）の CO2 回収に関連した現在の高い設備費用と継続的な運用費用は、第二世代のプロ

ジェクトおよび CCS/CCUS の強力な商業化を目指す上で改善するべき主要なターゲットである。ここから

コスト削減のための様々な取り組みがが以下を通じて行われる。 

 発電部門とその他の産業用途における有効な CCS 実証により、設計、建設、運用の貴重な経験を

得る（「実践による学習」）。 

 一連の回収技術、効率の高い発電サイクル、工業的プロセスを通じた R&D 作業の継続。 

 初期の実験室規模の概念から一定規模のパイロット試験および大規模プロジェクトの実証まで、一

連の開発過程に沿った知識共有や協業といった協調的作業。 

 

 
 

                                                        
1 Interagency Task Force on Carbon Capture and Storage 2010（2010 年炭素回収貯留省際タスクフォース）、炭素回収貯留省際タスク

フォースの報告書、米エネルギー省、ワシントン DC、2014 年 9 月 1 日閲覧 



 

 
 106 

7.2 

炭素回収の技術経済的状況 
終的な CCS 技術の展開の成功のために、多くのプロジェクトを行い、積み上げられたプロジェクトの経

験と教訓を得る必要がある。第 3 章（大規模 CCS プロジェクト）では、一連の回収技術全体から相当量の

学習が可能になる潜在的なプロジェクトポートフォリオに注目した。北米の 2 件の大規模 CCS 発電パイロ

ットプロジェクト、カナダの Boundary Dam プロジェクト（2014 年操業中）と、2015 年に操業開始が予定さ

れている米国の Kemper County Energy Facility プロジェクトに当面の機会が見出せるかもしれない。各

プロジェクトは、設計と建設の期間に「実践による学習」プロセスを経ており、試運転、始動、操業の各フェ

ーズでさらに経験が蓄積される。このような全体的な経験は、大幅なコスト削減と性能の改善をもたらし、

次の「同じ種類のプラント」に適用されることが期待される。CCS を導入したこれらの発電所や他の発電所

によって運用上の経験が得られるため、継続的な改善と 適化が実現されるであろうと予測される。 

第一世代の回収技術の選択は、通常は、コスト、適用可能性（水の利用などの現地の条件を含む）、他の

用途における技術の性能（信頼性）を含む具体的なプロジェクト条件に基づく。一方で、このような重要な

先発プロセスは、商業規模の実証プラットフォームとなる場合があり、この点において次世代の一連の実

証へ貢献することとなり、、また前記の「実践による学習」プロセスを通じて実証を積み重ねることができる。 

様々な大規模 CCS プロジェクトと各プロジェクトで採用された回収技術（包括的ではない）は以下のとおり。 

 

2014 年時点で操業中のプロジェクト 

 Air Products Steam Methane Reformer EOR Project（米国）: 水素製造から排ガスまで CO2を回

収するための真空スイング吸着技術。 

 Boundary Dam Integrated Carbon Capture and Sequestration Demonstration Project（カナダ）：

既存の石炭火力発電所での Shell/Cansolv アミン系燃焼後炭素回収技術。 

 

2014 年時点で建設中のプロジェクト 

 Kemper County Energy Facility（米国）: 物理溶媒を使用する燃焼前炭素回収システムを組み入れ

た、新設の石炭火力 IGCC 発電所（Selexol）。 

 Abu Dhabi CCS Project（UAE）: CO と H2を直接還元鉄プロセスに送る前に、水蒸気改質製品混合

ガス（CO2、CO、H2）から CO2を回収するアミン系炭素回収技術。 

 Gorgon Carbon Dioxide Injection Project（オーストラリア）: BASF の天然ガスからの MDEA 系 CO2

分離。 

 Petra Nova Carbon Capture Project（米国）: 三菱重工業の既存の石炭火力発電所でのアミン系燃

焼後炭素回収技術。 

 

2014 年時点で計画に進展のあったプロジェクト 
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 ROAD（オランダ）: 新設の石炭・バイオマス火力発電所でのフルオロアミン系燃焼後炭素回収技術。 

 White Rose CCS Project（英国）: 新設の石炭・バイオマス火力発電所での酸素燃焼。 

 Peterhead CCS Project（英国）: Shell/Cansolv の天然ガス複合発電でのアミン系燃焼後炭素回収

技術のレトロフィット。 

上記のプロジェクトは、炭素回収が一定の規模で利用可能な技術であること、また炭素回収が燃焼後、燃

焼前、天然ガス処理、酸素燃料、および製鋼プロセスの商業用途で現在またはまもなく操業できる段階に

あることを明確に実証している。 

「実践による学習」から得られる知識共有のポテンシャルが期待できるプロジェクトは以下のとおり。 

Boundary Dam 統合炭素回収・分離実証プロジェクト 

First-of-a-kind（FOAK: 先発の）プロジェクトであるため、Boundary Dam プロジェクトの設計、建設、運用

から得られた経験と教訓は、同じサイトまたは他の場所の類似するCCSプロジェクトのコストをさらに削減

するために応用することができる。SaskPower は、ツインプロジェクトで 大 30%の設備コストの削減が

いつでも達成できると明言しており2、第 3 章で取り上げられたプロジェクトの潜在的ポートフォリオを前進

させる必要性が改めて強調される。 

工学的に見た場合、Boundary Dam は CO2回収設計に関して、現時点で多くのイノベーションと画期的前

進を成し遂げており、石炭火力発電所の燃焼後回収システムの新たな 新技術となる可能性がある。以

下の実績が特に注目に値する。 

 Shell Cansolv は、CO2回収ユニットの所要熱量は～2.5 GJ/t CO2前後と報告している3。米国 DOE
によると、「CO2回収技術を採用したプラントでは、メガワット時あたり、24～42パーセント多い燃料投

入が必要である」4が、Boundary Dam 施設は操業に必要とされる余分なエネルギーは 21％と見込

まれている5。 

 同プロジェクトは、SO2除去と CO2分離に同一のシステムを使用するため、排ガス脱硫（FGD）ユニッ

トを別途購入する必要がなく、コストを削減できる。2 つのプロセスの熱の統合により、必要な蒸気量

を 小限に抑えられる。 

 アミンカラムは、コンクリートと内部ライニングから成り、プロセス性能と防食性を維持しながら、原材

料の大幅な削減を達成している（ステンレス鋼と比較した場合）。円形デザインではなく、矩形/正方形

のデザインを使用し、（他の案と比べ）現地での建設の簡易化およびコスト削減が可能になる。 

 プレハブおよびモジュール式設計は、プロジェクトの期間と現地コストを節約する6。プレハブ CO2 除

去装置は、世界 大の除去装置の一つと報告されている。この大型機器の設計、製造、輸送、設置

の経験は、他の CCS プロジェクト開発者にとって貴重な情報である。 

 SaskPower による試運転および標準操作の手順の開発は、Shell/Casolv の寄与と共に、新しいプ

                                                        
2 Ball, M、2014 年、ケンタッキー大学でのプレゼンテーション、2014 年 9 月 18 日閲覧。 

3 Shaw, D、2013 年、Boundary Dam における Cansolv: SaskPower 向け SO2・CO2統合回収 - 第 7 回欧州炭素回収貯留年次総会に
おけるプレゼンテーション、2014 年 9 月 1 日閲覧。 

4 Kemp, J、2012 年、REFILE-COLUMN-CO2回収コストが依然としてクリーン石炭の障壁: ケンプ – Reuters、2012 年 11 月 27 日。

2014 年 9 月 1 日閲覧。 

5 Monea, M、2013 年、Boundary Dam を世界に、2014 年 9 月 18 日閲覧。 

6 Couturier, G, Di Mello、2013 年、Boundary Dam 炭素回収システムの設計から調達、建設まで、SaskPower CCS コンソーシアム 2013
シンポジウムの議事録、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
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ロジェクトに適用できる。 

ROAD プロジェクト 

ROAD プロジェクトは、建設に移行するための前向きな投資 終判断を待つ段階であるが、プロジェクト

FEED は完了しており、多大な工学的設計経験が公表されている7。当インスティテュートは、プロジェクト

の主導者との共同作業により、この学習体験を共有するために一連の報告書を作成した。様々なオプショ

ンの費用対効果と性能については、ほとんどが評価プロセスから学習されたもので、回収技術選択手法

の開発につながった8。プロジェクト開発者にとっての主要な選択要因と重要度を付与するこの手法は、他

の CCS プロジェクトにも適用できる場合がある。また、発電所と回収システムの操業の統合を目的とした、

ROAD Integration の枠組みは、他の燃焼後回収プロジェクトにもすぐにでも利用できる9。 

 

7.3 

産業応用の進捗状況 
2013 年の CCS 向け Technology Roadmap で、IEA は「CCS は発電に留まらない。2DS シナリオでは、

2015 年から 2050 年までに回収される CO2 の約半分は、産業用途から排出される（45%）」と明記してい

る10。 

産業部門には、化学変換の副産物として、および/または化石燃料の燃焼から CO2 が発生する多くの産

業がある。高濃度のCO2ガス流の産業発生源には、石炭ガス化、coal-to-liquid（石炭液化）燃料の変換、

およびエタノール、アンモニア、水素、合成メタンガスなどの製品を製造する化学プロセスが含まれる。そ

のような産業用途の一部での炭素回収技術は、既に商業的に展開されている。 

CO2のガス流濃度が比較的低い産業排出源には、セメント製造、鉄鋼製造、石油精製があり、この分野で

は化石燃料の代替の可能性が限られるため、CCS が特に重要である。このような産業で CCS を実施す

るためには、既存の成熟した回収システムの統合が必要となるが、システムのカスタマイズ開発という課

題が残る。したがって、これらの産業プロセスでは、より多くの回収パイロット試験と実証プロジェクトが必

要とされている。 

 

鉄鋼 

鉄鋼部門から排出される CO2 の大半は、溶鉱炉を発生源とする。この分野の回収技術は、非常に多岐に

わたる。 

近年、この部門の CO2回収の概念は、European Low Impact Steel（欧州低影響鋼）プロジェクト（旧名称

ULCOS）により調査および開発が行われてきた。しかし、R&D 活動の多くは、困難な経済状況の下で縮

小され、現在開発中のパイロットプロジェクトまたは実証活動は存在しない。 

日本では、COURSE 50 Project（第 4 章「注目すべきプロジェクト - 日本のプロジェクトのケーススタディ」

を参照）において、CCS の導入を通じて排出量の 20%削減を実現する技術の開発が目標とされており、

                                                        
7 Huizeling, E, Van der Weijde、2011 年、ROAD CCS 公開 FEED 研究報告書、ROAD-I-Maasvlakte-CCS-Project-C.V.、オランダ、

2014 年 9 月 1 日閲覧。 

8 Van der Weijde, G & Van de Schouw, G、2011 年、CO2回収技術選択方法、2014 年 9 月 1 日閲覧。 

9 Hylkema, H, Read, A, Kombrink, M、2013 年、回収プラントと発電所の統合、2014 年 9 月 1 日閲覧。 

10国際エネルギー庁、2013 年、技術ロードマップ: 炭素回収貯留、2014 年 9 月 24 日閲覧。 
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化学吸収と物理吸収の両技術が評価されている。 

 化学吸収技術: 新日鉄住金エンジニアリングと地球環境産業技術研究機構（RITE）は、ESCAP（省
エネ型 CO2 吸収プロセス）を開発している。このプロセスは、吸収動態を改善するための多段式吸収

材冷却システムを搭載し、吸収の間に放出された熱を再生に必要な熱と統合する11、12。再生温度

95℃、再生エネルギー2.3 GJ/t CO2が報告されている。 

 物理吸収技術: JFE スチールは、溶鉱炉から CO2を回収する吸収ベースのプロセス（ゼオライト吸収

材）を評価中であり、「二酸化炭素吸収による先端分離システム（ASCOA-3）」と呼ばれる、1 日 3 トン

の処理が可能な施設を建設した。このシステムは、33% CO2投入ガスに対して 123 kWhe/t CO2の

回収エネルギー目標を達成したと報告している13。 

この部門の主要なプロジェクトは、溶鉱炉ではなく直接還元鉄製造プロセスに基づく、Abu Dhabi CCS 
Project である。同プロジェクトは、水蒸気メタン改質（SMR）プロセスを使って、H2 と CO を生成している。

SMR 生成ガスから CO2 を回収する場合、アミン溶剤ベースのプロセスが使用される。炭素回収プロセス

は、すでに直接還元プラントに組み込まれている。このプロセスの長所は、非常に純度の高い CO2流を生

成するため（>98%）、実際の CCS プロジェクトでは CO2 ガスの脱水と圧縮だけ行えばよいという点であ

る。このプロジェクトは、2016 年に操業が予定されている。 

 

セメント 

セメント製造からの CO2 の回収は、燃焼後回収技術または酸素燃焼を使用して達成される。溶剤ベース

の燃焼後回収技術は、セメントキルン排ガスに簡単にレトロフィットできるという点が有利である。しかし溶

剤を再利用するためには、追加エネルギー源が必要になる。European Cement Research Academy（欧
州セメント工業研究機関）14の調査から、セメント部門には酸素燃焼が有益であるが、燃焼後回収と比べ

てセメントプラントの大規模な改修が必要になることが示されている。セメントプラントへの酸素燃焼の適

用をより正しく理解するために、さらに調査が必要である。 

現在セメント部門では大規模 CCS プロジェクトは実施されていないが、ノルウェー、ブレビックのセメントプ

ラントで、パイロット規模の複数の試験が実施されている15。これらの試験は、セメントキルンからの異なる

排ガスにおける、各種の燃焼後技術の実施に関する情報を得ることを目的としている。初回フェーズ

（2017 年まで実施が予定されている）において 4 つの技術が試験されている。予定される第 2 フェーズの

試験は、現在の試験の成果に応じて決定する。4 つの技術（および技術提供者）を以下に示す。 

 アミン技術 – Aker Solutions。アミン溶剤を使用した吸収プロセスは、Aker のモバイル試験ユニッ

ト（MTU）を使って試験される予定である。CO2回収容量は、年間約 2,000 トンとなる見込み。 

 膜技術 – DNV.GL を中心としたコンソーシアム。この技術の進行状況は、ガス分離膜を使った小規

模試験の結果に依存する。 

                                                        
11新日鉄住金、2014 年、ESCAP®（省エネ型 CO2吸収プロセス）- 新日鉄住金技術報告書、第 5 巻、pp. 73～74。 

12新日鉄住金、2013 年、新日鉄住金持続可能性報告書 2013。 

13 Saima, WH, Mogi, Y, Haraoka, T、2013 年、「構成品の溶鉱炉ガスからの二酸化炭素および一酸化炭素の回収のための PSA システム

ン開発」、Energy Procedia、第 37 巻、pp. 7152～7159。 

14欧州セメント工業研究機関、2012 年、ECRA CCS プロジェクト - フェーズ III 報告書、TR-ECRA-119/2012。 

15 L. Bjerge、2014 年、Norcem CO2回収プロジェクト - 第 8 回欧州炭素回収貯留年次総会におけるプレゼンテーション、2014 年 9 月 1
日閲覧。 
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 固体吸着剤技術 – RTI International。試験のスケジュールは、膜技術と同じ。遠隔操作式のベン

チ規模のユニットが、吸着剤の性能と安定性の評価に使用される。 

 炭酸塩ルーピング – Alstom。初回パイロット試験が、シュトゥットガルト大学で約 200 kWth 規模で

開始している。このパイロットの結果に応じて、大規模な試験がブレビックで試験される可能性がある。 

酸素燃焼ロータリーキルン焼器と流動床カーボネーターを使った代替カルシウムルーピングプロセスが、

1.9 MWth パイロットで試験が実施されており、Taiwan Cement Corporation プラントの排ガスから毎時約

1 トンの CO2 を回収する。結果は次回の実証プロジェクト（10～30 MWth の範囲で予定されている）の設

計に使用される16。 

 

石油・ガス精製 

石油・ガス精製産業では、1 件の大規模 CCS、Air Products Steam Methane Reformer EOR Project が
操業中であり、2 件が建設中である（ACTL North West Sturgeon Refinery CO2 Stream Project と Quest 
Project、いずれもカナダ）。これらのプロジェクトは全て、CO2 回収技術を採用した水素製造プロセスであ

る。 

Air Products Steam Methane Reformer EOR Project の供給ガスは、比較的 CO2濃度が高く、真空スイ

ング吸着（VSA）回収技術の使用に適している。燃焼後回収の VSA との適合性は、供給ガスの CO2濃度

が低く、 終的に規模拡大が困難であるために制約的と判断されているのは興味深い。しかし、多重モジ

ュール VSA 統合ユニットの使用は、特定のプロジェクトに関して経済的に実現可能と思われる場合は、代

替構成となる可能性がある。操業の面から見ると、固体吸着剤の使用により、腐食性のアミン吸着剤の処

理の複雑さが解消される。 

ノルウェーの大規模回収実証試験施設、CO2 Technology Centre Mongstad（TCM）は、既存のインフラ

と操業上の知識を同時に利用して、技術の試験を効率的に実施できる工業地帯に立地する。この実証試

験施設は、回収ユニット 2 基から成る。1 基はアミン吸着剤をベースとし、もう一基はチルドアンモニア回収

プロセスを利用する。これらのプロセスはそれぞれ、精錬所の残留接触分解装置（20,000 tpa CO2）また

はガス熱併給火力発電所（80,000 tpa CO2）からのガスを処理できる。アミンユニットは、異なる溶剤を柔

軟に試験できるように特別に設計されている。施設のもう一つの特長は、小規模な追加技術の試験に対

応できることである。小規模試験を行う技術の選定作業が現在進行中である。 

 

7.4 

炭素回収コスト 
CO2 回収システムの選択と使用においては、システムコストをの 低 適化を目的に、排出ガスの特性、

技術の適用可能性、経済的フィージビリティ、ユーティリティの可用性、水の確保と利用、および環境基準

などの複数の要因を考慮しなければならない。 

世界で多くのコスト見積が報告されているが、サイトの多様化と局所的な感度の違いを理由に、絶対的な

コスト数値を唯一のコスト指数として使用するのは避けた方がよい。ベンチマーク比較では、主要なパラメ

ータとしてエネルギーの損失も考慮に入れる必要がある。 

                                                        
16 Chou, YC、2013 年、「カルシウムルーピングプロセスと 1.9 MWth パイロットプラント実証の実験」、2013 台湾 CCS フォーラム（台北）の

議事録 
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米国 DOE は、石炭ベースの燃焼・ガス化システムの n 番目の CCS 展開プラントの現在の設備コストを、

CO2 1 トン当たり約 60 米ドルと見積もっている17。第二世代の技術（2025 年に展開が開始する、2020-25
年の期間の実証準備が整う技術として定義）について、米国 DOE は回収コストを CO2 1 トン当たり約 40
米ドルまで低減する目標を定めた。2030-35 年の期間の実証および 2035 年の初回展開を目標とした第

三世代または「変形」技術についても、一層のコスト削減が予定されている18。 

意外でもないが、CCS 技術の R&D の第一の主眼として、今後もシステム全体のコスト削減に注目される

ことになる。非溶剤系技術の 近のブレイクスルーから、コスト削減のポテンシャルが保証されている（膜

技術と吸収技術が酸性ガス除去に適用された例など）。通常の溶剤プロセスと比較して、膜分離により、

運用が簡易化されるために、該当する場合、設備コストと運用コストが大幅に抑えられる19。膜システムの

場合、要求される膜面積とエネルギー消費との間に、外因性のトレードオフが存在すると認識されている。

またエネルギー消費自体も設備と運用コスト間のトレードオフである。 

膜ユニットが初期の CO2回収を「大まかに行う」役割を持つ状況では、ハイブリッド技術（膜+アミン）も用い

られてきた。このような段階の追加により、アミンユニットの専有面積を減らすことができ、 終的に設備コ

ストと運用コストの全体的な削減につながる20。 

また燃焼後シナリオについて、極低温分離を結合した 2 段階向流スイープ膜プロセスが、1 トン当たり 30
米ドル未満のコストで CO2 を回収する多大な可能性を秘めているのではないか、とする報告もある21。構

造化された吸着技術を使用した場合の回収コストは CO2 1 トン当たり 15 米ドル、再生エネルギーは CO2 
1 トン当たり 1.5 GJ（ギガジュール）と報告されている22。主要な技術サプライヤーが開発中の新興技術は、

炭素回収のコスト削減に着実な進展をもたしている。酸素移動膜による高度な発電サイクルについての技

術経済的な分析では、発電コストの増加を 35%未満に、設備費用の増加を CO2 1 トン当たり 40 米ドル未

満に抑えると報告している23。同様の分析で、アミノシリコン溶剤技術も回収 CO2 1 トン当たり 40 米ドルを

達成できると報告している24。このような報告された技術は、様々な目標技術達成度（TRL）にあるが、さら

なる開発および実証が必要とされている。 

 

7.5 

CO2回収技術の開発傾向 
CO2回収技術は、この 10 年間で飛躍的な発展を遂げ、現在も大規模な CCS 実証が続けられている。産

業も大規模回収ユニットを建設し、運営するのに足る十分な経験と信頼性を勝ち得た。次世代のプロジェ

クトは、以下を通じて大幅なコスト削減が実現できる。 

 「実践による学習」を通じた第一世代のプロセスの 適化 

 有望な新しい概念に基づく R&D 作業の継続、さらに商業的プロジェクトまでスケールアップできると

いう信頼性を技術利用者に与える施設規模のパイロット試験の実施 

                                                        
17 コストは石炭火力発電を対象とし、回収と圧縮（2200 psia、150 bara）を含む。 
18米国国立エネルギー技術研究所、2013 年、炭素回収技術: 技術プログラム計画、NETL、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
19米 EPA、2008 年、メタン排出を 小化するための酸性ガス除去オプション – National Gas STAR から得られた教訓 – EPA 年次実施ワ
ークショップでのプレゼンテーション、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
20 Brown, T W G、2009 年、WG 2009 年、「ガス処理技術の選択」、GAS、pp. 13-9。 
21 Merkel, T C, Lin, Q, Wei X, Baker, R、2010 年、「発電所の燃焼後二酸化炭素回収: 膜の機会」、Journal of Membrane Science、vol. 
359、no. 1-2、pp. 126～139。 
22 Carbon Capture Journal、Inventys - トンあたり 15 ドルの CO2回収、Digital Energy Journal、ロンドン。 
23 Kelly, SM、2014 年、酸素燃焼と合成ガス用途のための Praxair の酸素移動膜 – 2014 NETL CO2回収技術会議、ピッツバーグ、2014
年 9 月 1 日閲覧。 
24 Wood, B、2014 年、低コスト CO2回収のためのパイロット規模シリコンプロセス – 2014 NETL CO2回収技術会議。 
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産業プロセスと発電所における CO2 回収の複数の概念が世界的に展開されている。また政府、学術界、

産業間の効果的な協業体制下で前進している。例えば、米 DOE が支援する Clean Coal Research 
Program（クリーン石炭調査計画）は、応用研究に出資する以外に、National Carbon Capture Center
（NCCC: 国立炭素回収センター）をベンチ規模およびパイロット試験に利用可能にするために、産業と研

究所間のパートナーシップを確立している。アルバータ州（カナダ）では、Climate Change and Emissions 
Management Corporation（CCEMC）が、政府の援助資金の一部を革新的な CCS プロジェクトに割り当

てている。 

欧州では、Horizon 2020 Program（旧名、第 7 次 Framework Program）、ノルウェーの CLIMIT プログラ

ム、また英国の Energy Technology Institute（エネルギー技術研究所）と英国の CCS Research Center
（CCS 研究センター）の資金イニシアチブから開発作業の支援を受けている。国際的な協力体制は、2 国

間の協力体制以外に、専用の国際的なネットワークを通じた回収技術の商業化の進展に重要な役割を果

たす。後者のネットワークの例として、Test Center Network（試験センターネットワーク）が挙げられ、米国

の NCCC やノルウェーの TCM など、様々な試験センター間での世界的な知識共有を改善することを目

的としている。このようなネットワークは、業界内での、世界的に認められたベストプラクティスや基準の確

立も可能にする。 

オーストラリアでは、CSIRO、CO2CRC、Peter Cook Centre が炭素回収の開発施設のネットワークを運

営している。中国では、CCS Industry Technology Innovation Alliance（CCS 産業技術イノベーション同

盟）が 2013 年に設立された。この同盟には、中国科学技術部（MOST）、大手石油/ガス会社、発電所、主

要な R&D 組織が参加し、知識/資源共有と調整を中心に活動している。韓国では、KCCSA（韓国炭素回

収貯留協会）が CCS の R&D とプロジェクトの中心的存在である。日本では、大手技術プロバイダが、

Japanese Knowledge Network（日本知識共有ネットワーク）など、炭素回収技術の開発に関する特別協

力体制を確立している。 

技術の商業化までにかかる見積もり期間は、その Technology Readiness Level（TRL: 目標技術達成度）

の影響を受けることが多い。TRL の評価では、特定の回収技術が検証される際の規模と状況が考慮され

ている。商業的に利用可能で、実証段階にある一般的な第一世代の技術には、燃焼後アミン系化学溶剤

分離、燃焼前物理溶媒分離、大気圧酸素燃焼などがある。 

現在開発の早期段階（第二、および第三世代）にある革新的技術の多くは、特定の物理的または化学的

メカニズムに基づいており、その も関連性の高いものを Table 7.1 に記載している。表内の技術は、大

きく 4 つの TRL カテゴリに分類され、それぞれ Box 7.1 で解説する開発状況を代表しており、DOE が定

義した技術規模の範囲とも一致する25。 

 技術概念は TRL 1～2 内に分類される 

 ラボ/ベンチ規模で試験が実施される技術は、TRL 2～5 の範囲に含まれる 

 パイロット規模の試験は、TRL 5～7 の範囲とする 

 実証および商業規模の操業は、TRL 7～9 の範囲に分類される 

Table 7.1で割り当てられたTRLレベルは、リスト内の各技術領域の も先端的なシステムを示している。

多くの技術領域について、有望ではあるが開発の初期段階に留まり、TRL が下位に分類される特定の回

収媒介またはプロセスが存在する。 

  

                                                        
25米国国立エネルギー技術研究所、2013 年、炭素回収: 技術プログラム計画、NETL、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。TRL の利用

に関する考察は、Global Status of CCS 報告書のそれぞれ 2011 年版と 2012 年版の「技術と回収」の章にも収められている。 



 

 
113  

BOX 7.1  

TRL カテゴリ 

 概念 ラボ/ベンチ パイロット 実証 

試験の目的 アイデアは理論的計

算および /または研

究室の基本原理の

観察を使って実証さ

れる。 

コアプロセスの要素

がラボ施設またはベ

ンチスケールでテス

トされ、動作原理が

実証される。 

主要な部分が完全

なプロセスで試験さ

れ、性能試験と感度

分析が実施される。 

このプロセスは、実

物規模または縮小

規模で実施される

が、性能および複雑

さに関して商業ブラ

ントを代表する。 

システム統合 非該当 試験が単一要素で

実施されるか、統合

がプロセスの主要部

分に制限される。 

主要な要素が統合さ

れ、完全なプロセス

が作り出される。初

回技術設計が実施さ

れる。 

このプロセスは、商

業プロジェクトと同様

に構築され、排ガス

発生プロセスと完全

に統合される。 

試験環境 非該当 シミュレーション: 排

ガスは動作原理の

実証に関連のある主

要な種類のみ含む、

人工的なガス。 

実地: 新しいまたは

既存の発生源の排

ガスを使用できる。

必要に応じて、実際

の特性に対応するよ

うに調整する（専用

の燃焼炉など）。 

操業: 商業用途を代

表する発生源の排ガ

スを使用する。プラ

ントは、完全な操業

条件下で運行され

る。 

DOE TRL との対応

26 

1～2 2～5 5～7 7～9 

 
 

 

Table 7.1 回収技術による TRL 評価 

技術 試験段階 TRL 

燃焼後 

アミン系溶剤 デモ 7～9 

改良型アミン系溶剤 パイロット 5～7 

アミノ酸塩溶剤 パイロット 5～7 

アンモニア水溶剤 デモ 7～9 

沈殿溶剤 ラボ/ベンチ 2～5 

2 相液体溶剤 ラボ/ベンチ 2～5 

触媒改良溶剤 ラボ/ベンチ 2～5 

イオン液体 ラボ/ベンチ 2～5 

固体吸着剤による温度または圧力スイング吸収（TSA/PSA） パイロット 5～7 

カルシウムルーピング（CaL） パイロット 5～7 

膜 パイロット 5～7 

極低温 CO2分離 ラボ/ベンチ 2～5 

                                                        
26 4 つのカテゴリは、高レベルの評価における不可避の不確実性を補正するために、重複している。 
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技術 試験段階 TRL 

燃焼前 

物理溶媒 デモ 7～9 

イオン液体 ラボ/ベンチ 2～5 

固体吸着剤による温度または圧力スイング吸収（TSA/PSA） ラボ/ベンチ 2～5 

吸着増強水ガスシフト（SEWGS） パイロット 5～7 

吸着増強改質（SER） パイロット 5～7 

水性ガスシフト反応炉（WGSR）膜 ラボ/ベンチ 2～5 

膜 パイロット 5～7 

極低温 CO2分離 概念 1～2 

酸素燃焼 

大気圧酸素燃焼 デモ 7～9 

イオン輸送膜（ITM） パイロット 5～7 

酸素輸送膜（OTM） ラボ/ベンチ 2～5 

加圧酸素燃焼 パイロット 5～7 

化学ループ燃焼（CLC） パイロット 5～7 

 

燃焼後 

燃焼後回収の場合、新世代のプロジェクトは、3 つの一般的領域、すなわち材料、プロセス、装置の技術

開発を通じたコスト削減に的を当てている27。溶剤、吸収剤、膜プラットフォームも対象となる。 

パイロット規模で試験された先端のアミン系溶剤から、標準的な MEA 溶剤を上回る相当レベルの性能改

善が示されている。多くの技術プロバイダは、エネルギー損失の 大 25%の低減を実現してきた28。通常

の燃焼後吸着プロセスは、プロセスの再構成を通じて29、および/または発電所への効果的な排熱統合を

通じて30、さらに 適化できる。 

イオン液体や酵素改質溶剤など、複数の有望な新しい溶剤または混合溶剤は、様々な研究所とパイロッ

ト試験を通じて進展している。生体触媒系のプロセスは注目に値し、NCCC において 1,600 時間を超える

パイロット試験を完了している31。 

温度または圧力変動法を利用する溶剤系システムの複数の多様な概念も、パイロット段階に向けて発展

している。 大容量 1 MWe の数件の小規模パイロットシステムの試験が、Southern Company の Plant 

                                                        
27 Luebke, D、2014 年、変換技術: アプローチと成功 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
28英国 CCS Cost Reduction Task Force（コスト削減タスクフォース）、2013 年、英国における CCS のコスト削減のポテンシャル。 
29 Le Moullec, Y, Kanniche, M、2011 年、「高効率モノエタノールアミン（MEA）系燃焼後 CO2回収のためのフローチャート修正のスクリー

ニング」、International Journal of Greenhouse Gas Control、vol. 5、pp. 727-740。 
30 Wall, T、2014 年、石炭火力排ガスからの CO2除去効率改善のための排熱の溶剤プロセスとの統合: 2014 更新版 – 2014 NETL CO2

回収技術会議の議事録、2014 年 9 月 19 日閲覧。 
31 Black, S、2014 年、CO2回収のための新たな生体触媒系プロセルのフィールドパイロットの結果 - 炭素回収、利用&貯留についての第
13 回年次総会、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
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Miller と NCCC 施設で予定されている32,33,34。 

燃焼後システムの膜ベースの回収は、排ガスの CO2 濃度が比較的低く、膜分離の駆動力が小さいという

理由で、重大な課題に直面している。しかし多段階システムまたはハイブリッドと統合システムの膜用途

は、期待感を高め、活発に研究されている35。NCCC で容量 1 MWe の多段膜システムの試験が実施さ

れている36。 

カルシウムルーピングは、小規模パイロット（ 大容量 2 MWth 前後）で試験が実施され、さらに大規模な

検証が実施できる段階にある37,38。極低温 CO2 分離は、実際の排ガス試験向けに、 新の 大容量 50 
kWe 相当のモバイルユニットで開発が行われている39。 

 

燃焼前 

第一世代の燃焼前技術の改良は、主に物理および化学吸収吸着剤、および両者の混合剤の性能の改善

に焦点があてられている。 

開発中の複数の新しい技術には、パイロット試験に向け進行中の炭酸アンモニウム重炭酸アンモニウム

プロセス40、また石炭ガス化と CO2回収を単一のシステムを連結し、容量 200 kWth41前後のユニットを使

った小規模試験が実施されている吸着増強改質（SER）プロセスが挙げられる。 

もう一つのプロセス、吸着増強水ガスシフト反応炉（SEWGS）は、水性ガスシフト反応への回収プロセス

の統合に的を絞っている。構成要素の数を減らし、プロセス全体の蒸気消費量を 小化することで、コスト

を削減することを目的としている42。小規模パイロットシステムの試験が実施され、この技術の大規模な検

証が実施できる段階にある43。 

また燃焼前技術のための膜および固体吸着剤が、燃焼後技術に適用されたものと似ているが高温と処理

ガス組成に合わせて個別に適合された概念と材料を使って開発されている。例えば、メソ多孔性炭素系吸

着剤の回収システムが、NCCCの 0.1 MWeのスリップストリームで試験される予定である44。極低温CO2

                                                        
32 Sjostrom, S, Denney, J、2014 年、CO2回収のレトロフィット技術としての固体吸着剤の評価 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事
録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
33 Krishnan, G（SRI International）、2014 年、燃焼後炭素回収のための改質炭素溶剤系プロセスのパイロット規模評価 – 2014 NETL 
CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
34 Elliott, J、2014 年、吸着剤系燃焼後 CO2後流試験 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
35 Belaissaoui, B, Favre, E、2013 年、燃焼後二酸化炭素回収の膜分離プロセス: State of the Art（ 新技術）と重要な概要 - 石油&ガス
の科学と技術 – Rev. IFP Energies nouvelles、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
36 Amo,K, H, Z, Huang, I, Kaschemekat, J, Merkel, T, Pande, S, Wei, X, White, S, Seshadri, P, Farzan, H、2014 年、燃焼後 CO2回
収の膜システムのパイロット試験 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
37 Arias,B, Diego, ME, Abanades, JC, Lorenzo, M, Diaz,L, Martínez,D, Alvarez,J & Sánchez-Biezma, A、2013 年、1.7 MWth カルシ
ウムルーピングパイロットでの定常 CO2回収の実証 – International Journal of Greenhouse Gas Control、vol. 18、pp.237～245。 
38 Chou, YC、2013 年、カルシウムルーピングプロセスの実験と 1.9 MWth パイロットプラント実証 – 2013 台湾 CCS フォーラムの議事録、

Industrial Technology Research Institute（工業技術研究院）。 
39 Sustainable Energy Solutions LLC 2014、極低温炭素回収、SES、米ユタ州。 
40米国 DOE/NETL、2013 年、先端の二酸化炭素回収 R&D プログラム: 技術の更新、別表 B。 
41 Hawthorne, C, Poboss, N, Dieter, H, Gredinger, A, Zieba, M & Scheffknecht, G、2012 年、吸着増強改質 200 kWth デュアル流動床
パイロットプラントガス化装置の運用と結果 – Biomass Conversion and Biorefinery、vol. 2、no. 3、pp.212～227。 
42 Beavis, R, Forsyth, J, Roberts, E ら、2013 年、CCS 併設 IGCC の効率性改善のための階段的変化サワーシフトプロセス – Energy 
Procedia、vol. 37、pp. 2256～2264。 
43 Jansen, D, Van Selow, E, Cobden, P ら、2013 年、SEWGS 技術のスケールアップの準備完了! – Energy Procedia、vol. 37、pp. 
2265～2273。 
44 Alptekin, G、2014 年、高効率燃焼後吸着ベース炭素回収システムのパイロット試験 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツ

バーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
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分離技術は、燃焼前用途の開発のかなり早期の段階に留まっている。 

燃焼前技術のほとんどは、固体燃料に適用される。燃焼前技術は天然ガスで適用できるが、メタン改質装

置を追加するための投資コスト増により、石炭に比べると需要は少ない。 
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酸素燃焼 

完全な酸素燃焼システムは、オーストラリアの Callide パイロットプロジェクトにおいて、30 Mwe 規模で導

入され、運用されている。中国の華中科技大学は、2014 年、湖北省で 35 MWth のパイロットプラントの試

運転を予定している。大規模酸素燃焼実証が検討の進んだ計画段階にあり、これには米国の FutureGen 
2.0 Project と、英国の White Rose CCS Project が含まれる。 

酸素燃焼では、複数の構成要素の追加、また空気燃焼ボイラー設備を基準としたプラント構成への変更

が行われるため、追加プロセスの統合と 適化の考察が必要となる。先端の酸素燃焼は以下を目的とす

る。 

 Air Separation Unit（ASU: 空気分離装置）または酸素発生装置のコストおよび出力負荷の削減 

 CO2リサイクル量の抑制 

 CO2浄化装置（CPU）の 適化 

これらの進歩は、今後 5～10 年間に配備される予定の大規模プロジェクトにおけるコスト削減の可能性を

示している。 

酸素分離の輸送膜は、極低温分離と比較して一層のコスト削減の可能性をもたらすが、まだ開発の早期

の段階にある。加圧酸素燃焼は石炭と廃燃料で小規模に試験されており、性能効率の改善、装置の小型

化、従来の大気圧ボイラーを基準とした CO2 圧縮電力の削減を含む複数の優位性を実証している45。化

学ルーピング燃焼（CLC）は、スチームボイラーの総合的な再設計を体現しているという点で非常に革新

的であり、将来の発電所のための重要な利点を内包している。 大 140 kWth の複数の小規模ユニットの

試験が実施され46、Alstom Power Group は、3 MWth の石灰化学ルーピング燃焼システム使用した、40
時間を超えるオートサーマル運転を実施したところである47。 

 

CO2圧縮 

CO2 圧縮は CO2 回収システムで要求されるエネルギーの多大な部分を占めるため、コンプレッサーに関

連したコストおよび所内エネルギーの削減を中心とした作業となる。例えば、既存の産業用途の CO2 コン

プレッサーの大半は、一軸式、多段式、中間冷却構成に構築されている。新しい 新式のコンプレッサー

の設計では、効率性を高めるため増速機内蔵型の構成を用いている48。試験が実施されている革新的概

念のひとつに、Ramgen/Dresser Rand 設計などの超音波衝撃波の原理に基づく圧縮があり、圧縮率の

改善、性能の改善、省スペースといった利点を利用できる。このアプローチは、設備コストと運用コストの

削減のポテンシャルがある49。 

                                                        
45 Hong, J, Field, R, Gazzino, M & Ghoniem, AF、2010 年、加圧酸素燃料燃焼発電の動作圧の依存 – Energy、vol. 35、no. 12、pp. 
5391～5399。 
46 Boot-Handford, MW, Abanades, JC, Anthony, EJ、2014 年、炭素回収貯留の更新 – Energy & Environmental Science、vol. 7、no. 
1、pp. 130～189。 
47 Chiu, J、2014 年、Alstom の化学ルーピング技術計画の更新 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月

1 日閲覧。 
48 Beaty PJ, Eisele, K, Maceyka, TD & Schwarz, C、2000 年、増速機内蔵型 API 617 プロセスガスコンプレッサー - 第 29 回ターボ機械
シンポジウムの議事録、pp. 239～246。 
49 Koopman, A、2013 年、Ramgen 超音波衝撃波、Ramgen 超音波衝撃波圧縮技術 – 2013 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツ

バーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 



 

 
 118 

柔軟な回収システム 

回収システムで重要性が高まっている機能の一つに、CCS 技術の採用を可能にする発電所の設計の柔

軟性が挙げられる。エネルギー市場では再生エネルギーの普及が高まっているが、これに関連した断続

的な問題には複数の低炭素エネルギーオプションで対応できる。CCS システムを持つ化石燃料発電所は、

負荷の変化に適合機能のあるシステムを設計することでニーズに対応することができる。 

柔軟な回収システムを発電ユニットに組み込むことの効果は発電技術に依存する。燃焼後溶剤系の回収

に考慮されるオプションは、リーン溶剤とリッチ溶剤の緩衝スペースを確保するシステムの設計である50。

これにより、プラント側で負荷の変化が起こる間にも、CO2輸送システムの定常稼働を維持することができ

る。 近の定量的調査から、複雑さが増加し、設備コストが増加するというトレードオフがあるものの、この

ようなシステムが運用コストを低減する可能性が示されている51。IGCC プラントは一般に、運行が一定し

ている時、すなわち 適な負荷のガス化装置で効率的に動作するときに も性能が高い。従って、柔軟性

が重要な要件となる場合は、 も適切なオプションとならない場合がある。 

酸素燃焼では、急激な負荷の変動は ASU と CPU の迅速な反応が必要となる。ASU 自体は電力需要の

低い間は剰余的酸素を生産し、高需要期間に再利用できるように保存するため、緩衝システムとして使用

できる。このような興味深い概念があるため、将来の発電回収システムの進歩により、さらなる調査を必

要とするかもしれない。 

 

シミュレーションツールの開発 

実際の物理的試験以外に、炭素回収貯留の進歩をサポートし、誘導するためのシミュレーションツールが

開発されている。米国 DOE の国立エネルギー技術研究所（NETL）は、回収産業向けの先端のシミュレー

ションツールの開発を推進するために、Carbon Capture Simulation Initiative（CCSI: 炭素回収シミュレ

ーションイニシアチブ）を設立した。このようなシミュレータは、CCS プロジェクト事業者が不確実性を正しく

特定し、リスクを分析し、意思決定を進めるのを支援する52。Process System Enterprise の gCCS53は、

CCS チェーン全体を定常モードと動的モードでシミュレーションするために 近開発されたモデリングツー

ルの例である。 

 

ハイブリッド回収技術 

分離技術の各種組み合わせが炭素回収に適用できるかもしれない。溶剤吸収、吸着剤吸収、膜、極低温、

その他の分離技術は全て長所と短所がある。CO2 濃度が高い場合に効果を上げる技術がある一方で、

濃度が低い CO2 の処理がしやすい技術がある。従って、用途に応じて、正しく統合され 適化されたハイ

ブリッド回収システムが、均一なユニットよりもエネルギー効率を高め、コストを削減できることが実証でき

るかもしれない。米国 DOE はこのようなオプションを、2013 年 11 月に同省が発表した炭素回収イノベー

                                                        
50 Chalmers, H, Gibbins, J、2007 年、二酸化炭素の燃焼後回収が超臨界粉炭石炭火力発電の部分負荷性能に及ぼす影響の初回評価 
– Fuel、vol. 86、no. 4、pp. 2109～2113。 
51 Arce, A, Dowell, NM, Shah, N, Vega, LF、2012 年、先端の制御技術を使用する CO2回収プロセスのための溶剤再生システムの柔軟
な運用: 運用コストの 大限の抑制に向けて – International Journal of Greenhouse Gas Control、vol. 11、pp. 236～250。 
52 National Energy Technology Laboratory（米国国立エネルギー技術研究所）、2014 年、炭素回収シミュレーションイニシアチブ、NETL、
ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
53 グローバル CCS インスティテュート、2013 年、The Global Status of CCS: 2013、メルボルン、オーストラリア 
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ションの財政的支援に盛り込んでいる。ここでは複数のハイブリッド技術開発プロジェクトが対象となる54。 

燃焼後炭素回収の場合、調査されているハイブリッド概念には膜の導入も含まれる。多くの溶剤系の構成

の中で、前処理段階として膜を使用し、排ガス内の CO2 を増加させ、 終的に排ガス流量を減らす構成

がある。CO2 濃度の上昇と流量の減少により、下流側溶剤ユニットのスペースが大幅に減少し、エネルギ

ーの損失も低くなる。しかし、現地の特性を考慮した 適化が必要になる構成もある。膜を追加するコスト

と、溶剤システムの小型化によるコスト削減との間で、工学的および経済的なトレードオフを行う必要があ

る55,56,57。 

もう一つのハイブリッドシステムの例（膜+溶剤）では、膜ユニットを使用してリッチ溶剤内の水を除去し、そ

の後で再生用の分離装置に送る。この構成は、溶剤再生中の水の気化による潜熱による有効なエネルギ

ー損失を減らす可能性がある58。 

代替ハイブリッドの別の組み合わせに、極低温ユニット内蔵の膜ユニットがある。この組み合わせは、（周

囲温度の膜+極低温）または（極低温+準周囲温度の膜）のいずれかになる。いずれの概念も、異なる規

模で試験が実施されている。周囲温度の膜のハイブリッドは、スイープガスとして空気を使用し、駆動力を

発生させるのに対し、放出 CO2 は元のボイラーにリサイクルされる59。準周囲温度の膜のハイブリッドは、

低温での膜ユニットの高い CO2/N2選択性能を活用する60。 

吸収、極低温、膜ユニットを使用するハイブリッドシステムについては報告書も入手できる61。このような組

み合わせにより、回収エネルギーの損失を減らすことができるが、装置のコスト増が合理的に予測される。 

 

統計から何が分るか? 

1990 年以降、炭素回収技術の世界的な開発について多くの調査が行われてきた。現在までの高レベル

の世界的調査作業は、過去の多くの刊行物と特許を活用してきた62。これらのデータによると、炭素回収

技術の R&D が 1990 年以降急激に増加したことを明確に示している（Figure 7.1）。2006-10 年の期間中

に発行された文献は、2001-05年中に発行された文献の2倍まで増加しているが、2001-05年の期間も、

その前の 5 年間の発行件数の 2 倍に増加している。またデータから、この 20 年間の炭素回収技術の研

究の進展がわかる。溶剤技術は当初は、吸着と膜技術よりも重視されていた。2000 年以降、R&D の世

界的な主眼は炭素回収の吸収と膜技術に移行し始めた。2008 年以降は、膜技術の刊行物が溶剤技術

の刊行物を上回った。その一つの要因として、膜プロセス用の新素材の合成に的を絞った R&D 作業の増

加がある。複数の技術の組み合わせであるハイブリッド技術も、この数年間で成長が加速している。

                                                        
54米国 DOE、2014 年、エネルギー省の革新的な炭素回収プロジェクトへの投資。2014 年 9 月 1 日閲覧。 
55米国国立エネルギー技術研究所、2014 年、ハイブリッド膜吸収 CO2回収プロセスのベンチ規模の開発、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
56 Okabe, K, Nakamura, M, Mano, H, Teramoto, M, & Yamada, K、2006 年、膜/吸収ハイブリッド方法による CO2分離 – Studies in 
Surface Science and Catalysis、vol. 159、pp. 409～412。 
57 Li, X, Remias, JE, Neatthery, JK & Liu, K、2011 年、燃焼後 CO2回収用途の可能性のための NF/RO ホージャシト膜アンモニア吸収溶
剤ハイブリッドシステム – Journal of Membrane Science、vol. 366、pp. 220～228。 
58 Li, X, Remias, JE, Liu, K、2010 年、既存の石炭火力発電所向けの溶剤/膜ハイブリッド燃焼後 CO2回収プロセス – 2010 NETL CO2回
収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
59 Amo,K, He, Z, Huang, I, Kaschemekat, J, Merkel, T, Pande, S, Wei, X, White, S, Seshadri, P & Farzan, H、2014 年、燃焼後 CO2

回収のための膜システムのパイロット試験 – 2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
60 Chaubey,T, Kulkarni,S, Hasse, D, Augustine, A & Ma,J、2014 年、実際の石炭火力発電所排ガスの低温膜動作による CO2回収 – 
2014 NETL CO2回収技術会議の議事録、ピッツバーグ、2014 年 9 月 1 日閲覧。 
61 Yuen Fong, JCL, Anderson, C, Hoadley, A、2013 年、ハイブリッド CO2浄化プロセスの 適化、CHEMECA、2013 年、2014 年 9 月 1
日閲覧。 
62 Goole Scholar では、特定の年度の炭素関連の刊行物と特許の合計数を検索するために、非常に多様な検索用語が使用された。 
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Figure 7.1 炭素回収 - 回収技術別の累積刊行物数 

  

ここで判明した傾向は、2013 年に発行された調査で判明した傾向に類似している63。すなわち回収関連

の特許申請件数は一定の率で増加しており、米国、中国、日本が炭素回収特許の交付数の上位 3カ国で

あることが分る。この調査では、炭素回収技術の開発ポートフォリオが適切なバランスを維持していること

が確認されている。つまり溶剤、吸着剤、膜の特許申請件数が同等の数ということである。2005 年以降、

特許申請の急激な増加が見られる。2011 年に発行された別の調査によると、膜ベースの炭素回収技術

開発の刊行物は 1991 年以降増加し続け、2005 年以降増加が加速した64。また、R&D の実績はイノベー

ションと商業界にプラスに影響することが調査から確認されている65。全般的に学界が刊行物の主要な供

給元であるが、炭素回収分野の特許申請を推進しているのは企業である66。 

 

7.6 

国際的な知識共有と協力が不可欠 
過去数十年間にわたり、回収技術の開発の前進に大量の資金が投資されているが、広域的な協力、協

業、知識共有が行われることでより早期に、より多くの技術が開発できるかもしれない。資源の調整と活用

の価値を認識する多くの技術開発者と研究者の間で、顕著な文化的シフトが起こっているように見られる

のは望ましい傾向である。 

International Test Centre Newtork（国際的試験センター・ネットワーク）、様々な地域/国内の CCS アライ

アンス、米中および英中共同プロジェクト、炭素隔離リーダーシップフォーラム（CSLF）、クリーン石炭技術

に関する豪中共同調整グループの設立は、先端の回収技術を発展させる世界的な勢いを維持するため

の協業的メカニズムの事例である。R&D における協業、協力、調整にも、早いペースで、また全体の開発

コストを低く抑えて、回収技術の開発を前進させる革新的な発想と概念を混ぜ合わせ、合成できるポテン

シャルがある。 

 

                                                        
63 Li, B, Duan, Y, Leubke, D, Morreale, B、2013 年、CO2回収技術の進化: 特許調査 – Applied Energy、vol. 102、pp. 1439～47。 
64 Sun, C, Zheng, X、2011 年、ガス分離膜技術を使用したガス混合からの二酸化炭素の分離の進捗 – China Science Paper Online、
2011 年。 
65 Van Prooijen,I、知識創出と商業化 R&D の実績の役割と R&D ネットワークの状況、修士論文（ユトレヒト大学）、2013 年 11 月。 
66 Rijnsoever, FJV, Prooijen, IV, Alphen, KV、2014 年、組織的学習を用いた三重らせん体のマイクロインセンティブの評価 – DRUID 協
会会議、2014 年、DRUID Society、コペンハーゲン、2014 年 9 月 1 日閲覧。 

溶剤 吸収 膜 
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この章のハイライト 

 CO2 パイプラインの技術は十分に確立されており、今後も CO2 輸送インフラの開発発注と建設は継続

すると思われる。 

 CO2 パイプラインおよび船舶は、天然ガスや石油の輸送で既に管理されている以上のリスクを伴わな

い。 

 現行の国内・国際標準および規約を補足するための国際標準が現在策定中である。 

 微調整を行う調査活動では、CO2 組成や分散モデリングにおけるバリエーション設計に焦点が置かれ

る。 

 船舶による大規模な CO2 輸送は、将来有望であり、この分野に関する研究は、継続中の R&D 活動の

重要な要素である。 

 今後 30～40 年に建設予定の CO2 輸送インフラ（2050 年までにエネルギー関連の CO2 排出量を半減

させるという IEA の 小コストルートと一致）の全長は、現存するインフラの約 100 倍と推定される。 

 複数の CO2 発生源と貯留層をつなぐ共有ハブによる効率的な輸送インフラの設計や開発を奨励するた

めのインセンティブが必要である。 

 

 
 
 

8.1 

CO2 輸送技術は十分に確立した技術である 
パイプライン、トラック、鉄道および船舶を利用した CO2 輸送は既に実用化されており、世界の多くの地域

で日常的に実施されている。パイプラインは CCS プロジェクトにおいて大量の CO2 を輸送する方法として

も一般的であり、今後もその傾向が続くとみられる。 

米国だけでも、陸上 CO2 パイプラインは 50 カ所を超え、全長は約 6,500km あり、主として EOR 目的の

ために約 68Mtpa の自然発生の CO2 が輸送されている。1970 年代前半に 初のパイプラインが設置さ

れて以降、これらのパイプラインは優れた安全実績で運用されてきた。米国で建築された 長の CO2パイ

プラインは、全長 800km、20Mtpa を超える容量を備えた Cortez パイプラインである。現在、唯一操業中

のオフショア CO2 パイプラインは、ノルウェーの Snøhvit CO2 貯留プロジェクト関連のパイプラインである。

このパイプラインの全長は 153km に及び、2008 年以降操業中である。 

世界の複数の地域、とりわけ陸上および沿岸での貯留が不可能な場所では、船舶を利用した輸送が有力

な代替策である。船舶による CO2 の輸送は、既に欧州では小規模に実施されていて、6 隻の船舶によっ

て食品加工用 CO2 が広範囲の局地発生源から沿岸の流通ターミナルに輸送されている。容積 10,000～

40,000 ㎥の大規模な CO2 の輸送については、ここ数十年で世界規模産業へと発展を遂げた液化石油ガ

ス（LPG）の輸送と非常に共通点が多いと思われる。 
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少量の CO2 の輸送は、産業および食品加工用の CO2 として、トラックや鉄道を利用して 40 年以上実施さ

れてきた。しかし、トラックや鉄道を利用したコストは、パイプラインと比較して 1 トンあたりの CO2 コストが

割高になるため、小規模なパイロットプロジェクトを除き、今後 CCS が展開していく上ではトラックや鉄道を

利用した輸送が重要な役割を果たす可能性は低いだろう。 

 

8.2 

CO2 輸送 － 現状および新たな展開 
 

米国における既存の CO2 パイプライン・ネットワークの拡大 

米国における既存の CO2 パイプライン・インフラの大部分は、コロラド州（McElmo Dome と Doe Canyon）

およびニューメキシコ州（Bravo Dome）の天然 CO2 発生源と、EOR に CO2 を利用するパーミアン盆地

（Permian Basin）をつなぐ目的で、1980 年代と 1990 年代に敷設された。後のミシシッピー州 Jackson 
Dome の天然 CO2 供給源の開発と、ワイオミング州 Shute Creek 天然ガス加工プラントの CO2 大量回

収によって、世紀の変わり目にメキシコ湾沿岸とロッキー山脈地帯における 2 つ目の CO2 パイプラインの

インフラ開発基盤がもたらされた1。 

より 近では、ロッキー山脈、メキシコ湾沿岸および内陸部において、主として産業用の新たな CO2 発生

源を EOR 用に開発および活用できるようにするため、新しい大容量の CO2 パイプラインが次々に開発発

注された。近年稼動し始めた主なパイプラインには、Denbury Resources が所有・運用するメキシコ湾沿

岸の Green パイプライン（2011 年）とロッキー山脈の Greencore パイプライン（2013 年）、Chapparal 
Energy が所有するカンザス州の Coffeyville - Burbank CO2 パイプラインなどがある。 

Appendix C に米国の主要な CO2 パイプラインの一覧を列挙する。 

米国エネルギー省（DOE）化石エネルギー局によると、CO2-EOR 操業による採油の増加は、2012 年の

一日あたり 282,000 バレルから、2020 年には一日あたり 615,000 バレルと、著しい増加が予想される。

この成長は、大規模な産業排出源から回収される CO2（自然に発生する CO2 を安価にアクセスするには

限界があるため）および既存の CO2 輸送インフラの拡大によるところが大きい2。 

米国の大規模 CCS プロジェクトの大部分は、既存の CO2 パイプライン・ネットワークを利用、あるいは利

用を前提としている（Table 8.1）。とは言うものの、専用の CO2 パイプラインを利用または利用を計画中の

CO2-EOR プロジェクトが、テキサス州、ミシシッピー州、カンザス州、オクラホマ州およびカリフォルニア州

に依然として複数存在する（同じように深部塩水層を貯留に使用するイリノイ州の 2 プロジェクトも該当）。

例えば、FutureGen Alliance は、2014 年初めにメレドシア・エネルギー・センターからモーガン郡東部の

地中貯留地域に至るパイプラインルート計画を提案した。提案された 45km のルートの大部分は、郊外の

人口密度の低い農業地を通過するが、パイプラインルート沿いに住む土地所有者との公聴会に対しては

多大な努力が払われてきた3。 

  

                                                        
1 Kuuskraa, V., Wallace, M、2014 年、新たな CO2 供給源の台頭に伴う CO2-EOR の発展、石油ガスジャーナル、第 112 巻、第 4 号 

2 DiPietro, P、2014 年、石油増進回収のための CO2 利用の近々の予測、US DOE/NETL-2014/1648 

3 FutureGen Alliance（2013 年）。FutureGen 2.0：よくある質問 － パイプライン ウェブサイト：http://www.futuregenalliance.org/wp-
content/uploads/2013/12/FutureGen-FAQ-Pipeline-Dec-2013.pdf 



 

 
125  

Table 8.1 米国のパイプラインルートおよび大規模 CCS プロジェクト* 

CO2-EOR 地

区（州） 

プロジェクト名 プロジェクト

のライフサイ

クル段階 

回収容量

（CO2  

MTPA） 

輸送距離

（KM）** 

主要パイプライン名 オペレーター 

パーミアン盆

地（テキサス

州、ニューメキ

シコ州） 

バルベルデ・天然ガス・プ

ラント 

操業 1.3 356 Canyon Reef 

Carriers 

Kinder Morgan 

テキサス・クリーンエネル

ギー・プロジェクト 

精査 2.7 不明 Central Basin を含む

複数 

Kinder Morgan 

センチュリー・プラント 操業 8.4 >255 Bravo、Sheep 

Mountain、ESTE を含

む複数 

Kinder Morgan、

Oxy Permian 

メキシコ湾沿

岸（ミシシッピ

ー州、テキサ

ス州） 

エアー・プロダクツ SMR 

EOR プロジェクト 

操業 1.0 158 Green Denbury 

インディアナ・ガス化 評価 5.5 >700 Delta Denbury 

ミシシッピ・クリーン・エネ

ルギー・プロジェクト 

評価 4.0 不明 Free State Denbury 

ロッキー山脈

（ワイオミング

州、モンタナ

州）  

ロスト・キャビン・ガスプラ

ント 

操業 0.9 374 Greencore Denbury 

シュート・クリーク・ガス加

工施設 

操業 7.0 >400 Powder River Basin を

含む複数 

Anadarko、

ExxonMobil 

メディスン・ボウ CLT 施設 精査 2.5 不明 Greencore Denbury 

クィンタナ・サウス・ハート・

プロジェクト 

評価 2.1 不明 Greencore Denbury 

ライリー・リッジガス・プラン

ト 

評価 2.5 不明 Greencore Denbury 

専用ライン（州） 

テキサス州 ペトラ・ノヴァ・CO2 回収プ

ロジェクト 

建設 1.4 132 不明 TVC 

ミシシッピー州 ケンパー郡エネルギー施

設 

建設 3.0 98 Plant gate-Heidelberg Mississippi Power 

カンザス州 コーヒーヴィル・ガス化プラ

ント 

操業 1.0 110 Coffeyville-Burbank Chaparral Energy 

オクラホマ州 エニッド・ファーティライザ

ー・CO2-EOR プロジェクト 

操業 0.7 225 Enid-Purdy Merit Energy 

イリノイ州 イリノイ工業 CCS プロジェ

クト 

建設 1.0 1.6 不明 ADM 

イリノイ州 FutureGen 2.0 プロジェク

ト 

精査 1.1 45 不明 FutureGen 

Alliance 

カリフォルニア

州 

水素エネルギー・カリフォ

ルニア・プロジェクト 

精査 2.7 5 不明 SCS Energy 

* パーミアン盆地、ロッキー山脈およびメキシコ湾沿岸における既存の CO2-EOR パイプライン・インフラ（主として CO2 ライン）を利用また

は利用を計画中の米国の大規模 CCS プロジェクト概略、および、回収施設と CO2 圧入サイトを結ぶ「専用ライン」の利用または開発を計

画中の CCS プロジェクト。 

** 輸送距離には、CO2 回収施設と主要ラインとの交差点までの距離に、圧入施設に到着する前に主要ラインを通じて輸送される CO2 の

想定距離を足した長さが含まれる。 

*** 主要な CO2 パイプラインの情報が特定されないので、本 Table にはサルガス・テキサス・ポイント・コンフォートプロジェクトは含めてい

ない。 
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カナダで建設中の CO2 パイプライン 

カナダでは、全長 240km の Alberta Carbon Trunk Line（ACTL）向け設備の調達が開始された。フル操

業で、ACTL は 大 14.6Mtpa の CO2 を圧縮および輸送することができる。アルバータ中央部の成熟油

田で実施されている EOR に利用するための当初の CO2 排出源として、Agrium 化学肥料プラントおよび

North West Sturgeon 精油所が予定されている。 

またアルバータでは、2013 年後半に Quest プロジェクト用のパイプライン建設が始まった。プロジェクトで

は、Scotford Upgrader から施設の北部に位置する圧入地に CO2 を輸送する全長 64km の専用パイプラ

ンの 終ルート決定に向け、土地所有者の意見を求めた。 

サスカチュワン州の近隣の州では、Cenovus 社が、エステバン近郊の SaskPower 社の Boundary Dam
プロジェクト地から Weyburn 精油設備に CO2 を輸送する全長 66km の Rafferty パイプラインの建設を完

了した。この Boundary Dam から回収される CO2 により、ノースダコタ州（米国）・べウラのグレート・プレ

ーンズ石炭ガス化（複合）プラントから Cenovus 社が現在供給している約 3Mtpa の CO2（米国とカナダの

国境を横切る全長 329km の専用 CO2 パイプラインを利用している）を補完することになる。 

 

欧州で計画されているオフショアパイプライン 

欧州では、Snøhvit CO2 貯留プロジェクト（ノルウェー）の一環として 2008 年にパイプラインが建設された

のを 後に、新しい CO2 パイプラインは建設されていない。このオフショアパイプラインの距離は、ノルウ

ェー北部の Hammerfest 近郊の LNG 施設とバレンツ海海底の Snøhvit ガス田をつなぐ約 153km であ

る。現在、欧州では 4 基のオフショア CO2 パイプラインが提案されており、そのうち 3 基は英国である。 

2014 年 3 月、National Grid Carbon 社は、共用パイプラインの設計およびルート決定のために、4 回に

わたり一般市民向け公聴会を実施した（Figure 8.1 参照）。パイプラインは、75km の陸上部分と 90km の

海底部分で構成される。ドラックスの White Rose CCS プロジェクトとステインフォース近郊の Don Valley
発電プロジェクトは、発電所の近くに建設予定の接合部を通じて、このラインに接続する計画である。「ヨー

クシャー・ハンバーCCS 国境横断パイプライン」は許容量に余剰をとって建設される予定であり、後の段

階でその他の産業用 CO2 発生源との連結が可能になる見込みである4。 

  

                                                        
4 NGC（National Grid Carbon）、2014 年、ヨークシャー・ハンバーCCS プロジェクト 
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Figure 8.1 英国のヨークシャー・ハンバーCCS 国境横断パイプラインの提案ルート 

 

出典：National Grid Carbon、2014 年、ヨークシャー・ハンバーCCS プロジェクト 

 

また、National Grid Carbon 社はキャプテン・クリーンエネルギー・プロジェクトにも関わっている。このプロ

ジェクトは、スコットランド中央部のグレーンジマウス港に建設予定である新しい石炭ガス化複合発電

（IGCC）発電所から、スコットランド北東部に位置するセント・ファーガス・ターミナルに程近い新しい圧縮

基地に CO2 を供給するために、既存の地下高圧天然ガス輸送パイプライン（「フィーダー10 パイプライン」）

の再利用を計画している。圧縮された CO2 は既存の（閉鎖中）天然ガス輸送パイプラインを利用して輸送

され、さらにスコットランド沖の北海に位置する枯渇ガス田の沖合塩水層に CO2 を供給するために新しく

設計し直される。 

ピーターヘッド CCS プロジェクトでは、100km 沖合の枯渇したゴールデンアイ・ガス貯留層に、ピーターヘ

ッド発電所で回収された CO2 を輸送することが計画されている。全長約 20km という比較的短距離の新規

専用パイプライン部分が、ピーターヘッド発電所と既存のゴールデンアイ・パイプラインを直接繋ぐために

建設され、セント・ファーガス・ターミナルからゴールデンアイ・プラットフォームまで開通する予定である。 

欧州本土では、既にオランダの ROAD プロジェクトにおいて、全長 25km のパイプラインの許認可が取得

された。計画中の ROAD パイプラインシステムは、Maasvlakte 発電所 3 号機（MPP3）サイトに設置され

た CO2 圧縮機の排出口を起点とする。回収された CO2 は、ロッテルダムの Yangtze 湾と Maasgeul 水路

を横断し 5km ほど陸路で輸送される。沿岸からは、パイプラインが北海の海底地下 1 メートルを通ってお

り、回収された CO2 はロッテルダム沿岸から約 20km 離れた場所に位置する枯渇ガス貯留層に輸送され

る5。 

ロッテルダム港の商業地区である Maasvlakte 区画内に位置する ROAD プロジェクトは、ロッテルダムの

CO2 回収ネットワーク実現の足がかりになる可能性がある。港の競争力を維持し、新規投資を惹き付ける

                                                        
5 2013 年、ROAD。フロー保証および制御原理：グローバル CCS インスティテュート用の特別報告書。 

ブリドリントン

バームストン 

ホーンシー 

ドライフェルド

マーケット・ウェイトン

セルビー 

グール 
ハル 

ドンカスター 

ヨーク 
地中貯留サイト* 

記号： 

陸上パイプラインルート（75km） 

海底パイプラインルート（90km） 

今後可能性のあるパイプライン接続 

接合部 

ブロック・バルブ 

ポンプ場 

White Rose CCS プロジェクト（提案中） 

Don Valley 発電プロジェクト（提案中） 

* 別名、サイト 5.42 としても知られる。 

欧州連合「回復のための欧州エネルギープログラム」による協調出資 
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ためには、そのような CO2 輸送インフラがおそらく重要になると思われる6。 

 

中東の新しい CO2 パイプライン 

アブダビでは、全長 45km のパイプラインによって、エミレーツ鉄鋼プラントから Rumaitha 油田まで CO2

が輸送され、EOR に利用される予定である。サウジアラビア王国では、全長 70km のパイプラインを利用

して、Hawiyah 天然液化ガス（NGL）プラントから、広大な Ghawar 油田にある Uthmaniyah 生産ユニット

の圧入サイトまで CO2 が輸送される予定である。 

 

アジアのパイプライン計画 

今までのところアジアでは大型パイプラインは一基も建設されていない。中国で も進んだ CCS プロジェ

クトは EOR 関連プロジェクトであり、2 つのプロジェクトが Shengli 油田への CO2 輸送を目指している。 

1. これらの 2 つのプロジェクトのうち 初のプロジェクトは、 初は畄博市（山東省）のシノペック（中国

石油化工）Qilu 石油化学施設から勝利油田の Chunliang／Zhenglizhuang 生産ユニットまで、

0.35Mtpa の CO2 の輸送を計画している。この全長 75km のパイプラインは、運搬能力（throuhput）
大 0.5Mtpa まで対応可能な拡張計画を前提に設計される。 

2. もう 1 つのプロジェクトは、シノペック（中国石油化工）勝利発電所から回収された CO2 を勝利油田の

Xianhe および Chunliang 生産ユニットまで輸送する全長 80km のパイプラインに関わるものとなる。 

2 基の coal-to-chemicals（石炭化学物質化）プラントを含む、陝西省の統合 CCS デモンストレーションプ

ロジェクトでは、ガス化施設から中国中央部・オルドス盆地にある延長油田の Jingbian および Wuqi 生産

ユニットまでのパイプライン・インフラ建設を精査中である。パイプラインが稼動するまでの間、トラックによ

って少量の CO2 が Jingbian 生産ユニットまで輸送されている（しかし容量が増えると、この方法は経済的

ではない）。 

新規のパイプライン（全長約 35km）が稼動する可能性のあるもう一つのプロジェクトは、吉林省のペトロチ

ャイナ（中国石油天然気）吉林油田 EOR プロジェクト（フェーズ 2）である。 

数は少ないがいくつかのアジアにおけるプロジェクトでは、船舶による CO2 のオフショア貯留場所への輸

送を評価中であり、その中には韓国電力公社が調査中の韓国の 2 つの CCS プロジェクトが含まれる。日

本の千代田化工建設は、東京大学と連携し、船舶による CO2 輸送に関する研究開発調査をさらに進めて

いるところである。この調査では、それぞれ容量 3,000 トンのシャトルシップを利用して、200km から

1,600km までの範囲に位置するオフショア貯留施設への CO2 輸送が前提とされている。船舶による CO2

輸送は技術的に十分可能であり、経済的な実現可能性は、CO2発生源や貯留オプション、およびそのよう

なオプションにかなう代替的な輸送手段を含む、多数の不確定要素に左右されることが調査で明らかにな

った7。 

 

                                                        
6 2013 年、ロッテルダム気候イニシアチブ（RCI）。オランダにおける CCS ネットワークの輸送・貯留経済学、グローバル CCS インスティテュ

ートの依頼により作成。 

7 2013 年、千代田化工建設。船舶による CCS の CO2 輸送業者に関する予備実行可能性調査：日本の大陸棚以外の貯留サイト特定、グロ

ーバル CCS インスティテュートの依頼により作成。 
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オーストラリアにおける CO2 輸送ネットワーク開発 

オーストラリアでは、Gorgon CO2 圧入プロジェクトという CO2 回収・貯留量の点で世界 大規模の CCS
プロジェクトの一つが管理・運営されている。しかし、回収施設から圧入サイトまでの輸送距離は 7km と非

常に短く、ゆえに、ヴィクトリア州およびサウスオーストラリア州で計画されている CO2 ネットワーク・プロジ

ェクトの方が、輸送の観点から鑑みると、より興味深い。 

CarbonNet プロジェクトでは、大規模な CCS ネットワーク確立の可能性を調査中であり、ヴィクトリア州ラ・

トルーブ・ヴァレーに点在する複数の CO2 回収プロジェクトを統合し、共有パイプラインを利用して CO2 を

輸送し、同州ギプスランド地区のオフショア地下貯留層深部への圧入を検討している。 

サウスオーストラリア州のサウス・ウェスト・ハブでは、全長 80km のパイプラインを利用して、提案されて

いるコリー近郊の Perdaman 化学肥料プラントから、提案されているハーヴィー近郊の貯留場所まで、

大 2.5Mtpa の CO2 輸送に必要な輸送インフラを検討するための工学研究が実施された。当該地域で予

想される新規産業開発および／または既存産業における追加開発によって発生する CO2 を回収するた

めに、パイプライン・ネットワークはクイナナまで延長される可能性がある。 

CarbonNet およびサウス・ウェスト・ハブ・プロジェクトは、共にナショナル CO2 インフラストラクチャー・プロ

ジェクトを通じて、ジオサイエンス・オーストラリアの活動による支援を受けており、CO2 輸送のための国内

ウェブベースのパイプライン専用経路およびインフラ評価ツールの作成を目指している。とりわけ、このツ

ールを利用することにより、プロジェクトオペレーターや規制当局が潜在的な CO2 輸送ネットワークを分析

し、輸送上の障害や 善（実務的に）ルートを特定することが可能となり、CO2 回収地－貯留地間の 適

化が図られる、8。 

 

8.3 

CO2 輸送インフラの拡大 
回収・貯留コストが非常に重視される一方、CCS の大規模展開を実現するためには輸送インフラコストの

増大も同様に重大である。今後 30～40 年間（2050 年までにエネルギー関連の CO2 排出量を半減すると

いう IEA の 小コスト経路と一致）に建設予定の CO2 輸送インフラは、既存インフラの約 100 倍以上と見

込まれている。 

パイプライン距離、CO2 輸送量および対応するパイプ直径、人件費およびインフラの経済寿命などの要因

があるため、CO2 輸送コストはプロジェクトによって異なる。とはいえ、CCS コストを大幅に削減する方法

の一つは、それぞれ異なる CO2 生成プラントを所有する複数のオペレーター間で、一つの CO2 輸送・貯

留インフラを共有し、規模の経済を実現することである。 

この意味では、地域的な視点から（二地点間システムとは対照的に）CO2 輸送インフラを考慮することが

肝要である。複数の CO2 産業発生源と多数の枯渇油田を繋げる技術という点においては、米国のメイン

CO2 ライン・配送システムの開発により技術的成功が証明されている。 

米国以外では、アルバータ州ハートランド（カナダ）、ロッテルダム（オランダ）、CarbonNet およびサウス・

ウェスト・ハブ（オーストラリア）、ヨークシャー／ハンバー（英国）およびマスダール（アブダビ）を含むいくつ

かの共有 CO2 輸送ネットワークが建設中または提案中である。上記の地域には、何点かの共通点がある。

すなわち、 

                                                        
8 http://www.ga.gov.au/about/what-we-do/projects/energy/co2-infrastructure-project. 
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 実現可能な「基幹(anchor)」プロジェクト 

 高濃度の CO2 排出 

 共通の政策方針および規制上の枠組 

 入手可能な貯留量の潜在性の高さ 

などが挙げられる。将来必要となる可能性のある追加 CO2 輸送インフラの規模を考慮すると、複数の

CO2 発生源と貯留地を繋ぐ大規模な CO2 輸送ネットワークの計画・立案、設計および実施経験が、米国

以外でも必要である。その際政府は、将来的に大量の CO2 を処理するプロジェクトを見越した CCS パイ

プライン・ネットワーク・ソリューションのプロジェクトに対し、投資面での優遇措置を与えるという役割を果

たすことができる。 

 

8.4 

CO2 パイプラインの国際規格および標準 
パイプラインを利用した CO2 輸送は、何十年にもわたって実施されてきた。これらのパイプラインは、下記

に述べる国際的に採用された標準や実務ガイドラインに準拠し、卓越した安全記録に裏付けされて運用さ

れてきた。 

 米国機械工学会 － ASME B31.4 液状炭化水素およびその他の液体のパイプライン輸送システ

ム（2006 年） 

 カナダ規格協会 －CSA Z662 石油およびガスパイプラインシステム規格（2011 年） 

 AS 規格 － AS 2885：パイプライン － 液化石油ガス（2012 年） 

 英国規格／欧州規格 － BS EN 14161：石油および天然ガス産業 － パイプライン輸送システム

（2003 年） 

 英国規格 － BS PD 8010：2004 パイプライン規格および商業慣習 

 国際規格 － ISO13623 － 石油およびガス産業：パイプライン輸送システム（2009 年） 

 デット・ノルスケ・ベリタス － DNV OS-F101 － 海底パイプラインシステム（2007 年） 

 デット・ノルスケ・ベリタス － DNV-RP J 202 － CO2 パイプラインの設計および運用（2010 年） 

米国では、連邦規則集（149 条）（パイプラインを利用した有害液体の輸送）、およびそれに関連した米国

機械工学会（ASME）標準 B31.4 および B31.8 が、それぞれパイプラインを利用した液体および気体の輸

送に対応した主要な法体系である。しかし、主としてこれらの規則は、EOR 運用での使用かつ人口密度

の低い地域を経由して自然起源の CO2 を輸送するパイプラインシステムに適用される。 近改定された

カナダ（CSA Z662）やオーストラリア（AS 2885）の基準とは異なり、米国の規則は CCS システムの一環

としての CO2 輸送について特に言及しているわけではない。 

多くの欧州基準は、パイプラインによる CO2 輸送に適用されるが（石油学会・規格 IP6、BS EN 14161、

BS PD 8010 および DNV OS-F101）、このうちのいずれも、濃密相の液体9として高圧で輸送される人為

                                                        
9 「濃密相」とは、超臨界または液状の CO2 に対して使用される集合的な用語である。大部分の CCS プロジェクトでは、同じ質量流量のガス

相を輸送する場合、パイプラインの直径を大きくする必要があるため、経済的な理由から、濃密相での CO2 輸送の必要性が高まっている。 
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起源の CO2 について言及したり、あるいは CCS を背景とする CO2 輸送に言及しているわけではない。 

この省略は、標準化機関が見過ごしたわけではなく、今まで欧州では陸上での濃密相の CO2 輸送が実施

されなかったという事実を単に反映しているに過ぎない。したがって、欧州の標準化機関は、計画された大

規模 CCS プロジェクトの観点から既存の基準を再検討中である。そのため、世界の他地域の機関同様、

欧州の標準化機関も CO2 輸送の国際標準化の発展に関連した動向を引き続き注視している。 

 

CO2 パイプラインの ISO 基準 

国際標準の確立によって、規制当局および運用者の足並みを揃え、指導し、さらに CO2 パイプラインの設

計、建設および運用を改善できる可能性がある。2011 年 5 月、カナダ標準委員会（SCC）は、CCS のた

めの国際的な合意に達した基準の作成を目指し、ある提案を ISO に提出した。結果的に ISO は、CO2 輸

送を含む CCS システムの完全なライフサイクルを網羅するプログラム（ISO/TC 265）の遂行に同意した。

第 5 章（政策、法律、規制の進展）に、ISO/TC 265 の規定する体制および過程の概略について記載する。 

ドイツ主導で CO2 輸送に関する作業部会（ISO/TC 265、WG2「輸送」）が召集され、これにはオーストラリ

ア、米国、イタリア、英国、スペイン、フランス、ノルウェーおよび日本の CO2 輸送専門家が含まれる。これ

は、ISO/TC 265 に基づいて召集される 6 つの作業部会の 1 つである。2013 年 6 月に初めて CO2 輸送

に関する作業部会が開催され、パイプラインを利用した CO2 輸送の要件および推奨について規定する国

際標準の作成で合意をみた。 

また、「ISO 13623 － 石油およびガス産業：パイプライン輸送システム」など、パイプライン中の液体の

一般的な輸送に関し、既に存在する基準に既に含まれる情報を重複させないという点でも合意した。既存

のパイプライン基準に取り込まれている設計原則および運用原理の大部分が、CO2 パイプラインにも同様

に適用される点が強調された。したがって、パイプライン輸送システムに関するこの国際標準は、独立した

文書ではなく、その他の既存のパイプライン基準を補足するために作成されるものである。 

ここ 1 年の間に、ISO/TC 265 WG2 は、業界の推奨慣行（DNV-RP J 202「CO2 パイプラインの設計およ

び運用」10）を基準として使用した、パイプライン輸送システムに関する新しい国際標準の作業原案を作成

した。新しい基準は、下記のような問題を考慮するよう意図されている。 

 パイプラインシステムによって輸送される CO2 ストリームの組成および品質 

 パイプラインシステム内の CO2 ストリームの熱力学的作用 

 内壁の厚さ、腐食防止、バルブの設置など設計上特有な問題 

 CCS の文脈における CO2 輸送に特有な健康、安全および環境上の問題 

ISO 標準開発プロセスの次段階には、ISO/TC 265 の参加メンバー全員（その他の 5 つの作業部会のメ

ンバーを含む）による草案の推敲が含まれる。このいわゆる「委員会原案」の内容に関する合意に達した

後、国際標準原案が作成され、すべての ISO メンバー団体よりコメントを得るために翻訳される。これらの

注解が記載された後、国際標準 終案が ISO メンバーに配布され、採択が実施される。CO2 パイプライン

輸送に関する国際標準の現在の作業原案が 終原案に移行するまで、 低でも 2 年かかる。 終的に

承認されれば、政府に採用される、および／または商業契約の一部になることで、法的な強制力が備わる。 

                                                        
10 DNV-RP J 202 は、CO2 のオフショア輸送に関する DNV-OS-F101 規約の改訂を試みる共同産業プロジェクト「CO2 パイプライン輸送・フ

ェーズ 1」の第 1 フェーズの成果である。 
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8.5 

CO2 輸送技術の進展 
現行の CO2 パイプライン・インフラは、経験を蓄積し、設計方法を証明し、また規則や規制を確立した結果

達成した、卓越した安全性と性能記録を誇る。とはいえ、大規模 CCS プロジェクトを支援するため、この知

識ベースに基づき、パイプラインの完全性や管理に関するノウハウを増やし、適切なパイプライン基準に

意見や情報を反映させる努力が、世界中で行われている。 

Appendix D に、主要な共同 CO2 輸送研究開発プログラムの概要に関する詳細を記す。これらの研究開

発構想の多くは 2014 年に完了した。上述のプログラムに含まれる主な研究開発分野には、以下が含ま

れる。 

 システム力学および運用体制 

 CO2 ストリーム組成 

 散布モデリング 

 

システム力学および運用体制 

システム力学に関しては、CO2 パイプラインには異なる運用モードがあり、2 つの側面から考慮する必要

がある。CO2 圧入施設は、一定の流量で CO2 を輸送する必要がある一方、発電所の CO2 回収ユニットは

時折循環（周期性）ベースで運用する場合がある。フロー、圧力および温度などの貯留構成要件によって、

下流条件が決定する。一方、排出企業によって、流動率、傾斜率、温度、圧力および組成に関する一連の

上流条件が規定される11。CO2 輸送インフラの設計には、貯留および回収施設の両方の条件を考慮（およ

び、 適化）する必要がある。特に、複数の CO2 発生源とシンクを繋ぐ CO2 輸送ネットワークを考慮する

際は、尚更である。 

2013 年、グローバル CCS インスティテュートは、安定・停止・稼動の各条件下における、統合 CCS プロ

ジェクトの CO2 流動システムに関する知見を得ることを目指し、流量保証調査（FAS）を実施した。この調

査は ROAD プロジェクトにおいて実施されたものであり（超）低圧の貯留層を 300bar の終圧で満たすこと

は可能であるが、CCS システムの物理構成によって定まるパラメーター範囲内における、すべての熱力

学要素上の CO2 ストリーム動向に関する調査が必要である12。 

 

CO2 ストリーム組成 

パイプライン設計では、CO2 ストリームの物性に関する不純物または副産物（メタン、水、窒素および水素

など）、とりわけ流量保証、腐食および亀裂制御に影響を及ぼすこれらの特性の影響を考慮に入れること

が重要である。炭酸によって、多くのパイプラインは腐食の影響を受けやすくなるため、制御上 も重要な

要素の一つは、パイプラインに浸入する CO2 ストリームの含水率である（CO2 は水と反応して、炭酸にな

るため）。加えて、硫化水素（H2S）や窒素・硫黄酸化物（NOx および SOx）のような他の余分な「酸性ガス」

                                                        
11 Watt, J、2010 年。米国から学んだ教訓：CO2 パイプラインの経験、オーストラリアン・パイプラナー、2010 年 10 月 

12 ROAD、同書 
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が回収プロセスで発生するため、パイプライン設計時にそれを考慮する必要がある13。 

CO2混合物の組成は、パイプラインの破損時（例、腐食または機械的損傷の結果として）に CO2の減圧作

用に影響を与える可能性がある。減圧中の濃密相 CO2 の特質により、漏出から破損を招き、連続的な破

裂拡張に繋がりかねないため、この点は重要である14。 

この現象は目新しいものではなく、現行の CO2 パイプラインは、規則的に間隔を置いたクラックアレスター

および／または超高靭性の鉄鋼パイプを使用することで、細長い破裂拡張を防止するような造りになって

いる。しかしながら、そのような不純物を含む CO2 混合物による減圧作用に関し理解を深めることは有益

である。その事により、精度の高い破損防止設計ツールを創出できる。 

 

散布モデリング 

CO2 漏出の影響および危険は、天然ガスパイプラインとは事情が異なる。ガスパイプラインの故障に関す

る現在の研究によると、CO2 パイプライン事故による影響は、天然ガスパイプラインに比べると、それほど

深刻ではないだろうと指摘される15。とはいえ、制御下にある大量の CO2 の漏出や散布に関するデータに

は限りがある。したがって、現在進行している複数の研究開発プログラムの一環であるフルスケールの

CO2 漏出試験は、貴重なデータをもたらし、既存の CO2 漏出および散布モデルの検証や改善に役立つと

予想される。実用的かつ安全な CO2 パイプライン設計には、セーフティケースおよびルート定義に向けた

早い段階での精密なモデリングが肝要である。 

 

8.6 

将来の展望 
様々な手段を利用した CO2 輸送が世界中のあらゆる地域で日常的に行われている。CO2 輸送の新しい

インフラが、引き続き認可され、建設されている。それにも関わらず、大規模な CCS 展開の支援に必要と

される CO2 輸送インフラの投資規模は無視できないほど大きいと予想される。そのような投資を実現し、

新しい CO2 輸送インフラを開発するために、引き続き注視しなければならないいくつかの重要な分野があ

り、それには次のようなものが含まれる。 

1. 業界のベストプラクティス・ガイドラインや国際標準を通じたパイプライン設計、建設および運用実績

のグローバル規模での共有 

2. 大規模な CO2 輸送概念のさらなる研究開発および実証 

3. 複数の CO2 発生源およびシンクを繋ぐ共有ハブ機会を通じた輸送インフラの効率的な設計および開

発を奨励するインセンティブ 

 

                                                        
13 Mohitpour, M., Seevan, P., Botros, K., Rothwell, B., Ennis, C、2012 年。不純物を含む CO2 のパイプライン輸送、ASME プレス、ニュ

ーヨーク、米国 

14 Spinelli, C.M., Demofonti, G、2011 年。CO2 回収貯留目的による人為起源の CO2 輸送が直面する技術的課題、第 6 回パイプライン技

術会議、2011 年 

15 McGillivray, A., Wilday, J、2009 年。CO2 および天然ガスパイプラインに起因するリスク比較、国際衛生安全センター、英国 
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この章のハイライト 

 世界的な CCS 展開の一環としての商業的な CO2 地中貯留の履行を妨げる技術上の障壁は存在しな

い。 

 関連の産業における何十年にわたる経験から得た揺るぎないリスク管理の原則に基づいて、安定した

地中貯留サイトの選定、特性付け、運用および完了（閉鎖）が可能である。 

 パイロットおよび商業規模のプロジェクトで、多岐にわたる既存のモニタリング技術の展開に成功し、地

表下に圧入された CO2 の測定、監視および検証能力が実証されてきた。 

 商業規模のプロジェクトや研究開発プログラムを経て習得した経験や技能によって、CO2 地中貯留の

国際標準に現在統合されている一連のベストプラクティス関連文書に、知識や情報が付け加えられた。 

 現在実施されている研究開発活動を通じて、地表下に圧入された CO2 の監視および定量化技術は引

き続き向上している。 

 

 
 
 

9.1 

安定した地中貯留リソースの開発 
今日では、業界が採用している CO2貯留に関して確立されたリスク管理慣行によって、信頼性の高いフル

スケールの CCS 展開が可能となっている。産業界のオペレーターによる過去 20 年以上の大きな進展に

よって、CO2 回収コストを軽減し、CO2 貯留に関連した現実的および想定上のリスクを最小限に抑えてい

る。 

現在、石油増進回収（EOR）または純粋な CO2 貯留に向けた 150 カ所を超えるサイトで地中への CO2 圧

入が実施されている。これらのサイトの大部分は EOR であり、40 年以上前に米国で始まった。最初の純

粋な CO2 地中貯留プロジェクトは、1996 年にノルウェーの Sleipner オフショアガス田近郊で始まった。ま

た、季節周期的および戦略的な保存用天然ガスの地下貯留は CO2 貯留といくつかの共通点があり、CO2

貯留サイトのリスク管理について周知できるだけの長い実績を誇る。 

世界各地の CO2 貯留プロジェクトは、リスク管理および不確実要素に関するベストプラクティスの導入に

よって、石油やガス開発事業から得られる広範囲に及ぶ経験の恩恵を受けている。本章では、CO2 貯留

用に確立された、安定したリスク管理プロセスについて例証する。 

CO2 貯留の主要なリスク管理アプローチとしては、最適な地質上の特徴を備えたサイトを選出することで

将来の漏出の可能性を最小限に抑え、貯留層と接触するすべての坑井孔の十分な完全性を維持するこ

とである。 

モニタリングシステムは、リスク管理計画の不可欠な要素であり、下記のフェーズに適用される。 

 基準条件の定義によるサイト選定フェーズ 
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 圧入中の測量、シグナルの解釈および考察に基づく順方向モデリングによる運用フェーズ 

 CO2 が地中に停留していることを確認するために、サイトを監視する際の閉鎖フェーズ 

CO2 圧入活動に基づいたベストプラクティス・ガイドライン文書の作成を目指し、業界、学会、研究機関お

よび投資家で構成される CCS コミュニティが多数の異なるフォーラムに集った。パイロット、実証および大

規模な圧入から学んだ教訓は、文書化され、利害関係者が閲覧できるように公開されている。政府および

研究機関による研究開発への投資によって、貯留のメカニズム、CO2 プルームの挙動および移動経路に

対する理解が深まった。実証サイトでの CCS 技術の適用は、圧入された CO2 を効率的に追跡するため

の設計、プリューム／貯留層のモデリング容量およびモニタリング技術を飛躍的に向上させた。 

さらに、DOE/NETL（米国エネルギー省・国立エネルギー技術研究所）地域炭素貯留パートナーシップや

EU CCS 実証プロジェクトネットワークなどの共同プログラムによって、世界展開を推進するために、知識

共有を促進し、改善された CO2 圧入慣例から学んだ教訓をプロジェクトに活かせるようにしている。 

本章では、今まで確立されてきたゆるぎなく信頼性の高い実績を維持したまま貯留活動を商業化するた

めに、この経験をどのように活かすべきかについて詳しく検討する。この目的を達成するために、 

 第 9.2 項では、リスク管理の原則を紹介し、これらの原則を CO2 の地下貯留にどのように適用すべ

きかについて説明する。 

 第 9.3 項では、なぜ CO2 サイトのモニタリングが、サイト選定から圧入期間終了後の段階にわたる

CO2 貯留プロジェクトの全ライフサイクルを通じたリスク管理の不可欠な要素であるのか例証する。

世界中で導入に成功してきた幅広いモニタリング技術を例証するために、既存のプロジェクト例を使

用する。 

 第 9.4 項では、主要な共通点および相違点に焦点を当て、確実で持続可能な CO2 圧入および貯留

のベストプラクティス・ガイドライン文書の概略について述べる。 

 最後に、第 9.5 項では、それぞれ異なるライフサイクルの段階で、前項で説明したリスク管理の原則

がどのように適用されてきたのかを例証する世界各地の CO2 貯留プロジェクトをいくつか取り上げ、

記述する。 

 

9.2 

リスク管理の原則 
注目すべき CO2 のリスクは、次の 2 つの疑問に集約される。 

1. 地中に圧入された後、CO2 はどこに向かうのか。 

2. 圧入された CO2 が、安全に貯留され続けているかどのように見極めるのか。 

リスク管理によって対処すべき CO2 貯留サイトの 2 つの主要な要件を具体的に表したこれらの 2 つの疑

問を本項で取り上げており、それぞれ「貯留能力」および「完全性」の見出しを付けた。 

リスク管理は、過度のリスクを冒すことなく、新しい機会が社会的に与えられるように支援する、幅広い産

業セクターの全域で長い間に確立した慣習である。CO2貯留プロジェクトにとって、リスク管理プロセスは、

サイト適格審査フェーズ中の早い段階に始まり、プロジェクトのライフサイクルを通じて関連する。 

リスク管理分野のベストプラクティスは、国際標準機構（ISO）文書 ISO-31000 に要約されており、リスク管

理の原則を CO2 貯留に適応する開始地点となる。Figure 9.1 では、カナダ規格協会が CO2 貯留用に
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ISO-31000 規格で採用したリスク管理ワークフローについて図解する。  
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Figure 9.1 カナダ規格協会（CSA）標準（Z741-12）の CO2 地中貯留プロジェクトに対するリスク管理プロ

セスの概略図 

 

Figure 9.1 の第 1 段階は、CO2 貯留プロジェクトにおける機会の具体的な内容と、管理すべきリスクの確

立である。避けるべき結果を、それぞれのカテゴリーに分類し、通常は健康への安全性、環境に与える影

響、地下水の保護、経済的損失および組織の評判などが含まれる。利点には CO2 排出量の軽減が含ま

れるが、経済的な誘因や地域の環境上の利点なども含まれる可能性がある。 

Figure 9.1 の第 2 段階は、この汎用的なワークフローをどのように実践に応用すべきかについて説明する

ための、当該 CO2 貯留プロジェクトのリスク管理計画の作成である。この文書には、リスク管理に使用さ

れる組織上の手順や慣習に関する記述、リスク評価の実行スケジュールおよび「容認できるリスク」と「容

認できないリスク」の違いに関する説明を含める。 

第 3 段階は、リスク評価である。これには、リスク管理計画で範囲を定め特定された 3 つの特徴的な活動

が含まれる。 

1. リスクの特定では、先入観なしに利害関係者の懸念を理解し、利害関係者が認知する可能性や規模

に関係なく、あらゆる種類の脅威や不確実要素の特定を目指す。 

2. リスク分析は、これらリスクの発生確率や頻度を確定する科学に基づいた分析であり、リスクの潜在

的な影響を想定するものである。CO2 貯留サイトの利害の時間枠は、数日、数週間、数ヶ月から、数

百年、長い場合には何千年と大きな差がある。 

3. 最終段階として、例えば地域の人口、国家規制、保険会社や投資家などと合致または合意した容認

基準に反すると特定されたリスクの測定や評価がある。 

CO2 貯留サイトの稼動後、サイト運用者および規制当局は、油田と同様の方法でサイトの進捗状況を追

跡する。これには、坑井圧および流量率のモニタリング、または、どのように貯留層が反応しているか観察

するための地球物理学調査などが含まれるが、それらに限定されない。次に、そのモニタリング結果を事

前の予測や想定と比較する。上記の活動は Figure 9.1 の最下段に示されているが、ほとんどの場合、稼

働中の貯留層に関する情報や知識が新たに得られたり、理解が深まっている。そのような情報や知識は、

CO2 貯留サイトへの予想を調整したり、次のリスク管理サイクル反復に統合するために活用すべきである。 

 

貯留能力 － 地中に圧入された CO2 は、その後どこに向かうのか。 

貯留層にボーリングすると原油やガスが流出してくる多孔質岩石と同じ種類の岩石に CO2が貯留される。

岩石が含有可能な流体量は、岩石の種類と地表下の深度によって異なる。通常、流体を含有する岩石内

リスク管理プロセス 

 

背景特定 

 

RM 計画作成 

リスク評価： 

・構想 

・分析 

・評価 

 

リスク対応計画 

および実施 

監視、審査、および文書化 

必要であれば、利害関係者と連絡を取り、協議する 

繰り返しと 

調整 
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の孔隙は裸眼で見るには小さすぎるが、個々の砂粒の間や微細な亀裂内に孔隙が存在する。CO2 や他

の流体が岩石の特定の地層を通過して流れるには、孔隙が連結し、岩石に多孔性と浸透性が備わってい

る必要がある。上記の多孔性と浸透性という 2 つの特性を併せ持つ岩石は、流体の貯蔵や抽出に適して

おり、貯留層として知られる。 

一般的な貯留層の深度では、CO2 は軽質原油と同程度の濃度であり、つまり、地表の気体体積と比較し

て、地中奥深くの貯留層中では僅かな空間で大量の CO2 を貯留できる。 

圧入された CO2 の動きは、貯留層の傾斜、多孔性および浸透性の空間的な変化など、いくつかの貯留特

性によって制御され、また圧入井の数や方向、圧入速度などの設計・建設上の側面にも影響を受ける。 

CO2 圧入の厳密な予報的モデリングは、特性付けデータ、CO2 圧入プロジェクト経験および水文地質学や

貯留層エンジニアリングを通じて得た、確立された知識に基づいて実施可能である。圧入中に回収された

モニタリングデータは、モデルの厳密な測定や改良、長期間にわたる性能や貯留の完全性における信頼

性の実証に使用される。 

 

貯留の完全性 － 圧入された CO2 が、引き続き安全に貯留されているかどうか、どのよう

に見極めるのか。 

地中に石油やガスを保ち続けるのと同じ種類の岩石が、いかにして地質学上の時間枠を超えて CO2 を地

中に封じ込めると予測できるのか、という類似した疑問が再び指摘される。これらは、キャップロック（帽岩）

またはシール（遮蔽層）と呼ばれ、貯留岩の上に覆い被さり、超低浸透性という特質によって浮揚性の流

体を定位置に固定する。このようにして、時には少量の付随ガス、別の場合は主成分として、CO2 が多数

のガス田に自然に閉じ込められている。 

キャップロックの下に閉じ込められた自然発生源の CO2 貯留層は、米国では EOR 向けの主要 CO2 発生

源として利用されており、最大で 45Mtpa の CO2 を供給している1。酸性ガス圧入や自然ガス貯留原といっ

た産業類似化合物と並んで、天然貯留が示す完全性についてより深い知識を得るために、これらのガス

田に関する広範囲に及ぶ研究が続けられてきた。 

CCS のリスク回避投資 

Figure 9.1 に示したリスク管理ワークフローは、上流の石油・ガスセクターのリスク回避投資で使用される

リスク管理ワークフローと共通点が多い。リスク評価は、プロジェクト開発者の予想コストおよび性能の自

信の程度を測定するために、各投資の大きな節目に先駆けて実施される。 

第 9.5 項で説明したような大規模 CCS プロジェクトにも同じ原則が適用されてきた。プロジェクトが設計フ

ェーズであろうと、最終投資決定を迎える段階であろうと、あるいは完了間近であろうと、確実かつ環境上

の責任を果たす方法で、プロジェクト目的が投資基準に適切とされるある程度の確実性を満たすと予想さ

れることをリスク管理プロセスによって文書化できるまで、新規の投資は一切行われない。 

 

 

 

9.3 

                                                        
1 2010 年、Advanced Resources International。CO2 石油増進回収プロジェクトにおける CO2 貯留の最適化、英国エネルギー・気候変動

省の依頼により作成。 
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CO2 貯留サイトのモニタリング 
Figure 9.1 の一番下の囲みにあるように、モニタリングは CO2 貯留サイトのリスク管理プロセスの重要な

一つの要素である。モニタリングによって、プロジェクトオペレーターは CO2 圧入プログラムの進捗状況を

判断し、プロジェクトが予定通り進んでいることを利害関係者に再確認してもらう。 

すべての CO2 貯留プロジェクトを監視する上で、貯留層への CO2 の流量速度や圧力値といった特定のパ

ラメーターが重要となる。その他のパラメーターは、プロジェクトオペレーターやその他の利害関係者の利

益が最大化となるようケースバイケースで選択する。 

例えば、ノルウェーの Sleipner CO2 貯留プロジェクトは、3D 地震探査法を利用して、長い年月をかけて数

回にわたり貯留層の CO2 の地球物理学マップを更新してきた。その他のプロジェクトの反復地震探査の

頻度は、プロジェクトの継続期間中にさらに制限されることがあり、場合によっては、3D 地震探査法が採

用されたモニタリング技術の中で最善の方法ではない可能性がある。 

プロジェクトによって測定、監視および検証される物理的なパラメーターは、当該プロジェクトのモニタリン

グ目的に左右される。例を挙げると、モニタリング目的には、以下の項目が含まれることがある。 

 所定の貯留層に圧入された CO2 品質の文書化 

 想定通り CO2 が貯留層に流入していることを実証 

 貯留層の他の箇所への CO2 の移動を早い段階で表示 

 他の岩石層や表面への CO2 の移動を早い段階で表示 

 地質モデルの更新に使用される可能性のある流量パラメーターの測定 

 

モニタリング、測定および検証（MMV） 

サイト特有の地質特徴の分析用に設計されたモニタリングシステムが、CO2 圧入の効率性を判断し、必要

に応じ、不慮の事態に対応するためのツールとして使用される。 

第 9.5 項で説明したように、実際のプロジェクトから得た経験を通じ、サイトを積極的に監視し、不規則な

事態への反応を管理する上での、貯留特性の統合、モニタリング設計、定期評価および定期的な性能再

評価の重要性は、運用者および規制当局の双方が十分に承知している。 

研究開発および現行の大規模 CCS プロジェクトから得た重要な教訓は、モニタリング計画はサイト特有

のもので、したがって、モニタリング活動の標準テンプレートの提供が困難であるという点である。しかし、

CO2 貯留に関するいくつかの標準やガイドライン文書によって包括的な方法論が導き出されており、異な

る開発者による異なるプロジェクトのための MMV 計画が、矛盾なくかつ認識しやすい構成となることを保

証している。 

MMV の立案に関していえば、現行のベストプラクティス・ガイドライン文書では、リスクに基づく目的に十

分かなったアプローチが推奨されている。MMV 計画には、性能目標に向けた進捗度の測定方法およびそ

の他のモニタリング目標の達成方法に関する記載が含まれなければならない。 

大気圏、生物圏、水圏および上部岩石圏内にあるサイトの背景条件を理解するために、MMV 計画には

包括的な基準モニタリング計画を含める必要がある。 

 運用者は、圧入中および圧入後の主要なモニタリング任務を特定する。 
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 各モニタリング任務との関連が予想されるモニタリング技術を特定する。 

 MMV 計画では、基本事例モニタリングプログラムと緊急事態モニタリングプログラムを区別する。 

今日の CO2 貯留サイトの大部分で採用されているワークフローの要約を Figure 9.2 に示す。 

 

Figure 9.2 CO2QUALSTORE ガイドラインからの MVAR（モニタリング、検証、会計および報告）計画準

備のワークフロー（作業の流れ） 

 

基本事例モニタリングプログラムは、想定通りサイトが運営されるという仮定で設計するが、緊急事態モニ

タリング計画は、サイト性能に異常が発生した場合に実行可能な是正措置から成る。緊急事態モニタリン

グ計画は、以下の 2 つで構成される。 

 CO2 プルームの反応・作用が想定外の場合、追加的なモニタリングが必要になることがある。 

 

基本事例モニタリング計画の説明 

 

緊急事態モニタリング計画の説明 

モニタリング目標の説明 

モニタリング技術の説明 

基本事例 
モニタリング 

緊急事態 
モニタリング 

 

適切な方法に関する 

コストと利点の説明 

 

適切な方法に関する 

コストと利点の説明 

 

基本事例検査および 

検証プログラムの説明 

 

追加検査および 

検証の必要性に関する説明 

会計および報告計画の説明 

適用される規制における 
MVAR 要件との文書準拠 

 
MVAR 計画 
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 CO2 またはその他の貯留層の流体が予想外に漏出した場合の追加モニタリング活動および潜在的

な是正措置の選択肢 

 

性能目標 

プロジェクトを評価できるようにするための一連の評価基準が与えられるという前提で、性能目標を利用し

てモニタリング目標が判断される。圧入性、封じ込め、サービスの信頼性または貯留性能を評価するその

他のパラメーターによって、これらのモニタリング目標が定まる。 

CO2 貯留リスク管理プランの効率性を追跡するために、重要性能指標が使用される。より正確に表現す

れば、重要性能指標は、地中の CO2の反応や作用を監視し、想定された反応や作用から異常な動きを特

定する技術を基準とする。 

性能目標によって、運用者がプロジェクトの最も重要な側面に集約することが可能となり、各サイトの固有

の性質に合わせた費用対効果の高いモニタリング計画を開発できる。 

一般的にサイト運用者は、性能目標と現行の規定の一律化を図り、規制当局、保険会社、一般市民およ

びその他の利害関係者を関与させる。規制当局は、適切な許認可を与えるための条件に関する合意に達

する上での一つの手段として、キー性能目標を利用するケースが増加している。これには、安全な運用お

よびプロジェクト開発、事前に合意に達した性能目標と一致したサイト閉鎖要件を例証するための運用要

件が含まれる。 

性能目標は、具体的で、測定可能かつ期限を決める必要がある。MMV の主要性能目標の例には、下記

の項目が含まれる。 

 圧入フェーズ前に基準特性付けデータの最小限の期間／適用範囲を実現する。 

 圧入フェーズ中および圧入終了後のフェーズ中、圧入された CO2および変質した流体が、貯留コンビ

ナートに適切に留まっていることを検証する。 

 プロジェクト事業を起因とする環境への深刻な影響がないことを通じて、貯留の完全性を十分に例証

するために、水圏、生物圏および大気圏の監視を継続する。 

 実際の貯留性能が、不確実性の許容範囲内で想定される貯留性能に見合っているかどうかを検証

する。 

 

実務でのモニタリング技術 

モニタリング技術に関する研究投資や、計画中、または、稼働中のプロジェクトに対するモニタリング技術

の使用は、貯留層の CO2 の作用や反応を監視し、貯留の完全性を証明する技術に対する信頼の確立に

役立ってきた。現在採用されている技術の多くは、油田やガス田の探査や開発に使用される標準的なモ

ニタリング技術である。下記の Table 9.1 は、モニタリング達成目標に到達するために、いかに異なる技術

がプロジェクトで採用されてきたかを示している。 

研究プログラム、実証およびパイロットプロジェクトへの投資は、CO2 貯留の効果的なモニタリング技術の

急速な発展に寄与した。例えば、カナダの IEAGHG（国際エネルギー機関・温室効果ガス研究開発プログ

ラム）Weyburn-Midale CO2 モニタリング・貯留プロジェクトは、CO2 の圧入を測定、監視および検証する
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最大規模のプロジェクトの一つであり、CO2 モニタリング技術の試験および実地応用のためのフィールド・

ラボラトリー（野外実験所）がある。多岐にわたる実証・パイロットプロジェクトから習得された知識が、ベス

トプラクティス・ガイドライン文書によって広く利用可能であり、例として DOE/NETL （米国エネルギー省／

国立エネルギー技術研究所）の深部地層の CO2 貯留の MMV に関するベストプラクティス・マニュアルな

どが挙げられる。 

継続中の研究プログラムのいくつかは、例えば化学データや同位データを利用した圧入 CO2 の定量化技

術の改善に焦点を当てている。EU が資金提供する海底 CO2 貯留サイトに関する ECO2 プロジェクトでは、

貯留サイトからの CO2 を含む形成流体の流動を検知、定量化し、適切で効率的なモニタリング戦略の開

発に向け、新しい技術を試験中である。プロジェクトでは、貯留サイトから漏出する可能性のある CO2 と類

似した自然界での CO2 の漏出地で実地調査を行い、モデルや実験結果と比較している。 

また、英国自然環境調査協議会より資金提供を受ける、地中 CO2 の潜在的な生態系影響の定量化およ

びモニタリング（QICS）プロジェクトでは、想定外の漏出の特徴や可能性に対する理解の向上が進んでお

り、オフショアでの漏出モニタリング方法を試験中である。 

Table 9.1 モニタリング技術例とその応用 

モニタリング技

術例および代表

的な応用例 

貯留層の CO2

モニタリング 

貯留の完全性 地表状態の監

視 

商業規模での

実証 

パイロット／研

究開発規模で

の実証 

技術が応用され

たプロジェクト例 

低速度撮影

（4D）震動 
  -   

ノルウェー、

Sleipner 

地表面の衛星測

定（InSAR） 
  -   

アルジェリア、 

In Salah 

脈動 

 
  -   

カナダ、 

Weyburn 

圧入井の圧力   -   
ノルウェー、

Snøhvit 

地球化学的な土

壌分析 
- -    

カナダ、 

Weyburn 

化学的な追跡子      
アルジェリア、 

In Salah 

クロスホール電

気抵抗断層撮影 
  - -  

ドイツ、 

Ketzin 

ダウンホール圧

力および温度 
  - -  

カナダ、

Aquistore 

地表重量測定  - - -  
ノルウェー、

Sleipner 

ダウンホール流

体の化学的性質 
  - -  

オーストラリア、

Otway 

垂直振動断面法 

 
  - -  

米国、 

Decatur 

 
Appendix E に、様々なモニタリング技術の採用法に関する詳細を記載する。 

 

 

 

 

9.4 
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CO2 貯留の基準およびベストプラクティス・ガイドライン 
 

ベストプラクティス・ガイドライン 

2007 年以来、CO2貯留のベストプラクティス、ガイドラインおよび基準について言及した刊行物が数多く発

表された。これらの文書は、リスク、設計およびコスト管理の指針を提供することで、新しい技術の導入を

支援する。また、文書は以下のような事柄を支援する。 

 貯留の安全性に関して一般市民の期待が高い場合、規制開発と技術進歩の橋渡しをする。 

 世界各地で応用されている様々な方法を統合する。 

 結果を記録し、産業および研究プロジェクトから得た知識や経験を共有する。 

これらの文書は、極めて主題が限定されるマニュアルから CCS チェーン全体を網羅する文書まで、多岐

にわたる。網羅される主題は様々な詳細基準で広範囲に及び、概念の全体像や、極めて詳細に及ぶ議

論について説明しているものもあれば、実際にプロジェクトに移行した技術的な運用、計算および地質パ

ラメーターを提供するものもある。すべてを一括すれば、これらの様々な刊行物によって CO2 貯留に必要

なベストプラクティスの包括的なデータベースの提供が可能になる。2011 年、インスティテュートの依頼に

より、CO2CRC が包括的な「貯留および規制に関する当時のベストプラクティス・マニュアル・レビュー」を

作成した。 
http://www.globalccsinstitute.com/publications/review-existing-bestpractice-manuals-carbon-
dioxide-storage-and-regulation より閲覧できる。 

Table 9.2 に、いくつかの主要ガイドラインの概要を示す。これらすべてのガイドラインの主な特徴の一つ

は、第 9.2 項に記載されるリスク管理の原則によって、安全で信頼性の高い貯留サイトの開発基盤が提

供される点である。例えば、Table 9.2 に列挙したすべての文書で、サイト特有のリスクに基づく CO2 貯留

モニタリング計画の設計アプローチを説明している。 

Table 9.2 指針文書の比較 

既存の標準および指

針文書 

対象読者 既存のモニ

タリング技

術概要 

技術選択／

評価／モニ

タリング技

術に関する

指針 

MMV 計画検

証指針 

性能基準リ

スト 

MMV 計画の

開発および

履行に関す

る指針 

規制モニタ

リング要件 

NTEL BPM －深部

地層への貯留 CO2 モ

ニタリング、検証およ

び会計（2012 年改訂） 

技術者   - - 詳細 米国向け 

DNV GL －CO2 貯留

に関する推奨慣行 

（DNV-RP-J-203） 

技術者 -    詳細 全般 

CSA Z741-12 － 

CO2 の地中貯留 

技術者 -    詳細 全般 

欧州連合指令

2009/31/EC 指針文書 

技術者およ

び非技術者 
  -  詳細 EU 加盟国

向け 

カナダ・アルバータ州、

規制枠組評価 

技術者およ

び非技術者 

- - -  基本 カナダ向け 
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開発中の基準 

ベストプラクティス・ガイドラインは、新しい産業の枠組内における標準化の第一段階を象徴するものであ

り、これは CCS にも同じことが当てはまる。第二段階は、ベストプラクティスを正式な標準に編纂すること

である。第 5 章（政策、法律、規制の進展）で説明したように、CCS に関するこのプロセスは 2012 年の

ISO/TC 265 を通じて始まった。 

国際標準化の目的は、取引の技術的な障害を取り除くことによって、物品とサービスの交易を促進するこ

とである。CCS に関して言えば、国際的に多様化し、現在および将来の要望のすべての側面に触れる要

素が多数存在する。したがって、CCS 技術の ISO 基準は、商業およびビジネス取引のための共通基盤の

提供に役立つと思われる。 

回収、輸送、貯留、定量化および検証、EOR および分野横断的な問題を網羅する基準の起案を目指し、

6 つの作業部会が設立された。カナダ規格協会（CSA）が開発した CCS 基準 Z741-12 は、CO2 貯留の新

たな国際標準の大元の文書になると予想される。 

 

9.5 

運用実績 
本項で説明するプロジェクト例により、CO2 サイトの開発や運用に対する効果的なリスク管理を具体的に

示す。多くの安全な CO2 地中貯留サイト開発に必要とされる技術のすべてが、「既に利用可能な」状況に

あるが、地球科学および地表下エンジニアリングのコミュニティは、全体的なソリューションの改善や適切

な貯留サイト領域の増加実現のために、引き続き相当の技術革新に励んでいる。 

CO2 貯留およびモニタリング領域に焦点を絞った研究とあわせ、これらの事例によって、実際の圧入サイ

トでの実用的な問題解決法と、理想的な CO2 排出量の削減を実現する CCS の一歩踏み込んだ野心的

な展望という二つのシナリオが組み立てられる。その他の炭素管理技術にみられるように、リスクおよびコ

ストの削減が、引き続き期待される。 

 

Sleipner CO2 貯留プロジェクト 

Sleipner CO2 貯留サイトは、北海中部の Sleipner プラットフォーム（ノルウェーの領域）で天然ガス生成の

過程で分離される貯留 CO2 を半永久的に保存する目的で、1996 年以降稼動している。深度約 900m の

地点、Sleipner ガス田の真上に位置するウートシラ砂岩累層の中に CO2 が再圧入される。 

CO2 の封じ込めと貯留層性能の検証に加え、プロジェクトから得られる科学的知識を最大限に活用するた

め、操業開始以来、このプロジェクトは厳重に監視されてきた。単一の坑井を通じて圧入が実施され、年

間約 100 万トンの割合で続行し、2014 年には合計 1,500 万トンの CO2 貯留量に達した。 

Sleipner の主なモニタリングツールは反復的な地震探査であり、ウートシラ砂岩累層内の複数の内部層

に CO2 が分散し、分厚く重なる頁岩や泥岩に封じ込められる様子が明らかになっている。最近のモニタリ

ング結果で、ウートシラ砂岩累層内の CO2 分布は、事前の予想と一致していることが確認された。 
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Weyburn-Midale プロジェクト 

ノースダコタ州のガス化プラントを発生源とする人為起源の CO2 は、2000 年以降、カナダ・サスカチュワ

ン州南部の Weyburn 油田、2005 年以降はその近郊の Midale 油田における CO2-EOR 事業に使用され

てきた。CO2-EOR 運用の結果として、優に 2,500 万トンを超す CO2 がこれらの油田に現在貯留されてい

る。また Weyburn は、Boundary Dam 統合炭素回収および隔離実証プロジェクトより追加的な CO2 供給

を受けている。 

Weyburn の大規模な CO2 圧入によって、IEAGHG （国際エネルギー機関・温室効果ガス研究開発プロ

グラム）Weyburn-Midale CO2 モニタリングおよび貯留プロジェクト（WMP）の基盤が提供され、石油技術

研究センター（PTRC）の管理下、一世紀以上にわたって詳細にわたる研究が生み出された。貯留に関す

る研究には、地層の特性、予想モデリング、地球化学的および地球物理学的モニタリング、井坑の完全性

およびリスク評価などが含まれた。 

研究プログラムの重要点には、貯留層内の CO2 分散を追跡するための効率的なモニタリングツールとし

ての 3D 地表地震探査の有効な実証や、CO2-EOR 運用の完全性を実証する広範囲に及ぶ地球化学的

モニタリングが含まれた。また、プロジェクトによって、コミュニティとその他の利害関係者を結び付ける強

個なアウトリーチの輪が確立された。WMP は、2012 年にベストプラクティス・マニュアルを出版し、2014
年にインスティテュートの依頼により PTRC が作成した「CO2 の地中貯留によって何が起きるか。」という

一般市民へのアウトリーチに関する刊行物の基盤を提供した（第 10 章、一般市民の参加も参照のこと）。 

 

Snøhvit CO2 貯留プロジェクト 

2008 年に開始された Snøhvit プロジェクトでは、Tubåen 層と呼ばれる多孔質砂岩の深部地層に、年間

約 70 万トンの CO2 を圧入している。貯留層の CO2 の反応や作用を研究するため、サイト用の多角的な

モニタリング計画が開発された。圧入井は地震調査および継続的な圧力モニタリングを必要とする。反復

的な地震調査が 3 回実施されてきた。 

圧入開始直後、予想していたより早く、最大圧力限界値に達したことがモニタリングによって明らかになっ

た。2 年間にわたり緩和措置が規定された。その中には下記の事項が含まれる2。 

 圧入井坑付近の累層に詰まっている恐れのある塩類やその他の物質を溶解するために、少量の溶

媒を注入する。 

 わずかに浅い地帯の再穿孔。 

長期的なソリーションは、最初の圧入井坑から数キロメートル離れたところにある貯留層の異なる累層

（Stø 累層）に新たに CO2 圧入井を掘削することだった。この経験は、塩水層への CO2 貯留の技術的概

念に存在する、ある程度のリスク管理上の順応性や、想定通り貯留層が機能しない場合に備えた追加の

坑井用の不測事態のシナリオを含むリスク管理計画の必要性を具体的に明らかにするものである。 

2013 年初頭までに、総量 200 万トンの CO2 が Snøhvit に貯留された。 

 

 

                                                        
2 Hansen, O. R、2013 年、流水性 Tubåen 層への 1 トンの CO2 圧入・貯留の軌跡、Energy Procedia 37、3565-3573。 
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Quest プロジェクト 

カナダの Quest プロジェクトでは、貯留開発計画の一環として、完全に統合されたリスク管理プロセスが開

発された。計画ではプロジェクトのライフサイクルに必要な決定ゲートがすべて考慮されている。全体的な

リスク管理計画には、CO2 貯留サイト関連の公的、経済的リスクおよび技術、安全リスクの観点から想定

されるリスクが含まれる。 

Quest チームは、リスク特定やリスク管理のために、適切な専門家と協力して、広範囲にわたるリスク評

価のワークショップを開催した。Figure 9.3 に、リスク管理のために Quest プロジェクトが使用するリスク管

理ツールの一例を示す。完全に統合されたリスク管理プランによって早い段階で不均衡を突き止めたり、

規制当局に必要書類を提出する前にリスク管理に十分な時間を割くことができる。組織的かつ構造化され

たアプローチによって透明性が生まれ、これは利害関係者とのコミュニケーションに極めて効果的であっ

た。 

 
Figure 9.3 蝶ネクタイ手法は、貯留リスク管理のために Quest チームが使用するツールの一例である* 

 

提供：DNV GL 

*図の蝶ネクタイは、好ましくなく事象やその結果を招く恐れのある脅威や原因の視覚化に役立つ。この図はリスク軽減措置

を表しており、片側が制御、もう片側が軽減として適用される事項を示す。 

2011 年に Quest 貯留開発計画は、学会および研究機関出身の CCS 専門家を招聘し、2 週間を超える

専門家パネル調査を実施した。調査会の概要は、規制当局への提出書類に含まれた。 

Quest のリスク管理プロセスは、将来のモニタリング計画、エンジニアリング研究および利害関係者の参

加に関する資料と合わせ、プロジェクトの専用ウェブサイトで十分に解説されている3。その後の手続きや

それらがどのように公表されたかによって、CCS プロジェクト開発における透明性の指標が設定された。 

                                                        
3例として Shell（2010 年）の Quest CCS プロジェクト：第 1 巻：プロジェクト解説、Appendix A、MMV 計画を参照。 

確率軽減措置 
影響力 

軽減措置 

脅威 
および原因 最上位の事象 結果 

脅威制御、予防策 検知、修正 緊急対応 
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Aquistore プロジェクト 

SaskPower 社は、Boundary Dam 発電所に隣接した貯留専用サイトを所有している。この Aquistore プ

ロジェクトは、EOR 販売の「緩衝的な」施設となり、結果的に SaskPower 社に運用上の柔軟性がもたらさ

れている。 

Aquistore の貯留は、深さ 3km を超える基底カンブリア紀砂岩層に実施予定である。貯留層は頁岩およ

び塩類を含む一連の低浸透性「キャップロック」で覆われ、この深さまで貫通する井坑は、当該地域に

元々存在しない。したがって、当初のリスク評価では、地中貯留として Aquistore は極めて安全な選択肢

であり、その後の圧入井やモニタリング坑井の削掘や地球物理学的な基準調査によって、改めてその所

見が確認された。また、上記のサイト調査によって、Aquistore は SaskPower 社の貯留能力や圧入に関

する運用要件を満たしていることも確認された。 

また、石油技術開発センター（PTRC）が、カナダ初の深部塩水層への貯留サイトである Aquistore を研究

開発プロジェクトとして運用する予定である。政府、産業経営者の財政的支援や一連の国際協力を得て、

Aquistore は貯留層内の CO2プルームの発達を監視し、地域の環境保全を確認するために設置された地

表地震観測網やダウンホール器具を含む、多数の最先端モニタリング技術を活用する。 

 

Gorgon CO2 圧入プロジェクト 

サウスオーストラリア沖合に位置する Barrow 島では、Gorgon プロジェクトの共同出資者の手によって、

CO2 圧入プロジェクトの建設がまもなく完了しようとしている。このプロジェクトは、現在までのところ最高の

圧入速度および最大の計画貯留総量を誇る予定である。 

バロー島の天然ガスストリームから分離される CO2 は、島の直下約 2.3km 地点にある Dupuy 層の砂岩

に圧入される予定である。他の CO2 貯留層と同様、周辺地域の最終候補リストのうち最高の条件を備え

た候補地としてこの地層が選ばれた。CO2 貯留の運用に向けた地震モニタリングを予定し、圧入作業の

安全性を検証し、複数の坑井圧入体制の設計中に予想された貯留層の性能を試験するためにこれらの

結果を活用する、という共通認識が持たれている。通常、所定のプロジェクトに必要とされる圧入井の数

は、CO2 の圧入率および圧入先の地層状の特性と相関関係がある。 

2003 年以降、規制上の許認可の取得と並行して、Gorgon プロジェクトの CO2 貯留計画の査読が行われ

ている。サウスオーストラリア州・鉱山石油省は、規制要件に準拠し、安全かつ信頼性の高い方法で CO2

貯留が進行するという確信を得るために、これまでに計 5 回の公式技術調査およびデューデリジェンスを

実施してきた。 

 

CO2CRC Otway プロジェクト 

世界規模の研究開発やパイロットプロジェクトは、特に MMV 技術の顕著な発展を含む技術知識や科学

進歩の促進を通じて CCS の進展に貢献する。CO2 の動きを検知し、移動や封じ込めのメカニズムに付随

する不確実性を軽減するという理由から、MMV 技術試験は重要である。 

ヴィクトリア州南西に位置する CO2CRC Otway プロジェクトは、世界で最も有名な研究プロジェクトの一

つであり、2003 年以来 65,000 トンを超える CO2 を地中に圧入してきた。このプロジェクトの継続期間を通
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じて MMV は重要な焦点であり、多岐に渡る手法が採用され、改良され、評価されてきた。モニタリング技

術の選択は、リスク評価や規制要件に基づき、重要業績評価指針を使用して測定された。 

MMV プログラムは、すべての重大なリスク（可能性がある場合）を評価するために設計され、その後、貯

留層に圧入された CO2、上を覆う帯水層、土壌の特性および大気を含む、4 つの主要な地帯に目標が定

められた。これらの 4 つの地帯に影響を及ぼす可能性のある重要なリスク要素は、井坑または断層から

の漏出であった。これらのリスクを評価するために複数の技術が採用され、その中にはシール（遮蔽層）

の真上で実施される反復的な地震調査、貯留層の上を覆う帯水層に含まれる地下水の定期サンプリング、

定期的な土壌サンプリングおよび大気組成測定などが含まれた。上記の技術のいずれでも、圧入された

CO2 は貯留層より上部に検知されなかった。 

Otway サイトから得たもう一つの重要な教訓は、各モニタリング技術の地域的な反応性や実現性だった。

例えば、度重なる 3D 地震調査に伴う土地への立ち入りや膨大な物理的フットプリントのため、モニタリン

グプロセスが困難かつ高額になり、土地所有者に及ぼす影響は明らかだった。そこで、目立たない常設型

のダウンホール地震探査機の開発が MMV プログラムの重大な進歩とみなされ、シール（遮蔽層）の完全

性を評価する際の地表地震探査に役立った。 

Otway プロジェクトの開発、履行およびプロジェクトから得た教訓は、管理上のリスクを含むあらゆる CCS
プロジェクトに該当する問題への注意を喚起し、規制当局の要件に対処し、幅広いモニタリング技術を利

用したコミュニティの懸念を軽減する。 

 

CarbonNet プロジェクト 

規制要件や許認可要件を満たすよう、候補サイトの特性付けを実施し、サイトを絞っていく上で必要とされ

る時間や労力は、多くの CO2 プロジェクトにとって重大な脅威となる。貯留サイトの許認可取得プロセスは、

多くの司法管轄区で標準化され、予想できるものになっている。特にリスクが高くなるのは、全体的な

CCS プロジェクト展開の計画上のリスクが高くなる恐れがあり、回収および輸送インフラの建設が並行し

て進んでいる最中に、許認可取得プロセスの最終段階で貯留サイト候補が却下される場合といえる。全

国規模および地域的な地質調査や、最も有望な貯留サイト候補を予め選別しておくことで、計画上のリス

クを軽減することができる。 

ヴィクトリア州の開発、ビジネス、革新省（オーストラリア）は、CarbonNet プロジェクトを通じて、このサイト

の事前選別戦略を検証中である。2013 年、CO2 貯留の実行可能性を確認するため、多数の地下構造が

検証され、最も有望な候補地が選定された。海外の専門家や同僚の科学者を巻き込んだ審査プロセスを

必要とする、広く認知され、情報源や出典が公開されている推奨慣行にしたがって、サイト選定プロセスが

完了した。この最終候補リストに基づき、CarbonNet チームは、貯留サイト要件査定で必要とされる評価

や特性付けを行うための一つの候補地を絞り込むことができる。サイトの事前選別は、サイト選別のリスク

回避、さらには潜在的なリスクの特定や管理のためのベストプラクティス手続を利用し CO2 貯留サイトを

評価する上で重要なプロセスである。 
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この章のハイライト 

 幅広い一般市民参加の重要性が OECD 経済圏のプロジェクトで十分に確認されている。これは励みに

なる事実であるが、2014 年の認識調査の結果では、非 OECD 経済圏のプロジェクトから学んだ教訓

やベストプラクティスへのアクセスの自由を改善するためには、さらなる努力が必要であるという調査所

見が裏付けられた。 

 プロジェクトのケーススタディや CCS および気候変動コミュニティを代表する意見で、他者と協力するこ

との重要性が指摘されている。通常の CCS コミュニティを超えた関わりや、気候科学コミュニケーション

といった関連分野の専門家とのコミュニケーションやアウトリーチ活動から学ぶことに重きが置かれてい

る。 

 CCS 展開の大きな節目は、2014 年から 2015 年の間とされる。大きな節目を迎えることで、国際的に

意義深いプロジェクトを一般に披露したり、教育支援やアウトリーチ活動の好機が創出される。数々の

革新的な教育やアウトリーチ構想が世界中で実施され、そこでは CCS がどのように気候変動を解決す

るかに注目が集まっている。 

 

 
 
 

10.1 

プロジェクト展開には一般市民の参加が不可欠 
 

先導的なプロジェクトが、一般市民参加の先鞭をつける 

当インスティテュートが実施した 2014 年度認知調査から、CCS への一般市民の参加に対し、戦略的なア

プローチを取ることの重要性が浮き彫りになっている。プロジェクト回答者の大多数が、プロジェクト展開の

一環として、一般市民参加戦略を実践したか、あるいは現在実践中であると回答した。最も先導的な CCS
プロジェクトでは、地域の利害関係者に限らず、国際社会においても、一般市民の参加や長期に及ぶアウ

トリーチ活動に最大限の努力を投じていることが明らかになった。 

Figure 10.1 一般市民参加戦略の開発状況 

 

間もなく発表予定のカナダの Aquistore プロジェクト（新たに稼動する Boundary Dam 統合 CO2 回収隔

離実証プロジェクトに付随する CO2 貯留調査プログラム）設立に関する報告書では、プロジェクトの広範

プロジェクトは、依然として一般市民参加戦略が必要である。 

プロジェクトは、現在、一般市民参加戦略を考案中である。 

プロジェクトは、一般市民参加戦略を持ち、主要な利害関係者と積極的に関わっている。 

プロジェクトは、正式な一般市民参加プロセスを義務付ける規制上の許認可をすべて取得した。 

プロジェクトは、一般市民参加戦略を必要としない。 



 

 
 152 

囲に及ぶコミュニケーションおよびアウトリーチ活動の列挙に丸々一章が費やされている。 

「コミュニケーションは、あらゆる CCS プロジェクトの要である。CCS 意識が高い場合でさえ、成功、

失敗を問わず、多数の CCS プロジェクトに集まる関心は否定的なものだった。CCS プロジェクトへの

支援を保証するためには、戦略的なアウトリーチと参加が不可欠である。」 

2014 年、石油技術研究センター（PTRC） 

Aquistore － 世界初の統合 CCS プロジェクトにおける CO2 貯留、113 ページ 

 

CCS の一般市民による受入れに対する決定的な障壁は、いまだに発電分野で大規模な CCS プロジェク

トが展開されていない点である。前向きの最終投資決断が下された発電セクターでは、現在 3 つの大規模

CCS プロジェクトが存在し、そのうちの Boundary Dam プロジェクトは、現在稼働中である（他の 2 つのプ

ロジェクトは、それぞれ 2015 年と 2016 年に稼動予定）。2015 年から 2016 年にかけて、稼動予定の大

規模 CCS プロジェクトがいくつかあり、CO2 地中貯留に関する知識の蓄積に少なからず貢献するはずで

ある。 

これらのプロジェクト（および、それに続くプロジェクトの数々）は、効果的かつ効率的な CO2 排出量削減ポ

ートフォリオの重要な一部として、CCS に対する肯定的な認識の樹立に不可欠と思われる。こういった発

展によって、広範囲に及ぶ一般市民参加プログラムの機会が生み出される。CCS 展開におけるこれらの

節目を推進することは、CCS 技術関連に限らず、気候変動や低炭素エネルギー全般に関するコミュニケ

ーション活動支援の意識を促し、熱意を呼び起こす上で極めて重要である。 

 

非 OECD 経済圏の後進プロジェクト用にベストプラクティスを調整 

2010 年以降、プロジェクト・ライフサイクルの最も進んだ段階まで進展した先発プロジェクトは、南北アメリ

カおよび欧州・中東・アフリカ（EMEA）圏に限定される。プロジェクト開発の初期段階の大規模 CCS プロジ

ェクトの大部分がアジア太平洋地域に存在する。例えば、中国の CCS プロジェクトの成長は、かなり最近

の傾向である。アジア太平洋地域のプロジェクトの約 3 分の 1 は、利害関係者を関与させたり、一般市民

参加戦略を考案しているところだが、少なからぬ数のプロジェクトはそのような戦略の開発に至っていない。 

Figure 10.2 地域ごとの一般市民参加戦略の開発状況 

 

このため、ベストプラクティスのアプローチを採用しているプロジェクトが、当該地域の他プロジェクトに対

する有益なケーススタディになる。例えば、第 4 章にその詳細を説明している日本の苫小牧における「注

プロジェクトは、依然として一般市民参加戦略が必要である。 
プロジェクトは、現在、一般市民参加戦略を考案中である。 
プロジェクトは、一般市民参加戦略を持ち、主要な利害関係者と積極的に関わっている。 
プロジェクトは、正式な一般市民参加プロセスを義務付ける規制上の許認可をすべて取得した。 
プロジェクトは、一般市民参加戦略を必要としない。 

南北アメリカ

欧州・中東・アフリカ

（EMEA）

アジア太平洋
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目プロジェクト」は、プロジェクト設計の初期段階から、包括的な一般市民参加のアプローチを実施してき

た。 

「日本 CCS 調査株式会社は、北海道・苫小牧市の CCS 実証プロジェクトの一般市民受け入れを、

プロジェクト成功の重要な要因として考えている。CCS フォーラム、マスコミの取材、パネル展示会、

運用サイト訪問や子供向け科学実験室などのイベントを通じて、我々は地方自治体、様々な利害関

係者、市民に対し、積極的に CCS 技術の説明会を実施し、進捗報告や将来のプロジェクト計画を提

出している。このような活動は、地方自治体である苫小牧市の支援を受けて、すべて実行された。

CCS に対するコミュニティの理解を深めることは、技術の信頼性を高め、ひいてはプロジェクトの進

展に役立つことがわかった。」 

日本、苫小牧プロジェクト、Yutaka Tanaka 

 

また、中国・広東省 CCUS センター（囲み記事 10.1 下の事例）では、広東省初の大規模 CCS プロジェク

トに、一般市民参加のベストプラクティスや社会調査知識をもたらすために最善の努力を払っている。 

研究の共有は重要である。Ashworth ら（2013 年）による最近の CCS 社会調査の本文に記される演繹的

推論では、今日までに行われた研究の大部分が先進国に集中しており、発展途上国における CCS の役

割に殆ど光が当てられていない点が強調されていた。CCS が最も発達している世界の地域を考慮すれば

これは驚くことではないが、エネルギーミックスの一環として、現在積極的に発電や産業向け CCS プロジ

ェクトを遂行している発展途上国に対する既存の研究やベストプラクティスの適用という問題を提議させる。 

このような結果によって、もしあるとすれば先進国と発展途上国のニーズの違いを理解し、発展途上国の

プロジェクトが今まで学んだ教訓の恩恵（既存の文献に記載されるように）を受けられるようにするために、

先進国の CCS 開発者や研究者の知識や経験へのアクセスを改善することの重要性が浮き彫りになって

いる。 

Figure 10.3 CCS プロジェクトが実施されている地理的地域ごとのコミュニティのタイプ（回答者は 2 タイ

プ以上のコミュニティの種類を回答できる） 

 

人口密度が中度の住宅地

工業地帯

農地

環境、歴史または

文化的な価値の認められる地域

沖合

非常に人口密度の高い住宅地

その他

回答者数 

南北アメリカ EMEA アジア太平洋 



 

 
 154 

調査結果では、コミュニティの人口密度が高くなるにつれ、影響を受けるコミュニティのニーズや懸念を理

解するために、プロジェクト計画立案の最も早い段階で適切な注意や努力を払うことの重要さが増すこと

が明らかになっている（Bradbury、2012 年：Brunsting ら、2012a、グローバル CCS インスティテュート、

2013 年、ウェードおよびグリーンバーグ、2011 年）。 

現在まで、一般市民参加のベストプラクティスを特定するために分析されてきた CCS プロジェクト事例の

大部分は、低・中程度の人口密度の農地や工業地帯で実施されてきた。最近台頭しつつある人口密度の

高い住宅地でのプロジェクトは、国際的な共同研究にとって重要な分野といえる。 

BOX 10.1  

英国・中国（広東省）CCUS センター 

2014 年 5 月 15 日、英国・中国（広東省）CCUS センター事務所は、広東省官公吏を訪問した英国エネルギー・気候変

動省大臣、英国総領事館グレゴリー・ベーカー氏、センター顧問および職員を歓迎した。 

初期の CCS プロジェクトでは、CCS への一般市民参加のベストプラクティスの開発によって得られる

利益を文書化してきた。2014 年の重要な開発として挙げられるのは、英国・中国（広東省）CCUS セン

ターが、その開発計画の一環として、一般市民参加戦略を含めることの重要性を強調した点である。セ

ンターの意図は、中国のその他の CCS・CCUS プロジェクト関係者がこの一連の著書を閲覧／利用で

きるようにすることである。 

英国・中国（広東省）CCUS センターは、中華人民共和国国家発展改革委員会、広東省開発改革委員

会、英国外務および英連邦省、英国エネルギー・気候変動省およびスコットランド政府の協力を得て設

立された。同センターは非営利組織であり、CCUS の産業開発や学術協力、気候変動に対処するため

の温室効果ガス排出量の削減を目指し、排出量をほぼゼロに近づけるという、その他の技術の後援を

目指している。 

中国華潤電力（海豊県）統合炭素回収・隔離実証プロジェクトは、広東省政府が是認する最初の

CCUS 実証プロジェクトである。プロジェクトの目標は、海豊発電所から排出される 1 Mtpa の CO2 を回

収し、高濃度供給源からの CO2 と混ぜ合わせるために、中国海洋石油総公司の恵州精油所に輸送す

ることである。混合された CO2 は、珠江三角州盆地のオフショア CO2 サイトに運ばれる。2014 年 8 月、

中国華潤電力海豊プロジェクトは、異なる技術を比較するため、超臨界石炭火力発電所・第 1 ユニット

での CO2 回収試験設備一式の開発に広東省 CCUS センターを指名した。 

海南発電所は、海南郡（人口 746,000 人）の嘉興町（人口 13,000 人）に位置する。嘉興町は、広東省
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の東岸にある汕尾市の東端に位置する。町の面積は 34.45 平方キロメートルで、17 の村がある。人口

13,000 人の内訳は、50 パーセントが農業、27 パーセントが漁業従事者である。また、嘉興町には約

1,000 人の香港、台湾、マカオ出身および華僑が滞在する。 

海南郡最大の企業である中国華潤電力は、嘉興町の地域住民と緊密な関係を構築、維持してきた。例

えば、嘉興町の鉄道修理を支援し、地元の学校に文房具を寄付し、学校施設の改築・改装を支援し、

地域住民の子息が大学で学ぶための助成金を設立した。 

中国では、滞りなく石炭火力発電所を建設するには、当局が要請する環境影響評価（EIA）の提出が必

要となる。EIA には、4 回のパブリック・コンサルテーションと公聴会が含まれる。また、これらのプロジェ

クトでは、土地利用をめぐる国土資源部を通じた別のパブリック・コンサルテーションが必要となる。公

式な手続に加え、一般市民がプロジェクトの趣旨を完全に理解し、そうすることで市民から反対の声が

上がるリスクを軽減するには、もっと非公式的な市民との関わりが必要である点もプロジェクトで認識さ

れている。 

同センターの主な目標は、一般市民参加のベストプラクティスを促進し、必要に応じてコミュニティをそ

の取組みに関与させることである。この作業を促進するために、センターは中国人の著名な科学ジャー

ナリストである Nanfang メディアグループの Yaming Lin 女史、国際的な一般市民参加の専門家、およ

びその他の地域住民と協力し、プロジェクトのあらゆる側面に向けたコミュニケーションおよび参加戦略

を考案中である。 

当インスティテュートの「コミュニケーションおよび参加ツールキット」（2011 年）を指針として使用しなが

ら、センターの最初の活動の一つとして、広東地方全域の一般市民の意見の基準調査が実施されてき

た。調査の焦点は、環境、気候変動およびエネルギー技術であり、特に CCUS に注目した。参加者

2,410 人に及ぶ調査は、2014 年 8 月に完了した。 

極めて重要と思われる問題を 5 つ挙げるように質問したところ、環境が第一位であり（54%）、その後順

に教育（45%）、飲料水の供給（41%）、住宅購入費用および賃貸費用（37%）、雇用（34%）と続いた。

CCUS について聞いたことがあるかという質問には、34%が「はい」と回答した。CCUS プロジェクトの

概念を支持するかどうかという質問には、59%がそのようなプロジェクトを「支持する」と答え、11%が

「強く支持する」と回答した。また 50%を超える回答者が、CCUS についてもっと良く知るためのワーク

ショップに参加したいと答えた。 

センターの理事長である Xi Liang 博士は、このプロジェクトにおける一般市民参加の重要な役割につ

いて改めて強調した。 

「英国・中国 CCUS センターは、初期の CCS プロジェクトや研究の知識や経験から多

大な恩恵を被ってきた。プロジェクトをめぐってコミュニティを巻き込むことで、プロジェク

トの一般市民による受入れに関わるリスクの軽減に役立つことを知っている。またすぐ

近くの画期的なプロジェクトを地域住民が最大限に活用できるとしたら、コミュニティに

利益がもたらされる点も理解している。基準調査作業は、我々が対処しているコミュニ

ティの理解を得る上での重要な目標であり、また、プロジェクトの進捗にしたがって発生

する反対意見を予想するために、貴重な情報を提供してくれる。」 

基準調査に加え、センターはコミュニケーション戦略の見直しのために、コミュニケーション専門家との

ワークショップ開催を希望しており、地域全体に影響力を持つ利害関係者のプロジェクトに対する見解

を理解するために、彼らとの面談を数回実施する予定である。他にもいくつかのコミュニケーション活動

を予定しており、こうした活動が市民の反応や行動に与える影響を追跡することで、継続中の事業を推

し進める上での興味深い教訓が得られることが期待される。 
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リスク管理における利害関係者の参加 

プロジェクトの意思決定に利害関係者の参加を促すことは、信頼関係を樹立し、影響力のあるプロジェクト

利害関係者との関わりを良好なものにするための一つの機会として、CCS 社会調査でしばしば言及され

る概念である（2013 年、Jammes ら、2012 年、Bradbury、2011 年、Ishii および Langhelle）。 

最終的な設計決定に利害関係者を参加させた CCS プロジェクトの報告書も、同じように前向きであった。

カナダ・アルバータ州の Quest プロジェクトおよび英国 National Grid 社のヨークシャー・ハンバーCCS ク

ロスカントリー・パイプライン・プロジェクトは、共にパイプライン経路の建築計画に利害関係者を参加させ

る便益について論じている（2012 年、グローバル CCS インスティテュート）。 

しかし、より基本的な段階で、あるプロジェクトの詳細設計段階でのコミュニケーションおよび参加戦略の

創出において利害関係者を巻き込むことがプロジェクト開発の他の部分に対する利害関係者との強固な

関係の構築に役立つ、またやる気を鼓舞するプロセスであることも分かってきた（2012 年、Bradbury、

2013 年、Prangnell）。最終投資決定をめぐる事態の難しさがあるため、このことは影響力のある利害関

係者を管理し定期的に連絡を取る上でとりわけ重要な段階になっている（プロジェクト開発に影響を及ぼし

かねない外部の影響を意識し続けるために）。 

Ragnar Loftstedt 教授は、2014 年の自身の論文「効果的なリスクコミュニケーションと CCS:成功への道」

で、定着したリスクコミュニケーション理論の要覧という背景で CCS を検証している。Loftstedt 氏は、CCS
コミュニケーションおよび参加に対する展開の類比として、Baruch Fischhoff が 1995 年に提唱したリスク

コミュニケーションの 7 段階の進化に注目し、幅広い研究や調査から学んだ教訓を考慮することがコスト

や時間の節約につながる可能性を指摘している。 

リスクコミュニケーションの進展（1995 年フィスコス、137 ページ、Loftstedt の引用通り、2014 年） 

 「すべきことは、まず正しい数字を算出し、 

 次にその数字を相手に知らせ、 

 数字の意味することを相手に説明し、 

 相手が過去に同様のリスクを受容してきた点を明らかにし、 

 相手にとって申し分のない申し出であることを説明し、 

 相手を丁重に扱い、 

 相手をパートナーにし、 

 上記をすべて実行すること。たった、これだけである。」 

利害関係者の参加に対する、この熟慮した「上記すべて」の態度は、さらに進んだ CCS プロジェクトのいく

つかにおいて益々顕著になっており、利害関係者の参加を効果的かつ確実に管理するために多大な時

間とリソースが費やされているプロジェクトも存在する。 

「Peterhead CCS プロジェクトに関し、我々は当初からコミュニティとの誠実で意義深い関わり合い

の重要性を認識し、信頼に満ち、敬意を払った関係の樹立のために、懸命に努力してきた。我々は、

CCS の価値や重要性を確信しているが、コミュニティが同じように得心しているはずだと決めてかか
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ることはできない。そこで我々の任務は、外に出て人々と話し、プロジェクトの進捗に合わせて彼らに

情報を提供し、彼らの話に耳を傾け、意見を尋ね、懸念や心配に対処し、プロジェクトによってその地

域にどのような利益がもたらされるのか、具体的に例を挙げて説明することである。」 

Shell 社、Peterhead CCS プロジェクト、ビジネス機会担当マネージャー、Bill Spence 

 

利害関係者の反応の予測 

プロジェクト計画プロセスのできるだけ早い段階で、潜在的な CCS 開発の社会的背景や事情を包括的に

理解する重要性は、すべての CCS 社会調査や先発プロジェクトから生まれたベストプラクティス・ガイドラ

インの中で一貫して認識されている（2011 年、Ashworth、2012 年、Bradbury、2012 年 b、Brunsting ら、

2013 年グローバル CCS インスティテュート、2012 年、Kombrink、2013 年、Prangnell、2011 年、Wade
および Greenberg）。 

また、社会調査やドイツの Jänschwalde プロジェクトで目撃された困難なプロジェクト経験によって、政府

と低炭素エネルギープロジェクトの同調や、政府のエネルギー選択や将来のエネルギーミックスの枠内で

の CCS の役割について、政府が（開発の最も初期の段階で）意思疎通をもっと心掛ける必要性について

強調される（Ashworth ら、2013 年）。 

しかし、CCS 技術にとって新しい分野や、当該技術が将来のエネルギーミックスの一端を担う可能性につ

いての早い段階での考慮に関し、技術に対する一般市民の反応を予測しようと努めることは、殊更難しい

と言える（2010 年、Hammond および Shackley）。 

まず「見識ある」利害関係者の集団を確認、作り出し、次に潜在的な CCS 建設計画に対する反応を分析

するための様々な方法が、研究者によって用いられてきた（2012 年、Ashworth ら、2012 年、de Best-
Waldhober ら、2013 年、日本ナレッジネットワーク）。2014 年、スウェーデン・エネルギー省、グローバル

CCS インスティテュート、および、バルト海への CO2 貯留の可能性を探る多数のスウェーデンの産業パー

トナーからの支援を受けた研究プログラムである BASTOR2 プロジェクトは、微妙に異なるアプローチから

得た有益な所見を報告した。 

BOX 10.2  

BASTOR2：バルト海 CO2 貯留の社会的考慮 

スウェーデンでは、CCS はエネルギーおよび気候政策の枠組内の優先分野の一つであり、最近、CO2

正味排出量ゼロ達成に向けたロードマップ 2050 を開発するための手順書に含まれた。しかし、今のと

ころ既存の CCS インフラがなく、全ての利害関係者グループの間で CCS に対する意識や理解度は低

いままであり、マスコミや政治討論の場で CCS 技術が取り上げられることも滅多にない。容認度調査

は、教育に基づいて考察されている問題にかなり左右されるため、認知度の低さによって、バルト海沿

岸地域の CO2 貯留プロジェクトに対する有望な市民の反応に対する建設的な理解を得ることが難しく

なっている（2014 年、Stigson ら）。 

CCS の仮説に対処するのではなく、BASTOR2 プロジェクトでは、バルト海で計画または実施されてき

た 3 つの大型エネルギープロジェクトを分析することが決定した。3 つのプロジェクトは比較的最近のプ

ロジェクトであるが、CCS 関連のプロジェクトは一つもなく、問題となる地質学上の領域（海底での活

動）に取組み、また潜在的な CO2 プロジェクトと同種の利害関係者に対処する。 
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 SwePol リンク － スウェーデン・ポーランド間を結ぶ全長 230km の送電接続路。 

 Nord ストリーム － バルト海海底を横切る形で敷設された、ロシアからドイツまでの天然ガスパ

イプライン 

 OPAB － 石油採掘 － バルト海最大の未採掘有望地の試掘許可を政府から取り付けようと

試みる、株式非公開探掘・開発企業の子会社 

事例プロジェクトはそれぞれ、文献やメディア研究、プロジェクトに参加するまたはプロジェクトによって

影響を受ける利害関係者との面談を経た。ケーススタディでは、2 つの重要な質問が考慮された。 

1. どの利害関係者グループが、これらのプロジェクトに反対または賛成しているのか。 

2. 異なる利害関係者グループ内での重要な議論には、どのようなものがあったのか。 

報告書の主執筆者である Peter Stigson 博士は、上記の 3 つのプロジェクトが直面する課題について

調査する中で導き出された貴重な教訓を発表した。 

「バルト海沿岸地域におけるこれら 3 つの現実的なエネルギー構想を分析し、その肯定

的および否定的な経験を将来のバルト海 CO2 貯留の背景や状況と関連付けることで、

我々の研究を現実に根付かせようと試みた。産業界の回答者から得られた見解は、

BASTOR2 の産業代表者の見解と非常に似通っていた。研究は、リスクや利益の概念

といった、時に「曖昧な」社会概念の具体化に役立った。また、出来事を予測する行動

の本質とは何か、という問いに対する解答を示唆してくれた。また、この方法によって、

極めて実際的で、具体的な事例を通じた、利害関係者の『場所』や『価値』の感覚の定

義が容易になった。この研究は、CCS インフラとして同種の背景や状況にしっかりと植

えつけられているプロジェクトや産業活動に対する肯定的および否定的な経験から、非

常に多くのことを学べることを教えてくれたと思う。」 
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10.2 

協力が成功の重要な要素 
プロジェクトによって異なる参加方法が指定される効率性評価に関し、過去 3 年間の認識調査データから

ある一貫した傾向が浮かび上がってくる。今年、プロジェクト別に最も効率的と評価された参加方法は、対

面式の会合、サイト訪問、公式相談会および教育プログラムだった。マスメディア、インターネット・サイト、

リーフレットおよび委託研究など、より間接的な形式のコミュニケーションも、依然として大多数の回答者は

重要なツールであると言及しているものの、利害関係者との個人的な交流が重要だという明確な認識が

存在する。 

上述の結果は、2013 年の CCS 社会調査結果統合に関する所見と一致する。Ashworth ら（2013 年）は、

全般的にみて CCS に関する一般市民の認識は定まっておらず、影響を受けやすい状態にあり、また市民

は経験および関係性を通じて学習する点が明らかになった Torvanger および Meadowcroft（2011 年）が

実施した調査について次のように述べている。 

「関係の構築は、信頼条件を決定付ける重要な鍵として確認されてきた。関係の欠如は、開発者に

対する一般市民の不信任につながる恐れがあり、その結果、開発者が市民の意見を完全に理解で

きないことがある。」 

2013 年、Ashworth ら。CCS 社会調査統合： 

2013 年の状況の反省と現状、20 ページ 

 

これらの調査結果に基づき、統合報告書は下記のようなベストプラクティス・アプローチを推奨している。 

「プロジェクト開発者は、異なる利害関係者グループ内の信頼のおける擁護者を活用し、プロジェクト

計画が最終的に承認される相当以前に、利害関係者と一般市民との有意義な対話に加わる必要が

ある。」 

2013 年、Ashworth ら。CCS 社会調査統合： 

2013 年の事業再考および現状、23 ページ 

 

Global Status of CCS: 2013 報告書の中で、我々は環境 NGO コミュニティの代表者と協力関係を築き上

げたプロジェクトについて報告した。今年、複数のプロジェクトによって、CCS プロジェクトや調査プログラ

ムをコミュニティの活動の中心に統合するために、地方議会との緊密な連携に向けた活動から生まれた、

肯定的で前向きな経験が報告された。 

この一例として、スペイン北部の Hontomin および、CO2 回収・輸送施設が設置されている Cubillos del 
Sil の CO2 圧入・貯留パイロットプロジェクトの意識や理解を向上させるために開発された、独創的な地域

主導型プログラムについて解説する。 

BOX 10.3  

コミュニティとの協調 － CIUDEN 

CIUDEN（スペインの公設調査およびイノベーション財団）は、Hontomin 地方議会と緊密に連携し、欧

州本土の多数の国々によって、その実現が不可能と考えられてきた、スペイン北部の Hontomin CO2

圧入パイロットプロジェクトのオンショア CO2 貯留プログラムに対する、広範囲のコミュニティの支援環

境の確立という偉業を成し遂げた。 
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地質学者で、Hontomin CO2 貯留プログラム・コミュニティ関係担当局長の Daniel Fernandez-
Poulussen 氏は、次のように説明する。 

「我々は、CO2 貯留プロジェクトの近隣に居住することになる地域住民の信頼を獲得し、

維持することの重要性を大いに理解している。Hontomin の地域議会とパートナー関

係を結ぶ機会を得たことは、この上ない経験だった。Hontomin 施設やその場所で実

施される予定の革新的な調査研究に対する意識や理解の向上に成功しただけでなく、

地域住民に CO2、気候変動、エネルギーそして地域の地質学などの話題に関心を持っ

てもらえたのだから。 

Hontomin 地方議会のおかげで、楽しい学習の機会を地元の祭事や地域行事に統合

することができた。CO2 を利用した子供向けの料理教室、「地質学とワイン」や「ワインと

CO2」といった大人向けの講習会、「Hontomin の不思議な岩石」をもとにした地元ツア

ーや宝探し、宗教的な祭事でのアクティビティーや情報ブース、また Hontomin ブラッド

ソーセージフェスティバルなど、上記はほんの数例に過ぎないが、数々のイベントを開

催してきた。 

総じて、CO2 のオンショア貯留が意味することに対する当初のコミュニティの懸念は、こ

の完全に透明で、包括的な一般市民参加戦略を通して対処されてきた。Hontomin 地

方議会の継続的な支援によって、我々のアウトリーチ活動の影響に信じられないほど

大きな違いが生まれた。実際、Hontomin の参加プログラムが大成功とみなされたの

で、我々は、今度は CIUDEN が CO2 回収・輸送施設を所有する Cubillos del Sil 村

の議会代表に協力を取り付けているところである。」 

Cubillos del Sil 村出身の家族とその他の一般市民が、「石炭の起源」活動の一環として、CIUDEN 職

員の添乗員付きのツアーを楽しむ様子。エネルギー博物館の訪問者は、露頭を含む化石の森（石炭紀

の物）に案内され、地元の植物センターである「Ciuden Vivero」を訪問する。センターでは、そこで何百

万年も前に石炭が形成された森林に見られる物に似たシダの苗が栽培されており、将来エネルギー博

物館に植林する予定。 

 

 

一般市民参加ツール開発のための協調 

コミュニティやプロジェクトの利害関係者レベルに留まらず、より広い CCS の情報交換の枠組みの中でも、
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信頼のおけるグループとの協調が重要である。Global Status of CCS: 2013 の中で、CO2 が地中に貯留

される際何が起こるのかということについて、最も頻繁に尋ねられる疑問のいくつかに対し、明快だが調査

に裏付けされた解答を導き出せるようにするために、IEAGHG Weyburn-Midale CO2 モニタリング・貯留

プロジェクトから入手した 12 年間の CO2 モニタリングデータの活用を目指し、「コアメッセージの創出」（仮

題）という一つのプロジェクト予告が発表された。 

最初の質疑応答形式の資料は、Weyburn-Midale 地帯のコミュニティによって徹底的に試験され、続いて、

業界、学会および環境 NGO グループの枠を超えた一般市民参加の専門家によって詳しく吟味された。そ

の結果、完成した文書は、仮題から「CO2 の地中貯留で何が起きるか。」（2014 年、PTRC）というもっと簡

潔な題名に改められた。著者である Norm Sacuta（PTRC）は、意見を尋ねた広範囲にわたる利害関係者

からの惜しみない協力や建設的な意見・助言によって、この資料が多大な恩恵を受けた点を強調している。 

「資料は簡潔で使い易いが、地震探査、コア・サンプリングおよび土壌ガス分析などから入手した検

証データにきちんと基づいている。基本的な情報が良質な点は承知していたが、このように権威と学

識を備えた CCS 界のいわば外部者に当たる多岐にわたる評論家との共同作業は、資料の複雑さ

や表現の仕方に関し、多大な挑戦を強いられた。その結果、何度も編集を重ね、日常的に使用され

る平易な言葉で表現された資料が完成した。」 

資料という CCS に関する効果的な情報交換のための有益でわかりやすいツールが、世界中の CCS プロ

ジェクトに提供された。 

 

気候に関する情報交換から学んだ教訓 

CCS コミュニティの外部者との共同研究によって、CCS が一般市民の意識における気候変動に対する地

球規模の回答を認識させるだけでなく、CCS に関する情報交換を行っている人間に追加の支援や情報の

供給源を提供するという意味において、共同研究は重要である。 

エネルギーや気候変動という文脈での CCS に関する情報交換は、この何十年間ベストプラクティスに関

するプレゼンテーションや発表の際の重要なポイントであった（2010 年、Ashworth ら、2007 年、van 
Alphen ら、2005 年、Shackley ら）。しかし、往々にしてこの手引きは、より範囲の広いエネルギーや気候

変動の業界で情報交換を行っている人間との包括的な協業の試みではなく、既に技術的な要素が強調さ
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れ過ぎている CCS のファクトシートに、ただ単に平均温度グラフを付け足してお茶を濁す場合が多かった。 

最近実施された、実践の気候変動への適応コミュニティと題するオンラインセミナー（2014 年 7 月実施）

で、気候アクセスネットワークの事務局長である Cara Pike 女史は、気候ソリューションに関する情報交換

を試みようとする人達に対し、常に将来に注目した、新しく、しかも総じて否定的な情報で、一般の人々を

圧倒させないよう強く奨励した。Pike 女史は、以下の重要点を強調した。 

 科学を論ずるのでなく傾向や動向を探り、個人的な事情や状況の中での気候変動の影響を決定する、

最新の地域的な影響について話し合うこと。 

 改良され、より持続可能なインフラなど、技術革新や気候ソリューションの利点に集約すること。 

 政策的な対応を行わなかった場合のマイナスな結果に拘泥するのではなく、肯定的で価値あるリー

ダーシップの逸話を拡充すること。 

 気候ソリューションの科学や経済学の話に入る前に、人々の関心を集め、人々を議論に参加させる

ために、芸術的技法や興味深く話を聞かせる腕などのコミュニケーション手段を早い時期から活用す

るように奨励すること。 

この方法を CCS コミュニケーションに適用することは、Prangnell が 5 つの大規模 CCS 実証の評論の中

で、「プロジェクトによって履行されてきた、すべての成功した参加活動の基礎」として選び出した「コミュニ

ケーションに基づいた価値」活動の支援に役立つと思われる（2013 年、Prangnell、6 ページ）。 

 

10.3 

教育および理解の向上のために、プロジェクトの成功を活用 
CCS に対する初期段階の一般市民の認識は、リスクと不確実さ、とりわけ CO2 貯留関連のリスクに集中

する傾向がある。建設中または稼働中のこれらのプロジェクトを実際に見ないで、プロジェクト規模を理解

したり、比較できるようにすることが困難であるのと同じように、これは国際的な社会調査データから明ら

かになっている共通の主題である（2012 年、Ashworth ら）。2014 年から 15 年の間に、目覚しい数の主

要 CCS プロジェクトが節目に達したため、これらの成功を世間一般および集合的に推進し、地域、国内お

よび国際的なレベルで積極的に CCS を推進するための機会が訪れた。 

Boundary Dam プロジェクト・国際関係およびコンソーシアム事務局長の Rhonda Smysniuk 女史は、

Boundary Dam の始動を通じた CCS の国際的な知識共有および推進を支援するだけでなく、地域の

CCS プロジェクトを祝した低炭素教育構想を創出するために、地域の教師に対する支援を約束した。 

「国際 CCS シンポジウムの標語は、『将来はここにある』であり、我々はそれを確信している。9 ヶ月

以上にわたり、レジーナカトリック学校区および国際的な専門家チームと協力し、『SaskPower CCS
課題』を確立し、サスカチュワン州の教育カリキュラムへの完全統合に取り組んできた。我々が主催

したレジーナ科学センターでのワークショップ立ち上げに続き、何百人もの若い学生が CCS や低炭

素エネルギーについて学び、それを国際的に共有するという挑戦に果敢に取り組んでいる。」 
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外国人留学生が実演する CO2 の実験に参加するレジーナカトリック学校区の 7 年生（中学 1 年生）。 

 

Boundary Dam 教育ワークショップは、ノルウェー、米国、スペイン、日本、英国、オーストラリア出身の学

生が参加する極めて国際的な行事であり、当インスティテュートの CO2degrees 教育プログラムの一環と

して、実地試験、映画実験そして作業実証などに全員が関わった。これらの実例による説明は、その後、

カナダの学生に CO2、エネルギーおよび CCS に関して知識を深めてもらうためのワークショップで使用さ

れた。 

 

日本における CCS 教育ワークショップの試験的導入 

また 2014 年を通じて、日本の地球環境産業技術研究機構（RITE）も、当インスティテュートの「CCS 入門」

教材やワークショップ資料を日本の教育制度に合わせて解釈、適合させ、CCS 教育の開発やアウトリー

チ機会の創出に取り組んできた。夏の間、RITE は京都および大阪の教育設備や機関で、数回にわたる

試験的なワークショップを主催し、成功を収めた。これらのワークショップは、課外プログラムとして学校や

科学センターで開催され、CCS や気候変動をテーマにした講義、ゲームや参加型の実験などが呼び物で

あった。 

このワークショップ体験は、最終的な日本の資料や教材を作成する上で利用される予定である。最終的な

資料や教材は RITE が作成し、科学教育の専門家らの論評が含まれることになっている。 
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夏休みに開催された環境教育ワークショップに参加し、CO2 および CO2 貯留に関して知識を深める京都

府および大阪府の小学生たち 
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APPENDIX A：2013 年の状況報告からの変化 

下記の表は、世界の CCS の動向：2013 報告書で示した大規模 CCS プロジェクトのその後の変化をまと

めたものである。 

国名 プロジェクト名 回収容量 

(MTPA) 

コメント 

新たに確認されたプロジェクト 

中国 中国華潤電力（海豊県）

統合炭素回収・隔離実証

プロジェクト 

1.0 

関連オフショア深部含塩地層へのCO2隔離・圧入を伴う

広東省・海豊郡に新しく建設された発電所での石炭火

力発電。現在、プロジェクトは「構想」段階。 

米国 Sargasテキサスポイン

ト・コンフォート・プロジェ

クト 

0.8 

オンショアEOR用の関連CO2隔離・圧入設備を備えた

新設の天然ガス発電。現在、プロジェクトは「精査」段

階。 

大規模CCSプロジェクトのリストから削除されたプロジェクト 

オーストラリア Surat Basin CCSプロジ

ェクト 
1.0 

プロジェクト実施主体がより小規模に検討中との報告に

基づき削除。 

中国 Lianyungang（連雲港） 

ICCS・CCS複合事業プ

ロジェクト 

0.8～1.0 

3年前の開始以来、プロジェクトに進捗がみられないと

の報告に基づき削除。 

フランス Low Impact Steelプロジ

ェクト 
0.6～0.8 

現在、大規模プロジェクトとして活動していないとの報告

に基づき削除（調査プロジェクトとしては継続予定）。 

イタリア Porto Tolle 
0.8～1.0 

Porto Tolle発電所の環境許可証取り消し、及び資金調

達難によるプロジェクトの遅延により削除。 

ノルウェー Industrikraft Möre AS 

ノルウェー 

 

1.4～1.6 

プロジェクト実施主体よる保留の申し出により保留。 

フルスケールCO2回収 

Mongstad (CCM) 
1.0～1.2 

2013年9月のノルウェー政府によるプロジェクト中止の

発表を受け削除。その後政府は、産業界や発電事業に

おける炭素排出量削減努力の一環としてCCSに対する

支援を再度訴えた。 

ルーマニア Getica CCS実証プロジ

ェクト 
1.4～1.6 

回収FEED（基本設計）および貯留評価段階へ向けた

資金調達が困難なことから保留。 

スペイン OXYCFB 300 

Compostillaプロジェクト 1.0～1.2 

2013年10月を期限とするEEPR（欧州エネルギー効率

基金）助成金に基づく作業を完了したが、その後フルス

ケール実証は行わないことが決定されたため削除。 

アラブ首長国連邦 Emirates Aluminium 

CCSプロジェクト 
2.0 

プロジェクト実施主体が、将来のCCS機会はアブダビに

存在すると考えているため、保留。 

英国 Teesside Low Carbon 
2.0～3.0 

現行の形態ではこれ以上プロジェクトは進行できないと

Progressive Energyが示したため、削除。  

米国 Kentucky NewGas 
5.0 

プロジェクトの開発中止についてPeabody Energyが

2013年にケンタッキー州に正式通知したため削除。 

Lake Charles CCSプロ

ジェクト 4.5 

プロジェクト完工コストに関する最終試算に基づき、

Leucadia National Corporationは、Lake Charles関連

プロジェクトの中止を決定したため削除。 

プロジェクトの進捗 
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国名 プロジェクト名 回収容量 

(MTPA) 

コメント 

カナダ Boundary Dam統合炭

素回収・隔離実証プロジ

ェクト 

1.0 

「建設」から「操業」に移行。 

中国 Yanchang（延長県）統合

炭素回収・貯留実証プロ

ジェクト 

0.46 

「評価」から「精査」に移行。 

韓国 Korea-CCS 2 1.0 「構想」から「評価」に移行。 

アラブ首長国連邦 アブダビCCSプロジェクト 0.8 「精査」から「建設」に移行。 

英国 White Rose CCSプロジ

ェクト 
2.0 

「評価」から「精査」に移行。 

Peterhead CCSプロジェ

クト 
1.0 

「評価」から「精査」に移行。 

米国 Petra Nova炭素回収プ

ロジェクト 
1.4 

「精査」から「建設」に移行。 

名称変更 － 実質的な修正のみ 

オーストラリア South West Hub 2.5 旧名称・South West CO2 Geosequestration Hub 

中国 Shinopec Qilu（中華石

油天然気・齐鲁）

Petrochemical CCSプロ

ジェクト 

0.5 

旧名称・Sinopec Shengli Dongying（中華石油天然

気・吉林油田） CCS Project 

Yanchang（延長県）統合

炭素回収・貯留実証プロ

ジェクト 

0.46 

旧名称・Yanchang Jingbian（延長県・靖辺市） CCS 

Project 

アラブ首長国連邦 アブダビCCSプロジェクト 0.8 旧名称・Emirates Steel Industries (ESI) CCS Project 

米国 ケンパー郡エネルギー施

設 
3.0 

旧名称：Kemper County IGSS Project 

Petra Nova炭素回収プ

ロジェクト 
1.4 

旧名称：NRG Energy Parish CCS Project 
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APPENDIX B：2014 年の大規模 CCS プロジェクトリスト 

次表は、世界の CCS の動向：2014 において取り上げられた大規模統合 CCS プロジェクト（LSIP）の詳細

なリストである。「LSIP NO. 2014」番号は、第 3 章「大規模 CCS プロジェクト」の LSIP の世界マップ

（Figure 3.9）および地域ごとのマップ（Figures 3.16、3.17、3.18）番号と一致する。 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

1 Operate In Salah CO2 
Storage 

2004 Wilaya de 
Ouargla, 
Algeria 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0 (injection 
suspended) 

Pipeline, 
14 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

1 

2 Operate Val Verde Natural 
Gas 
Plants 

1972 Texas, United 
States 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

1.3 
 

Pipeline, 
356 km 

Enhanced oil 
recovery 

2 

3 Operate Enid Fertilizer CO2-
EOR 
Project 

1982 Oklahoma, 
United 
States 

Fertiliser 
production 

Industrial 
separation 

0.7 Pipeline, 
225 km 

Enhanced oil 
recovery 

3 

4 Operate Shute Creek Gas 
Processing Facility 

1986 Wyoming, 
United 
States 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

7.0 Multiple 
pipelines, 
maximum of 
460 km 

Enhanced oil 
recovery 

4 
 

5 Operate Sleipner CO2 
Storage 
Project 

1996 North Sea, 
Norway 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.9 No transport 
required 
(i.e. direct 
injection) 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

5 
 

6 Operate Great Plains Synfuel 
Plant and Weyburn- 
Midale Project 

2000 Saskatchewan, 
Canada 

Synthetic 
natural gas 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

3.0 Pipeline, 
329 km 

Enhanced oil 
recovery 

6 

7 Operate Snøhvit CO2 Storage
Project 

2008 Barents Sea, 
Norway 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.7 Pipeline, 
153 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

7 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

8 Operate Century Plant 2010 Texas, United 
States 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

8.4 Pipeline, 
>255 km 

Enhanced oil 
recovery 

8 

9 Operate Air Products Steam 
Methane Reformer 
EOR 
Project 

2013 Texas, United 
States 

Hydrogen 
production 

Industrial 
separation 

1.0 Pipeline, 
158 km 

Enhanced oil 
recovery 

9 

10 Operate Coffeyville 
Gasification 
Plant 

2013 Kansas, United 
States 

Fertiliser 
production 

Industrial 
separation 

1.0 Pipeline, 
110 km 

Enhanced oil 
recovery 

11 

11 Operate Lost Cabin Gas 
Plant 

2013 Wyoming, 
United 
States 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.9 Pipeline, 
374 km 

Enhanced oil 
recovery 

12 

12 Operate Petrobras Lula Oil 
Field 
CCS Project 

2013 Santos Basin, 
Brazil 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.7 No transport 
required 
(i.e. direct 
injection) 

Enhanced oil 
recovery 

10 

13 Operate Boundary Dam 
Integrated Carbon 
Capture and 
Sequestration 
Demonstration 
Project 

2014 Saskatchewan, 
Canada 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.0 Pipeline, 
66 km 

Enhanced oil 
recovery 

13 

14 Execute Kemper County 
Energy 
Facility (formerly 
Kemper County 
IGCC 
Project) 

2015 Mississippi, 
United 
States 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

3.0 Pipeline, 
98 km 

Enhanced oil 
recovery 

14 

15 Execute Quest 2015 Alberta, 
Canada 

Hydrogen 
production 

Industrial 
separation 

1.08 Pipeline, 
64 km 

Enhanced oil 
recovery 

18 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

16 Execute Illinois Industrial 
Carbon Capture and 
Storage Project 

2015 Illinois, United 
States 

Chemical 
production 

Industrial 
separation 

1.0 Pipeline, 
1.6 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

15 

17 Execute Uthmaniyah CO2-
EOR 
Demonstration 
Project 

2015 Eastern 
Province, 
Kindom of 
Saudi 
Arabia 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.8 Pipeline, 
70 km 

Enhanced oil 
recovery 

16 

18 Execute Alberta Carbon 
Trunk 
Line ("ACTL") with 
Agrium CO2 Stream 

2015 Alberta, 
Canada 

Fertiliser 
production 

Industrial 
separation 

0.3-0.6 Pipeline, 
240 km 

Enhanced oil 
recovery 

19 

19 Execute Gorgon Carbon 
Dioxide 
Injection Project 

2016 Western 
Australia, 
Australia 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

3.4-4.0 Pipeline, 7 km Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formationsrecovery 

17 

20 Execute Petra Nova Carbon 
Capture Project 
(formerly NRG 
Energy 
Parish CCS Project) 

2016 Texas, United 
States 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.4 Pipeline, 
132 km 

Enhanced oil 
recovery 

26 

21 Execute Abu Dhabi CCS 
Project 
(formerly Emirates 
Steel 
Industries (ESI) CCS 
Project) 

2016 Abu Dhabi, 
United 
Arab Emirates 

Iron and 
steel 
production 

Industrial 
separation 

0.8 Pipeline, 
45 km 

Enhanced oil 
recovery 

22 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

22 Execute Alberta Carbon 
Trunk 
Line ("ACTL") with 
North West Sturgeon
Refinery CO2 
Stream 

2017 Alberta, 
Canada 
 

Oil refining Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

1.2-1.4 Pipeline, 
240 km 

Enhanced oil 
recovery 

20 

23 Define Sinopec Qilu 
Petrochemical CCS 
Project (formerly 
Sinopec Shengli 
Dongying CCS 
Project) 

2016 Shandong 
Province, 
China 

Chemical 
production 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

0.5 Pipeline, 
75 km 

Enhanced oil 
recovery 

24 

24 Define Yanchang Integrated 
Carbon Capture and 
Storage 
Demonstration 
Project 

2016 Shaanxi 
Province, 
China 

Chemical 
production 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

0.46 
 

Pipeline, 
150 km 

Enhanced oil 
recovery 

43 

25 Define PetroChina Jilin Oil 
Field EOR Project 
(Phase 2) 

2016-2017 Jilin Province, 
China 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

0.8 Pipeline, 
35 km 

Enhanced oil 
recovery 

25 

26 Define FutureGen 2.0 
Project 

2017 Illinois, United 
States 

Power 
generation 

Oxy-fuel 
combustion 
capture 

1.1 Pipeline, 
45 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

29 

27 Define Rotterdam 
Opslag en Afvang 
Demonstratieproject 
(ROAD) 

2017 Zuid-Holland, 
Netherlands 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.1 Pipeline, 
25 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

30 

28 Define Sinopec Shengli 
Power 
Plant CCS Project 

2017 Shandong 
Province, 
China 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.0 Pipeline, 
80 km 

Enhanced oil 
recovery 

23 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

29 Define Sargas Texas Point 
Comfort Project 

2017 Texas, United 
States 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

0.8 Pipeline, 
80 km 

Enhanced oil 
recovery 

New 

30 Define Medicine Bow Coal-
to- 
Liquids Facility 

2018 Wyoming, 
United 
States 

Coal-toliquids 
(CTL) 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.5 Pipeline, 
distance not 
specified 

Enhanced oil 
recovery 

27 

31 Define Spectra Energy's 
Fort 
Nelson CCS Project 

2018 British 
Columbia, 
Canada 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

2.2 Pipeline, 
15 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

28 

32 Define White Rose CCS 
Project 

2019-20 North 
Yorkshire, 
United 
Kingdom 

Power 
generation 

 
Oxy-fuel 
combustion 
capture 

2.0 Pipeline, 
165 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

42 

33 Define Don Valley Power 
Project 

2019 South 
Yorkshire, 
United 
Kingdom 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

5.0 Pipeline, 
165 km 

Dedicated 
geological storage, 
with 
potential for 
enhanced oil 
recovery, 
offshore deep 
saline formations 

35 

34 Define Hydrogen Energy 
California Project 
(HECA) 

2019 California, 
United 
States 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.7 Pipeline, 
5 km 

Enhanced oil 
recovery 

33 

35 Define Texas Clean Energy 
Project 

2019 Texas, United 
States 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.7 Pipeline, 
distance not 
specified 

Enhanced oil 
recovery 

31 

36 Define Peterhead CCS 
Project 

2019 Aberdeenshire, 
United 
Kingdom 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
 

1.0 
 

Pipeline, 
120 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
depleted oil and/or 
gas reservoir 

44 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

37 Evaluate Quintana South 
Heart 
Project 

2018 North Dakota, 
United States 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.1 Pipeline, 
distance not 
specified 

Enhanced oil 
recovery 

45 

38 Evaluate Korea-CCS 1 2018 Either 
Gangwon 
Province or 
Chungnam 
Province, 
Korea 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.0 Shipping, 
distance under 
evaluation 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

47 

39 Evaluate Indiana Gasification 2019 Indiana, United 
States 

Synthetic 
natural gas 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

5.5 Pipeline, 
>700 km 

Enhanced oil 
recovery 

37 

40 Evaluate Riley Ridge Gas 
Plant 

2018-2020 Wyoming, 
United 
States 

Natural gas 
processing 

Pre-combustion 
capture 
(natural gas 
processing) 

2.5 Pipeline, 
distance not 
specified 

Enhanced oil 
recovery 

48 

41 Evaluate Mississippi Clean 
Energy Project 
(formerly 
Mississippi 
Gasification) 

2019 Mississippi, 
United 
States 

Chemical 
production 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

4.0 Pipeline, 
distance not 
specified 

Enhanced oil 
recovery 

38 

42 Evaluate C.GEN North 
Killingholme Power 
Project 

2019 North 
Lincolnshire, 
United 
Kingdom 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.5 Pipeline, 
151-200 km 

Under evaluation 39 

43 Evaluate Bow City Power 
Project 

2019 Alberta, 
Canada 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.0 Pipeline, 
40-90 km 

Enhanced oil 
recovery 

54 

44 Evaluate South West Hub 
(formerly South 
West 
CO2 
Geosequestration 
Hub) 

2020 Western 
Australia, 
Australia 

Fertiliser 
production 

Industrial 
separation 

2.5 Pipeline, 
80-110 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

46 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

45 Evaluate Huaneng GreenGen 
IGCC Project (Phase 
2) 

2020 Tianjin, China Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.0 Pipeline, 
50-100 km 

Enhanced oil 
recovery important, 
dedicated 
geological storage 
options 
under review 

40 

46 Evaluate Korea-CCS 2 2020 Korea Power 
generation 

Pre-combustion or 
oxycombustion 

1.0 Shipping, 
distance under 
evaluation 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

65 

47 Evaluate Shenhua Ordos CTL 
Project (Phase 2) 

2020 Inner Mongolia 
Autonomous 
Region, China 

Coal-toliquids 
(CTL) 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

1.0 
 

Pipeline, 
201-250 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

56 

48 Evaluate CarbonNet Project 2020’s Victoria, 
Australia 

Under 
evaluation 

Subject to industry
partner selection 

1.0-5.0 Pipeline, 
130 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

51 

49 Evaluate Captain Clean 
Energy 
Project 

2021 Scotland, 
United 
Kingdom 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

3.8 Pipeline, 
358 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

53 

50 Identify China Resources 
Power 
(Haifeng) Integrated 
Carbon Capture 
and Sequestration 
Demonstration 
Project 

2018 Guangdong 
Province, 
China 

Power 
generation 

Post-combustion 
capture 

1.0 Pipeline, 
150 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
deep saline 
formations 

New 
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LSIP 
NO. 
2014 
 

PROJECT 
LIFECYCLE 
STAGE 
 

PROJECT NAME YEAR OF 
OPERATION 
 

LOCATION INDUSTRY CAPTURE TYPE CAPTURE 
CAPACITY 
(MTPA) 
 

TRANSPORT 
TYPE 
 

PRIMARY 
STORAGE 
OPTION 

LSPI 
NO. 
2013 

51 Identify Dongguan 
Taiyangzhou 
IGCC with CCS 
Project 

2019 Guangdong 
Province, 
China 

Power 
generation 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

1.0-1.2 Shipping, 
200-250 km 

Dedicated 
geological storage, 
offshore 
depleted oil and/or 
gas reservoir 

63 

52 Identify Shenhua / Dow 
Chemicals Yulin 
Coal to 
Chemicals Project 

2020 Shaanxi 
Province, 
China 

Chemical 
production 

Industrial 
separation 

2.0-3.0 Pipeline, 
<150 km 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

58 

53 Identify Shanxi International 
Energy Group CCUS
project 

2020 Shanxi 
Province, 
China 

Power 
generation 

Oxy-fuel 
combustion 
capture 

2.0 Pipeline, 
distance not 
specified 

Not specified 60 

54 Identify Shenhua Ningxia 
CTL 
Project 

2020 Ningxia Hui 
Autonomous 
Region, China 

Coal-toliquids 
(CTL) 

Pre-combustion 
capture 
(gasification) 

2.0 Pipeline, 
200-250 km 

Not specified 62 

55 Identify Datang Daqing CCS 
Project 

2020 Heilongjiang 
Province, 
China 

Power 
generation 

Oxy-fuel 
combustion 
capture 

1.0-1.2 Pipeline, 
distance not 
specified 

Dedicated 
geological storage, 
onshore 
deep saline 
formations 

59 
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APPENDIX C: 米国における既存 CO2 輸送インフラ 

本 Appendix は、Energy Pipeline CRC の協力を得て作成された。 

世界中には、既に大規模なパイプライン・ネットワークが存在する。米国だけを例にとっても、約 80 万 km
の天然ガスおよび有害液体輸送パイプラインと、350 万 km におよぶ天然ガス配給ラインがある。現在、

約 6,500km のパイプラインにおいて実際に CO2 が輸送されている。米国では、約 50 本の CO2 パイプラ

インが現在稼働中であり、約 68Mtpa の CO2 が輸送されている。これらのオンショアパイプラインは、6 つ

の郡／州の境界線と 1 つの国境（カナダとの国境）を横断している。米国の既存パイプライン・インフラの

大半は、1980 年代および 1990 年代に建設され、主に天然の CO2-EOR 用に利用されている。 

下表は、米国に既に存在する主要な CO2-EOR パイプラインの概略であり、2010 年米州石油ガス協定委

員会が作成し、米国・南部諸州エネルギー委員会に提出した CO2 輸送・貯留用の国内パイプライン・イン

フラ実現可能性の政策、法律および規制評価を編集したものである。 

パイプライン 所有者／ 

オペレーター 

全長（km） 直径 

（インチ） 

推定最大流

量（Mpta） 

場所 

（州／郡） 

Adair Apache 24 4 1.0 テキサス州 

Anton Irish Oxy 64 8 1.6 テキサス州 

Beaver Creek Devon 72 8 1.6 ワイオミング州 

BorgeからCamrickまで Chaparral 

Energy 

138 4 1.0 テキサス州、 

オクラホマ州 

Bravo Oxy Permian 351 20 7.0 ニューメキシコ州、テキ

サス州 

Canyon Reef Carriers Kinder Morgan 224 16 4.3 テキサス州 

Centerline Kinder Morgan 182 16 4.3 テキサス州 

Central Basin Kinder Morgan 230 16 4.3 テキサス州 

Chaparral Chaparral 

Energy 

37 6 1.3 オクラホマ州 

Choctaw (Northeast 

Jackson Dome) 

Denbury 

Onshore, LLC 

294 20 7.0 ミシシッピー州、ルイジ

アナ州 

Coffeyville －Burbank Chaparral 

Energy 

110 8 1.6 カンザス州、オクラホ

マ州 

Comanche Creek （現在

休止中） 

PertoSource 193 6 1.3 テキサス州 

Cordona Lake XTO 11 6 1.3 テキサス州 

Cortez Kinder Morgan 808 30 23.6 テキサス州 

Dakota Gasification

（Souris Valley） 

Dakota 

Gasification 

329 14 2.6 ノースダコタ州、サスカ

チェワン州 

Delta Denbury 

Onshore, LLC 

174 24 11.4 ミシシッピー州、ルイジ

アナ州 

Dollarhide Chevron 37 8 1.6 テキサス州 

El Mar Kinder Morgan 56 6 1.3 テキサス州 

Eastern Shelf Kinder Morgan 146 10 2.1 テキサス州 

Enid-Purdy (オクラホマ州

中央部) 

Merit  8 1.6 オクラホマ州 

Este IからWelchまで ExxonMobil 64 14 3.4 テキサス州 

Este II からSalt Creek 

Fieldまで 

ExxonMobil 72 12 2.6 テキサス州 
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パイプライン 所有者／ 

オペレーター 

全長（km） 直径 

（インチ） 

推定最大流

量（Mpta） 

場所 

（州／郡） 

Ford Kinder Morgan 19 4 1.0 テキサス州 

Free State Denbury 

Onshore, LLC 

138 20 7.0 ミシシッピー州 

Greencore Pipeline Denbury 

Greencore 

Pipeline LLC 

373 20 14.0 モンタナ州、ワイオミン

グ州 

Green Line I Denbury Green 

Pipeline LLC 

441 24 18.0 ルイジアナ州 

Joffre Viking Penn West 

Petroleum, Ltd. 

13 6 1.3 アルバータ州 

Llaro Trinity CO2 85 12 1.6 ニューメキシコ州 

Lost Soldier/Werrz Merit 47 不明 不明 ワイオミング州 

Mabee Lateral Chevron 29 10 2.1 テキサス州 

McElmo Creek Kinder Morgan 64 8 1.6 コロラド州、ユタ州 

Means ExxonMobil 56 12 2.6 テキサス州 

Monell Anadarko 53 8 1.6 ワイオミング州 

North Cowden Oxy Permian 13 8 1.6 テキサス州 

North Ward Estes Whiting 42 12 2.6 テキサス州 

Pecos County Kinder Morgan 42 12 2.6 テキサス州 

Pikes Peak SandRidge 64 8 1.6 テキサス州 

Powder River Basin CO2 

PL 

Anadarko 

 

201 

 

16 

 

4.3 

 

ワイオミング州 

Raven Ridge Chevron 257 16 4.3 ワイオミング州、コロラ

ド州 

Rosebud Hess 19 12 2.6 ニューメキシコ州 

Sheep Mountain Oxy Permian 656 24 11.4 テキサス州 

Shute Creek ExxonMobil 48 30 23.6 ワイオミング州 

Slaughter Oxy Permian 56 12 2.6 テキサス州 

Sonat（使用できるように修

復した天然ガス） 

Denbury 

Onshore, LLC 

80 18 3.2 ミシシッピー州 

TransPetco TransPetco 177 8 1.6 テキサス州、オクラホ

マ州 

Val Verde Kinder Morgan 134 10 2.1 テキサス州 

Wellman PetroSource 42 6 1.3 テキサス州 

White Frost Core Energy, 

LLC 

18 6 1.3 ミシガン州 

West Texas Trinity CO2 97 12 1.6 テキサス州、ニューメ

キシコ州 

Wyoming CO2 ExxonMobil 180 20～16 4.3 ワイオミング州 
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APPENDIX D: 主要な CO2 輸送研究開発プログラムの概略 

当インスティテュートの委託に基づきエネルギー・パイプライン CRC が作成した、主要な共同 CO2 輸送研

究開発プログラムの概略について説明する。これらの研究開発構想は、現在継続中か、あるいは2014年

に完了した。 

安全で信頼性の高い CO2 輸送パイプラインの要件（SARCO2） 

 プロジェクトパートナー：CSM（イタリア）、SZMF（ドイツ）、Europipe（ドイツ）、SMLP（ドイツ）、V&M
（ドイツ）、Corinth Pipeworks（ギリシャ）、Eni S.p.A（イタリア）、GDF Suez（フランス）、National Grid
（英国）、DNV（ノルウェー） 

 プロジェクトの目的：人為起源の CO2 パイプライン用鋼管の要件の特定を可能にするためのノウハウ

を開発する。 

 研究領域：次に述べる特定の研究目標に取り組むための、実際のパイプラインを用いたフルスケー

ル試験の実施。 

- 連続延性破壊伸張を制御するためのベースメタルの強靭性要件定義 

- 腐食や応力腐食割れ現象などの亀裂発生事象を制御するための要件定義 

- パイプライン故障中の CO2 排出に関連した実験データの回収 

DNV 合同産業プロジェクト（JIP） －CO2PIPETRANS 第 2 フェーズ 

 プロジェクトパートナー：DNV（ノルウェー）、Arcelor Mittal（フランス）、BP（英国）、Endesa（スペイン）、

Eni S.p.A（イタリア）、E.on（ドイツ）、Gassco（ノルウェー）、Gassnova（ノルウェー）、HSE（英国）、

Maersk Oil（デンマーク）、Petrobrass（ブラジル）、石油安全局（ノルウェー）、Shell（オランダ／英国）、

V&M Tubes（ドイツ）、Vattenfall（スウェーデン） 

 プロジェクトの目的：主として実際の試験から取得したデータ回収を通じて、重大な知識のギャップを

埋め、これを現行の推奨慣行：CO2 パイプライン設計および操業 DNV-RP-L202 最新版に組み込

む。 

 研究領域： 

- 濃密相 CO2 排出のモデル化およびデータ検証。堅牢な濃密相での CO2 減圧、排出および分散

モデルの開発や検証を支援するために、実験研究から取得した適切な情報やデータを入手／

利用可能にする。BP および Shell が実施した中規模の CO2 排出実験の 2 つの無償プログラム

から回収されたデータが、現在入手／利用可能である。 

- 亀裂阻止  フルスケールの亀裂阻止試験によって、理論モデルを確認する。 

- 腐食  酸素、硫黄酸化物、窒素酸化物および硫化水素など様々な量の不純物に対し、濃密相

にある CO2 の腐食の仕組みや腐食率を測定する。 

CO2 液体パイプライン輸送（COOLTRANS） 

 プロジェクトパートナー：National Grid、ノッティンガム大学、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、リー

ズ大学、キングストン大学、GL Doble Denton、ニューキャッスル大学、Atkins、Pipeline Integrity 
Engineers、Penspen、MACAW Engineering、マンチェスター大学、ティンダル研究所および

Spadeadam。パートナー企業・機関は、すべて英国に拠点を置く。 
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 プロジェクトの目的：人為起源／高圧／濃密相の CO2 輸送用のオンショア（埋蔵型）パイプラインの

安全な設計および運用に関わる知識格差に対処する。 

 研究領域：包括的なフルスケール試験プログラムによって裏付けられた 6 つの研究領域が特定され

ている。 

- CO2 の熱力学的性質 

- 亀裂制御（フルスケールの破裂試験 2 つを含む） 

- 定量リスク評価（QRA） 

- パイプライン設計および完全性 

- 環境調査および意識調査 

- 調査結果の適用 

CO2、安全、健康および環境上のリスク（COSHER） 

 プロジェクトパートナー：Kema（オランダ）、Gasunie（オランダ）、SatoilHydro（ノルウェー）、Natonal 
Grid（英国）、Total（フランス）、GDF Suez（フランス）、Petrobras（ブラジル）、Eni（イタリア）、Enagas
（スペイン）、Gassco（ノルウェー）、Gassnova（ノルウェー）、東京ガス（日本）および Air Liquide（フラ

ンス） 

 プロジェクトの目的：CO2輸送の安全区間／影響距離を確定するため、COSHER 関係者のモデル開

発支援のためにデータを収集する。 

 研究領域：本プロジェクトの一環として、一連の高圧 CO2 パイプラインからの制御排出が 2013 年下

半期に完了した。特に関心の深い分野は以下のとおり。 

- 高圧パイプランから排出された後の CO2 の挙動（大量排出流量、相変化） 

- CO2 の大気分散 

- 急激な減圧によるパイプライン内壁にもたらされる「冷却効果」 

次世代 CO2 輸送システム用材料（MATTRAN）プロジェクト 

 プロジェクトパートナー：ニューキャッスル大学、ノッティンガム大学、ユニバーシティ・カレッジ・ロンド

ン、リーズ大学、クランフィールド大学。パートナー機関はすべて英国に拠点を置く。 

 プロジェクトの目的：濃密相の CO2 を輸送するパイプラインの腐食、応力腐食割れおよび破壊伝播を

制御するため、適切な材料や運用条件の選定に必要な工作機械や情報をパイプライン技術者に提

供する。 

 研究領域：本研究プログラムは、下記の作業パッケージに分割される。 

- CO2 ストリーム組成 

- フェーズおよび露点の確定 

- パイプライン仕様 

- 内部腐食および劣化 
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- 内部応力腐食割れ 

- 亀裂制御 

- 演繹的推論および普及 

エネルギー・パイプライン CRC － CO2 パイプライン調査 

 プロジェクトパートナー：Energy Pipelines Cooperative Research Centre（CRC）、ウーロンゴン大

学、モナシュ大学、オーストラリア国立大学、ACIL Tasman、Peter Tuft & Associates、Venton & 
Associates。パートナー企業・機関は、すべてオーストラリアに拠点を置く。 

 プロジェクトの目的：オーストラリア規格 AS 2885：パイプライン － ガス・液化石油ガスに準拠した

CO2 パイプラインの設計および運用を実現する。 

 研究領域：下記の研究領域を網羅する。 

- 状態方程式 

- パイプライン減圧 

- CO2 拡散モデリング 

- 炭素鋼管を利用して安全に輸送するための CO2 混合物中の含水比の上限 

- 研究結果の応用の費用便益分析 

パイプライン・リサーチ・カウンシル・インターナショナル（PRCI） 

 プロジェクトパートナー：PRCI は米国を本拠地とする研究グループであり、78 の参加組織および企

業で構成される。 

 研究領域：カナダの TransCanada が所有するガス力学試験施設で実施される一連の濃密相 CO2

の衝撃波管試験に関し、エネルギー・パイプライン CRC（オーストラリア）および European Pipeline 
Research Group（EPRG）と共同研究を実施した。 
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APPENDIX E: モニタリング技術およびその応用 

 
下記の表では、第 9 章（貯留）の Table 9.1 に示したモニタリング技術の主な目的について解説する。 

低速度撮影 

(4D) 地震調査 

地表地震調査では、深部の岩石および流体の音波特性を測量するために、音響測深技術を使用す

る。3D調査では、地表下の完全な容積測定画像を構築するため、グリッド・パターンに関する地震源

や受信機（地中聴検器）を活用し、4D調査とは、CO2の移動などの変化を追跡するために何度も繰り

返し実施される3D調査を指す。この技術はオフショアおよびオンショア貯留プロジェクトへの応用に

成功してきたが、比較的コストは高額である。半永久的な群設置法によって、長期コストの大幅な削

減が実現可能であるが、オンショアプロジェクトはロジスティックの面で難しい可能性がある。 

地表面の衛星測

定 (InSAR) 

InSARモニタリング測定は、人工衛星から撮影した一連のレーダー作成画像を比較することで、地中

貯留を含む、様々な自然または工業プロセスに由来すると考えられるミリメートル単位での地表高度

のごく僅かな変化を測定する。この測定法は、比較的低コストで、広範囲におよぶ地表下でのCO2の

移動を追跡できる可能性がある。 

微小振動 受動的地震または脈動モニタリングとは、自然または人工的に誘発された可能性のある地表下の動

き（「事象」）によって引き起こされた、地震事象の探知および測定を指す。モニタリング用地中聴検器

は、地表または坑井の中で利用できる。CO2圧入を誘因とする地震事象は、常に感知するには小さ

過ぎ、顕著な損害リスクを引き起こす可能性は極めて低いが、それでも検知は可能であり、貯留層の

評価と完全性の確認に利用できる。 

試錐孔温度およ

び圧力測定 

圧力および温度測定は、坑口装置、貯留層水位でのダウンホールおよび坑井輪（ウェルケーシング

とそれを取り囲む岩石層の間壁）から実施可能である。これらの測定値は、モニタリングおよび予測

的なモデリング活動の厳密な測定に必要であり、井坑や貯留の完全性の確認に利用できる。 

地球化学的な土

壌分析 

貯留サイト真上の土壌内に見られるガスの化学組成の分析に、複数の定評ある技術を利用できる。

代表的な基準データの取得は、圧入中の後続モニタリングの解釈を手助けする上で重要である。比

較的単純ではあるが、モニタリング活動労働集約的かつデータ集約的な傾向が強いので、モニタリン

グ場所や頻度を各オンショアサイトに特有なリスク評価分析に合わせて調整し、時間をかけて修正す

ることが可能である。 

化学的な追跡子

（トレーサー） 

追跡子（トレーサー）とは、地表下での移動の追跡を支援したり、潜在的な漏出を特定するために、圧

入されたストリームの「指紋を取る」目的でCO2 に追加する物質（粉体、液体または可溶性ガス）であ

る、。追跡子の検出は、貯留層内のモニタリング坑井といったサンプリングポイント（試料採取場所）

で実施される。 

クロスホール電

気抵抗断層撮影 

電気抵抗断層撮影法（ERT）では、プリュームの動きを測量するため、CO2の存在によって増加する

可能性のある、貯留層内の電機抵抗を測定する。この技術は、数百メートル離れた地点まで、二つま

たはそれ以上の試錐孔の電極間の電気測定を利用して、貯留層を画像化する。 

地表重量測定 本技術は、地表下の流体の動きに関する情報を送るために、地表での重力の高精度測定を繰り返し

実施することが要求される。この技術自体は、貯留層内の流体の移動に関する情報を送るために、

CO2圧入に応用することができる。解決法の実現可能性は、あまり高くない。したがって、本技術は

地震などその他のモニタリング技術を補足する形で使用可能である。 

ダウンホールの

流体の化学的性

質 

ダウンホールの流体の化学変化は、坑井から抽出された標本を利用して監視することができる。圧

入されたCO2の移動、塩分を含む地下水またはそこに存在するその他の液体の影響を追跡するた

めに、標本用の機器を貯留層内または貯留層真上の帯層に設置し、貯留の完全性を確認する。デ

ータ解釈の支援という意味で、圧入前の基準試料採取および測定は重要である。 

垂直振動断面法 垂直振動断面法（VSP）は、4D地震調査法と類似しているが、坑井のダウンホールに間隔を置いて、

地中聴検器を設置することで、貯留層や周囲の地層の音波特性の詳細な画像化が可能になる。

VSPによって、モニタリング坑井周辺のCO2移動の高解像度の画像の提供が可能となり、貯留の完

全性の保証のために利用できるが、地表（4D）調査法と比較すると、より小さい範囲のより限定され

た場所に対して応用される技術である。 

注記：「試錐孔温度および圧力測定」は、Table 9.1 の「圧入井の圧力」および「ダウンホール圧力および温度」の両方を網羅

する。
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APPENDIX G: 略語および頭字語 

%  : パーセント 

C  : 摂氏温度 

3D  : 3 次元 

2DS  : IEA2 度上昇抑制シナリオ（2050 年までにエネルギー関連の CO2 排出をほぼ半減す

る目標）  

ACTL  : アルバータ CO2 幹線道路（カナダ）  

ADB  : アジア開発銀行  

ADNOC  : アブダビ国営石油会社（アラブ首長国連邦） 

ADP : ダーバン・プラットフォーム特別作業部会（UNFCCC） 

AR  : 評価報告書 

APEC : アジア太平洋経済協力会議 

AS : オーストラリア標準 

ASME : アメリカ機械学会 

ASU : 空気分離ユニット 

Bar  : バール（圧力の単位）1 バールは 10 万パスカルに相当 

CCS  : CO2 回収貯留  

CCEMC : 気候変動・排出管理機構  

CCOP : 地球科学プログラム調整委員会（東・東南アジア） 

CCSI : CO2 回収シミュレーション構想 

CCUS  : CO2 回収利用貯留  

CCWG : 気候変動ワーキンググループ 

CENBIO USP : サンパウロ大学・ブラジルバイオマス資料センター 

CDM : クリーン開発メカニズム 

CEM : クリーンエネルギー大臣会合 

CEPAC  : 石油、鉱物資源、炭素貯留分野の革新的研究センター・オブ・エクセレンス（ブラジル）  

CfD : 差金決済取引 

CLC : 化学ループ燃焼 

CNPC : 中国天然気集団 

CO2 : 二酸化炭素 

CO2 e : CO2 等量 

CO2 CRC : 温室効果ガステクノロジーのための共同研究センター 
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COP  : 締約国会合（UNFCCC）  

COURSE 50 : 環境調和型製鉄プロセス技術開発（COURSE）（日本） 

CPU : CO2 浄化装置 

CSA  : カナダ規格協会  

CSIRO  : オーストラリア連邦科学産業研究機構（オーストラリア）  

CSLF  : 炭素隔離リーダーシップフォーラム  

CTCN  : 国連気候技術センター  

CTL  : 石炭液化  

DECC  : エネルギー・気候変動省（英国） 

DNA : 指定国家機関 

DOE  : エネルギー省（米国） 

DRI  : 直接還元製鉄法  

DSDBI : ヴィクトリア州国家開発・ビジネス・イノベーション局（オーストラリア） 

EAGLE  : 多目的石炭ガス製造技術開発プロジェクト（日本） 

EC  : 欧州委員会  

ECRA : 欧州セメント研究アカデミー 

EEA : 欧州経済領域（EU）  

EEPR  : 欧州エネルギー効率基金  

EIA : エネルギー情報事業団（米国） 

EIA : 環境アセスメント 

EMEA  : 欧州、中東およびアフリカ  

ENGO  : 環境非政府組織  

EOR : 石油増進回収  

EP : 欧州議会 

ESI  : エミレーツ鉄鋼業界  

ESCAP : 高性能 CO2 回収装置 

ETS  : 排出量取引制度  

EU  : 欧州連合 

EPA : 環境保護庁（米国） 

EPS : 排出性能基準（米国）  

FAS  : 流量保証調査  

FEED  : 基本設計  

FGD  : 排煙脱硫  
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FID  : 最終投資判断 

FOAK : 業界初の 

FPSO  : 浮体式海洋石油・ガス生産貯留積出設備  

GEF : 地球環境ファシリティ 

GCC : 湾岸協力会議（中東）  

GCF : グリーン気候基金（国連気候変動枠組み条約） 

GHG  : 温室効果ガス  

Gj/t  : 1 トンあたりのギガジュール量  

GPC : ガス加工処理センター 

Gt  : ギガトン  

GW : 電気ギガワット  

H2  : 水素  

H2O : 水  

H2S : 硫化水素  

HECA（US） : Hydrogen Energy California Project（米国）  

HPU : 水素製造装置     

HSE : 健康、安全および環境  

IBDP : イリノイ州ディケーター盆地プロジェクト（米国）  

IDDRI : 持続型開発・国際関係期間  

IEA : 国際エネルギー機関  

IEAGHG : 国際エネルギー機関温室効果ガス研究開発プログラム 

IGCC : 石炭ガス化複合発電 

IGFC : 石炭ガス化燃料セル 

INDC : 自主的に決定する約束草案（気候変動に関する国際連合枠組条約） 

IPCC : 気候変動に関する政府間パネル  

ISO : 国際標準化機構  

J-POWER : 電力開発企業（日本） 

JFY : 日本の会計年度 

JICA : 国際協力機構 

JIP : 合同産業プロジェクト 

JISF : 一般社団法人 日本鉄鋼連盟  

JV : 合弁事業 

Kg/s : キログラム／秒  
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KACST : キングアブドゥルアジズ科学技術都市（サウジアラビア） 

KCCSA : 韓国 CO2 回収貯留協会 

KFUPM : キング・ファハド石油・鉱物大学（サウジアラビア） 

KAUST : キング・アブドゥッラー科学技術大学（サウジアラビア） 

KAPSARC : キング・アブドゥッラー石油研究リサーチセンター（サウジアラビア） 

KM : キロメートル 

KMH : キロメートル時 

LNG : 液化天然ガス  

LSIP : 大規模統合プロジェクト 

m : メートル  

mm : ミリメートル  

Masdar : Abu Dhabi Future Energy Company 

MEA : モノエタノールアミン  

METI : 経済産業省（日本） 

MMV : モニタリング、測定および検証  

MOST : 科学技術部（中国共産党） 

MRV : モニタリング、報告および検証  

MSR : 市場安定化準備制度（欧州委員会）  

MTU : 可動式試験装置 

Mt : 百万トン  

Mtpa : 百万トン／年間  

MW : メガワット  

MWe : 電気メガワット 

MWh :メガワット時 

MWth : 熱メガワット  

N2 : 窒素  

NCCC : 国立 CO2 回収センター（米国）  

NDC : 自主的に決定する約束草案（気候変動に関する国際連合枠組条約） 

NDE : 国家指定機関（気候変動に関する国際連合枠組条約） 

NDRC : 国家発展改革委員会（中国）  

NEDO : 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（日本） 

NER300 : 新規参入者用排出枠 3 億ユーロ規定（欧州委員会資金調達プログラム）  

NETL : 国立エネルギー技術研究所（米国）  
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NGCC : 天然ガス複合サイクル  

NGL : 天然ガス液  

NGO : 非政府組織（NGO）  

NOX : 亜酸化窒素  

NSPS : 新規排出源性能基準（米国）  

NWIP : 新規作業項目提案（国際標準化機構） 

O2 : 酸素  

OECD : 経済協力開発機構  

PEMEX : Petróleos Mexicanos  

PCC : 燃焼後回収  

PSA : 圧力変動吸着法 

PSAG : 民間セクター諮問グループ（気候変動に関する国際連合枠組条約） 

PTRC : 石油技術研究センター（カナダ）  

QCCSRC : カタール炭酸塩・炭素貯蓄研究センター  

R&D : 研究開発  

RD&D : 研究開発および実証 

RFA : 規制枠組み評価（カナダ） 

RITE : 公益財団法人 地球環境産業技術研究機構（日本） 

ROAD : ロッテルダム貯留回収実証プロジェクト（オランダ）  

S&ED : 戦略的経済対話 

SABIC : Saudi Basic Industries Corporation 

SBI : 実施に関する補助機関（気候変動に関する国際連合枠組条約）  

SBSTA : 科学および技術の助言に関する補助機関（気候変動に関する国際連合枠組条約）  

SCC : カナダ規格審議会 

SDSN : 持続可能な開発ソリューションネットワーク  

SECARB : 南東地区炭素隔離パートナーシップ（米国）  

SER : 吸着増進改革 

SEWGS : 吸着増進水性ガスシフト反応装置 

SMR : 水蒸気メタン改質器 

SOX : 硫黄酸化物  

SNG : 合成天然ガス 

SYNGAS : 合成ガス 

t : トン  



 

 
201  

TC : 技術委員会（国際標準化機構） 

TCEP : テキサスクリーンエネルギープロジェクト（米国） 

TCM : モングスタッド技術センター（ノルウェー）  

TEC : 技術執行委員会（気候変動に関する国際連合枠組条約）  

TEM : 技術専門家委員会（気候変動に関する国際連合枠組条約）  

TIC : テクノロジー・イノベーション・センター（CCS）（サウジアラビア） 

TRIGTM : 輸送統合ガス化（技術） 

TRL : 技術熟度レベル 

Tpa : トン／年  

Tpd : トン／日  

UAE : アラブ首長国連邦  

UIC : 地下圧入コントロール 

UK : 英国  

ULCOS : 超低 CO2 製鋼コンソーシアム（フランス）  

UN-ESCWA : 国連西アジア経済社会委員会 

UNFCCC : 気候変動に関する国際連合枠組条約  

US : 米国（アメリカ合衆国） 

VSA : 真空旋回吸着  

WA : サウスオーストラリア  

WG : 作業部会（ISO）  

WMP : Weyburn-Midale CO2 モニタリング・貯留プロジェクト（カナダ）   

WS : ワークストリーム（UNFCCC） 
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